
和 5 年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」 

（３）職業実践専門課程等の充実に向けた取組の推進 

① 社会的評価の一層の向上のための共通的基盤整備の推進 

「職業実践専門課程の一層の社会的評価向上のための共通的基盤整備の推進」 
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はじめに 

 

現在の専修学校の質保証・向上の取組は、自己点検・評価と学校関係者による学校評価

及びそれらの評価結果を含む情報公開により行われている。 

自己点検・評価は、文部科学省から自己点検・評価表が例示されるなど、評価項目は一定

程度が共通化されているものの、それらの項目の評価基準は学校によって異なり、同一の評

価がなされているとは言い難い状況である。 

こうした状況の中、アンケート調査やヒアリング調査などを通じて、多くの専門学校関係者の

協力を得ながら、令和３年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推

進」事業として、「自己点検・評価表【共通的評価基準モデル２０２２】」と「共通的評価基準モデ

ル２０２２－利用の手引き」を作成した。当該事業ならびに令和４年度事業では、これら「自己

点検・評価表【共通的評価基準モデル２０２２】」を広く普及することを目指し、普及セミナーを

開催した。普及セミナー参加者へのアンケート調査から、「評価基準がわかりやすくなり、自己

点検・評価が進めやすくなった。」等の評価を得ることが出来たことから、職業実践専門課程を

通した専修学校の質保証・向上について一定の成果を収めることが出来たと言える。 

本事業では、令和５年５月に公布された私立学校法の改正に伴い、専修学校の更なる質保

証・向上に向けた体制の整備を目的に、自己点検・評価項目の見直し・改訂を行った。本書

は、そうした見直しにより策定された「自己点検・評価表【共通的評価基準モデル２０２３改訂

版】」を提示するとともに、その「利用の手引き」と、自己点検・評価結果とりまとめの手順を示し

ており、専修学校が自己点検・評価に取り組む際の「運用ガイドライン」となっている。 

多くの専修学校がこの「自己点検・評価表および運用ガイドライン」（以下、「本ガイドライン」

という。）を活用することで、教育改善や教育の充実を進めるとともに、学生・保証人（保護者）、

そして産業界に対して積極的に情報を公表できるようになり、説明責任を果たすことができるよ

うになると期待している。 

 

～なぜ中期計画の策定を目指すのか～ 

18 歳人口の減少や産業構造の変化など、大学や専門学校等の高等教育機関を取り巻く環

境は大きく変化しつつあり、教育研究の質向上の取組の更なる充実・ガバナンスの強化が必

要であるといわれています。また、私立大学の約 3 割が定員割れを起こしており、一部の地方



中小規模大学では事業活動収支差額比率がマイナスになるなど、経営状況が悪化傾向にあ

り、経営力強化が求められていますが、専門学校も程度の差こそあれ、同様の課題を抱えて

います。 

こうした状況の中、「我が国の公教育を支える私立学校が、社会の信頼を得て、一層発展し

ていくため、社会の要請に応え得る実効性のあるガバナンス改革を推進するための制度改正

を行う。」として、私立学校法の改正（令和 5 年 5 月 8 日公布、令和 7 年 4 月 1 日施行）が行

われました。この新私立学校法第 148 条 2 項に「大臣所轄学校法人等は、事業に関する中期

的な計画（第四項において「中期事業計画」という。）を作成しなければならない。」と定められ

ています。 

今回の私立学校法の改正で、「中期的な計画」の作成を義務づけられたのは「大臣所轄学

校法人等」であり、多くの専門学校は対象外となります。しかしながら、我々専門学校も、社会

に求められる優秀な人材を輩出し続けるために、常に自己改革を追求し続ける必要があり、ガ

バナンスの強化と経営力の強化は不可欠です。生き残りのための戦略として、中長期的な視

野で学校の改善と発展を図るべきです。これには、PDCA サイクルを活用し、計画（Plan）、実

行（Do）、評価（Check）、改善（Act）のサイクルを繰り返すことが重要です。職業実践専門課程

にて、単年度の PDCA のチェックはされていますので、これを中長期的な視野を有する中期

計画と連携させることで、ガバナンスの強化と経営力の強化を図ることが可能になります。 

 

 

私立学校法の改正について（文部科学省 令和５年１２月１２日更新）より引用 
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１．自己点検・評価の運用ガイドライン 

 

1－１．運用ガイドラインの目的 

「自己点検・評価」は、「各学校の教職員が、当該学校の理念・目標に照らして自らの教

育活動について行う評価」（「専修学校における学校評価ガイドライン」平成 25 年 3 月文部

科学省）のことであり、平成 19 年（2007 年）の学校教育法改正に伴い改正された学校教育

法施行規則で、義務（すべての学校に求められる取組）として位置づけられた。その後、平

成 26 年（2014 年）に認定が始まった職業実践専門課程や令和 2 年（2020 年）から始まった

修学支援新制度など、自己点検・評価や学校関係者評価などの学校評価が求められる制

度も増え、多くの学校でこうした取組が進められている。平成 25 年（2013 年）には実施率

66.7%・公表率 22.2%だった自己点検・評価の実施率・公表率が、令和 3 年（2021 年）には実

施率 91.5%・公表率 83.1%まで向上した。（実施率・公表率については、「私立高等学校等の

実態調査」による。） 

一方で、自己点検・評価は、学校が主体的に行う取組であるとして、これまで、評価基準

や評価の手順を示した運用ガイドラインは作成されておらず、その結果、各校で自己点検・

評価を行う担当者も、自校における自己点検・評価を適切に行えているという確証を得るこ

とが難しいのが実情である。自己点検・評価は、「実施すること」とともに、「公表すること」が

義務づけられている。公表するということは、他の専修学校の自己点検・評価結果と比較さ

れる可能性があるということである。それらを踏まえて、本ガイドラインでは、的確な自己点

検・評価であることの要件として、「外部に対して説明責任が果たせる、客観的な評価である

こと」を掲げる。 

専修学校の多くは、中・小規模校といわれる規模の学校であり、自己点検・評価を実施す

るための学校評価委員会を設置している場合でも、担当者が複数の業務を兼務しており、

十分な時間を取ることが困難であるのが実態である。本ガイドラインは、こうした実情・実態を

持つ専修学校にとって使いやすい評価基準や評価の手順を示し、的確な自己点検・評価

の実施を支援することを目的としている。 
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1－２．自己点検・評価実施の流れ 

前節にて、的確な自己点検・評価であることの要件として、「外部に対して説明責任が果

たせる、客観的な評価であること」を掲げた。このことを実現する自己点検・評価のポイントと

して、以下の 3 つが挙げられる。 

 明確な評価基準があること。 

 評価の根拠を示すこと。 

 公平・公正に評価が行われること。 

「明確な評価基準」として、本ガイドラインでは、（別添 1）「自己点検・評価表（２０２３モデ

ル Ver. 3.0） エビデンス例及び項目対比表」と（別添 2）「自己点検・評価表（２０２３モデル 

Ver. 3.0）」を提示するとともに、「３．評価基準の説明」にてそれらの評価基準を説明してい

る。 

「評価の根拠」については、前述の「自己点検・評価表（２０２３モデル Ver. 3.0）」を使用

することにより、各校が自己点検・評価を進める過程でエビデンス名と書かれた記入欄に記

載し、整理されることを期待している。なお、（別添 1）「自己点検・評価表（２０２３モデル 

Ver. 3.0） エビデンス例及び項目対比表」には、当該自己点検・評価表に掲載されている

全てのカテゴリーの評価項目に対するエビデンス例が示されている。エビデンス例は、あくま

でも例であり、各学校が有するそれらに類するエビデンス（証拠、根拠、証明、検証結果な

ど）の名称を記載することを求めている。 

「公平・公正に評価が行われること」をどのように実現すべきかは、非常に重要なポイント

であり、本ガイドラインのメインテーマともいえる。詳しくは後述するが、本ガイドラインでは、

「その業務を担当していない者が業務の評価を行う（業務監査的に行う自己点検・評価）」こ

とで、自己点検・評価の公平性・公正性を担保している。 

ここで一度、「評価の根拠を示す」という取組について考えたい。学校内において、「評価

の根拠を示す」という作業（つまり、根拠資料を提示するという作業）は、誰が担当すると良い

だろうか。これについては「実際にその業務を担当している者」が適任であるということで、異

論は無いと考えている。これらを整理すると、自己点検・評価は、まず「実際にその業務を担

当している者」が行い、その上で、「その業務を担当していない者がそれぞれの業務の評価

を行う」という二段階での実施が適切であることがわかる。なお、いずれの場合にも、評価を

担当する者は、評価者として必要な知識・スキルを有しているべきであるということを付け加

えておく。 
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以上をまとめるとともに、準備段階で必要な取組やとりまとめ段階で必要な取組を付け加

えると、以下のとおりとなる。 

 

 

～的確な自己点検・評価実施の流れ～ 

 

①自己点検・評価チームの編成 【本章 1－3．を参照】 

 

②自己点検・評価表の調整（カテゴリー決定） 【本章 1－４．を参照】 

 

③各部署における自己点検・評価 【本章 1－５．を参照】 

 

④業務監査的に行う自己点検・評価 【本章 1－６．を参照】 

 

⑤自己点検・評価結果のレビュー 【本章 1－７．を参照】 

 

⑥是正活動と改善活動 【本章 1－８．を参照】 

 

 

次節１－３．から１－８．にて、自己点検・評価実施の取組の詳細を説明する。 

 

1－３．自己点検・評価チームの編成 

はじめに、自己点検・評価チームの編成を行う。自己点検・評価チームとは、学校として

行われる自己点検・評価の作業を進める際に、中心となるメンバーで構成されるチームであ

る。法人本部や管理部など一部の部署のメンバーではなく、できるだけ多くの部署から、異

なる業務を担当しているメンバーを集めることをお勧めする。小さい学校の場合には、２人で

チームを構成する場合もある。 低でも２人としているのは、１－６．「業務監査的に行う自己

点検・評価」で後述するように、「自らが担当する業務を自らが監査（評価）しない」というルー

ルを守るためである。２人居れば、自らが担当する業務については、もう一方の評価者が評

価すればよいからである。 
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自己点検・評価チームを編成したら、チームの中でリーダー１人を任命する。リーダーは、

自己点検・評価業務の責任者として、②自己点検・評価表の調整（本章１－４．）から⑥是正

活動と改善活動（本章１－８．）まで、自己点検・評価業務全体を統括する。学校という組織

において、様々な業務を兼務せざるを得ない場合が少なくないが、学校運営責任者と自己

点検・評価リーダーは、可能な限り兼務すべきではない。「自らが担当する業務を自らが監

査（評価）しない」というルールを守ることが困難となるからである。 

自己点検・評価チームのイメージは下記の通りである。組織体制は学校により異なるが、

各部門からメンバーを選出することが望まれる。 

 

 

1－４．自己点検・評価表の調整（カテゴリー決定） 

【共通的評価基準モデル２０２３改訂版】では、各評価項目をＡ・Ｂ・Ｃ・Ｓ・Ｑ・Ｊという６つの

カテゴリーに分類し、それぞれがどのカテゴリーに属するのかを表示している。  

すべての専修学校を対象としている基本的な事項は、カテゴリー A 

職業実践専門課程の認定を受けている学校は、カテゴリー A ＋ B 

第三者評価などに取り組む場合には、審査を受ける認証機関によって、使用する評価項

目が異なる。 

・ 職業教育評価機構 ＝ カテゴリーA ＋ B ＋ S 

・ QAPHE   ＝ カテゴリーA ＋ B ＋ Q 

・ JAMOTEC   ＝ カテゴリーA ＋ B ＋ Ｊ 

自己点検・評価チームは、どのカテゴリーの項目を対象とするのかを判断し、理事長等の

経営責任者と校長・副校長等の運営管理責任者に確認の上、自己点検・評価に使用する

チェックリスト（自己点検・評価表）を調整する。 
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1－５．各部署における自己点検・評価 

この段階では、各部署の責任者または担当者に、自己点検・評価表への記入を促す。 

まず、職務分掌や組織図を参考にして、大項目単位で業務ごとに評価対象項目を配分

する。例えば、総務や経営企画部門であれば「１．教育理念・目標」、「２．学校運営」、「８．

教育の内部質保証システム」、「９．財務」などの項目について、自己点検・評価表を用いて

評価を行ってもらう。教務部門であれば「３．教育活動」、「４．学修成果・教育成果」、「５．学

生支援」、「６．教育環境」などの項目、広報・学生募集部門であれば、「５．学生支援」、「７．

学生の受入れ募集」などの項目を評価対象として、自己点検・評価表を用いて評価を行っ

てもらう。 

各部署において自己点検・評価を実施してもらう 大の目的は、的確なエビデンスの抽

出である。それぞれの部署が、それぞれの業務を行っているのだから、彼ら以上にエビデン

スに詳しい人材はいないのである。 

この時、自己点検・評価チームの責任者は、各部署の評価担当者に「評価を適切に行う

こと」を必要以上に要求してはいけない。学校（組織）としての自己評価を行うのは、後述す

る１－６．「業務監査的に行う自己点検・評価」である。むしろ、「どうしたら（何をエビデンスと

して説明したら）その項目が評価４（適切）であることが理解してもらえるか」ということを考え

てもらうことが重要である。 

本ガイドラインを活用して初めて自己点検・評価に取り組む場合には、一般財団法人 職

業教育・キャリア教育財団が実施している「専門学校の教育訓練・運営に係る内部質保証人

材の養成講習」等、自己点検・評価を行うために必要な知識・スキルを身につけるための研

修に参加することも有効である。また、評価担当者には、本ガイドライン第３章「評価基準の

説明」を活用することも勧めていただきたい。第３章「評価基準の説明」に掲載されているエ

ビデンス例を参考にすることで、自校の取組の結果として作成されている文書や記録を活用

しやすくなり、効率よく評価活動に取り組むことが可能となる。 

 

1－６．業務監査的に行う自己点検・評価 

「業務監査的に行う」というと堅苦しく、また難しく感じてしまうかもしれないが、「自らが担

当する業務を自らが監査しない」という原則に基づいて、自己点検・評価を行えば、より客観

的な評価結果が得られる。学校関係者評価委員会での説明資料や、外部への説明責任を

果たすための情報公開資料として活用するための自己点検・評価表を作成する際には、自
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己点検・評価を業務監査的に行うことにより、「学校（組織）としての自己評価」となるよう配慮

することが望ましい。 

業務監査的に行う自己点検・評価のスケジュール例を以下に示す。評価者を割り振る際

には、評価チームのメンバーの中から「自らが担当する業務を自らが監査しない」という原則

に基づいて任命する。 

 

業務監査的に行う自己点検・評価のスケジュール（例） 

時間帯 対象部署 点検対象項目 評価者（説明者） 

9:00 

～9:20 

（対象者全員） オープニング会議 評価リーダー 

9:30 

～10:30 

広報部 ７．「学生の受入れ募集」  

10:40 

～11:40 

就職指導部 ５．「学生支援」  

12:40 

～14:40 

教務部 １．「教育理念・目標」、３．「教育

活動」、４．「学修成果・教育成

果」、１０．「社会貢献・地域貢献」 

 

14:50 

～16:50 

総務部 ２．「学校運営」、６．「教育環境」、

８．「教育の内部質保証システ

ム」、９．「財務」 

 

17:00 

～17:20 

（対象者全員） クロージング会議 評価リーダー 

 

1－７．自己点検・評価結果のレビュー 

自己点検・評価チームのリーダーは、自己点検・評価結果をとりまとめ、学校（組織）全体

としての自己点検・評価表を作成する。 

一連の活動を終えたところで、自己点検・評価表を理事長・校長などの経営責任者に報

告し、レビュー（見直し）を行なう。改善すべき箇所が見つかった場合など、必要に応じて、

理事長・校長など経営責任者と相談し、改善活動を実施する。 
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1－８．是正活動と改善活動 

自己点検・評価結果が評価４（適切）とならなかった項目については、是正活動を行うこと

を推奨する。「是正」とは、「不適切事項の原因を特定し、その原因を取り除くこと」を指す。

できていなかったことを、できている状態にすることは「修正」という。「修正」だけでは不十分

と考え、「是正」を行うことを推奨する理由は、次の通りである。 

例えば、実施することが求められている取組が行われていなかったことが判明した場合、

まずは、その取組を実施しなければならない。これを「修正」と呼んでいる。まず、できていな

い状態を修正し、できている状態にすることが必要ということである。その上で、次の段階とし

て、「是正」活動に取り組んでいただきたいということである。なぜなら、自己点検・評価など

の活動を通じて発見された問題を「修正」しても、次年度、また同じ問題が起こる可能性が残

ってしまうからである。その懸念を払拭する活動が、是正活動である。是正活動は、「不適切

事項の原因を特定し、その原因を取り除く」活動であるので、その時の問題点が修正された

だけではなく、（原因が取り除かれたことにより）将来的にも同様の問題が発生しない状況を

作り出せるのである。問題が発生した際には、その問題の原因を特定し、それを取り除くこと

（是正活動を行うこと）をお勧めする。 

一方、改善活動は、必ずしも「不適切事項」など、問題が発生していることに対して行われ

るものではない。「現状でも評価４（適切）ではあるが、より質を高める方法がある」という場

合、改善活動が行われる。 

自己点検・評価の活動を行っている際に「改善点が見つかった」ことにより、評価を下げ、

評価３（ほぼ適切）としているのを見かけたことがあるが、この方法（考え方）は、自己評価の

考え方として、あまり好ましくない。評価４（適切）と評価できるか否かは、基準を満たしている

か否かで判断すべきである。改善点が見つかるか否かで判断してしまうと、質を高めるため

に工夫をする（考える）ほど、評価が下がってしまうという矛盾を生み出してしまう。 

改善活動は、現状よりも、更に質を高めるための活動であり、その取組には終わりが無い

のである。評価を４とすべきか、３とすべきかという問題とは、区別しなければならない。 
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２．自己点検・評価表の利用方法 

 

２－１．自己点検・評価項目のカテゴリーについて 

本事業で【共通的評価基準モデル２０２３改訂版】として提示する「自己点検・評価表」で

は、各評価項目をＡ・Ｂ・Ｃ・Ｓ・Ｑ・Ｊという 6 つのカテゴリーに分類し、それぞれがどのカテゴ

リーに属するかを表示している。（項目の詳細及びカテゴリーについては、（別添１）「自己点

検・評価表（２０２３モデル Ver. 3.0） エビデンス例及び項目対比表」に掲載。）本書の「３．

評価基準の説明」では、これら 6 つのカテゴリーの内、Ａ・Ｂ・Ｃという 3 つのカテゴリーに分

類される項目のみについて、「適切」と評価するための具体的な要件を含めて説明してい

る。Ｓ・Ｑ・Ｊの詳細については、各認証機関に確認することをお勧めする。 

なお、各カテゴリーの位置づけは以下のとおりである。 

(1) 文部科学省のガイドラインにも掲載されている基本的な事項は、カテゴリーA 

(2) 職業実践専門課程の認定を受けているところは、カテゴリーA＋カテゴリーB 

(3) 第三者評価などに取り組む場合には、対象とする認証機関によって、 

   ・カテゴリーA＋カテゴリーB＋カテゴリーC = 更なる質の向上を目指す 

   ・カテゴリーA＋B＋カテゴリーS= NPO 法人 職業教育評価機構 

   ・カテゴリーA＋B＋カテゴリーQ= 一社）専門職高等教育質保証機構（QAPHE） 

   ・カテゴリーA＋B＋カテゴリーJ= JAMOTE 認証サービス株式会社（JAMOTEC） 

 

２－２．自己点検・評価のポイント 

「共通的評価基準モデル２０２３改訂版」は、文部科学省の「専修学校における学校評価

ガイドライン（平成 25 年 3 月発行）」にて例示されたものと同様に、冒頭部分で「１．学校の

教育目標」と「２．本年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標や計画」を記載する

形となっている。これは「自己点検・評価表」を閲覧する者と、当該学校が目指している教育

についての前提要件を共有しておくための項目である。自己点検・評価を実施するメンバー

間で、共有しておかなければならない情報でもある。 

本書を教職員研修などで研修教材として用いることで、教職員の間での自己点検・評価

項目の共通理解を深めることが可能である。しかしながら、本書は、そのすべてを覚えること

を想定した教材ではなく、むしろ辞書のような使い方を想定して作成されたものである。研修
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等で使用するだけでなく、実際に自己点検・評価を実施する際に、適宜参照していただくこ

とで役立てれば本望である。 

項目の「３．評価項目の達成及び取組状況」（本書では「評価基準の説明」とした。）が、い

わゆる「自己点検・評価」の本体部分となる。自己点検・評価は、定量的評価、エビデンスの

提示、大項目ごとの定性的評価（第三者評価機関によっては、中項目ごとに定性的評価を

求められる場合もある）の３つで構成されている。 

 

（１）定量的評価 

「共通的評価基準モデル２０２３改訂版」では、小項目ごとに４（適切）、３（ほぼ適切）、２

（やや不適切）、１（不適切）の４段階で評価を行うこととしている。まず、４段階評価となっ

ている点に注目していただきたい。４段階評価であるので、「ふつう」のような、評価を「保

留」するという選択肢は無く、少なくとも、どちらかと言えば「適切」なのか「不適切」なのか

を判定しなければならない。 

どちらかと言えば「適切」であるならば、その上で、４（適切）なのか、３（ほぼ適切）なの

かを判定することになる。ここで重要なのが「エビデンス」である。提示したエビデンスによ

り、第三者を含む多くの者が「適切」と判断できるのであれば４（適切）と判定し、エビデン

スが不十分であるならば３（ほぼ適切）と判定する。 

一方、どちらかと言えば「不適切」であるならば、どの程度不適切なのかを判定すること

となる。小項目にて示されている事柄について、エビデンスは明示できない（存在しない）

ものの、取組自体は行われているということであれば２（やや不適切）と判定し、そもそも取

り組まれていないということであれば１（不適切）と判定する。 

さらに、「適切」であることにとどまらず、特筆すべき優良な取組がなされている場合には

４＋（優良）と判定することで、更なる質向上への取組につながる評価を行うことができる。 

 

（２）エビデンスの提示 

エビデンス（根拠資料）とは、小項目にて示されている事柄が「適切にできている」ことを

説明できる資料のことである。エビデンスとして提示する資料には、ルールや手順などを

示す規程・規則・細則やマニュアル・手順書のような文書や、実際に取り組んでいるという

実績を示す報告書や議事録のような記録など、様々なものがある。 

適切なエビデンスを選ぶためには、ルールや手順などが明確にされていることを求めら

れているのか、それとも、実際に取り組んでいること（実績）を求められているのかを、区別
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して考えることから始める。それぞれの小項目におけるエビデンスの例が示されているの

で、それらを参考にしていただきたい。 

 

（３）大項目ごとの定性的評価 

自己点検・評価には、学校の教育に関する現在の状況を基準に則って評価することと

ともに、改善すべき点を明らかにして、質を向上させる（PDCA サイクルの活用）という機能

も求められている。 

「共通的評価基準モデル２０２３改訂版」では、「① 課題」、「② 今後の改善方策」、

「③ 特記事項」という 3 項目を設定し、大項目ごとに定性的評価の実施を求めている。定

性的評価とは、文章表現によりなされる評価であり、特に、こうした課題の指摘や改善方

策の提示、特長となる取組など、数値化が難しい事柄の評価方法として用いられるもので

ある。学校内の教職員間で情報を共有したり、学校関係者評価などにおける説明に使用

したり、文脈や背景を共有する内部で活用するための評価記録として非常に有効である。

その反面、文脈や背景を共有していない外部への説明の場合には、文書化された内容

のみをもって判断されてしまうことが懸念されるため注意が必要である。 

 

２－３．各項目の評価方法 

この自己点検・評価表では、小項目ごとに４（適切）、３（ほぼ適切）、２（やや不適切）、１

（不適切）の４段階で評価を行うこととしている。（４＋（優良）は、特筆すべき事項に対する

判定結果であり、全ての項目で目指すべき評価ではないことに留意してほしい。） 

① どちらかと言えば「適切」なのか「不適切」なのか、大まかに判定する（４段階評価で

あるので、評価を「保留」するという選択肢（例えば「ふつう」など）は無い）。 

② どちらかと言えば「適切」であるならば、その上で、４（適切）なのか、３（ほぼ適切）な

のかを判定する。 

 提示したエビデンスにより、第三者を含む多くの者が「適切」と判断できるので

あれば４（適切）と判定 

 エビデンスが不十分であるならば３（ほぼ適切）と判定 

③ どちらかと言えば「不適切」であるならば、どの程度不適切なのかを判定する。 

 小項目にて示されている事柄について、エビデンスは示せない（存在しない）

ものの、取組自体は行われているということであれば２（やや不適切）と判定 

 そもそも取り組まれていないということであれば１（不適切）と判定 
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④ 特筆すべき優良な取組がなされている場合には、それを明示する。 

 「適切」であることにとどまらず、他の学科コースや他校にも同様の取組を推奨

したくなるような「特筆すべき優良な取組」がなされている場合には４＋（優良）

と判定 

 

２－４．用語及び定義 

2-5-1. エビデンス 

証拠、根拠、証明、検証結果など。ある評価項目について、そのことが「できている」こと

を説明することができる根拠となる資料のこと。規程・規則・手順書やマニュアルなどの

文書が適切な場合もあれば、報告書や議事録などの記録が適切な場合もある。 

 

2-5-2. コンピテンス 

意図した結果を達成する為に、知識及びスキルを適用する能力（cf. ISO 29993:2017）。

知識・スキル及び業務遂行能力。 

 

2-5-3. 保証人（保護者） 

「民法の一部を改正する法律」は、2022 年 4 月 1 日から施行された。民法が定めている

成年年齢は、「一人で契約をすることができる年齢」という意味と、「父母の親権に服さな

くなる年齢」という意味がある。成年に達すると、親の同意を得なくても、自分の意思で

様々な契約ができるようになるということである。こうした状況に合わせ、本書では「保護

者」という表記を改め、保証人（保護者）という表記を用いることとした。 

なお、エビデンス例については、従来から使用されている資料名の方がわかりやすいと

考え、従来通り「保護者」と表記している。 

成年年齢が引き下げられたことにより、専門学校に入学する時点から様々なことができ

るように変わっていくが、一方、成年年齢が 18 歳になっても、飲酒や喫煙、競馬などの

公営競技に関する年齢制限は、これまでと変わらず 20 歳となる。健康面への影響や非

行防止、青少年保護等の観点から、現状維持となるので、学生・生徒指導の際にご留

意いただきたい。 
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３．評価基準の説明 

 

３－１．「教育理念・目標」 

 

1.1.1 この項目で確認しているのは、「定められているか」です。中項目 1.1 では、理念・

目的・育成人材像についての自己評価を求めています。小項目にて、定められて

いるか、明文化しているか、公表しているか、と段階を分けて、どこまでできている

かを確認できるようになっています。「定められているか」を確認しているので、学校

内の内部資料に書かれているもの（非公開資料）でもエビデンスとして有効です。 

1.1.2 この項目では、学生や保証人に対して、教育理念を伝えられているかを確認してい

ます。（2022 年 4 月 1 日施行の民法改正による成年年齢の引き下げに伴い、「保

護者」から「保証人」という表現に変更しました。）エビデンスとして、学生や保護者

に配付している資料等が求められます。 

1.1.3 この項目では、教職員に対して、教育理念を伝えられているかを確認しています。

エビデンスとしては、教職員に配布している資料等が求められます。（エビデンス例

にもあるように、教職員にのみ配布する資料に限定されません。）学生・保証人に

対しては「周知しているか」でしたが、教職員に対しては「周知徹底しているか」とな

っていますので留意してください。好事例として、資料の配付に加えて、講師会や

教職員研修会などで説明することや、唱和することなどを組み合わせた取組があり

ます。 

1.1.4 この項目では、学外の方に対して、教育理念を伝えられているかを確認していま

す。1.1.2 項で「学生や保証人に対して」について確認をしておりますので、ここで

1 1
中

項

目

1 1 1
学校の理念・目的・育成人材像は定められてい
るか（専門分野の特性が明確になっているか）

A
寄附行為又は定款、学則その他
教育上の目的を定めた規程、
HP、学生便覧

1 1 2
学生・保証人（保護者）に対して教育理念等を明
文化し、周知しているか

A
学校・学科（理念・目的）を紹介す
るパンフレット、HP、学生便覧、学
生の手引き

1 1 3
教職員に対して教育理念等を明文化し、周知徹
底を図っているか

B
教職員手帳等、学生便覧、学生
の手引き、HP

1 1 4
学外の方に対して教育理念等を明文化し、公表
しているか

B HP、パンフレット、募集要項

理念・目的・育成人材像（教育理念（建学の精神）・目的・目標、育成人材像等が明文化されてい

るか。職業教育機関として専修学校教育に必要とされる考え方や指針、内容等が盛り込まれている
か）
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は「学生や保証人以外の学外の方」を対象としています。例えば、求人募集をいた

だいている企業等の方、関係する業界団体の方、高等学校の先生方などが対象

に含まれます。エビデンスとして、これらの方々に実際に配布している資料等やホ

ームページ等に掲載されている情報が挙げられます。 

 

 

1.2.1 中項目 1.2 では「教育の特色が明確にできているか」という点について自己評価を

求めています。この項目では、「業界のニーズに向けて方向づけられているか」とい

う点についてとなりますが、見方を変えると、括弧書きで示されているように、業界の

ニーズ（求められる人材像）が把握され、どのようなコンピテンス（知識・スキル及び

業務遂行能力）のレベルが求められているかを明確にできているか、ということの確

認となります。エビデンスとして提示されている資料に、こうした業界のニーズが描

かれているか、また、それらのニーズに応えられる人材像が目的・目標として描か

れているかを評価します。 

1.2.2 この項目では、1.2.1 で捉えるニーズよりも長期的な視点でのニーズの把握ができ

ているかを確認しています。エビデンスとしては、ニーズ調査アンケートや就職担当

者の報告書のように直接的なもの（ニーズを調査した記録）だけではなく、教育課

程編成委員会や学校関係者評価委員会の議事録などのように、会議の場で、議

題として提示し、業界団体や企業の方々からの意見をとりまとめているものも考えら

れます。（これら全てが必要ということではありません。） 

1.2.3 この項目では、1.2.1 や 1.2.2 で把握されたニーズが、職業教育の特色として明確

化されているかを確認しています。例えば、「卒業後はこういうコンピテンスが身に

1 2
中

項

目

1 2 1

各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に
対応する業界のニーズに向けて方向づけられて
いるか（コース修了後に、学習者がそのコンピテ
ンスのレベルを必要とする目的や状況が明確に
されているか）

A
HP、学生便覧、実習要項、教育
課程編成委員会議事録

1 2 2

社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構
想を抱いているか
（学校の将来構想を描くために、業界の動向や
ニーズを調査しているか）

A

ニーズ調査アンケート、教育課程
編成委員会議事録、就職担当者
の報告書、学校関係者評価委員
会議事録、HP

1 2 3
学校における職業教育の特色は明確になって
いるか

A
学生便覧、ＨＰ、シラバス、学則
別表2

1 2 4
各修業期間における教育目的・目標・教育計画
が文書化され、提示されているか

C
学生便覧、年間行事予定表、学
則

教育の特色（社会や関連業界のニーズを踏まえた将来構想を描いていますか）
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つきます」や「このような職業に就けます」などの成果のイメージが、把握されたニー

ズに応える形となっていることを示しているエビデンスや、「職業理解を深めるため

に、どのような授業がなされているかが明確に示されていること」がわかるエビデン

スなどが想定されています。 

1.2.4 この項目では、より具体的な確認事項として、1 年次における教育目的・目標・教育

計画、2 年次における教育目的・目標・教育計画などが文書化され、学生や教職員

に提示されているかを確認しています。 

 

 

３－２．「学校運営」 

 

2.1.1 中項目 2.1 では「学校運営における運営方針は教育理念等に沿ったものになって

いるか」という点について自己評価を求めています。この項目では、「運営方針が

策定されているか」を確認しています。「策定している」のであれば、それを示すエ

ビデンスとして、その運営方針が掲載されている資料を示すことができます。「運営

方針」として教室や教員室などに掲示しているものがあればそれがエビデンスとなり

ます。また、「策定している」ことが説明できればよいので、理事会議事録などの非

公開資料でも、そこに教育方針や教育目的等に沿った運営方針を策定したことが

記載されていれば、エビデンスとなります。 

2.1.2 この項目では、運営方針を「教職員に周知しているか」、また、「必要に応じてその

理解の状況を確認しているか」を確認しています。教職員に周知していることを求

めていますので、エビデンスとして示す資料は、教職員に配布されている資料や、

情報共有されている資料となります。例として、学校計画書を作成している場合や、

年度初めに運営方針発表会を実施し議事録を作成している場合のものを挙げて

います。 

2 1
中

項

目

2 1 1
教育方針や教育目的等に沿った運営方針が策
定されているか

A

学校・部門の運営方針を示す資
料、運営方針、理事会議事録、管
理運営に関する方針を明らかに
し学内で共有した資料

2 1 2
運営方針を教職員に周知しているか、また必要
に応じてその理解の状況を確認しているか

Ｂ

学校計画書、運営方針発表会議
事録、周知した場合の会当該の
議録、行事の記録、写真等。寄附
行為又は定款、その他教学運営
等の教職協働の取組事例の資料

運営方針（運営方針は教育理念等に沿ったものになっているか）
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2.2.1 中項目 2.2 では「学校運営における事業計画を作成し、執行しているか」という点に

ついて自己評価を求めています。この項目では、運営方針に沿った事業計画を策

定し共有しているかを確認します。事業計画書という形で、運営方針に沿った事業

計画が策定され、教職員に配布されているならば、評価は 4（適切）となります。ま

た、事業計画書という形にはなっていなくとも、理事会や評議員会の資料としてこれ

らが示され、事業計画について説明されたことが議事録に残されているならば、こ

れも評価は 4（適切）となります。もし、事業計画についての説明や議論が全くなか

ったとしたならば、理事会や評議員会の議事録があったとしても、評価4（適切）とは

なりません。 

2.2.2 この項目では、「年間のスケジュール」として計画が作成されているかを確認しま

す。年間行事予定表などがあれば、評価は 4（適切）となります。 

 

 

2.3.1 中項目 2.3 では「中期計画を作成し、運用しているか」という点について自己評価を

求めています。私立学校法の改正（令和 5 年 5 月公布）により、「大臣所轄学校法

人等は、事業に関する中期的な計画を作成しなければならない。」と定められまし

た。「大臣所轄学校法人等」を対象としておりますので、多くの専門学校は対象外と

なりますが、私たち専門学校も、社会に求められる優秀な人材を輩出し続けるため

2 2
中

項

目

2 2 1
運営方針に沿った事業計画を策定し共有してい
るか

A
事業計画書、理事会・評議員会
の議事録、事業計画書を共有し
た証拠

2 2 2 学校の年間スケジュールはあるか A

年間行事予定表、事業計画工程
表。学則等（授業期間）、外部実
習等の履修指導等のガイダンス
資料

事業計画（事業計画を作成し、執行しているか）

2 3
中

項

目

2 3 1

中期計画の策定において、教育理念（建学の精
神）をベースに体系的に定義された教育目標、
財務的目標、中長期的ビジョンを設定している
か

C
中期計画策定計画書、委員会
の議事録

2 3 2 中期計画と事業計画は関連付けられているか C
中期計画書、事業計画書、予算
書、理事会・評議員会の議事録
等

2 3 3
理事会にて中期計画を説明し、必要に応じて改
善し、承認を受けているか

C 理事会議事録

中期計画（中期計画を作成し、運用しているか）
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に、常に自己改革を追求し続ける必要があり、ガバナンスの強化と経営力の強化

は不可欠です。この項目では、中期計画の策定において、教育理念（建学の精

神）をベースに体系的に定義された教育理念や教育目標等の見直し・再定義を含

め、中長期的ビジョンや財務的な目標を設定しているかを確認します。言い換える

と、中期計画の策定のための準備が適切に行われているかを確認しています。「中

期計画策定のための手順・計画を示す規程やマニュアル等の文書」や「検討の経

過が記されている議事録」などにより、中長期的ビジョンや財務的な目標を設定し

ていることが説明できれば評価は 4（適切）となります。中期計画書からこれらが読

み取れるのであれば、その場合も評価 4（適切）となります。 

2.3.2 この項目では、中項目 2.2 で確認している事業計画と、中期計画が関連付けられて

いるかを確認しています。中期計画書の内容を見ることで、事業計画がそれに関連

付けられて作成されていることが読み取れるならば、評価は 4（適切）となります。 

2.3.3 この項目では、理事会にて中期計画を説明し、必要に応じて改善し、承認を受けて

いるかを確認しています。現状では、法令等で求められてはいませんが、中期計画

は学校の進む先を教職員に指し示し、共有するものとなりますので、学校法人とし

ての計画であることが重要です。理事会議事録にて、中期計画が承認されているこ

とが確認できれば評価 4（適切）となりますが、中期計画についての説明や議論が

全くなかったとしたならば、理事会の議事録があったとしても、評価 4（適切）とはな

りません。 

 

 

2 4
中

項

目

2 4 1

寄附行為、理事会会議規則等（法人）、学校の
運営規程等が整備され、それらに従って理事
会・評議員会（法人）、学校の運営会議等が開
催されているか

A

理事会会議規則、学校の運営
規程等、理事会・評議員会の議
事録、法人の理事・評議員会名
簿（役職・氏名・所属先等の明
示）、学校・学科・学年単位等の
会議議事録等

2 4 2
運営組織や意思決定機能は、規則等において
明確化されているか、有効に機能しているか

A
組織規程、決済規程、起案書、
役職者の職務権限規程、内部
規程類

2 4 3 組織機能図があるか A 組織図、校務分掌表

2 4 4
運営会議（教職員会議・教員会議等）が定期的
に開催されているか

B
年間行事予定表、教職員会議
議事録、教職員会議・教員会議
等の規程

運営組織（運営組織や意思決定機関は効率的なものになっているか）
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2.4.1 中項目 2.4 では「学校運営における運営組織や意思決定機関は効率的なものにな

っているか」という点について自己評価を求めています。この項目では、理事会会

議規則や学校の運営規程等という「ルールが整備されているか」ということと、それ

らのルールに則って「会議が開催されているか」という 2 つのことが確認されていま

す。まずは「ルールが整備されているか」という点が確認され、その上で、整備され

たルールに則って「会議が開催されているか」が問われるという流れになります。両

者ができているならば、評価は 4（適切）となります。ルールは整備されているけれど

も、会議が適切に開催されているとは言えないという場合には評価を 3 とし、そもそ

もルールが整備されていない場合には評価 2 または 1 とします。 

2.4.2 この項目も、前項と同様に、「規則等において明確化されているか」ということと、そ

れらが「有効に機能しているか」という 2 つのことが確認されています。まずは「規則

等において明確化されているか」という点が確認され、その上で、それらが「有効に

機能しているか」が問われるという流れになります。ここでいう規則等とは、エビデン

ス例にあるように、組織を運営するために必要となる組織規程や職務権限規程、備

品購入や取引などに関する決済者を定めた決済規程など、組織（学校）の内部規

程を指しています。両者ができているならば、評価は 4（適切）となります。規則等に

おいて明確化されているけれども、有効に機能しているとは言えないという場合に

は評価を 3 とし、そもそも明確化されていない場合には評価 2 または 1 とします。 

2.4.3 組織機能図とは、組織図や校務分掌表など、組織内の機能を見える化したもので

す。どのような組織体制となっているのか、それぞれの部署はどのような機能（役

割）を持っているのかが明確化されていることを確認します。 

2 4 5 理事会・評議員会の議事録は公開されているか C
情報公開規程等、理事会議事
録、評議員会議事録、HP

2 4 6
教職員（組織の構成員）それぞれの職務分掌が
文書化されているか

C 校務分掌表、組織規程

2 4 21 出退勤管理簿があるか A 出勤簿、勤務予定表、就業規則

2 4 22 教職員の健康診断がされているか A
教職員健康診断の案内、教職
員健康診断実施記録。就業規
則、特定健康診査結果一覧

2 4 41
施設設備の保守・管理が定期的に行われてい
るか

A 施設設備保守・管理点検表
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2.4.4 ここでいう運営会議とは、教職員会議など、学校・学科・学年単位等で現場の教職

員が中心となって行われる会議のことです。いずれの単位での会議が学校運営の

中心となる会議になるかは、学校の規模や各校の方針などによって異なります。な

お、「定期的に開催」されているといえる頻度は、「学校の運営を行う」という役割を

考慮し、概ね 1 ヶ月に 1 回以上とします。 

2.4.5 この項目では、理事会・評議員会の議事録を公開しているか確認しています。公開

方法としては、Web サイト（情報公開ページ）に掲載する方法や、Web サイトに「情

報公開規程」などの形で閲覧可能情報の一覧と閲覧手順を掲載し、窓口にて申請

して閲覧してもらうという方法などがあります。 

2.4.6 この項目では、教員やスタッフ（職員）それぞれの職務分掌が文書化され、明確に

なっているかを確認しています。 

2.4.21 同じ中項目に属するものとして分類されているものの、観点や視点が異なるものに

ついては項番を 20 番台や 40 番台として区分しています。この項目では、教員やス

タッフ（職員）の出退勤管理について確認しています。出勤簿を作成している学校

もあれば、タイムカードなどを活用している学校もあるかと思います。多くの学校にと

って、できていることが当たり前の項目ではありますが、外部の方々に「学校の取

組」を理解していただくことも自己点検・評価の役割の一つであることをご理解くだ

さい。 

2.4.22 この項目では、教員やスタッフ（職員）の健康診断がされていることを確認していま

す。多くの学校にとって、できていることが当たり前の項目ではありますが、外部の

方々に「学校の取組」を理解していただくことも自己点検・評価の役割の一つである

ことをご理解ください。 

2.4.41 この項目では、施設設備の保守・管理が定期的に行われていることを確認してい

ます。この項目のように、「実施していること」を確認する場合には、点検記録や報

告書など、実施していることが説明できる記録をエビデンスにしてください。 
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2 5
中

項

目

2 5 1 資格・要件を備えた教員を確保しているか A

資格・要件等採用基準、学校が
求める教員像・教員の役割・教
育責任の所在に関する考え方
を学内で共有した資料、教職員
名簿、実務経験者一覧、教員資
格認定書

2 5 2

現に教員数が充足していない場合、採用活動を
行っているか、
または、教員資格等取得に向けた教育・指導を
行っているか

A

HP、求人申込書、求人広告の
記録（新聞・求人サイト）、教育
訓練の記録、授業科目と担当
教員の適合性を判断する制度・
判断した実例を示す資料、研修
計画、面談・指導記録、求人票

2 5 3 授業評価の実施・評価体制はあるか A
実施体制組織図、授業評価の
帳票、フィードバック記録、授業
アンケート

2 5 4 教員の組織体制を整備しているか A

講師会議事録、教員組織図。教
員組織の適切性を検証したこと
示す各種委員会、改善・向上に
向けた取組が分かる資料

2 5 21
職員の能力開発のための研修等が行われてい
るか

A
研修報告書、学校のFD・SDの
考え方、実施体制、実施状況
（参加率含む）が分かる資料

2 5 22

関連分野における先端的な知識・技能等を修得
するための研修や教員の指導力育成等資質向
上のための取組みが行われているか（研修等
の効果を評価し、文書により記録しているか）

A

研修報告書、授業科目と担当
教員の適合性を判断する制度・
判断した実例を示す資料、学校
のFD・SDの考え方、実施体制、
実施状況（参加率含む）が分か
る資料

2 5 23
教育の成果（学修結果）に基づく教員面接を実
施しているか

B
教員・講師面談記録、講師交流
会資料

2 5 24

［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、実務に関する研修や
指導力の修得・向上のための研修等を教員の
業務経験や能力、担当する授業や業務に応じ
て組織的・計画的に受講させているか

B 教員の研修計画・研修報告書

2 5 25

教員に対して、割り当てられた職務及び責任、
学習サービスの評価結果、本人の専門能力開
発のニーズに対する見解を考慮に入れて、専門
能力開発の計画を作成しているか（教職員研修
計画の作成）

B 教員・講師の研修計画書

2 5 41
教育内容の改善を図るため、教職員と非常勤
講師等との定期的な情報交換を行っているか

B

会議議事録、報告書、教務日
誌、教員組織の適切性を検証し
たこと示す各種委員会、改善・
向上に向けた取組が分かる資
料

教職員の評価・育成（教員及び職員の能力評価・能力向上に向けた取組みを行っているか）
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2.5.1 中項目 2.5 では「学校運営における教員及び職員の能力評価・能力向上に向けた

取組」について自己評価を求めています。この項目では、教員の資格・要件につい

て確認しています。教員の一覧表に、それぞれの教員が専修学校設置基準第 41

条 1～6 のどの要件を満たしているのかを記載してエビデンスとしている学校もあり

ます。エビデンス例にもあるように、「資格・要件等採用基準」など、教員を募集する

際の要件を学科・コース・科目別等で整理したものが作成されていれば、学校とし

て、どのような資格・要件を持つ教員を求めているかが容易に確認できます。 

2.5.2 この項目では、教員の新規採用や教育・指導などにより、教員の確保に努めている

ということを確認しています。前項との関わりが深い点検項目となります。取組方法

として、新規採用と既存教員への教育・指導という 2 つの方法が項目に挙げられて

いますが、この両者を行っていなければならないということではありません。2.4.1 項

の状態が持続できるようにするために、どのような活動を行っているのかということに

なります。 

2.5.3 この項目では、授業評価について確認しています。近年、多くの学校で取り組まれ

るようになった学生による授業評価アンケートも、こうした取組の一つといえます。し

かし、エビデンス例にもあるように、授業評価の中心は、学校長や副校長、教務部

長や学科長などの所属上長等による評価となります。実施体制組織図などにより、

評価の体制を明示します。授業評価の実施に当たっては、評価シートなどでチェッ

ク項目を標準化することが効果的です。また、評価結果を教員・講師に伝えフィー

ドバックが行われることにより、授業の改善につながる評価活動となります。こうした

一連の活動を行うための、実施・評価体制ができているかを確認します。 

2.5.4 この項目では、教員の能力向上に向けた取組として、組織体制の整備について確

認しています。多くの学校では、専任教員（常勤の教員）だけでなく、非常勤講師と

も連携して授業を行っていると思います。教員の組織体制の整備とは、こうした教

員が情報を共有したり、連携するために組織化することを指しています。教員組織

図などの形で組織形態を示したり、講師会や学科・コース単位での会議開催など、

情報共有や業務上の連携を進めたりすることを例として挙げています。 

2.5.21 この項目では、職員の能力開発のための研修等が行われているかを確認してい

ます。対象が「職員」とされていることに注意してください（教員の能力開発につい

2 5 42
事務職員の意欲・資質の向上を図るための方
策を講じているか

C
研修計画、研修報告書、教学運
営等の教職協働の取組事例の
資料
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ては、次項にて確認されます）。総務・経理・学務など事務系と呼ばれる業務を担

当している職員、及び広報・募集や就職指導などを担当している職員に対する研

修がこれに当たります。 

2.5.22 この項目では、教員の能力開発のための研修等が行なわれているかを確認して

います。特に、「関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修」

や「教員の指導力育成等資質向上のための取組み」と、専門学校の教員として求

められる能力の向上について具体的に確認が求められています。エビデンスにつ

いては、研修計画だけではなく、研修等の効果を評価し、文書により記録している

ところまで求められています。 

2.5.23 この項目では、校長・副校長、教務部長、あるいは学科長など、教員を指導する

立場にある方による教員面接が行なわれているかを確認しています。この項目はカ

テゴリーB ということで、職業実践専門課程の認定を受けている学科を有する学校

向けのものですので、教育の成果（学修結果）についても、ディプロマポリシーや各

科目の到達目標などを考慮したものになります。エビデンスとしては、教員・講師面

談記録が想定されます。 

2.5.24 この項目も、2.5.22 項と同様に、教員の能力開発のための研修等に関するものと

なりますが、ポイントは「専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携し」というと

ころです。この項目はカテゴリーB ということで、職業実践専門課程の認定を受けて

いる学科を有する学校向けのものですので、認定を受けている学科・コース等、そ

の専攻分野に関係する内容の能力開発を企業･団体等と連携し、組織的・計画的

に取り組んでいるかを確認しています。 

2.5.25 この項目では、教員の専門能力開発の計画を作成しているかを確認しています。

「割り当てられた職務及び責任、学習サービスの評価結果、本人の専門能力開発

のニーズに対する見解を考慮に入れて」、とありますので、教員組織全体に対する

研修計画だけでなく、教員一人一人の状況に見合った計画を作成することが期待

されます。 

2.5.41 この項目では、教職員と非常勤講師等との定期的な情報交換が行なわれている

かを確認しています。月に一度以上の定期的な教職員会議や学科会議が開かれ

て情報交換がされていれば申し分ありません。半期に一度、あるいは年に一度、講

師交流会を開催しているという学校もあるかと思います。こうした会議を開催する際
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には、会議次第だけでなく、会議後に議事録を作成することを習慣づけると、建設

的な意見が出やすくなります。 

2.5.42 この項目では、事務職員の意欲・資質の向上を図るための方策（研修実施や外部

で実施される研修への参加支援など）について確認しています。カテゴリーC の項

目となります。 

 

 

2.6.1 中項目 2.6 では「人事・給与に関する制度を確立しているか」について自己評価を

求めています。この項目では、人事に関する制度を整備しているかを確認していま

す。就業規則や人事評価規程などが主なエビデンスとなります。テレワーク規定を

別に策定している場合には、これもエビデンスに加えてください。制度が整備され

ているということは、これらの規則・規程の内容が教職員に周知されているということ

です。文書化されたものが組織内で周知されていないのでは、評価 4（適切）とはい

えません。 

2.6.2 この項目では、給与に関する制度を整備しているかを確認しています。エビデンス

例では、給与規程とは別に職能資格規程が挙げられていますが、これらが分けら

れていなくとも問題ありません。給与の額を算定する根拠となるルールが規程など

の形で明文化されているかが重要です。旅費や交通費がどのように支払われるか

についても、この項目の確認事項となります。 

2.6.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、昇給・昇格の手順やルールが規

程・規則などの形で明文化されているかを確認しています。エビデンス例では、人

事評価規程・昇進昇格規程などの名称が挙げられていますが、給与規程の中に昇

2 6
中

項

目

2 6 1 人事に関する制度を整備しているか A
就業規則、人事評価規程、テレ
ワーク規定

2 6 2 給与に関する制度を整備しているか A
給与規程・職能資格規程、退職
給与規程・旅費規程

2 6 3 昇給・昇格制度は文書化されているか B
人事評価規程・昇進昇格規程、
給与規程、昇任に関して定めた
規程

2 6 4 採用制度は文書化されているか B 教職員採用規程

人事・給与制度（人事・給与に関する制度を確立しているか）
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進・昇格のルールが明記されているのであれば、給与規程のみでも評価 4（適切）

といえます。 

2.6.4 この項目では、採用の手順やルールが規程・規則などの形で明文化されているか

を確認しています。手順書や手引書など、教職員の求人を行なう際の手順を示し

たものもエビデンスとなります。 

 

 

2.7.1 中項目 2.7 では「情報システム化等による業務の効率化が図られているか」につい

て自己評価を求めています。この項目では、学校運営に関する情報システム化の

進捗について確認されています。学校運営業務を効率化するために必要な情報

システムは、学校の規模や教職員の人数によって異なります。学生・生徒の出欠管

理や成績管理など、情報システム化により効率化が図られる業務は数多く存在しま

す。自己評価ということですので、こうした情報システム化についての教職員の満足

度などを考慮して評価を行なってください。エビデンスには、その評価の根拠とし

て、どのような情報システム化が進められているのかを示す資料を挙げてください。 

 

 

  

2 7
中

項

目

2 7 1

情報システム化等による業務の効率化が図ら
れているか
（情報システム化に取組み、業務の効率化を
図っているか）

A

導入されている情報システムの
概要を示す資料、円滑な情報シ
ステムの運営に係る組織体制
を示す資料・情報システム化に
伴う教育活動の効率化や効果
を示す資料

情報システム（情報システム化等による業務の効率化が図られているか）
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３－３．「教育活動」 

 

3.1.1 中項目 3.1 では「目標の設定」、「教育理念、教育目的および育成人材像に沿った

教育課程を編成・実施しているか」について自己評価を求めています。この項目で

は、①教育目的および育成人材像に基づき教育課程の編成・実施方針（カリキュラ

ムポリシー）を明示しているか、②学校構成員（教職員および学生等）に周知してい

るか、③社会に公表されているか、そして、④定期的に検証を行っているか、と一

つの項目の中で、4 つの事柄を確認しています。いずれも、専門学校として取り組

んでいることが求められるものです。これら 4 つのすべてが実施されていれば評価

4（適切）となり、一つでも不十分なものがあれば評価 3 となります。 

複数の事柄を確認していますので、エビデンスも複数になります。 

3.1.2 この項目では、「教育到達レベル」や「学習時間の確保」について確認しています。

エビデンス例として挙げられているカリキュラムマップなどがあると、カリキュラム間の

つながりや、それぞれの教育到達レベルが示しやすくなります。教育分野によって

は教育課程の体系性を示す学協会等が定めるモデルカリキュラムが存在しますの

で、それらのモデルカリキュラムと自校のカリキュラムの関係性を示した資料なども

エビデンスとして有効です。 

3.1.3 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、「ディプロマポリシーの明示」を確認

しています。①ディプロマポリシーを明示し、②学校構成員（教職員および学生等）

に周知し、③社会に公表し、そして④定期的に検証する、という 4 つの事項は、い

ずれも職業実践専門課程を有する学校としては、取り組んでいることが求められる

ものです。これら 4 つのすべてが実施されていれば評価 4（適切）となり、一つでも

不十分なものがあれば評価 3 となります。 

3 1
中

項

目

3 1 1

教育目的および育成人材像に基づき教育課程
の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）を明示
し、また学校構成員（教職員および学生等）に周
知し、社会に公表されているか。また定期的に
検証を行っているか

A
カリキュラムポリシー、HP、学生
便覧、CP検証時の議事録、教育
課程編成委員会議事録

3 1 2

教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏ま
えた教育機関としての修業年限に対応した教育
到達レベルや学習時間の確保は明確にされて
いるか

A

カリキュラムマップ、カリキュラ
ム、教育課程の体系性を示す学
協会等が定めるモデルカリキュラ
ムとの関係性を示した資料

3 1 3

教育目的および育成人材像に基づきディプロマ
ポリシーを明示し、また学校構成員（教職員およ
び学生等）に周知し、社会に公表されているか。
また定期的に検証を行っているか

B
ディプロマポリシー、HP、学生便
覧、DP検証時の議事録。学校関
係者評価委員会議事録

目標の設定（教育理念、教育目的および育成人材像に沿った教育課程を編成・実施しているか）
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3 2
中

項

目

3 2 1
教育理念・到達目標に沿って学科等のカリキュ
ラムは体系的に編成されているか

A

カリキュラムマップ、カリキュラ
ム、履修要項、シラバス、学協会
等が定めるモデルカリキュラムと
の関係性を示した資料

3 2 2
講義および実習に関するシラバスは作成されて
いるか

A シラバス

3 2 3
各科目の一コマの授業について、その授業シラ
バスが作成されているか

B コマシラバス

3 2 4

シラバスあるいは講義要項（作成されていれば
コマシラバス）などが事前に学生に示され（ある
いはホームページなどで公開されて）、授業で有
効活用されているか

B
HP、シラバス、講義概要、学生便
覧。授業報告書

3 2 5
授業はシラバスに基づいて授業が展開されてい
るか。また学校構成員（すべての教員、職員、
学生）に周知を図っているか

C/J
シラバス、コマシラバス、授業報
告書

3 2 21
適切な評価体制を有し、授業評価が実施されて
いるか（教育内容およびその評価方法、評価項
目、手段、スケジュールは適切か）

A

評価マニュアル、授業評価報告
書、成績評価基準に関する教員
間の申し合わせやその運用事実
が分かる資料

3 2 22
質保証を目的とした授業や学習の定期的な観
察を実施しているか

B

授業評価チェックシート、授業観
察報告書、学習実態の把握とそ
れに基づく改善・向上の取組を示
す資料、教育の運用にあたる各
種委員会等の活動が分かる資料

3 2 23
学生によるアンケート等で、適切に授業評価を
実施しているか（学習の目的を満たしているか、
満足度を含めて定期的に確認しているか）

B

授業アンケート、卒業時アンケー
ト、学習実態の把握とそれに基づ
く改善・向上の取組を示す資料、
教育の運用にあたる各種委員会
等の活動が分かる資料

3 2 24
評価結果を教員にフィードバックするなど、その
結果を授業改善に役立てているか

B

フィードバック記録、シラバス、改
善活動の記録、授業アンケート、
学習実態の把握とそれに基づく
改善・向上の取組を示す資料、教
育の運用にあたる各種委員会等
の活動が分かる資料

3 2 41

カリキュラム作成の際、複数のメンバーによるカ
リキュラム作成やカリキュラム作成委員会等の
形で、作成したカリキュラムの検証が行われて
いるか

B

カリキュラム作成委員会組織図、
学習実態の把握とそれに基づく
改善・向上の取組を示す資料、教
育の運用にあたる各種委員会等
の活動が分かる資料

3 2 42
カリキュラム作成メンバーの中に業界関係者な
どの外部関係者を入れているかまたはその意
見を取り入れているか

B
教育課程編成委員会議事録、カ
リキュラム検討会議議事録

教育方法・評価等（各学科の教育目標、育成人材像に向けて、体系的なカリキュラム作成などの

取組がなされているか）
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3.2.1 中項目 3.2 では「教育方法・評価等」（各学科の教育目標、育成人材像に向けて、体系

的なカリキュラム作成などの取組がなされているか）について自己評価を求めていま

す。カリキュラムとは、教育課程の概要を示したもので、カリキュラム、履修要項、シラバ

スなどの名称をつけられたものを指します。分野によっては、学協会等が定めるコアカリ

キュラムのようにモデルカリキュラムが設定されている場合もあります。こうしたモデルカリ

キュラムに則していたり、自校が定める教育理念・到達目標に沿ってカリキュラムが編成

されていることを資料で示せれば４（適切）となります。なお、履修する各科目の関係性

をカリキュラムマップという形で図示している場合などは、学習者にとってより判りやすく

説明がされていますので、４＋（優良）と評価できます。 

3.2.2 シラバスとは、講義・実習の到達目標や内容、スケジュール、成績の評価方法など、科

目ごとの授業計画が示されたものとなります。エビデンスには、シラバスとのみ表記され

ていますが、シラバスに該当するものであれば、講義要項、講義概要、授業計画など、

名称は問いません。 

3.2.3 ここからはカテゴリーB となります。コマシラバスとは、１コマごとの授業計画を詳細に示

したものです。コマシラバスには、その授業では何を学ぶのか、何ができるようになるの

3 2 81
キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立っ
たカリュキュラムや教育方法の工夫・開発など
が実施されているか

A
キャリア教育シラバス、実務家教
員シラバス

3 2 82

関連分野における実践的な職業教育（産学連
携によるインターンシップ、実技・実習等）が体
系的に位置づけられ、その内容、評価法などが
事前に決められているか

B

カリキュラムマップ・実務家教員シ
ラバス・企業との協定書、連携実
務実習に係る実施計画・ 実施協
定書および実施に係る責任体制
が分かる資料

3 2 83
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、演習・実習等を行って
いるか

B

教育課程委員会議事録、カリキュ
ラム検討会議議事録、実習報告
書、連携実務実習に係る実施計
画・ 実施協定書および実施に係
る責任体制が分かる資料

3 2 84
企業・施設等での職場実習（インターンシップ含
む）があるか

B

実習受諾書、講義概要、企業実
習報告書、連携実務実習に係る
実施計画・ 実施協定書および実
施に係る責任体制が分かる資料

3 2 85 企業・地域・行政との連携を図っているか C

実習受諾書、企業等との連携に
関する契約書、学校関係者評価
報告書、設置主体・学校法人の
事業報告書、HP

3 2 86
他の高等教育機関との連携講座等を行ってい
るか

C/Q
シラバス、講義概要、教育連携協
定書、設置主体・学校法人の事
業報告書、HP
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かということが明示されますので、コマシラバスがあると、学生は授業時間内の学習の仕

方や予習・復習の仕方を把握しやすくなり、学習意欲の向上が期待できます。 

3.2.4 シラバスや講義要項は、講師と学生の双方にとって重要な情報です。講師にとっては

授業の振り返りに役立ち、また次年度の授業計画を作成する際にも役立ちます。学生

にとっては、授業の道しるべであり、学習の指針を示すものとなります。その授業が始ま

るまで（１コマ目の授業開始時まで）に、専任教員のものだけでなく、非常勤講師の科目

についても、すべての科目でシラバスや講義要項などの情報が提供されていれば４（適

切）となります。一部、情報が提供されていない科目があるのならば３（ほぼ適切）となり

ます。また、これらの情報をホームページなどで公開し、学生だけでなく、企業の方々を

含み、広く一般に公開しているということであれば、４＋（優良）となります。 

3.2.5 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。シラバスに基づいて授業が展開されていることを示すには、授業

報告書のような形で実施記録を残すことが有効です。シラバスやコマシラバスは計画書

にあたるものですので、それらだけでは根拠資料としては不十分です。 

3.2.21 こちらはカテゴリーA ですので、すべての専修学校に求められる取組です。ここでの授

業評価は、授業そのものの評価であり、学生の成績評価のことではありません。自校の

教育理念・到達目標に基づき、授業評価のための基準が定められていることが想定さ

れています。 

3.2.22 ここからはカテゴリーB となります。授業の質を保証する（質を評価する）ために、実際

に行われている授業を観察することができているかを確認しています。専任教員、非常

勤講師を問わず、すべての講師に対して、年１回以上の授業評価（授業観察）が行わ

れていれば４（適切）となります。また、すべての科目に対して年１回以上の授業評価を

実施していたり、必ず２名以上の評価者によって評価するなど、更に質を向上させるた

めの取組を進めている場合には４＋（優良）となります。 

3.2.23 授業の質を保証する（質を評価する）ために、学生へのアンケート調査など授業アンケ

ートを実施しているかです。すべての科目に対して、それら授業を実施する期ごとに授

業アンケートを実施していれば４（適切）となります。 

3.2.24 上記の授業評価結果を、専任教員にフィードバックし、授業の改善に役立てられてい

れば４（適切）となります。（非常勤講師に対しては、フィードバックすることが適切ではな

いこともありますので、必要に応じての取組となります。）どのようにフィードバックし、そ
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れに対してどのような改善活動を行ったのかなどがわかる記録を残します。（各教員の

年次目標に関する面談記録など） 

3.2.41 この項目では、作成したカリキュラムの検証が適切に行なわれているかを確認してい

ます。作成したカリキュラムの検証が行われていれば４（適切）となります。適切なカリキ

ュラムを作成していることを検証するための方法（事例）として、複数メンバーでの作成

による相互確認やカリキュラム作成委員会等の内部組織による検証などを挙げていま

す。 

3.2.42 カリキュラム作成は学校側の責任で実施されます。（非常勤講師に授業実施を依頼す

る場合には、学校側で作成したカリキュラムを提示した上で契約します。）この項目で

は、カリキュラムを作成する際に業界関係者などの外部関係者を入れているか、または

その意見を取り入れているかを確認しています。カリキュラム作成委員会に業界関係者

などに入っていただき、直接意見を聞いてカリキュラムに反映させていくという方法もあ

れば、教育課程編成委員会での意見を反映させるという方法もあります。いずれの場合

でも、そうした業界からの意見を反映していることが議事録等の記録により説明ができ

れば４（適切）となります。 

3.2.81 こちらはカテゴリーA ですので、すべての専修学校に確認が求められている取組で

す。職業実践専門課程の場合には、実習科目などで実務家教員などによる実践的な

教育が行われているはずです。エビデンス例は、あくまでも例示であり、これらに相当す

るような根拠資料であれば説明できます。 

3.2.82 ここからはカテゴリーB となります。実践的な職業教育が体系的に位置づけられている

ことは、履修要項やシラバスによる説明ができれば４（適切）といえます。カリキュラムマッ

プにて、関係図が示せれば４＋（優良）と言えるかもしれません。また、その内容や評価

法が事前に決められているということは、シラバスや企業との協定書、連携実務実習に

係る実施計画・ 実施協定書および実施に係る責任体制が分かる資料などで説明がで

きれば４（適切）となります。これらが全てできていれば４（適切）となりますし、不十分な

点があるということであれば３（ほぼ適切）となります。 

3.2.83 この項目では、専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携し、学生・生徒に対す

る演習・実習等を行っているかを確認しています。エビデンス例に示されているような資

料により、専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携し、演習・実習等を行ってい

ることが説明できます。 
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3.2.84 この項目では、企業・施設等での職場実習があるかを確認しています。医療系の学

科・コースなどで実施される臨床実習や、介護・福祉系の学科・コースなどで実施される

介護施設での現場実習もこれに当たります。こうした企業・施設等の職場で学べる環境

を提供できていることが資料で説明できれば４（適切）となります。 

3.2.85 カテゴリーC の評価項目は、カテゴリーB（職業実践専門課程を有する学校のための

評価項目）よりも上位に当たる「更なる質の向上を目指す学校のための評価項目」で

す。職業実践専門課程で求められている取組よりも更に進んだ連携を想定していま

す。講義・実習等を依頼しているだけでなく、企業にとって価値のある連携、地域にとっ

て、或いは行政にとって意義の深い連携が、高等教育機関として行われていることを想

定しています。 

3.2.86 他の高等教育機関とは、他の大学や専門学校等のことを指しています。他の高等教

育機関が実施している講座を自校の教育に取り入れることで、自校だけでは提供でき

ない高度な或いは先進的な教育を行っていることを説明することができます。また、自

校の高度な或いは先進的な教育内容を他の高等教育機関に提供していることを示す

ことで、自校の提供している教育の質の高さを説明することができます。 

 

 

3.3.1 中項目 3.3 では「成績評価・単位認定等」（成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基

準は明確になっているか）について自己評価を求めています。この項目では、成績評

価・単位認定、進級・卒業判定の基準が明確になっているかを確認しています。エビデ

ンス例として、様々な規程・基準の名称が挙げられていますが、これらすべてが必要と

いうことではありません。ここに挙げられているような規程・基準等に、「成績評価・単位

認定、進級・卒業判定の基準」が記載されていることが多いという例示です。 

3 3
中

項

目

3 3 1
成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は
明確になっているか

A
成績評価に関する規程、授業科
目履修規程、学生便覧、進級基
準・卒業基準、判定会議議事録

3 3 2
学生や保証人（保護者）に対し、成績評価・単位
認定の基準、進級要件、卒業要件はきちんと提
示されているか

B

成績評価に関する規程、授業科
目履修規程、学生便覧、進級基
準・卒業基準。保護者説明会資
料

3 3 3
各規定に基づいて適切に成績評価・単位認定、
進級・卒業判定を行っているか

B
成績評価規程、シラバス、判定会
議議事録、科目ごとの成績表

3 3 4
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、学生の学修成果の評
価を行っているか

B
成績評価規程、シラバス、判定会
議議事録、連携企業等との会議
録、連携科目の成績表

成績評価・単位認定等（成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか）
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3.3.2 ここからはカテゴリーB となります。前項にて明確化された基準を、学生や保証人（保護

者）に対して、きちんと提示しているかを確認しています。規程・基準等をそのまま配布

するということではなく、学生便覧や、保護者説明会資料などを使って提示することが多

いのではないかと想定しています。 

3.3.3 この項目では、各規定に基づいて適切に成績評価・単位認定、進級・卒業判定を行っ

ているかを確認しています。「適切に判定を行なっているか」を確認していますので、エ

ビデンスとしては、判定会議議事録など、判定を行なっていることがわかる記録がより適

切といえます。 

3.3.4 この項目では、専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携して、学生の学修成果

の評価を行っているかを確認しています。「関連分野の企業・団体等と連携して評価を

行なっているか」というところがポイントとなりますので、判定会議議事録や、連携企業等

との会議録などが、より適切なエビデンスとなります。 

 

 

3.4.1 中項目 3.4 では「資格・免許取得の指導体制」（資格・免許取得のための指導体制があ

るか）について自己評価を求めています。この項目では、学生・生徒に対しての資格取

得に関する指導体制などを確認しています。エビデンス例に挙げられているものがす

べて必要ということではなく、指導体制やカリキュラムの中での体系的な位置づけがわ

かるものを、これらの中から選び、自校のエビデンスとして取り上げてください。 

 

3 4
中

項

目

3 4 1
資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの
中での体系的な位置づけはあるか（発行する修
了証明書の種類及び内容）

A

目標資格・検定試験一覧、シラバ
ス、講師概要、成績証明書、卒業
証明書、カリキュラムマップ、学習
計画、試験対策計画

資格・免許取得の指導体制（資格・免許取得のための指導体制があるか）

3 5
中

項

目

3 5 1
キャリア教育を行ない、学生の社会的・職業的
自立に向け必要な基盤となる能力や態度を育
成しキャリア発達を促しているか

B
企業との協定書等、シラバス、
キャリア教育に関する教育計画
書

3 5 2
卒業後の専攻分野におけるキャリア形成への
適応性、効果を把握しているか。また、それを踏
まえ教育活動等の改善を図っているか

C
企業アンケート、改善活動の記
録、カリキュラム会議議事録

3 5 21
高校･高等専修学校等との連携によるキャリア
教育･職業教育の取組が行われているか。

A
シラバス、講義概要、連携授業計
画書・報告書

3 5 41
リメディアル（導入前教育・補習）教育を行ってい
るか

C 実施記録、教務会議議事録

キャリア教育等（基礎的・汎用的能力（ ① 人間関係形成・社会形成能力、② 自己理解・自己管理

能力、③ 課題対応能力、④ キャリアプランニング能力）を身につけるための取組が実施されている
か）
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3.5.1 中項目 3.5 では「キャリア教育等」（基礎的・汎用的能力（ ① 人間関係形成・社会形成

能力、② 自己理解・自己管理能力、③ 課題対応能力、④ キャリアプランニング能力）

を身につけるための取組が実施されているか）について自己評価を求めています。こち

らはカテゴリーB となります。この項目では、キャリア教育を行ない、学生の社会的・職業

的自立に向け必要な基盤となる能力や態度を育成しキャリア発達を促しているかを確

認しています。エビデンス例にあるような資料を示すことで、キャリア教育について取り

組んでいることを説明します。 

3.5.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、卒業後の専攻分野におけるキャリア形成への適応

性、効果を把握しているか、ということと、それを踏まえて教育活動等の改善を図ってい

るか、という 2 段階の取組について確認しています。両方できていれば評価 4（適切）と

なります。 

3.5.21 こちらはカテゴリーA ですので、すべての専修学校に確認が求められている取組で

す。この項目では、高校･高等専修学校等との連携によるキャリア教育･職業教育の取

組が行われているかを確認しています。高大接続ということで、その取組が求められて

いますので、エビデンス例にもあるように、連携授業計画書・報告書があれば説明しや

すいですし、シラバスや講義概要に「高校･高等専修学校等との連携によるキャリア教

育･職業教育の取組」についての記載があれば、それらをエビデンスとして説明すること

ができます。 

3.5.41 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、リメディアル（導入前教育・補習）教育を行って

いるかを確認しています。早期に専門学校等進学先が決まった生徒向けに、高等学校

側から課題を出すことを求められ、リメディアル教育に取り組むケースもあります。また、

入学後、授業について行けなくなりそうな学生・生徒に対して、補習という形で基礎教

育に取り組むケースもあります。こうした取組の記録（実施記録）をエビデンスとして、取

組を説明することができます。 
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３－４．「学修成果・教育成果」 

 

4.1.1 中項目 4.1 では「学修成果」（各学科の教育目標、育成人材像に向けてその達成への

取り組みと評価がされているか）について自己評価を求めています。この項目では、学

生・生徒の成績評価を適切に行なっているかを確認しています。ここで、アセスメントと

は学習成果を測定するための取組のことを指しています。修了試験成績一覧や、期末

試験成績一覧などをエビデンスとして示すことで、習熟状況の確認（学習成果の測定）

を適切に行なっていることを説明します。 

4.1.2 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、職業実践専門課程を有する学校とし

て、「育成する人材像に沿った評価項目を定め、明確な基準で学習成果の測定を実施

しているか」を確認しています。成績評価を行なっているということだけでなく、成績評価

基準や、成績評価方法、科目シラバスをエビデンスとして示し、それらの評価項目が育

成する人材像に沿ったものであることを説明します。知識を測定するのであれば、ペー

パーテストで測れますが、スキルや能力を測定する場合には、実技を観察して評価した

り、作品で評価するなど、評価や測定の基準・アセスメントの方法は様々となります。こ

れら評価や測定の基準・アセスメントの方法を明確にすることができていれば、評価 4

（適切）となります。 

 

4 1
中

項

目

4 1 1
コース全体を通して、及びコースの修了時に、学
習者の習熟状況をアセスメントしているか

A
修了試験成績一覧、期末試験成
績一覧

4 1 2

学生の学修成果の評価に際して、育成する人
材像に沿った評価項目を定め、明確な基準で実
施されているか（測定する知識、スキル及び能
力、測定の基準、アセスメントの方法は明確か）

B
成績評価基準、成績評価方法、
科目シラバス

学修成果（各学科の教育目標、育成人材像に向けてその達成への取り組みと評価がされている

か）
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4.2.1 中項目 4.2 では「就職率」（就職率の向上が図られているか）について自己評価を求め

ています。この項目では、専門学校にとって重要な指標である「就職率」に関する取組

について確認しています。学校によっては、授業科目として就職指導に取り組んでいる

かと思います。そうした場合には、エビデンス例にあるように就職関連指導シラバス等が

良いエビデンスとなります。結果を分析し、就職指導・支援の改善を図っていることまで

できていて、評価 4（適切）となります。 

4.2.2 この項目では、学生の就職に関する目標が、教職員に共有されているかを確認してい

ます。目標を達成するには、その目標をきちんと把握していなければなりません。目標

を共有することが、目標を達成するための第一歩となります。 

4.2.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、就職活動報告書などの形で、学生の

就職活動に関する記録がなされているかを確認しています。職業実践専門課程とし

て、学科・コースに関連する分野への就職を支援し、関連分野への就職率を高めるた

めの取組を行なっていることが期待されます。 

4.2.4 この項目では、パンフレットやＨＰ等で、外部に向けて就職実績を公表しているかを確

認しています。職業実践専門課程を有する学校であれば、企業・団体等との連携を密

にしなければなりませんので、教育成果である就職実績を公表することが求められま

す。 

4.2.5 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、学生の就職結果に関して検証・報告がされたかを

確認しています。更なる質の向上を目指す取組として、教職員会議などで学生の就職

結果に関しての検証・報告を行い、改善活動につなげることが想定されます。エビデン

4 2
中

項

目

4 2 1
就職率の向上が図られているか（結果を分析
し、就職指導・支援の改善を図っているか）

A
就職関連指導シラバス、就職実
績報告書

4 2 2
学生の就職に関する目標が、教職員に共有さ
れているか

A 事業計画書　会議資料

4 2 3
学生の就職活動に関する記録がなされている
か

B 就職活動報告書

4 2 4
対外部に向けた就職実績を公表しているか（パ
ンフレット・ＨＰ等）

B パンフレット、HP

4 2 5 学生の就職結果に関して検証・報告がされたか C
就職実績報告書、
教職員会議議事録

就職率（就職率の向上が図られているか）
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ス例に挙げられている就職実績報告書や、教職員会議議事録は、こうした取組の記録

と位置づけられています。 

 

 

4.3.1 中項目 4.3 では「資格・免許の取得率」（資格・免許取得率の向上が図られているか）に

ついて自己評価を求めています。この項目では、資格取得率の向上が図られているか

を確認しています。「資格取得率の向上」として、例えば、目標とする資格試験等への

合格率が全国平均と比較してどうなのかということは、相対的な評価指標として示しや

すいと思います。 

4.3.2 この項目では、資格・検定・コンペに関する目標を設定したかを確認しています。学修

成果・教育成果を評価するには、まず、その目標を設定することが必要となるからです。

目標資格・検定一覧などの形で目標を設定していることが、エビデンスとして求められま

す。 

4.3.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、前項で設定された資格・検定・コンペ

に関する目標・計画が教職員に共有されているかを確認しています。教職員全体会議

や講師会議などで共有されているのであれば、それらの会議の議事録がエビデンスと

なります。 

4.3.4 この項目では、前項で設定・共有された資格・検定・コンペ等の結果に関して、検証・報

告がされたかを確認しています。資格・検定・コンペの結果は、検証することにより、そ

の価値が高まります。受験した自校の学生の合格率が 100％であれば、わかりやすく自

慢しやすい実績となりますが、こうした資格や検定の中には、合格率が 20％に満たない

ような難度の高いものもあります。例えば、同じ合格率 60％という実績であっても、全国

4 3
中

項

目

4 3 1
資格取得率の向上が図られているか
（目標とする資格試験等への合格率は全国平
均と比較してどうか）

A
資格試験結果報告書、
資格・検定試験取得率の履歴

4 3 2 資格・検定・コンペに関する目標を設定したか A 目標資格・検定一覧

4 3 3
資格・検定・コンペに関する目標・計画が教職員
に共有されているか

B 教職員全体会議資料

4 3 4
資格・検定・コンペ結果に関して検証・報告がさ
れたか

B 検定試験結果報告書

4 3 5
資格・検定・コンペの結果（合格者数・合格率）を
公表しているか

B パンフレット、HP

資格・免許の取得率（資格・免許取得率の向上が図られているか）
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平均が合格率 90％の資格と、合格率 30％の資格の場合には、合格率 60％という実績

の持つ意味が変わってきます。検証・報告は、実績の価値を高める取組といえます。 

4.3.5 この項目では、資格・検定・コンペの結果（合格者数・合格率）など、前項で検証・報告

された内容を公表しているのかを確認しています。次年度のパンフレットや、HP（情報

公開サイトなど）で公開していれば、それらの情報がエビデンスとなります。 

 

 

4.4.1 中項目 4.4 では「社会的評価」（卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握してい

るか）について自己評価を求めています。この項目では、卒業生・在校生の社会的な活

躍及び評価を把握しているかを確認しています。何らかの大会やコンペなどで受賞す

るなど、目覚ましい活躍をする卒業生・在校生が居る場合もあれば、そうした活躍をする

卒業生・在校生がいない場合もあります。ただし、この項目では、そうした活躍する卒業

生・在校生の有無ではなく、卒業生の就職後の動向を出来るだけ把握できているか、ま

た、卒業後にも就職その他の支援を行っているか、ということが問われています。卒業

生調査・企業アンケートや、企業等訪問記録、就職担当者訪問記録等を作成し、記録

として保管することで、こうした取組を進めることができます。 

4.4.2 ここからはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、卒業生の動向について、年度毎に調査・集計

し、動向等を把握しているかを確認しています。「年度毎に調査・集計」していることを求

めていますので、前項よりもハードルの高い評価項目となります。 

4.4.3 この項目では、卒業年度だけでなく、卒業後一定期間後の勤務先等就業状況を調査・

把握しているかを確認しています。「卒業後一定期間後」とありますので、1 年後、3 年

後、5 年後などと自校にてルール・手順を定め、取り組まれることをお勧めします。 

 

 

4 4
中

項

目

4 4 1

卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把
握しているか（卒業生の就職後の動向を出来る
だけ把握し、卒業後にも就職その他の支援を
行っているか）

A
卒業生調査・企業アンケート、企
業等訪問記録、就職担当者訪問
記録等

4 4 2
卒業生の動向について、年度毎に調査・集計
し、動向等を把握しているか

C/Q
企業等訪問記録、卒業生就業先
訪問記録、企業等アンケート、調
査表

4 4 3
卒業年度だけでなく、卒業後一定期間後の勤務
先等就業状況を調査・把握しているか

C/Q
就職内定状況一覧、卒業生就業
状況一覧、企業在籍調査結果、
企業等アンケート、調査表

社会的評価（卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか）
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３－５．「学生支援」 

 

5.1.1 中項目 5.1 では「修学支援」（学生に対する修学支援に関する支援組織体制を整備し、

学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることができるように図っているか）につい

て自己評価を求めています。この項目では、学生への修学支援を適切に行っているか

を確認しています。修学支援は、入学金や授業料等に関する支援をはじめ、遠隔地か

らの入学者に対する住居紹介やスクールバス運行による通学支援など、学生・生徒一

人一人の抱える様々な課題に対しての支援となります。そうした課題を整理し、どのよう

に取り組んで行くのか、また、取り組んできたのかを把握するために、学生カルテなどの

形で記録として残すことが重要となります。こうした記録を適切に残し、それらをエビデ

ンスとすることで、評価 4（適切）となります。 

 

 

5.2.1 中項目 5.2 では「就職等進路指導」（就職・進学指導に関する支援体制は整備され、有

効に機能しているか）について自己評価を求めています。この項目では、進路・就職に

関する支援体制が整備されているか、また、それはきちんと学生や保証人（保護者）に

周知されているかを確認しています。具体的に、どのような支援体制を整備しているの

かは、学校によって異なります。ここでは、何らかの支援体制が整備されていること、か

つ、それらの支援体制が、学生便覧やオリエンテーション資料などにより、学生や保証

人に伝えられていることを確認します。 

5 1
中

項

目

5 1 1 学生への修学支援を適切に行っているか A
学生カルテ、学生指導履歴、個別
相談表、修学支援の一環として
の奨学金に関するHP

修学支援（学生に対する修学支援に関する支援組織体制を整備し、学生が学修に専念し、安定し

た学生生活を送ることができるように図っているか）

5 2
中

項

目

5 2 1
進路・就職に関する支援体制は整備されている
か（またそれはきちんと学生や保証人（保護者）
に周知されているか）

A
学生便覧、オリエンテーション資
料

5 2 2
キャリアサポート関連の有資格者（キャリアカウ
ンセラー・キャリアコンサルタント・産業カウンセ
ラー等）がいるか

C
キャリアコンサルタント・キャリア
サポーター一覧

5 2 3
就職担当部門と担任教員との連携は図られて
いるか

C/Q 就職会議の記録

5 2 4 関連業界への就職率の向上は図られているか C/Q
就職活動報告書、就職先一覧、
学校関係者評価委員会議事録

就職等進路指導（就職・進学指導に関する支援体制は整備され、有効に機能しているか）
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5.2.2 ここからはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、キャリアサポート関連の有資格者（キャリアカウン

セラー・キャリアコンサルタント・産業カウンセラー等）がいるかを確認しています。キャリ

アサポートに関する取組が重視されるようになり、国家資格キャリアコンサルタントや民

間資格のキャリアカウンセラーなどの資格取得への取組のほか、学生のキャリア支援を

するための教職員向け研修プログラム（TCE 財団）を受講してキャリアサポーターとなる

など、専門学校の教職員が有資格者となるケースも増えています。 

5.2.3 この項目では、就職担当部門と担任教員との連携が図られているかを確認しています。

就職会議の記録などのエビデンスにより、連携が図られていることを説明します。 

5.2.4 この項目では、関連業界への就職率の向上が図られているかを確認しています。就職

活動報告書や、就職先一覧にて、関連業界への就職に関する実績を説明するととも

に、学校関係者評価委員会議事録により、関連業界への就職率向上への取組（意見

交換）を説明します。 

 

 

5.3.1 中項目 5.3 では「学生相談」（学生相談に関する体制は整備されているか）について自

己評価を求めています。この項目では、学生相談に関する体制が整備されているかを

確認しています。相談窓口が設置されていることが必要です。学生便覧にこれらの情報

を掲載することが一般的です。 

5.3.2 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、学生の面談・相談記録があるかを確認

しており、エビデンス例として学生面談記録や、個別面談シートが挙げられています。 

 

5 3
中

項

目

5 3 1
学生相談に関する体制は整備されているか
（相談窓口が設置されているか）

A 学生便覧

5 3 2 学生の面談・相談記録があるか B 学生面談記録、個別面談シート

学生相談（学生相談に関する体制は整備されているか）
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5.4.1 中項目 5.4 では「学生生活（への支援）」（学生に対する経済的な支援体制は整備され

ているか。学生の健康を担う組織体制はあるか。生活環境支援体制を整備しているか）

について自己評価を求めています。この項目では、奨学金制度など、学生の経済的側

面に対する支援体制が整備されているかを確認しています。ここで、奨学金制度とは、

学校独自の奨学金制度だけを指すものではありません。都道府県や市町村などからの

補助を含め、公的な奨学金制度などを紹介することも含め、支援体制の整備ということ

ができます。 

5.4.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、公的支援制度の利用について、学生・保証人（保

護者）に案内、情報提供しているかを確認しています。 

5.4.21 ここからはカテゴリーA となります。この項目では、学生の健康管理を担う組織体制が

あるかを確認しています。具体的には、学生の健康診断を実施しているか、また、健康

相談窓口は整備されているか、ということになります。健康診断の実施については、健

康診断案内や、年間行事予定表などで説明します。また、健康相談窓口の案内のほ

か、学校医がいることを示す資料なども、こうした取組を行なっているエビデンスとなりま

す。 

5.4.41 この項目では、課外活動に対する支援体制が整備されているかを確認しています。課

外活動（地域活動・部活動等）の記録、部活動の実績の記録がエビデンスとなります。 

5.4.42 この項目では、学生の生活環境への支援が行われているかを確認しています。具体

的には、学生のアパート探しなど、住環境への支援体制があるかの確認となります。募

5 4
中

項

目

5 4 1
奨学金制度など、学生の経済的側面に対する
支援体制は整備されているか

A 募集要項、奨学金説明会資料

5 4 2
公的支援制度の利用について、学生・保証人
（保護者）に案内、情報提供しているか

C/Q
公的奨学金制度説明書、案内の
記録

5 4 21
学生の健康管理を担う組織体制はあるか（学生
の健康診断を実施しているか、また健康相談窓
口は整備されているか）

A
健康診断案内、年間行事予定
表、学校医がいることを示す資
料、健康相談窓口の案内

5 4 41
課外活動に対する支援体制は整備されている
か

A
課外活動（地域活動・部活動等）
の記録、部活動の実績の記録

5 4 42
学生の生活環境への支援は行われているか
（学生のアパート探しなど、住環境への支援体
制はあるか）

A 募集要項、説明会記録、HP

学生生活（学生に対する経済的な支援体制は整備されているか。学生の健康を担う組織体制はあ

るか。生活環境支援体制を整備しているか）
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集要項や、オープンキャンパスなど説明会記録、HP などの記録がエビデンスとなりま

す。 

 

 

5.5.1 中項目 5.5 では「中途退学への対応」（退学率の低減が図られているか）について自己

評価を求めています。この項目では、退学率の低減が図られているか（受講登録、出欠

状況及び学習者の減少に関する分析が行われているか）を確認しています。エビデン

ス例にもあるように、退学防止に向けた取組など、「取り組んでいるか」ということがポイン

トとなります。 

5.5.2 この項目では、退学率の目標を設定しているかを確認しています。前項の取組の具体

例という位置づけです。エビデンス例として、事業計画書が挙げられていますが、教職

員会議の資料や、職員室に掲示する資料など、取り組みやすい形で結構です。 

5.5.3 前項で設定された「退学率の目標」が、教職員に共有されているかを確認しています。

目標を達成するためには、その目標を関係者で共有する必要があります。 

5.5.4 職業実践専門課程では、別紙様式 4 の「中途退学の現状」という欄に、中退率の計算

ができるように在学者数及び中退者数の根拠となる数字を記入することになっていま

す。情報公開の一つとして、公表が求められています。 

5.5.5 この項目では、中途退学者数、中途退学の原因・傾向等を把握しているかを確認して

います。学校生活への不適合、経済的問題、進路変更等、中途退学の主な理由を整

理するとともに、それらの原因・傾向等を把握し、学校側で改善に取り組めることがない

かを検討することが期待されています。 

 

5 5
中

項

目

5 5 1
退学率の低減が図られているか（受講登録、出
欠状況及び学習者の減少に関する分析が行わ
れているか）

A
退学防止の取り組み記録、退学
状況の分析と対策記録

5 5 2 退学率の目標を設定しているか A 事業計画書

5 5 3
退学率の低減に関する目標・計画が教職員に
共有されているか

B 事業計画書、会議資料

5 5 4 退学者数を公表しているか B
HP、職業実践専門課程別紙様式
４

5 5 5
中途退学者数、中途退学の原因・傾向等を把握
しているか

C/Q
学生指導報告書、学習サービス
評価報告書、個別相談記録

中途退学への対応（退学率の低減が図られているか）
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5.6.1 中項目 5.6 では「保証人（保護者）との連携」（保証人との連携体制を構築しているか）

について自己評価を求めています。第 5 章は「学生支援」です。学生の修学支援、学

習支援、生活指導など、様々な形で、保証人（保護者）の協力を得ることがあると思いま

す。どのような形で連携しているのかを、面談記録や議事録の形で残します。（エビデン

ス欄には、実際に使用しているエビデンスの名称を記入しますので、「保護者」という表

記のままで問題はありません。） 

5.6.2 この項目では、保証人（保護者）との計画的な相談会・面談を行っているかを確認して

います。ここでは「計画的な」というところがポイントとなります。臨機応変に、必要に応じ

て、というだけでなく、1 年に一度など、計画に的に実施されているということをここでは

求めています。 

5.6.3 この項目では、緊急時の保証人（保護者）等との連絡体制を確保しているかを確認して

います。クラス担任が個別に把握しているということではなく、エビデンス例にもあるよう

に、学生調査書や学生カルテなどの形で、学校として把握していることが望まれます。 

 

 

5 6
中

項

目

5 6 1
保証人（保護者）と適切に連携しているか（保証
人のニーズを把握しているか）

A
保護者面談記録、保護者会報告
書

5 6 2
保証人（保護者）との計画的な相談会・面談を
行っているか

B
保護者面談案内、保護者会報告
書

5 6 3
緊急時の保証人（保護者）等との連絡体制を確
保しているか

C/Q 学生調査書、学生カルテ

保証人（保護者）との連携（保証人との連携体制を構築しているか）

5 7
中

項

目

5 7 1
卒業生への支援体制を整備しているか（再就
職、キャリアアップ等について、相談に乗ってい
るか）

B
同窓会会則、就職あっせん記録、
相談窓口

5 7 2
学校情報を卒業生に知らせているか（ＨＰ・学校
便り等）

C HP、同窓会HP

5 7 3 学校は同窓会との連携を図っているか C/Q 同窓会会則

5 7 21
卒業生への卒後教育等の支援体制はあるか
（卒業生への講習・研修を行っているか）

B パンフレット、HP、講習会案内

5 7 22
卒業生への資格、検定等不合格者に対する対
策を講じているか

C/Q 国家試験対策計画、実施記録

卒業生・社会人支援（卒業生の動向を把握しているか。社会人のニーズを踏まえた教育環境を
整備しているか）
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5.7.1 中項目 5.7 では「卒業生・社会人支援」（卒業生の動向を把握しているか。社会人のニ

ーズを踏まえた教育環境を整備しているか）について自己評価を求めています。この項

目では、卒業生への支援体制を整備しているかを確認しています。再就職や、キャリア

アップ等について、相談に乗っているかということですが、こうした就職斡旋の記録や相

談窓口、同窓会の活動なども、こうした支援体制といえます。 

5.7.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、学校情報を卒業生に知らせているかを確認してい

ます。学校のＨＰや同窓会の HP、学校便り等がエビデンスとなります。 

5.7.3 この項目では、学校が同窓会との連携を図っているかを確認しています。同窓会運営

にかかる費用や事務局機能を支援するなど、様々な形があります。こうした取組を卒業

生支援の一つとして捉えています。 

5.7.21 この項目では、卒業生への卒後教育等の支援体制があるかを確認しています。この中

項目では、様々な形で卒業生への支援についての確認がされていますが、ここでは、

「学び直し」の機会を提供するということで、卒業生への講習・研修を行っているかが確

認されています。カテゴリーB の項目ですので、職業実践専門課程を有する学校を想

定しています。専攻分野に関する企業・団体等と連携し、卒業生の学び直し、スキルア

ップに役立つ卒後教育を期待します。 

5.7.22 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、卒業生への資格、検定等不合格者に対する対

策を講じているかを確認しています。様々な学科コースで、卒業間近の時期に、国家試

験や資格試験などが実施されています。学校としては、すべての学生・生徒が現役合

格できるよう取り組んでいることと思いますが、必ずしも全員が合格できるとは限りませ

ん。そうした不合格となった学生・生徒（卒業生）に、再チャレンジを促し、入学当初に

目標としていた資格・検定等に合格し、目標達成ができるよう支援します。卒業生全員

が目標を達成することができれば、教育の質の高さをより強くアピールできます。 

5.7.41 この項目はカテゴリーA ですので、すべての専修学校等にとって自己評価すべき項目

となります。「社会人の受入れは、あまり積極的に行なっていない」ということで対象外と

5 7 41
社会人学生のニーズを踏まえた教育環境が整
備されているか

A パンフレット、HP

5 7 42
大学等卒業者の入学に際し、入学前の履修に
関しての取扱いを学則・細則に規定し、適切に
認定しているか

C/Q 学則・細則
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考えてはいけません。社会人の学び直しへの対応は、専修学校に求められている重要

な役割の一つです。社会人学生のニーズを踏まえた教育環境が、どのようなものを指し

ていると捉えるのかは、地域によって、また教育分野によって異なります。どのようなニ

ーズを捉えていて、どのように対応（整備）しているのかを、エビデンスに記述します。 

5.7.42 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。大学等卒業者の入学に際し、入学前の履修に関しての取扱い

を学則・細則にて規定し、適切に認定ができれば、入学した大学等卒業者の満足度が

高まります。 

 

 

３－６．「教育環境」 

 

6.1.1 中項目 6.1 では「施設・設備等」（施設、設備は教育上の必要性に十分対応できるよう

整備されているか）について自己評価を求めています。この項目では、施設・設備は、

教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているかを確認しています。エビデンス

例には学校設置認可申請書、教室配置図とあります。「講義室は学生数、時間割にあ

わせ、無理なく配備されているか」と書かれているとおり、学校として必要なスペースが

確保されていることを、改めて確認している項目となります。 

6 1
中

項

目

6 1 1
施設・設備は、教育上の必要性に十分対応でき
るよう整備されているか（講義室は学生数、時
間割にあわせ、無理なく配備されているか）

A
学校設置認可申請書、教室配置
図、時間割、専修学校報告書

6 1 2
学生が利用できる参考図書・関連図書は備えら
れているか

A 資産目録、図書台帳

6 1 3
教育上の必要性に対応した機材・備品を整備し
ているか

A
各種設備・教育備品の一覧表及
び点検票、管理体制の組織図

6 1 4
図書室・図書コーナーがあり、図書館サービス
は十分に機能しているか

C 施設案内図、図書台帳

6 1 21
分煙・禁煙等に関する規定が文書化・掲示され
ているか

B 掲示物、学生便覧

6 1 22
学内の整理・整頓・清掃に関して定期的に管
理・チェックがされているか

B
教室清掃チェックシート、環境整
備チェックシート

6 1 41
施設・設備の点検、補修・修繕等は定期的にま
たは適宜行っているか

A

施設・設備の点検、補修計画書、
点検・修繕の記録、電気設備点
検記録報告書、電気設備定期点
検報告書、建築物環境衛生管理
報告書

施設・設備等（施設、設備は教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか）
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6.1.2 この項目では、学生が利用できる参考図書・関連図書が備えられているかを確認してい

ます。 近では、電子書籍も一般化されておりますので、学校が提供する教育環境とし

て、紙の書籍に限定するもではありません。電子データでの提供、役に立つ Web サイト

のリンク情報なども、教育資源と考えられます。なお、厚生労働省から学校養成所として

の指定を受けている専門学校など、学生一人当たり一定数の図書を保有しなければな

らないとされている施設の場合には、その要件を満たす参考図書・関連図書が備えら

れているかを確認します。 

6.1.3 この項目では、教育上の必要性に対応した機材・備品が整備されているかを確認しま

す。「整備ができているか」というところがポイントですので、まずはリスト（一覧表）が必要

だということに気づきます。整備ができているか否かを、チェックするための帳票というこ

とになります。管理体制の組織図を作成しておくことで、こうしたチェックを行なう責任者

を明確にしておきます。 

6.1.4 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、図書室・図書コーナーがあり、図書館サービスが

十分に機能しているかを確認しています。図書館サービスには、情報検索サービスや

閲覧サービス、コピーサービスのほか、自習スペースを提供することも含まれます。これ

らの機能を一つの場所で提供していれば充実していますが、分散していても学習支援

サービスとして提供されていれば評価 4（適切）となります。 

6.1.21 こちらはカテゴリーBです。「健康増進法の一部を改正する法律」が令和2年（2020年）

4 月 1 日から全面施行となり、学校は第一種施設（受動喫煙により健康を損なうおそれ

が高い者（子どもなど 20 歳未満の者、患者等）が主として利用する施設）とされていま

す。その結果、現在では多くの学校施設で敷地内禁煙という措置をとるようになりまし

た。この項目は、こうした受動喫煙による健康への影響を防止する取組を積極的に行な

っている学校であることを示すアピールともなります。 

6.1.22 この項目では、学内の整理・整頓・清掃に関して定期的に管理・チェックがされている

かを確認しています。学校という施設ですので、「教育環境」として、十分なレベルを保

てているかという観点が必要です。エビデンス例には、'教室清掃チェックシートや環境

整備チェックシートが挙げられていますが、「チェックシートがある」ということではなく、チ

ェックシートを使用して定期的に管理・チェックがされていることを確認した上で、評価 4

（適切）となります。 
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6.1.41 この項目はカテゴリーA ですので、すべての専修学校等にとって自己評価すべき項目

となります。この項目では、施設・設備の点検、補修・修繕等が定期的にまたは適宜行

われているかを確認しています。施設・設備の点検については定期的に、補修・修繕に

ついては適宜行なわれているかということになります。なお、この項目は「教育上の必要

性に十分対応できるように整備されているか」を問うものになりますので、講義や実習等

を行なう上で十分対応できるかを確認していることを示すエビデンスが適切です。 

第 2 章の学校運営上で求められる施設設備の保守・管理とは別の観点になります。。 

 

 

6.2.1 中項目 6.2 では「学外実習、インターンシップ等」（校外の実習、インターンシップ、海外

研修等について、十分な教育体制を整備しているか）について自己評価を求めていま

す。学科コースの分野によって、学外実習やインターンシップにどのくらいの時間数を

充てるのかが大きく異なります。ここでは、他分野の学校と比較してどうなのかではなく、

当該分野の専門学校教育として十分な教育体制を整備しているかという視点で、自己

評価を行ないます。 

6.2.2 こちらはカテゴリーB ですので、職業実践専門課程を有する学校に求められるレベルの

評価項目となります。この項目では、実技・実習に先立って、職業倫理や情報の取扱い

に関する規程・マニュアルや規則が整備されているかを確認します。職業教育として、

当該分野の企業・団体等と連携を取り、その分野の職業倫理や、業務上の様々な規定

についても情報共有ができていると期待されます。「実技・実習に先立って」というところ

がポイントです。実技・実習の際に、学生・生徒が困らないよう、これらの規程・規則・マ

ニュアルを整備しておきます。 

6.2.3 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、校外実習等についての成績評価基準を明確に決

めているかを確認しています。特に、校外実習等の場合には「誰が評価するのか（誰が

6 2
中

項

目

6 2 1
学内外の実習施設、インターンシップ、海外研
修等について十分な教育体制を整備しているか

A
学外実習時の実施要綱･マニュア
ル

6 2 2
実技・実習に先立って、職業倫理や情報の取扱
いに関する規程・マニュアルや規則が整備され
ているか。

B 倫理規程、学生便覧

6 2 3
校外実習等についての成績評価基準を明確に
決めているか

C/Q
校外実習マニュアル、評価マニュ
アル

学外実習、インターンシップ等（校外の実習、インターンシップ、海外研修等について、十分な

教育体制を整備しているか）
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評価するのが適切か）」に注意を向けることが必要です。外部の方に評価をお願いする

場合には、教員が評価する時よりも詳細でわかりやすい（評価しやすい）評価基準が必

要となります。そうした点にも留意しつつ、自己評価を行ないます。 

 

 

6.3.1 中項目 6.3 では「防災・安全管理」（防災・安全管理に関する体制を整備しているか。防

災訓練等を実施しているか）について自己評価を求めています。この項目では、防災

に対する組織体制を整備し、適切に運用しているかを確認しています。エビデンス例で

は、防災という概念を広く捉え、火災や地震・風水害などの自然災害だけでなく、けが

や病気、感染症対策なども含めた危機管理対策として、危機管理マニュアルや気象警

報による休講等の取扱いガイドラインを挙げています。学生・生徒や教職員の安全を守

るための組織体制整備を検討してください。 

6.3.2 この項目では、防災・防犯設備（非常灯・消火器・警備システム等）が整備・点検されて

いるかを確認しています。消防法などで点検が義務づけられているものもありますの

で、適切に運用管理がされていれば評価 4（適切）となるはずです。 

6.3.21 この項目では、定期的に防災訓練を実施しているかを確認しています。コロナウイルス

感染症の流行が拡大している時期には、消防局（消防署）と連携を取って防災訓練の

代替措置を実施して対応した専門学校もありました。こうした対応を行なった場合にも、

自己評価を 4（適切）とすることが適当と考えます。評価 4（適切）とするためには、「防災

訓練を実施しているか」というところがポイントになりますので、防災訓練実施要項や計

画書だけでは不十分で、防災訓練実施報告書など、「実施していることがわかるエビデ

ンス」が必要となります。 

6 3
中

項

目

6 3 1
防災に対する組織体制を整備し、適切に運用し
ているか

A
危機管理マニュアル、気象警報
による休講等の取扱いガイドライ
ン

6 3 2
防災・防犯設備（非常灯・消火器・警備システム
等）が整備・点検されているか

A
消防用設備点検報告書、警備業
務請負契約書

6 3 21 定期的に防災訓練を実施しているか A
防災訓練実施要項、防災訓練実
施報告書

6 3 41 学校における安全管理の整備を行っているか B
設備管理者の一覧表、各種設備
の定期点検票、危機管理マニュ
アル

防災・安全管理（防災・安全管理に関する体制を整備しているか。防災訓練等を実施しているか）
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6.3.41 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、学校における安全管理の整備が行な

われているかを確認しています。エビデンスとしては、前項と同様、整備していること（整

備を実施していること）がわかる実施記録・点検記録などが求められます。 

 

 

３－７．「学生の受入れ募集」 

 

7.1.1 中項目 7.1 では「学生募集活動」（学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学

生募集および入学者選抜を行っているか。社会人入学生、留学生、障がい者等、多様

な学生の受入れについて方針を明確にしているか）について自己評価を求めていま

す。この項目は、「学生募集活動は､適正に行われているか」という概略的な確認事項と

なっています。エビデンス例にもあるように、どのような体制で実施しているのか（募集活

動体制組織図）、どのように募集活動が行なわれているのか（営業日報）などを提示し、

自己評価を行ないます。 

7 1
中

項

目

7 1 1 学生募集活動は､適正に行われているか A
募集活動体制組織図、営業日
報、パンフレット、OC用説明資
料、募集要項、学校案内、HP

7 1 2
入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）
を策定し、学校構成員（教職員および学生等）に
周知し、社会に公表しているか

A
アドミッションポリシー、募集要
項、パンフレット、公式Webサイト

7 1 3
学校案内に、育成人材像、特徴、目指す資格・
免許等をわかりやすく紹介しているか

A パンフレット、HP

7 1 4
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切
に学生募集を行っているか

A
募集活動体制組織図、営業日
報、学生募集要項、学校案内（パ
ンフレット）

7 1 21
入学に関する問い合わせ等に適切に対応でき
る体制ができているか

A 校務分掌、HP、組織図

7 1 22
学校説明会等による情報提供（育成人材像、評
価手段及びその基準、目指す資格・検定・コン
ペ、学費・教材費等の情報）を行っているか

A
オープンキャンパス配布資料、説
明用資料、HP、募集要項

7 1 23
入学予定者に対し学習指導・支援等は行われ
ているか

B 入学前教育について（資料）

7 1 41

教育の履行、人的・物的資源の提供、個人情報
の取り扱い、安全管理など、オリエンテーション
などで学校側の義務と責任を学生と保証人（保
護者）に案内しているか

C/J
学生便覧、オリエンテーション資
料

学生募集活動（学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を

行っているか。社会人入学生、留学生、障がい者等、多様な学生の受入れについて方針を明確にして
いるか）
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7.1.2 この項目では、入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）を策定し、学校構成員

（教職員および学生等）に周知し、社会に公表しているかを確認しています。エビデン

ス例にもあるように、募集要項やパンフレット、公式 Web サイトなどに掲載されていれ

ば、周知され公表していることが確認できますので評価 4（適切）となります。 

7.1.3 この項目では、学校案内に、育成人材像、特徴、目指す資格・免許等をわかりやすく紹

介しているかを確認しています。学校案内という媒体にて「わかりやすく紹介している

か」を確認していますので、エビデンスは学校案内のパンフレットや HP などとなります。

なお、自己評価の目的は「評価 4 を付けること」ではありません。例えば、自己評価を行

なった結果、「育成人材像が不明瞭でわかりにくいな」と感じて評価3を付けたなら、「課

題を発見することができた」という成果を上げられたことになります。この成果は、次の学

校案内パンフレットを作成する際に役立てることができ、改善を行なうことができれば、

次年度はより効果的な募集活動を行なうことができると期待できます。「わかりやすく紹

介しているか」を自己評価することは難しい行為ですが、ぜひ積極的に取り組んでみて

ください。 

7.1.4 この項目では、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集を行っている

かを確認しています。前述の 7.1.2 項で示された学生の受け入れ方針（アドミッション・

ポリシー）に基づいて、特に問題もなく、課題と感じている項目も無いのであれば、公正

かつ適切に募集活動が行なわれているはずですので、エビデンス例を参考にして資料

を提示し、評価 4（適切）とします。 

7.1.21 この項目では、入学に関する問い合わせ等に適切に対応できる体制ができているか

を確認しています。エビデンス例にあるように、'校務分掌や組織図で明らかにされてい

れば教職員間で体制の確認ができますし、HP に問合せ先が掲載され、運用上もトラブ

ルが発生していないのであれば適切に対応できる体制ができているといえます。 

7.1.22 この項目では、学校説明会等による情報提供（育成人材像、評価手段及びその基

準、目指す資格・検定・コンペ、学費・教材費等の情報）を行っているかを確認していま

す。前述の 7.1.2 項との違いは、「学校説明会等による」という手段と、「評価手段及びそ

の基準、学費・教材費等の情報」という情報の詳細さです。オープンキャンパスなどの

学校説明会等で、資料請求などで得られる情報よりも詳しい説明がされているかがポイ

ントとなります。 

7.1.23 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、入学予定者に対し学習指導・支援等

が行われているかを確認しています。入学前教育は、高校側から要請があって実施す
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るケースなどもありますが、その目的は、入学して専門学校での教育が始まる時に、学

習を始める準備ができている（職業教育を始めるために必要な基礎知識・スキルを身に

つけている）という状態を整えることです。効果的な入学前教育は、その学科コースで

学ぶために、どのような基礎知識がなければならないのか、あるいはどのような基礎知

識を持っていると学習を進めやすくなるのかを整理することから始まります。こうした入

学前に必要な基礎知識を整理しておくことは、入学後の学習を円滑に進めることにも役

立ちます。 

7.1.41 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、教育の履行、人的・物的資源の提供、個人情報

の取り扱い、安全管理など、オリエンテーションなどで学校側の義務と責任を学生と保

証人（保護者）に案内しているかを確認しています。「学生と保証人に案内しているか」

がポイントですので、エビデンスとしては、学生と保証人に配布（または情報提供）され

るものでなければなりません。エビデンスとして示す資料に、確認項目として挙げられた

「学校側の義務と責任」に当たる内容が明示されていれば評価 4（適切）となります。 

 

 

7.2.1 中項目 7.2 では「入学選考」（入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われている

か）について自己評価を求めています。この項目は、学校案内等に選抜方法が明示さ

れているかを確認しています。エビデンス例にあるように、主に募集要項に記載されて

いることが多いと思います。ペーパーテストの形で入学試験を実施する学校もあれば、

小論文や面接試験を課す学校もあります。入学に必要な学力、スキル、資格、職業経

験などの、前提となる要件が明示されているかという点について、「当校では、誰でも受

入れますので、前提となる要件はありません」と答える方がいらっしゃいますが、専門学

校であるならば、「高等学校卒業以上の学力を有すること」を要件としているはずです。

その点もご留意ください。 

7.2.2 この項目では、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に入学者選抜を行って

いるかを確認しています。前述の 7.1.2 項で示された学生の受け入れ方針（アドミッショ

7 2
中

項

目

7 2 1
学校案内等には選抜方法が明示されているか
（入学に必要な学力、スキル、資格、職業経験
などの、前提となる要件が明示されているか）

A 募集要項、学校案内

7 2 2
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切
に入学者選抜を行っているか

A
入試基準、選考方法
選考における実施体制、選考結
果資料

入学選考（入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか）
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ン・ポリシー）に基づいていることは当然のことです。公正かつ適切に入学者選抜を行

なっていることは、エビデンス例にあるように、入試基準や選考方法、選考における実

施体制を示すことで説明できます。 

 

 

7.3.1 中項目 7.3 では「学納金」（学納金は妥当なものとなっているか）について自己評価を求

めています。この項目では、学納金は妥当なものとなっているかを確認しています。基

準が無い中で妥当かどうかを判断することは、正直なところ、とても難しいことです。エビ

デンス例では、募集要項を挙げており、ここには学納金の金額が明示されています。つ

まり、「この金額を明示していて、学生・生徒及び保証人（保護者）や高校の先生方など

関係する方々からクレームをいただくこともないので、妥当と考えている」という説明の仕

方となります。 

7.3.2 この項目では、学校案内等に、学費、受験料、学習教材の購入費等が明示されている

かを確認しています。ポイントは、学費、受験料、学習教材の購入費等、「内訳が明示さ

れているか」というところです。「学校案内等に」とありますので、「請求書の内訳」のよう

な請求時点で知らされるものでは不適切です。エビデンス例にあるように、募集要項な

どに金額が明示されていることが多いかと思います。学校案内等により、入学を決める

前に、これらの内訳を伝えていることがわかるエビデンスを提示し、評価 4（適切）となり

ます。 

 

 

7 3
中

項

目

7 3 1 学納金は妥当なものとなっているか A 募集要項

7 3 2
学校案内等に、学費、受験料、学習教材の購入
費等が明示されているか

A パンフレット、募集要項

学納金（学納金は妥当なものとなっているか）
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３－８．「教育の内部質保証システム」 

 

8.1.1 中項目 8.1 では「関係法令、設置基準等の遵守」（法令、専修学校設置基準等を遵守

し、適正な学校運営を行なっているか）について自己評価を求めています。この項目で

は、法令､専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているかについて確認し

ています。この項目については、評価 4（適切）であることが当然求められます。評価は

何になるか？というよりも、何を根拠（エビデンス）として評価 4（適切）と言えるかを検討

すべきです。エビデンス例では、法令遵守の研修を教職員に受けさせていることを示す

「法令遵守の研修報告書」や、「専修学校設置基準チェック表」を作成して設置基準等

を遵守していることを示すという方法を紹介しています。 

8.1.2 この項目では、業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているかを

確認しています。コンプライアンスを日本語で言い換えると「法令遵守」や「社会的規範

を守る」ということになります。エビデンス例にあるように、組織図や校務分掌表、内部規

定類などで、これを説明することもできますし、CSR（企業の社会的責任：Corporate 

Social Responsibility）や、 近流行の SDGs（持続可能な開発目標：Sustainable 

Development Goals）に取り組むことも「社会的規範を守る」ことになります。 

8.1.3 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、関係法令に基づく管理運営に関する学

内諸規程を整備し適切に運用しているかを確認しています。例えばエビデンス例にあ

るように、実際に運用されているハラスメント防止規程や危機管理規程、ルールブックな

どの学内諸規程を示すことで、関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規程を整

備し適切に運用していることを説明します。 

8.1.21 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、セクシュアルハラスメントや、アカデミックハラスメ

ント等の防止について、規定を文書化し、対策を立て実行しているかを確認していま

8 1
中

項

目

8 1 1
法令､専修学校設置基準等の遵守と適正な運
営がなされているか

A
法令遵守の研修報告書、教務日
誌、専修学校設置基準チェック表

8 1 2
業界や地域社会等に対するコンプライアンス体
制が整備されているか

A
組織図、校務分掌表、内部規定
類

8 1 3
関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規
程を整備し適切に運用しているか

B
ハラスメント防止規程、危機管理
規程、ルールブック

8 1 21
セクシュアルハラスメント、アカデミックハラスメ
ント等の防止について、規定を文書化し、対策
を立て実行しているか

C/Q ハラスメント防止規程、就業規則

関係法令、設置基準等の遵守（法令、専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行
なっているか）
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す。例えば、エビデンス例のようにハラスメント防止規程を策定し、セクシュアルハラスメ

ントや、アカデミックハラスメント、パワーハラスメント、マタニティーハラスメントなどを取り

上げるという方法もあります。また、就業規則にこうした内容を書き込むという方法もあり

ます。これらのエビデンスを整理し、自校の取組が十分と感じられるか否かで自己評価

を行ないます。 

 

 

8.2.1 中項目 8.2 では「個人情報保護」（個人情報に関する規程を整備し、個人情報に対する

対応を取っているか）について自己評価を求めています。この項目では、学校が保有

する個人情報保護に関する対策を実施しているかを確認しています。エビデンス例に

は、個人情報保護規程やプライバシーポリシー等が挙げられており、学校としてどのよう

な対策を行なっているかを規程という文書として示しています。ホームページ上で公開

するなどの対外的な対応については、プライバシーポリシーや個人情報保護方針を掲

載することから始めるのも一つの方法です。 

8.2.2 この項目では、「個人情報保護規程が文書化されているか」と、規程の具体的な名称を

提示して確認しています。これは個人情報保護法という法律により、学校のような個人

情報取扱事業者には、「個人情報保護規程などの形で、個人情報の管理・取扱いに関

するルールを定めること」が求められているからです。 

8.2.3 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、個人情報の取扱いについて、教職員に

対し周知し、意識づけができているかを確認しています。「周知し、意識づけができてい

るか」がポイントとなりますので、個人情報取扱規程をこちらのエビデンスに提示したの

では不十分です。エビデンス例では、教員研修資料や講師交流会資料を挙げ、教職

員に対し周知し、意識づけができていることを示しています。なお、これら研修等の資料

の中に、「個人情報の取扱いについて」という項目が入っていなければエビデンスとは

なりませんのでご注意ください。 

8 2
中

項

目

8 2 1
学校が保有する個人情報保護に関する対策を
実施しているか

A
個人情報保護規程、プライバシー
ポリシー、セキュリティポリシー等

8 2 2 個人情報保護規程が文書化されているか A
個人情報保護規程、個人情報取
扱規程

8 2 3
個人情報の取扱いについて、教職員に対し周
知し、意識づけができているか

B 教員研修資料、講師交流会資料

個人情報保護（個人情報に関する規程を整備し、個人情報に対する対応を取っているか）
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8.3.1 中項目 8.3 では「学校評価」（自己評価、学校関係者評価の実施体制を整備している

か）について自己評価を求めています。この項目では、学校教育、学校運営について、

自己点検・評価を実施し、さらに課題解決に取り組んでいるかを確認しています。ここで

は「学校教育、学校運営について」とありますので、【共通的評価基準モデル２０２３改

訂版】に掲載されている全項目ではなく、少なくとも学校教育と学校運営に関する項目

について自己評価がされていれば適切にできているといえます。エビデンス例にあるよ

うに、自己点検･評価報告書があれば、自己点検・評価を実施していることが説明できま

す。また、自己点検・評価を実施する中で見つかった不適合事項に対して、改善計画

を作成し、改善を実施して報告書としてまとめていれば、課題解決に取り組んでいると

いえますので、評価 4（適切）となります。 

8.3.2 この項目では、自己点検・評価報告書にまとめているかを確認しています。エビデンス

例にあるように、自己点検・評価報告書を示すことで評価 4（適切）となります。第三者評

価に取り組む学校の場合には、どのような形の自己点検・評価報告書が必要なのかを

認証機関等に確認する必要がありますが、あくまでも自己評価であるということであれ

ば、この自己点検・評価表を自己点検・評価報告書することもできます。 

8.3.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、自己点検・評価の組織があるかを確

認しています。前項 8.3.2 では、「誰が」自己点検・評価を行なったのかまでは確認して

いません。あえて極論を言えば、自己点検・評価報告書を作成するよう命じられた一人

の職員が作成したものであっても、何ら問題はないということになります。ここでは、自己

点検・評価を「組織として」実施する体制ができているのかを確認しています。エビデン

ス例にあるように、自己点検・評価委員会が組織されていればその資料で十分ですし、

組織図や校務分掌表などで、自己点検・評価を担当している組織（チーム）が示すこと

もできます。 

8 3
中

項

目

8 3 1
学校教育、学校運営について、自己点検・評価
を実施し、さらに課題解決に取り組んでいるか

A
自己点検･評価報告書、改善計
画書、改善報告書

8 3 2
自己点検・評価報告書にまとめているか
（自己点検・評価報告書があるか）

A 自己点検・評価報告書

8 3 3 自己点検・評価の組織があるか B
自己点検・評価委員会、組織図、
校務分掌表

8 3 21
学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関
係者評価を実施し、改善の取組みを行っている
か

B
学校関係者評価委員会議事録、
委員会名簿

学校評価（自己評価、学校関係者評価の実施体制を整備しているか）
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8.3.21 この項目では、学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関係者評価を実施し、改

善の取組みを行っているかを確認しています。職業実践専門課程の認定を受けている

学科コースを有する学校であれば、学校関係者評価委員会の実施が義務づけられて

いますので、学校関係者評価委員会議事録や委員会名簿などのエビデンスは問題な

く提示できるはずです。 

 

 

8.4.1 中項目 8.4 では「改革・改善」（各学科の教育目標、育成人材像に向けて自己点検・評

価活動の実施体制を確立して改革・改善のためのシステムが構築されているか）につ

いて自己評価を求めています。「改革・改善が行なわれているか」を様々な視点から確

認をしています。この項目では、自己点検・評価の必要性を全教職員に伝える機会を

設けたかを確認しています。エビデンスにあるように、教職員会議議事録に「自己点検・

評価の必要性」に関する事項が記載されていれば、評価 4（適切）となります。 

8.4.2 この項目では、卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に活用

されているかを確認しています。卒業生へのアンケート調査やヒアリング調査などを通じ

て「卒業後のキャリア形成への効果を把握」することが、ここでのポイントとなります。エビ

デンス例では、卒業生就業・離職状況調査報告書にて、卒業後のキャリア形成への効

果を把握していることを説明し、是正報告書により学校の教育活動の改善に活用してい

ることを説明しています。 

8.4.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、自己点検・評価の結果に基づき改善

計画を策定したかを確認しています。自己点検・評価にて、評価 4（適切）とならなかっ

8 4
中

項

目

8 4 1
自己点検・評価の必要性を全教職員に伝える
機会を設けたか

A 教職員会議議事録

8 4 2
卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の
教育活動の改善に活用されているか

A
卒業生就業・離職状況調査報告
書、是正報告書

8 4 3
自己点検・評価の結果に基づき改善計画を策
定したか

B 改善計画書、是正計画書

8 4 4
自己点検・評価の結果に基づき期限を定めて改
善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 改善報告書、是正報告書

8 4 5
学校関係者評価の結果に基づき改善計画を策
定したか

B 改善計画書、是正計画書

8 4 6
学校関係者評価の結果に基づき期限を定めて
改善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 改善報告書、是正報告書

改革・改善（各学科の教育目標、育成人材像に向けて自己点検・評価活動の実施体制を確立して

改革・改善のためのシステムが構築されているか）
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た項目については、何らかの課題があるはずです。その課題を解決するために、改善

計画あるいは是正計画を立て、改善活動や是正活動に取り組みます。ここで、改善計

画とは、よりよくするための計画であり、是正計画とは、不適合の原因を特定し、その原

因を除去する活動（是正活動）を行なうための計画となります。改善や是正は、PDCAサ

イクルの A（Act）に当たる活動で、教育の質を向上させる取組の重要な活動です。エビ

デンスとしては、改善計画書や是正計画書が想定されます。 

8.4.4 この項目では、自己点検・評価の結果に基づき期限を定めて改善計画に基づいた結

果の検証がされたかを確認しています。「期限を定めて」がポイントとなります。自己点

検・評価の結果として計画された改善・是正が期限内に適切に行なわれ、その効果が

検証されたかを、改善報告書や是正報告書などのエビデンスにて確認します。 

8.4.5 この項目では、学校関係者評価の結果に基づき改善計画を策定したかを確認していま

す。前述の 8.4.3 項と同じ様な評価項目となっていますが、改善・是正活動のきっかけと

なるのが「学校関係者評価」ということになります。エビデンスは、8.4.3 項と同様に改善

計画書や是正計画書となります。 

8.4.6 この項目では、学校関係者評価の結果に基づき期限を定めて改善計画に基づいた結

果の検証がされたかを確認しています。前述の 8.4.4 項と同様に「期限を定めて」がポイ

ントとなりますが、こちらも改善・是正活動のきっかけとなるのが「学校関係者評価」という

ことになります。エビデンスは、8.4.4 項と同様に改善報告書や是正報告書となります。 

 

 

8.5.1 中項目 8.5 では「教育情報の公開」（教育活動に関する情報公開を積極的に行ってい

るか）について自己評価を求めています。この項目では、教育活動に関する情報公開

が適切になされているかを確認しています。カテゴリーA の項目ですから、すべての専

修学校が対象とすべき自己評価項目となります。エビデンス例にある「職業実践専門課

程別紙様式４」とは、職業実践専門課程の認定を受けている学科コースを有する学校

が、その制度の中で情報の公開（及び維持・更新）を求められている別紙様式 4「職業

8 5
中

項

目

8 5 1
教育活動に関する情報公開が適切になされて
いるか

A
職業実践専門課程別紙様式４、
HP

8 5 21 自己評価結果を公開しているか A
公表した冊子、自己点検・評価報
告書、HP

8 5 22 学校関係者評価結果を公表しているか B
公表した冊子、学校関係者評価
報告書、HP

教育情報の公開（教育活動に関する情報公開を積極的に行っているか）
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実践専門課程認定後の公表様式」のことです。（本様式を各学校のホームページに掲

載する際には、印刷可能な形式とし、トップページからリンクを貼る形で参照できるよう

にすることが求められます。）それ以外の学校の場合には、任意の様式にて教育活動

に関する情報を公開してください。 

8.5.21 この項目では、自己評価結果を公開しているかを確認しています。エビデンス例にあ

るように、公開している媒体（公表した冊子や HP）と公開している「自己点検・評価報告

書（自己点検・評価表）」を提示できれば、評価 4（適切）となります。 

8.5.22 こちらはカテゴリーB となります。平成 19 年（2007 年）に学校教育法及び同法施行規

則が改正され、学校関係者評価の実施・公表について努力義務化がされました。さら

に職業実践専門課程の認定を受けている学科コースを有する学校では、学校関係者

評価の実施・公表が義務づけられています。職業実践専門課程の認定を受けている学

科コースを有する学校では、この評価項目は評価 4（適切）とならなければなりません。 

 

 

３－９．「財務」 

 

9.1.1 中項目 9.1 では「財務基盤」（学校の中長期的な財務基盤は安定しているといえるか）

について自己評価を求めています。この項目では、教育活動を安定して遂行するため

に必要かつ十分な財政的基盤を確立しているかを確認しています。何をもって十分な

財政的基盤を確立していると判断するかは、難しいところですが、例えば、ある認証機

関では、前受金保有率を財政的基盤の確立を判断する一つの指標としています。前受

金とは、翌年度の収入を前もって受け付けているもので、主に授業料収入などがこれに

当たり、貸借対照表の負債の欄に記載されています。（多くの学校では、年度が始まる

までに授業料の支払いをするよう求めています。）翌年度の収入ですから、貸借対照表

を作成する年度末（3 月 31 日）の時点では、現金・預金として保有されていることが期待

されます。（現金・預金の金額は、貸借対照表の資産の欄に記載されています。）前受

金保有率とは、（現金・預金／前受金）の割合のことを指し、この値が 50％未満となる

9 1
中

項

目

9 1 1
教育活動を安定して遂行するために必要かつ
十分な財政的基盤を確立しているか

A
財産目録、貸借対照表、資金収
支計算書、消費収支計算書、事
業報告書

9 1 2 年度予算・中期計画が策定されているか A 全体予算書、中期計画書

財務基盤（学校の中長期的な財務基盤は安定しているといえるか）
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と、財政的基盤に問題があると見なされます。このような指標も目安として、自己評価を

行なってください。エビデンスとしては、財務諸表が適切です。より具体的には、エビデ

ンス例にあるように、財産目録、貸借対照表、資金収支計算書、消費収支計算書、事

業報告書など（これら全てで一式）となります。 

9.1.2 この項目では、年度予算・中期計画が策定されているかを確認しています。エビデンス

例にあるように、全体予算書や中期計画書など、策定されている予算書・計画書をエビ

デンスとして提示することで、評価 4（適切）となります。 

 

 

9.2.1 中項目 9.2 では「予算・収支計画」（予算及び収支計画は有効かつ妥当か。予算及び

収支計画に基づき、適正に執行管理を行っているか）について自己評価を求めていま

す。この項目では、予算･収支計画は有効かつ妥当なものとなっているかを確認してい

ます。予算・収支計画は、理事会や評議員会でそれらが有効かつ妥当なものとなって

いるかを検討され、承認されますので、エビデンス例にあるように、予算書、理事会議事

録、評議員会議事録などにより説明ができます。 

9.2.2 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、予算及び計画に基づき適正に執行管

理を行っているかを確認しています。エビデンス例にあるように、収支計画書、予算執

行表、月次予算チェック表などで適正に執行管理が行なわれていることが説明できれ

ば、評価 4（適切）となります。 

 

 

9 2
中

項

目

9 2 1
予算･収支計画は有効かつ妥当なものとなって
いるか

A
予算書、理事会議事録、評議員
会議事録

9 2 2
予算及び計画に基づき適正に執行管理を行っ
ているか

B
収支計画書、予算執行表、月次
予算チェック表

予算・収支計画（予算及び収支計画は有効かつ妥当か。予算及び収支計画に基づき、適正に執

行管理を行っているか）

9 3
中

項

目

9 3 1
私立学校法及び寄付行為に基づき適切に監査
を実施し、理事会、評議員会に報告しているか

A 会計監査報告書

9 3 2
会計監査（内部・外部）体制のルールが明確化
されているか

C/Q 会計監査規程

9 3 3
会計監査（月次決算書等）の結果報告が文書等
にて明確化されているか

C/Q 会計監査報告書

監査（財務について会計監査が適正におこなわれているか）
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9.3.1 中項目 9.3 では「監査」（財務について会計監査が適正におこなわれているか）につい

て自己評価を求めています。この項目では、私立学校法及び寄付行為に基づき適切

に監査を実施し、理事会、評議員会に報告しているかを確認しています。エビデンス例

として、理事会や評議員会での報告時に用いられる会計監査報告書が挙げられていま

す。 

9.3.2 ここからはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、会計監査（内部・外部）体制のルールが明確化

されているかを確認しています。エビデンス例にあるように、会計監査規程などで、ルー

ルが明確化されていることを説明します。 

9.3.3 この項目では、会計監査（月次決算書等）の結果報告が文書等にて明確化されている

かを確認しています。エビデンス例の名称は、前述の 9.3.1 項と同じ「会計監査報告書」

となっていますが、月次での会計監査を想定していますので、会計監査報告書につい

ても、年次監査ではなく、月次での監査を実施した記録が想定されます。 

 

 

9.4.1 中項目 9.4 では「財務情報の公開」（私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、

適切に運用しているか）について自己評価を求めています。この項目では、財務情報

公開の体制を整備し、適切に公開しているかを確認しています。次項 9.4.2 と比較して

みると、9.4.1 項で確認している「適切な公開」とは、必ずしもホームページ上での公開

を指すものではなく、「学校の窓口で申請された場合に閲覧してもらう形で公開」という

ものも含まれると判断できます。エビデンス例としては、財務諸表、HP、財務書類等閲

覧規程を挙げてはいますが、上述のように、HP での公開が必須ということではありませ

ん。 

9.4.2 この項目では、財務情報の公開について、ホームページに公開するなど積極的に取組

んでいるかを確認しています。エビデンスとして、財務情報が公開されているホームペ

ージを挙げています。 

 

9 4
中

項

目

9 4 1
財務情報公開の体制を整備し、適切に公開して
いるか

A
財務諸表、HP、財務書類等閲覧
規程

9 4 2
財務情報の公開について、ホームページに公開
するなど積極的に取組んでいるか

B HP

財務情報の公開（私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか）
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３－１０．「社会貢献・地域貢献」 

 

10.1.1 中項目 10.1 では「社会貢献・地域貢献」（学校の教育資源や施設を利用した社会貢

献・地域貢献を行っているか）について自己評価を求めています。この項目では、学校

の教育資源や施設を活用した社会貢献･地域貢献を行っているかを確認しています。

学校の教室や実習室、校庭などを活用して、地域のイベントなどを行なうことも、これに

含まれます。エビデンス例にあるように、年間行事予定表、利用案内、利用の記録をし

めすことで、こうした社会貢献・地域貢献を行なっていることが説明できれば、評価 4（適

切）となります。 

10.1.2 この項目では、地域に対する公開講座･教育訓練（公共職業訓練等を含む ) の受託

等を積極的に実施しているかを確認しています。学校がその地域に存在することで、こ

うした教育や訓練の場を提供することにより地域住民の役に立つことが可能となります

し、また、地域住民からそのように期待されることが学校の運営にとってもプラスとなるは

ずです。エビデンス例にあるような形で、積極的に実施していることが説明可能となりま

す。 

 

 

10.2.1 中項目 10.2 では「ボランティア活動」（学生のボランティア活動を奨励・支援している

か）について自己評価を求めています。この項目では、学生のボランティア活動を奨励

し、具体的な活動支援を行っているかを確認しています。地域清掃活動や介護福祉系

の学科コースの学生が行なう介護施設でのボランティア活動、地域で開催されるイベン

トの支援など、学生のボランティア活動は様々です。エビデンス例にあるように、ボラン

ティア活動支援体制に関する資料を示すことで説明できます。 

10 1
中

項

目

10 1 1
学校の教育資源や施設を活用した社会貢献･地
域貢献を行っているか

A
年間行事予定表、利用案内、利
用の記録

10 1 2
地域に対する公開講座･教育訓練（公共職業訓
練等を含む ) の受託等を積極的に実施している
か

A
公共職業訓練等受託契約書、年
間計画表

社会貢献・地域貢献（学校の教育資源や施設を利用した社会貢献・地域貢献を行っているか）

10 2
中

項

目

10 2 1
学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活
動支援を行っているか

A
ボランティア活動支援体制に関す
る資料

10 2 2
目標・計画に基づく社会的活動（地域活動・地域
貢献・ボランティア活動等）を実施しているか

C
年間行事予定表、年間行事実績
表、行事実施報告書

ボランティア活動（学生のボランティア活動を奨励・支援しているか）

60



 

10.2.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、目標・計画に基づく社会的活動（地域活動・地

域貢献・ボランティア活動等）を実施しているかを確認しています。教育の側面を強めた

形で、「目標・計画に基づく」というところがポイントとなります。エビデンス例にあるよう

に、年間行事予定表や年間行事実績表、行事実施報告書などで説明がかのうです

が、「目標・計画に基づく」というところがポイントですので、これらの予定や実績報告に

目標・計画が記述されていることが求められます。 

 

 

３－１１．「国際交流（必要に応じて）」 

 

11.1.1 中項目 11.1 では「留学生の受入れ・海外への留学」（留学生の受け入れ、海外への留

学における学習支援や生活指導等を適切に対応し、管理体制を整備しているか）につ

いて自己評価を求めています。この項目では、留学生の受入れ・派遣について戦略を

持って行なっているかを確認しています。「戦略」という言葉が大きすぎると感じる場合

には、「目的」と言い換えても良いかもしれません。ただし、「目的」といっても、「国際交

流を活性化させるため」というような一般的なものではなく、事業計画に紐付くものと捉

えてください。留学生の受入れと、学生の海外派遣を別の部門・部署で行なっている場

11 1
中

項

目

11 1 1
留学生の受入れ・派遣について戦略を持って
行っているか

A 事業計画書、校務分掌表

11 1 2
留学生の受入れ・派遣、在籍管理等において適
切な手続き等がとられているか

A
入管提出書類一式、学籍、管理
体制組織図、旅行傷害保険、リス
ク回避マニュアル

11 1 3
留学生の学修・生活指導等について学内に適
切な体制が整備されているか

A 留学生活の手引き、組織図

11 1 4
学習成果が国内外で評価される取組を行ってい
るか

A

留学生活の手引き、成績証明書
（外国語併記様式）、HP、JLPT取
得率、資格試験取得率、就職率、
進学率

11 1 5 国際交流に取組んでいるか C/S
海外のとの教育交流に関する協
定等

11 1 6
海外留学プログラムに対する支援を適切に行っ
ているか

C
説明会資料、連携に関する資
料、海外のとの教育交流に関す
る協定等、エージェント契約書

留学生の受入れ・海外への留学（留学生の受け入れ、海外への留学における学習支援や生

活指導等を適切に対応し、管理体制を整備しているか）
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合には、一体的な評価は難しいと考えられます。その場合には、両者を分けて自己評

価を実施することをお勧めします。 

11.1.2 この項目では、留学生の受入れ・派遣、在籍管理等において適切な手続き等がとられ

ているかを確認しています。この項目のポイントは「適切な手続き」というところです。前

項 11.1.1 と同様、留学生の受入れと、学生の海外派遣を別の部門・部署で行なってい

る場合には、一体的な評価は難しいと考えられます。その場合には、両者を分けて自

己評価を実施することをお勧めします。エビデンス例には、入管提出書類一式、学籍、

管理体制組織図など、留学生の受入れ手続きに関するエビデンスだけで無く、旅行傷

害保険やリスク回避マニュアルなど、学生の海外派遣で用いられるものも掲載していま

すので参考にしてください。 

11.1.3 この項目では、留学生の学修・生活指導等について学内に適切な体制が整備されて

いるかを確認しています。エビデンス例にあるように、留学生活の手引きや組織図な

ど、留学生に配布している資料をエビデンスとして示すことで、適切な体制が整備され

ていることを説明できます。 

11.1.4 この項目では、学習成果が国内外で評価される取組を行っているかを確認していま

す。エビデンス例にあるように、成績証明書を留学生の本国で用いられる言語や英語

などを併記して発行することにより、学習成果を伝えやすくなります。ただし、エビデンス

例は、あくまでも一例であり、国内外で評価されるための取組は、教育分野によっても

様々です。 

11.1.5 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、国際交流に取組んでいるかを確認しています。

かなり抽象的な評価項目となりますが、エビデンス例にあるように、海外のとの教育交流

に関する協定等、留学生の受入れや学生の海外派遣だけでなく、海外の学校や企業・

団体等との交流への取組を想定しています。 

11.1.6 この項目では、海外留学プログラムに対する支援を適切に行っているかを確認してい

ます。エビデンス例として示したように、説明会資料、連携に関する資料、海外のとの教

育交流に関する協定等、エージェント契約書などで、支援していることが説明できま

す。 
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

1 1
中
項
目

1-1 1-1

1 1 1
学校の理念・目的・育成人材像は定められてい
るか（専門分野の特性が明確になっているか）

A
寄附行為又は定款、学則その他
教育上の目的を定めた規程、
HP、学生便覧

1-1-1 1-1-a 4.2 c)

1 1 2
学生・保証人（保護者）に対して教育理念等を明
文化し、周知しているか

A
学校・学科（理念・目的）を紹介
するパンフレット、HP、学生便
覧、学生の手引き

1-1-c 補－２

1 1 3
教職員に対して教育理念等を明文化し、周知徹
底を図っているか

B
教職員手帳等、学生便覧、学生
の手引き、HP 1-1-b 補－２

1 1 4
学外の方に対して教育理念等を明文化し、公表
しているか

B HP、パンフレット、募集要項 補－２

1 2
中
項
目

1 2 1

各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応す
る業界のニーズに向けて方向づけられているか（コー
ス修了後に、学習者がそのコンピテンスのレベルを必
要とする目的や状況が明確にされているか）

A
HP、学生便覧、実習要項、教育
課程編成委員会議事録

1-1-2 1-2-b
7.4 a)、
b)、 c)

1 2 2

社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構
想を抱いているか
（学校の将来構想を描くために、業界の動向や
ニーズを調査しているか）

A

ニーズ調査アンケート、教育課
程編成委員会議事録、就職担
当者の報告書、学校関係者評
価委員会議事録、HP

1-1-4 7.2

1 2 3
学校における職業教育の特色は明確になってい
るか

A
学生便覧、ＨＰ、シラバス、学則
別表2

1-1-3 7.3

1 2 4
各修業期間における教育目的・目標・教育計画
が文書化され、提示されているか

C
学生便覧、年間行事予定表、学
則

1 2 5
中期的（3～5年程度）な視点で、学校の将来構
想を描いているか

Q
中期計画、HP、アクションプラン
や中長期計画など将来を見据え
た計画等にあたるもの

1-2-a

（別添１）

自己点検・評価表（２０２３改訂版　Ver. 3.0）　エビデンス例及び項目対比表

理念・目的・育成人材像（教育理念（建学の精神）・目的・目標、育成人材像等が明文化されて
いるか。職業教育機関として専修学校教育に必要とされる考え方や指針、内容等が盛り込まれてい
るか）

教育の特色（社会や関連業界のニーズを踏まえた将来構想を描いていますか）

　１　教育理念・目標
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　２　学校運営 カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

2 1
中
項
目

2-2 2-1

2 1 1
教育方針や教育目的等に沿った運営方針が策
定されているか

A

学校・部門の運営方針を示す資
料、運営方針、理事会議事録、
管理運営に関する方針を明らか
にし学内で共有した資料

2-2-5
2-1-a
2-1-b

補－２

2 1 2
運営方針を教職員に周知しているか、また必要
に応じてその理解の状況を確認しているか

Ｂ

学校計画書、運営方針発表会
議事録、周知した場合の会当該
の議録、行事の記録、写真等。
寄附行為又は定款、その他教学
運営等の教職協働の取組事例
の資料

2-1-c 補－２

2 2
中
項
目

2-3 2-2

2 2 1
運営方針に沿った事業計画を策定し共有してい
るか

A
事業計画書、理事会・評議員会
の議事録、事業計画書を共有し
た証拠

2-3-6 8.3 a)、b)

2 2 2 学校の年間スケジュールはあるか A

年間行事予定表、事業計画工
程表。学則等（授業期間）、外部
実習等の履修指導等のガイダン
ス資料

2 2 3
事業計画を作成し、それに伴う予算も組んでいる
か

Q

事業計画書、予算書、理事会・
評議員会の議事録等。教育に必
要な施設・設備、機器・備品の整
備、維持・管理に関する資料

2-2-a

2 2 4
事業計画の執行状況を確認しているか、または
確認する体制があるか

Q
会議体図、会議議事録、法人お
よび学校の組織機構図、業務分
掌表

2-2-b

2 3
中
項
目

2 3 1
中期計画の策定において、教育理念（建学の精
神）をベースに体系的に定義された教育目標、
財務的目標、中長期的ビジョンを設定しているか

C
中期計画策定計画書、委員会
の議事録

2 3 2 中期計画と事業計画は関連付けられているか C
中期計画書、事業計画書、予算
書、理事会・評議員会の議事録
等

2 3 3
理事会にて中期計画を説明し、必要に応じて改
善し、承認を受けているか

C 理事会議事録

2 4
中
項
目

2-4
（2-6）

2-3

2 4 1

寄附行為、理事会会議規則等（法人）、学校の運
営規程等が整備され、それらに従って理事会・評
議員会（法人）、学校の運営会議等が開催されて
いるか

A

理事会会議規則、学校の運営
規程等、理事会・評議員会の議
事録、法人の理事・評議員会名
簿（役職・氏名・所属先等の明
示）、学校・学科・学年単位等の
会議議事録等

2-4-7 2-3-a 補－１

2 4 2
運営組織や意思決定機能は、規則等において
明確化されているか、有効に機能しているか

A
組織規程、決済規程、起案書、
役職者の職務権限規程、内部
規程類

2-3-b
10.3.3
13.3 d)

2 4 3 組織機能図があるか A 組織図、校務分掌表 2-4-8 補－１

2 4 4
運営会議（教職員会議・教員会議等）が定期的
に開催されているか

B
年間行事予定表、教職員会議
議事録、教職員会議・教員会議
等の規程

補－１

（今回追加した項⽬）中期計画（中期計画を作成し、運用しているか）

運営組織（運営組織や意思決定機関は効率的なものになっているか）

運営方針（運営方針は教育理念等に沿ったものになっているか）

事業計画（事業計画を作成し、執行しているか）
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2 4 5 理事会・評議員会の議事録は公開されているか C
情報公開規程等、理事会議事
録、評議員会議事録、HP

2 4 6
教職員（組織の構成員）それぞれの職務分掌が
文書化されているか

C 校務分掌表、組織規程

2 4 7 意思決定システムを整備しているか S
会議体図、会議議事録（理事
会、評議員委員会）、役職者の
職務権限規程

2-6-10

2 4 21 出退勤管理簿があるか A 出勤簿、勤務予定表、就業規則

2 4 22 教職員の健康診断がされているか A
教職員健康診断の案内、教職
員健康診断実施記録。就業規
則、特定健康診査結果一覧

2 4 41
施設設備の保守・管理が定期的に行われている
か

A 施設設備保守・管理点検表 補－３

2 5
中
項
目

3-12 3-10

2 5 1 資格・要件を備えた教員を確保しているか A

資格・要件等採用基準、学校が
求める教員像・教員の役割・教
育責任の所在に関する考え方を
学内で共有した資料、教職員名
簿、実務経験者一覧、教員資格
認定書

3-12-22 3-9-a 11.1

2 5 2

現に教員数が充足していない場合、採用活動を
行っているか、
または、教員資格等取得に向けた教育・指導を
行っているか

A

HP、求人申込書、求人広告の記
録（新聞・求人サイト）、教育訓
練の記録、授業科目と担当教員
の適合性を判断する制度・判断
した実例を示す資料、研修計
画、面談・指導記録、求人票

3-9-b

2 5 3 授業評価の実施・評価体制はあるか A
実施体制組織図、授業評価の
帳票、フィードバック記録、授業
アンケート

13.5

2 5 4 教員の組織体制を整備しているか A

講師会議事録、教員組織図。教
員組織の適切性を検証したこと
示す各種委員会、改善・向上に
向けた取組が分かる資料

3-12-24 10.1.1

2 5 5

全ての教員（専任・兼任）に対して、当該学習分
野又はスキル分野に関する必要なコンピテンス
を有しているかを評価し、それらの評価結果を記
録しているか

J

コンピテンス一覧、講師評価表、
職務記述書、学校のFD・SDの考
え方、実施体制、実施状況（参
加率含む）が分かる資料

11.2

2 5 6
教員・講師は、経験を有し、日本国内において認
知されている教授資格を持っている、又は認知さ
れている講師養成訓練を受けているか

J
職員名簿、実務経験者一覧、講
師資格認定書、教員・講師の経
歴書履歴書、個人調書等

11.1

2 5 7
教員・講師に対して、ニーズ分析の結果に関する
情報を十分に知らせているか（学生のニーズ、求
人企業のニーズ等）

J 講師交流会資料 7.7

2 5 8
代講が必要な場合、適格な教員・講師が対応で
きるように手配し、 当該教員･講師に授業の準備
及び実施について指導しているか

J 講師の手引き、講師マニュアル 10.1.3

2 5 21
職員の能力開発のための研修等が行われてい
るか

A
研修報告書、学校のFD・SDの考
え方、実施体制、実施状況（参
加率含む）が分かる資料

11.3

教職員の評価・育成（教員及び職員の能力評価・能力向上に向けた取組みを行っているか）
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2 5 22

関連分野における先端的な知識・技能等を修得
するための研修や教員の指導力育成等資質向
上のための取組みが行われているか（研修等の
効果を評価し、文書により記録しているか）

A

研修報告書、授業科目と担当教
員の適合性を判断する制度・判
断した実例を示す資料、学校の
FD・SDの考え方、実施体制、実
施状況（参加率含む）が分かる
資料

3-12-23 11.3

2 5 23
教育の成果（学修結果）に基づく教員面接を実施
しているか

B
教員・講師面談記録、講師交流
会資料

2 5 24

［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、実務に関する研修や
指導力の修得・向上のための研修等を教員の業
務経験や能力、担当する授業や業務に応じて組
織的・計画的に受講させているか

B 教員の研修計画・研修報告書 3-10-d

2 5 25

教員に対して、割り当てられた職務及び責任、学
習サービスの評価結果、本人の専門能力開発
のニーズに対する見解を考慮に入れて、専門能
力開発の計画を作成しているか（教職員研修計
画の作成）

B 教員・講師の研修計画書 11.4

2 5 26 教員の資質向上への取組を行っているか S

教員の研修計画書、研修報告
書、授業科目と担当教員の適合
性を判断する制度・判断した実
例を示す資料、学校のFD・SDの
考え方、実施体制、実施状況
（参加率含む）が分かる資料

3-12-23

2 5 27
県専各連合会主催研修会等への参加を奨励・支
援しているか

Q

教員の研修計画書、研修案内
資料、学校のFD・SDの考え方、
実施体制、実施状況（参加率含
む）が分かる資料

3-10-a

2 5 28
［職業実践専門課程］教員の実務卓越性及び教
育指導力向上のため、研修計画を実施して組織
的に実施していますか

Q

教員の研修計画書、研修報告
書、授業科目と担当教員の適合
性を判断する制度・判断した実
例を示す資料、学校のFD・SDの
考え方、実施体制、実施状況
（参加率含む）が分かる資料

3-10-e

2 5 29 校内研修（ＯＪＴ）を行っているか Q

研修報告書、研修実施計画書。
学校のFD・SDの考え方、実施体
制、実施状況（参加率含む）が
分かる資料

3-10-b

2 5 30
企業や各種の団体等が主催する研修会等への
参加を奨励・支援しているか

Q

教員の研修計画書、研修案内
資料、学校のFD・SDの考え方、
実施体制、実施状況（参加率含
む）が分かる資料

3-10-c

2 5 31
教員・講師に対して、学習指導のための教育訓
練や教材の利用についての訓練を実施している
か

J

新入職員研修、講師交流会資
料、研修報告書、授業科目と担
当教員の適合性を判断する制
度・判断した実例を示す資料、
学校のFD・SDの考え方、実施体
制、実施状況（参加率含む）が
分かる資料

10.1.1

2 5 41
教育内容の改善を図るため、教職員と非常勤講
師等との定期的な情報交換を行っているか

B

会議議事録、報告書、教務日
誌、教員組織の適切性を検証し
たこと示す各種委員会、改善・向
上に向けた取組が分かる資料

7.7

2 5 42
事務職員の意欲・資質の向上を図るための方策
を講じているか

C
研修計画、研修報告書、教学運
営等の教職協働の取組事例の
資料
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2 5 43

事務職員（学習サービスの提供に関わる教員・
講師以外の職員）は、 自らの職務をやり遂げる
ために必要なコンピテンス及び適格性を有してい
るか

J

職員業務能力評価表、学校の
FD・SDの考え方、実施体制、実
施状況（参加率含む）が分かる
資料

10.1.2

2 6
中
項
目

2-5 2-4

2 6 1 人事に関する制度を整備しているか A
就業規則、人事評価規程、テレ
ワーク規定

2-5-9 2-4-a 13.3 d)

2 6 2 給与に関する制度を整備しているか A
給与規程・職能資格規程、退職
給与規程・旅費規程

2-5-9 2-4-a 13.3 d)

2 6 3 昇給・昇格制度は文書化されているか B
人事評価規程・昇進昇格規程、
給与規程、昇任に関して定めた
規程

2 6 4 採用制度は文書化されているか B 教職員採用規程

2 7
中
項
目

2-7 2-5

2 7 1

情報システム化等による業務の効率化が図られ
ているか
（情報システム化に取組み、業務の効率化を
図っているか）

A

導入されている情報システムの
概要を示す資料、円滑な情報シ
ステムの運営に係る組織体制を
示す資料・情報システム化に伴
う教育活動の効率化や効果を示
す資料

2-7-11 2-5-a 7.8

人事・給与制度（人事・給与に関する制度を確立しているか）

情報システム（情報システム化等による業務の効率化が図られているか）
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

3 1
中
項
目

3-8 3-1

3 1 1

教育目的および育成人材像に基づき教育課程
の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）を明示
し、また学校構成員（教職員および学生等）に周
知し、社会に公表されているか。また定期的に検
証を行っているか

A
カリキュラムポリシー、HP、学生
便覧、CP検証時の議事録、教育
課程編成委員会議事録

3-8-12 8.3 b)

3 1 2

教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえ
た教育機関としての修業年限に対応した教育到
達レベルや学習時間の確保は明確にされている
か

A

カリキュラムマップ、カリキュラ
ム、教育課程の体系性を示す学
協会等が定めるモデルカリキュ
ラムとの関係性を示した資料

3-8-13 3-1-a
6 c)、d)
8.3 c)

3 1 3

教育目的および育成人材像に基づきディプロマ
ポリシーを明示し、また学校構成員（教職員およ
び学生等）に周知し、社会に公表されているか。
また定期的に検証を行っているか

B
ディプロマポリシー、HP、学生便
覧、DP検証時の議事録。学校関
係者評価委員会議事録

3 2
中
項
目

3-9 3-2

3 2 1
教育理念・到達目標に沿って学科等のカリキュラ
ムは体系的に編成されているか

A

カリキュラムマップ、カリキュラ
ム、履修要項、シラバス、学協会
等が定めるモデルカリキュラムと
の関係性を示した資料

3-2-a 8.3 c)

3 2 2
講義および実習に関するシラバスは作成されて
いるか

A シラバス 8.3

3 2 3
各科目の一コマの授業について、その授業シラ
バスが作成されているか

B コマシラバス 8.3 d)

3 2 4

シラバスあるいは講義要項（作成されていればコ
マシラバス）などが事前に学生に示され（あるい
はホームページなどで公開されて）、授業で有効
活用されているか

B
HP、シラバス、講義概要、学生
便覧。授業報告書

9

3 2 5
授業はシラバスに基づいて授業が展開されてい
るか。また学校構成員（すべての教員、職員、学
生）に周知を図っているか

C/J
シラバス、コマシラバス、授業報
告書

8.5

3 2 6
教育課程（カリキュラム）は、事前に学生に開示
されているか

Q
シラバス、講義概要、学生便覧、
カリキュラム、教育課程を公表し
ているHP

3-2-b

3 2 7
［職業実践専門課程］修業年限は2年以上となっ
ているか

Q 学則 3-2-c

3 2 8
［職業実践専門課程］総授業時数は1、700時間
以上または総単位数が62単位以上となっている
か

Q 学則 3-2-d

3 2 9
シラバス（作成されていればコマシラバス）には
到達目標が記載されているか（Can-Doを意識し
た到達目標の明示）

J
シラバス、コマシラバス、講義概
要

8.3 d)

3 2 10
学習サービスの設計時に、予定しているモニタリ
ング及び評価の手順を明確にしているか

J

シラバス、講義概要、評価手順
書、学習成果の把握に用いてい
る資料・その運用が分かる資
料、学習成果の把握・評価にあ
たる体制が分かる資料

8.3 j)

　３　教育活動

目標の設定（教育理念、教育目的および育成人材像に沿った教育課程を編成・実施しているか）

教育方法・評価等（各学科の教育目標、育成人材像に向けて、体系的なカリキュラム作成など
の取組がなされているか）
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3 2 11
実技・実習が講義と連動していたり、講師と学習
者の比率をカリキュラム設計時に考慮するなど、
効果的学習に配慮されているか

J
カリキュラムマップ、シラバス、講
義概要

8.3 c)、 f)

3 2 21
適切な評価体制を有し、授業評価が実施されて
いるか（教育内容およびその評価方法、評価項
目、手段、スケジュールは適切か）

A

評価マニュアル、授業評価報告
書、成績評価基準に関する教員
間の申し合わせやその運用事
実が分かる資料

3-9-17 13.3

3 2 22
質保証を目的とした授業や学習の定期的な観察
を実施しているか

B

授業評価チェックシート、授業観
察報告書、学習実態の把握とそ
れに基づく改善・向上の取組を
示す資料、教育の運用にあたる
各種委員会等の活動が分かる
資料

13.4 a)

3 2 23
学生によるアンケート等で、適切に授業評価を実
施しているか（学習の目的を満たしているか、満
足度を含めて定期的に確認しているか）

B

授業アンケート、卒業時アンケー
ト、学習実態の把握とそれに基
づく改善・向上の取組を示す資
料、教育の運用にあたる各種委
員会等の活動が分かる資料

3-4-a 13.1

3 2 24
評価結果を教員にフィードバックするなど、その
結果を授業改善に役立てているか

B

フィードバック記録、シラバス、改
善活動の記録、授業アンケー
ト、学習実態の把握とそれに基
づく改善・向上の取組を示す資
料、教育の運用にあたる各種委
員会等の活動が分かる資料

3-4-b

3 2 25

質保証を目的とした授業の評価にあたり、アセス
メント結果（学修成果）のレビューを取り入れてい
るか（アセスメント結果を、当初の目標と比較して
評価しているか）

J

授業評価報告書、学習サービス
評価報告書、学習実態の把握と
それに基づく改善・向上の取組
を示す資料

13.4 b)

3 2 26
カリキュラムを設計又は見直す際に、過去に提
供した類似の学習サービスに関する評価の結果
を考慮しているか

J

カリキュラム検討会議議事録、
教育課程編成委員会議事録、'
学習実態の把握とそれに基づく
改善・向上の取組を示す資料、
教育の運用にあたる各種委員
会等の活動が分かる資料

8.8

3 2 41

カリキュラム作成の際、複数のメンバーによるカ
リキュラム作成やカリキュラム作成委員会等の
形で、作成したカリキュラムの検証が行われてい
るか

B

カリキュラム作成委員会組織
図、学習実態の把握とそれに基
づく改善・向上の取組を示す資
料、教育の運用にあたる各種委
員会等の活動が分かる資料

3 2 42
カリキュラム作成メンバーの中に業界関係者な
どの外部関係者を入れているかまたはその意見
を取り入れているか

B
教育課程編成委員会議事録、カ
リキュラム検討会議議事録

3-9-15 3-4-c
7.6
8.2

3 2 43
カリキュラム設計及び開発の経験を有している、
もしくは訓練を受けたファシリテーターなどが、カ
リキュラムの設計及び開発を担当しているか

J

校務・職務記述書、経歴書、学
習実態の把握とそれに基づく改
善・向上の取組を示す資料、教
育の運用にあたる各種委員会
等の活動が分かる資料

8.2

3 2 61

学習教材は、学習内容の実際の有用性を考慮し
た実践的かつ最新のものであり、社会的ニー
ズ、文化的ニーズ及び学習者の背景を考慮して
選択されているか

J 教科書選定・決定の議事録 8.4

3 2 62
少なくとも年1回、カリキュラム、学習教材及びア
セスメント教材の見直しを行っているか

J

カリキュラム検討会議議事録、
学習実態の把握とそれに基づく
改善・向上の取組を示す資料、
教育の運用にあたる各種委員
会等の活動が分かる資料

8.7

69



3 2 63
学内で使用又は開発した学習リソース(資源)の
出典及び著作権について、適正に処理できてい
るか

J

講師マニュアル、講師の手引
き、一般社団法人授業目的公衆
送信補償金等管理協会
（SARTRAS）届出

8.9

3 2 64
教員・講師及び学習者に対して、印刷教材・電子
教材の複写及び利用に関する規則について情
報提供しているか

J
講師マニュアル、講師の手引
き、学生便覧、就業規則

10.2.2

3 2 81
キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立っ
たカリュキュラムや教育方法の工夫・開発などが
実施されているか

A
キャリア教育シラバス、実務家
教員シラバス

8.3 g)

3 2 82

関連分野における実践的な職業教育（産学連携
によるインターンシップ、実技・実習等）が体系的
に位置づけられ、その内容、評価法などが事前
に決められているか

B

カリキュラムマップ・実務家教員
シラバス・企業との協定書、連携
実務実習に係る実施計画・ 実
施協定書および実施に係る責任
体制が分かる資料

8.3 c)、 e)

3 2 83
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、演習・実習等を行って
いるか

B

教育課程委員会議事録、カリ
キュラム検討会議議事録、実習
報告書、連携実務実習に係る実
施計画・ 実施協定書および実施
に係る責任体制が分かる資料

3-4-d

3 2 84
企業・施設等での職場実習（インターンシップ含
む）があるか

B

実習受諾書、講義概要、企業実
習報告書、連携実務実習に係る
実施計画・ 実施協定書および実
施に係る責任体制が分かる資
料

3-11-c

3 2 85 企業・地域・行政との連携を図っているか C

実習受諾書、企業等との連携に
関する契約書、学校関係者評価
報告書、設置主体・学校法人の
事業報告書、HP

3 2 86
他の高等教育機関との連携講座等を行っている
か

C/Q
シラバス、講義概要、教育連携
協定書、設置主体・学校法人の
事業報告書、HP

3-11-d

3 2 87 県内の人材を活用して、授業等を行っているか Q 実習受諾書、講義概要 3-11-a

3 2 88
県内の企業、業界団体、自治体等と連携した授
業等を行っているか

Q

非常勤講師契約書、講義概要、
連携実務実習に係る実施計画・
実施協定書および実施に係る責
任体制が分かる資料

3-11-b

3 2 89
学生が県や各市・町の自然、歴史、文化等に触
れることのできる授業等を行っているか

Q
年間行事予定表、授業計画書、
フィールドワーク調査書

3-12-a

3 2 90 公共のマナーについて、教育・指導しているか Q
交通安全講和依頼書、年間行
事予定表、学生便覧、オリエン
テーションの手引き

3-12-c

3 2 91

地域の特性を活かした教育を行っているか
※例：交通安全教育を行っているか（交通事故死
者数全国ワースト上位からの脱却を図るべく教
育を行っている）

Q
交通安全講和依頼書、年間行
事予定表

3-12-b

3 3
中
項
目

3-10 3-6

3 3 1
成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は
明確になっているか

A
成績評価に関する規程、授業科
目履修規程、学生便覧、進級基
準・卒業基準、判定会議議事録

3-10-18 3-5-a 8.3 e)

3 3 2
学生や保証人（保護者）に対し、成績評価・単位
認定の基準、進級要件、卒業要件はきちんと提
示されているか

B

成績評価に関する規程、授業科
目履修規程、学生便覧、進級基
準・卒業基準。保護者説明会資
料

(3-5-b) 9 b)

成績評価・単位認定等（成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか）
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3 3 3
各規定に基づいて適切に成績評価・単位認定、
進級・卒業判定を行っているか

B
成績評価規程、シラバス、判定
会議議事録、科目ごとの成績表

3-6-a

3 3 4
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、学生の学修成果の評
価を行っているか

B
成績評価規程、シラバス、判定
会議議事録、連携企業等との会
議録、連携科目の成績表

3-6-b 13.4 c)

3 3 5
作品及び技術等の発表における成果を把握して
いるか

S
シラバス、評価マニュアル、研究
会発表資料、研究会発表の成
果記録

3-10-19

3 3 6

アセスメントの結果は、公平性、透明性及び守秘
義務の原則に鑑みて、確立された権限又は正当
な承諾を得た者のみ閲覧可能とされているか
（閲覧制限）

J
個人情報保護管理規程、講師マ
ニュアル、アクセス権限規程

12.5

3 4
中
項
目

3-11 3-7

3 4 1
資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの
中での体系的な位置づけはあるか（発行する修
了証明書の種類及び内容）

A

目標資格・検定試験一覧、シラ
バス、講師概要、成績証明書、
卒業証明書、カリキュラムマッ
プ、学習計画、試験対策計画

3-11-20 3-7-a 8.3 d)、h)

3 4 2 資格・免許取得のための指導体制はあるか S/Q
職務分掌、教員組織図、指導計
画書

3-11-21 3-8-a

3 4 3
カリキュラムや授業計画（シラバス）は文書化ま
たはデータ化し、学生に配付しているか

Q シラバス、講義概要 3-7-b

3 5
中
項
目

3-3

3 5 1
キャリア教育を行ない、学生の社会的・職業的自
立に向け必要な基盤となる能力や態度を育成し
キャリア発達を促しているか

B
企業との協定書等、シラバス、
キャリア教育に関する教育計画
書

3-9-16

3 5 2
卒業後の専攻分野におけるキャリア形成への適
応性、効果を把握しているか。また、それを踏ま
え教育活動等の改善を図っているか

C
企業アンケート、改善活動の記
録、カリキュラム会議議事録

3 5 3

キャリア教育等の実施に向け、中央教育審議会
「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の
在り方について」(答申)（平成23年1月31日）の内
容を参照していますか

Q
講師交流会資料、教員研修報
告書

3-3-a

3 5 4
キャリア教育等の実施にあたり、教育内容・方法
を工夫しているか

Q
シラバス、コマシラバス、講義概
要

3-3-b

3 5 21
高校･高等専修学校等との連携によるキャリア教
育･職業教育の取組が行われているか。

A
シラバス、講義概要、連携授業
計画書・報告書

4.2 f)

3 5 41
リメディアル（導入前教育・補習）教育を行ってい
るか

C 実施記録、教務会議議事録

3 2 42
学習参加の前提としているスキルや要件などに
不足がないかを確認するためのアンケートやヒ
アリングを行っているか

J
授業アンケート、科目別アンケー
ト

7.4 d)

キャリア教育等（基礎的・汎用的能力（ ① 人間関係形成・社会形成能力、② 自己理解・自己管
理能力、③ 課題対応能力、④ キャリアプランニング能力）を身につけるための取組が実施されてい
るか）

資格・免許取得の指導体制（資格・免許取得のための指導体制があるか）
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

4 1
中
項
目

4 1 1
コース全体を通して、及びコースの修了時に、学
習者の習熟状況をアセスメントしているか

A
修了試験成績一覧、期末試験
成績一覧

12.3

4 1 2

学生の学修成果の評価に際して、育成する人材
像に沿った評価項目を定め、明確な基準で実施
されているか（測定する知識、スキル及び能力、
測定の基準、アセスメントの方法は明確か）

B
成績評価基準、成績評価方法、
科目シラバス

12.1

4 1 3
コースの開始前又は開始時に、学習する内容に
関して学習者が有するコンピテンスのレベルにつ
いて、アセスメントを行っているか

J
入学試験結果、授業開始時レベ
ルチェック、入学後基礎学力試
験

12.2

4 1 4

要請があった場合には、学習者又はスポンサー
に対して、a) 学習サービスの名称及び目的やb)
指導時間数、c) 達成度などの情報を含む修了
証明書を提供しているか

J 学生便覧、証明書等発行記録 12.4

4 2
中
項
目

4-13
4-2

（4-3）

4 2 1
就職率の向上が図られているか（結果を分析し、
就職指導・支援の改善を図っているか）

A
就職関連指導シラバス、就職実
績報告書

4-13-25 13.8

4 2 2
学生の就職に関する目標が、教職員に共有され
ているか

A 事業計画書　会議資料 7.7

4 2 3 学生の就職活動に関する記録がなされているか B 就職活動報告書

4 2 4
対外部に向けた就職実績を公表しているか（パ
ンフレット・ＨＰ等）

B パンフレット、HP

4 2 5 学生の就職結果に関して検証・報告がされたか C
就職実績報告書、
教職員会議議事録

4 3
中
項
目

4-14 4-1

4 3 1
資格取得率の向上が図られているか
（目標とする資格試験等への合格率は全国平均
と比較してどうか）

A
資格試験結果報告書、
資格・検定試験取得率の履歴

4-14-26 12.4

4 3 2 資格・検定・コンペに関する目標を設定したか A 目標資格・検定一覧 4-1-a 7.5

4 3 3
資格・検定・コンペに関する目標・計画が教職員
に共有されているか

B 教職員全体会議資料

4 3 4
資格・検定・コンペ結果に関して検証・報告がさ
れたか

B 検定試験結果報告書

4 3 5
資格・検定・コンペの結果（合格者数・合格率）を
公表しているか

B パンフレット、HP

4 3 6
資格等の取得率向上のための対策を講じている
か

Q
教務会議議事録、検定対策企
画書・実施記録

4-1-b

資格・免許の取得率（資格・免許取得率の向上が図られているか）

　４　学修成果・教育成果

学修成果（各学科の教育目標、育成人材像に向けてその達成への取り組みと評価がされている
か）

就職率（就職率の向上が図られているか）
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4 4
中
項
目

4-15

4 4 1

卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握
しているか（卒業生の就職後の動向を出来るだ
け把握し、卒業後にも就職その他の支援を行っ
ているか）

A
卒業生調査・企業アンケート、企
業等訪問記録、就職担当者訪
問記録等

4-15-27 7.5

4 4 2
卒業生の動向について、年度毎に調査・集計し、
動向等を把握しているか

C/Q
企業等訪問記録、卒業生就業
先訪問記録、企業等アンケー
ト、調査表

5-10-a

4 4 3
卒業年度だけでなく、卒業後一定期間後の勤務
先等就業状況を調査・把握しているか

C/Q
就職内定状況一覧、卒業生就
業状況一覧、企業在籍調査結
果、企業等アンケート、調査表

5-10-b

社会的評価（卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか）
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

5 1
中
項
目

5 1 1 学生への修学支援を適切に行っているか A
学生カルテ、学生指導履歴、個
別相談表、修学支援の一環とし
ての奨学金に関するHP

5.2 b)

5 2
中
項
目

5-16
5-2
5-3

5 2 1
進路・就職に関する支援体制は整備されている
か（またそれはきちんと学生や保証人（保護者）
に周知されているか）

A
学生便覧、オリエンテーション資
料

5-16-28 7.5

5 2 2
キャリアサポート関連の有資格者（キャリアカウ
ンセラー・キャリアコンサルタント・産業カウンセ
ラー等）がいるか

C
キャリアコンサルタント・キャリア
サポーター一覧

5 2 3
就職担当部門と担任教員との連携は図られてい
るか

C/Q 就職会議の記録 5-2-b

5 2 4 関連業界への就職率の向上は図られているか C/Q
就職活動報告書、就職先一覧、
学校関係者評価委員会議事録

4-3-c

5 2 5
就職等に関する支援部署・相談部署（就職担当
部門）はあるか

Q 組織図、校務分掌表 5-2-a

5 2 6
より高度な学習･研究ができるよう大学等との併
修または接続が可能な体制等を取っているか

Q
カリキュラムマップ、講義概要、
提携協定書

5-2-c

5 2 7
早期から、県内または関連業界へ就職すること
の意義・メリット等について説明しているか

Q 就職セミナー資料 4-3-a

5 2 8 県内への就職率の向上は図られているか Q
就職活動報告書、就職先一覧、
学習サービス評価報告書

4-3-b

5 2 9
企業等からの求人票をまとめ、求人情報を学生
に公開しているか

Q
求人票一覧表、就職セミナー資
料

5-3-a

5 2 10
就職説明会・就職相談会等を開催しています
か、または人材関連企業等が主催する説明会等
への参加を奨励しているか

Q
就職セミナー資料、年間行事予
定表

5-3-b

5 2 11
履歴書の書き方、面接の受け方などの講座を設
けているか、または指導しているか

Q
就職セミナー資料、年間行事予
定表、就職対策企画書

5-3-c

5 3
中
項
目

5-18

5 3 1
学生相談に関する体制は整備されているか
（相談窓口が設置されているか）

A 学生便覧 5-18-30 5-4-b 9 c)

5 3 2 学生の面談・相談記録があるか B 学生面談記録、個別面談シート

5 3 3
入学時または定期的に、担任等が学生に対し個
別面談・ヒアリングを行っているか

Q
学生カルテ、学生指導履歴、個
別相談表

5-4-a

5 3 4 いじめや孤立を早期に発見する体制があるか Q
学級日誌、クラス運営報告書、
学生カルテ、教務日誌

5-5-a

5 3 5
いじめ等を発見した場合、それを解決するため
の体制・仕組みがあるか

Q 職務記述書、組織図 5-5-b

就職等進路（就職・進学指導に関する支援体制は整備され、有効に機能しているか）

学生相談（学生相談に関する体制は整備されているか）

　５　学生支援

修学支援（学生に対する修学支援に関する支援組織体制を整備し、学生が学修に専念し、安定し
た学生生活を送ることができるように図っているか）
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5 3 21 留学生に対する相談体制を整備しているか S 留学生活の手引き、組織図 5-18-31

5 4
中
項
目

5-19

5 4 1
奨学金制度など、学生の経済的側面に対する支
援体制は整備されているか

A 募集要項、奨学金説明会資料 5-19-32 5.2 d)

5 4 2
公的支援制度の利用について、学生・保証人
（保護者）に案内、情報提供しているか

C/Q
公的奨学金制度説明書、案内
の記録

5-6-a

5 4 3
学費の減免、特待生制度、学校独自の奨学金制
度等はあるか

Q 募集要項 5-6-b

5 4 4
給付型奨学金や授業料等減免など、学校独自
に学生への経済的支援を行っているか

Q 募集要項 7-3-c

5 4 21
学生の健康管理を担う組織体制はあるか（学生
の健康診断を実施しているか、また健康相談窓
口は整備されているか）

A
健康診断案内、年間行事予定
表、学校医がいることを示す資
料、健康相談窓口の案内

5-19-33 5-7-a 10.3.2

5 4 22
有所見者の再健診について適切に対応している
か

Q 再健診の案内、記録 5-7-b

5 4 41 課外活動に対する支援体制は整備されているか A
課外活動（地域活動・部活動等）
の記録、部活動の実績の記録

5-19-35 4.2 f)

5 4 42
学生の生活環境への支援は行われているか（学
生のアパート探しなど、住環境への支援体制は
あるか）

A 募集要項、説明会記録、HP 5.2 b)

5 4 43
遠隔地からの学生のための寮を整備している
か、またはアパート・マンションの紹介等をしてい
るか

S/Q
学生寮の位置、収容数等の資
料、紹介業者パンフレット

5-19-34 5-8-a

5 4 44
子育てや女性の就業支援のための体制・教育を
整えているか

Q 募集要項、HP 7-3-d

5 4 45
学習に関する要望、学習に関する要望を取り巻
く状況及び通学の障害となる要因（距離や費用
等）を理解し、解決に向けた提案を行っているか

J
個別相談記録、オープンキャン
パスアンケート

5.2 a)、 c)

5 5
中
項
目

5-17

5 5 1
退学率の低減が図られているか（受講登録、出
欠状況及び学習者の減少に関する分析が行わ
れているか）

A
退学防止の取り組み記録、退学
状況の分析と対策記録

5-17-29 13.4 d)

5 5 2 退学率の目標を設定しているか A 事業計画書

5 5 3
退学率の低減に関する目標・計画が教職員に共
有されているか

B 事業計画書、会議資料

5 5 4 退学者数を公表しているか B
HP、職業実践専門課程別紙様
式４

5 5 5
中途退学者数、中途退学の原因・傾向等を把握
しているか

C/Q
学生指導報告書、学習サービス
評価報告書、個別相談記録

5-1-a

5 5 6 中途退学防止のための対策を講じているか Q
学生指導履歴、カウンセリング
記録、個別相談記録

5-1-b

学生生活（学生に対する経済的な支援体制は整備されているか。学生の健康を担う組織体制は
あるか。生活環境支援体制を整備しているか）

中途退学への対応（退学率の低減が図られているか）
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5 6
中
項
目

5-20

5 6 1
保証人（保護者）と適切に連携しているか（保証
人のニーズを把握しているか）

A
保護者面談記録、保護者会報
告書

5-20-36
7.4 b)

7.5

5 6 2
保証人（保護者）との計画的な相談会・面談を
行っているか

B
保護者面談案内、保護者会報
告書

5 6 3
緊急時の保証人（保護者）等との連絡体制を確
保しているか

C/Q 学生調査書、学生カルテ 5-9-c

5 6 4
成績・素行不良の場合には、保護者等に連絡を
取り、あるいは面談しているか

Q
保護者面談記録、学生指導報
告書、個別相談記録

5-9-b

5 6 5
保護者会の開催等、保護者等とのコミュニケー
ションを図るとともに、学校の教育活動情報を伝
えているか

Q 保護者会報告書、学園新聞 5-9-a

5 7
中
項
目

5-21
5-10
5-12

5 7 1
卒業生への支援体制を整備しているか（再就
職、キャリアアップ等について、相談に乗ってい
るか）

B
同窓会会則、就職あっせん記
録、相談窓口

5-21-37 5-11-b

5 7 2
学校情報を卒業生に知らせているか（ＨＰ・学校
便り等）

C HP、同窓会HP

5 7 3 学校は同窓会との連携を図っているか C/Q 同窓会会則 5-11-d

5 7 21
卒業生への卒後教育等の支援体制はあるか（卒
業生への講習・研修を行っているか）

B パンフレット、HP、講習会案内 5-11-c 8.3 g)

5 7 22
卒業生への資格、検定等不合格者に対する対
策を講じているか

C/Q 国家試験対策計画、実施記録 5-11-a

5 7 23
産学連携による卒後の再教育プログラムの開
発・実施に取組んでいるか

S 研修会案内（OB向け）、HP 5-21-38

5 7 41
社会人学生のニーズを踏まえた教育環境が整
備されているか

A パンフレット、HP 5-21-39 10.3.2 b)

5 7 42
大学等卒業者の入学に際し、入学前の履修に関
しての取扱いを学則・細則に規定し、適切に認定
しているか

C/Q 学則・細則 5-12-a

5 7 43
教育訓練給付金対象の講座指定を受け、社会
人入学生の学費軽減に努めているか

Q 募集要項、HP 5-12-b

保証人（保護者）との連携（保証人との連携体制を構築しているか）

卒業生・社会人支援（卒業生の動向を把握しているか。社会人のニーズを踏まえた教育環境を
整備しているか）
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

6 1
中
項
目

6-22 6-1

6 1 1
施設・設備は、教育上の必要性に十分対応でき
るよう整備されているか（講義室は学生数、時間
割にあわせ、無理なく配備されているか）

A
学校設置認可申請書、教室配
置図、時間割、専修学校報告書

6-22-40 6-1-a 10.3.2

6 1 2
学生が利用できる参考図書・関連図書は備えら
れているか

A 資産目録、図書台帳 10.3.1

6 1 3
教育上の必要性に対応した機材・備品を整備し
ているか

A
各種設備・教育備品の一覧表及
び点検票、管理体制の組織図

10.2.1

6 1 4
図書室・図書コーナーがあり、図書館サービスは
十分に機能しているか

C 施設案内図、図書台帳

6 1 5
学習環境として外部組織が管理する施設・設備
を用いる際には、必要となる最小限の要件を特
定し、提示しているか

J 外部施設確認チェック表 10.3.1

6 1 6
図書室・図書コーナー等、ホットライン、カウンセ
リングサービス、コンピュータの利用、メンタリン
グなどの学習サポートについて案内しているか

J 学生便覧 9 e)

6 1 21
分煙・禁煙等に関する規定が文書化・掲示され
ているか

B 掲示物、学生便覧

6 1 22
学内の整理・整頓・清掃に関して定期的に管理・
チェックがされているか

B
教室清掃チェックシート、環境整
備チェックシート

6 1 41
施設・設備の点検、補修・修繕等は定期的にま
たは適宜行っているか

A

施設・設備の点検、補修計画
書、点検・修繕の記録、電気設
備点検記録報告書、電気設備
定期点検報告書、建築物環境
衛生管理報告書

6-1-b 10.3.3

6 2
中
項
目

6-23 6-2

6 2 1
学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修
等について十分な教育体制を整備しているか

A
学外実習時の実施要綱･マニュ
アル

6-23-41 8.6

6 2 2
実技・実習に先立って、職業倫理や情報の取扱
いに関する規程・マニュアルや規則が整備され
ているか。

B 倫理規程、学生便覧 8.6

6 2 3
校外実習等についての成績評価基準を明確に
決めているか

C/Q
校外実習マニュアル、評価マ
ニュアル

6-2-c

6 2 4
校外実習等は、教育課程の中に組込まれている
か

Q
カリキュラムマップ、シラバス、講
義概要

6-2-a

6 2 5
校外実習等に関する実施要領・マニュアル等を
作成し、学生・保護者等に周知しているか

Q
校外実習マニュアル、臨床実習
実施要領

6-2-b

　６　教育環境

施設・設備等（施設、設備は教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか）

学外実習、インターンシップ等（校外の実習、インターンシップ、海外研修等について、十分な
教育体制を整備しているか）
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6 3"
中
項
目

6-24
6-3
6-4

6 3 1
防災に対する組織体制を整備し、適切に運用し
ているか

A
危機管理マニュアル、気象警報
による休講等の取扱いガイドラ
イン

6-24-42 10.3.3

6 3 2
防災・防犯設備（非常灯・消火器・警備システム
等）が整備・点検されているか

A
消防用設備点検報告書、警備
業務請負契約書

10.3.3

6 3 3
防災計画や消防計画を所轄の消防署に届出て
いるか、また必要に応じそれらの計画を変更して
いるか

Q 防災計画、消防計画 6-3-a

6 3 4 施設・設備の耐震化を図っているか Q
施設改修計画、改修工事記録、
耐震性検査記録

6-3-b

6 3 21 定期的に防災訓練を実施しているか A
防災訓練実施要項、防災訓練
実施報告書

10.3.3

6 3 22
学校独自で教職員・学生に対し防災研修・教育
を行っているか

Q
消防訓練実施要綱、年間行事
予定表

6-4-a

6 3 23
県シェイクアウト（県民いっせい地震防災行動訓
練）や各市・町が行う防災
訓練等に参加しているか

Q
避難訓練企画書、防災訓練開
催チラシ

6-4-b

6 3 41 学校における安全管理の整備を行っているか B
設備管理者の一覧表、各種設
備の定期点検票、危機管理マ
ニュアル

防災・安全管理（防災・安全管理に関する体制を整備しているか。防災訓練等を実施しているか）
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

7 1
中
項
目

7-25
7-1
7-3

7 1 1 学生募集活動は､適正に行われているか A
募集活動体制組織図、営業日
報、パンフレット、OC用説明資
料、募集要項、学校案内、HP

7-25-45 6 a)

7 1 2
入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）を
策定し、学校構成員（教職員および学生等）に周
知し、社会に公表しているか

A
アドミッションポリシー、募集要
項、パンフレット、公式Webサイト

6 b)

7 1 3
学校案内に、育成人材像、特徴、目指す資格・
免許等をわかりやすく紹介しているか

A パンフレット、HP 7-1-b 6 a)

7 1 4
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に
学生募集を行っているか

A
募集活動体制組織図、営業日
報、学生募集要項、学校案内
（パンフレット）

6 b)

7 1 5
高等学校等直結する教育機関に対し、教育活動
等の情報提供を行っているか

S/Q 年間計画表、広報計画 7-25-44 7-1-a

7 1 6
学校運営責任者の情報や、教員・講師の適格
性・経験などの情報を提供しているか

J パンフレット、HP 4.2 b)、 d)

7 1 21
入学に関する問い合わせ等に適切に対応できる
体制ができているか

A 校務分掌、HP、組織図 7-1-d 6 i)

7 1 22
学校説明会等による情報提供（育成人材像、評
価手段及びその基準、目指す資格・検定・コン
ペ、学費・教材費等の情報）を行っているか

A
オープンキャンパス配布資料、
説明用資料、HP、募集要項

4.2 c)、 g)
6 e)

7 1 23
入学予定者に対し学習指導・支援等は行われて
いるか

B 入学前教育について（資料）

7 1 24
体験入学・オープンキャンパス等を実施し、多く
の人に教育内容・施設設備等の紹介をしている
か

Q
体験入学案内書、パンフレット、
HP

7-1-c

7 1 25

学習者の満足度に関するフィードバックを入手す
る手順、並びに彼らの要求、提案及び苦情に対
応する手順など、学校生活での支援体制につい
て入学前に伝えているか

J
オープンキャンパス配布資料、
HP

6 i)

7 1 26
教授資格、教歴及び背景など、授業や実習を担
当する教員・講師のプロフィールについて、オー
プンキャンパスなどで紹介しているか

J
パンフレット、HP、オープンキャ
ンパス配布資料

6 j)

7 1 27
学力の不足や障がいに関する特別なニーズを特
定しているか

J
個別相談記録、オープンキャン
パスアンケート

7.4 e)

7 1 41

教育の履行、人的・物的資源の提供、個人情報
の取り扱い、安全管理など、オリエンテーションな
どで学校側の義務と責任を学生と保証人（保護
者）に案内しているか

C/J
学生便覧、オリエンテーション資
料

9 a)

　７　学生の受入れ募集

学生募集活動（学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を
行っているか。社会人入学生、留学生、障がい者等、多様な学生の受入れについて方針を明確にし
ているか）
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7 2
中
項
目

7-26

7 2 1
学校案内等には選抜方法が明示されているか
（入学に必要な学力、スキル、資格、職業経験な
どの、前提となる要件が明示されているか）

A 募集要項、学校案内 7-26-46  6 b)

7 2 2
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に
入学者選抜を行っているか

A
入試基準、選考方法
選考における実施体制、選考結
果資料

7.4 d)

7 2 3
入学選考に関する実績を把握し、授業改善等に
活用しているか

S 入学者等のデータ表、推移表 7-26-47

7 2 4
社会人の「学び直し」に対応し、社会人を積極的
に受入れているか

Q 募集要項、パンフレット、HP 7-3-a

7 2 5
履歴書（学歴、所有資格など）を適切に入手し、
適切な管理を行っているか

J
履歴書、入学願書一式、文書管
理簿

7.4 e)
7.8

7 3
中
項
目

7-27 7-2

7 3 1 学納金は妥当なものとなっているか A 募集要項 5.2 d)

7 3 2
学校案内等に、学費、受験料、学習教材の購入
費等が明示されているか

A パンフレット、募集要項 7-2-a
6 f),g),h),

10.2.1,
14.1

7 3 3 経費内容に対応し、学納金を算定しているか S 学納金の算定資料 7-27-48

7 3 4
入学辞退者への授業料返還について、文部科
学省通知（18文科高第536号）に基づいて適切に
対応しているか

B 募集要項 7-27-49 7-2-b 6 h)

7 3 5
教育訓練給付制度（一般教育訓練給付・専門実
践教育訓練給付）を利用できるよう取組んでいる
か

Q 募集要項、パンフレット、HP 7-3-b

7 3 6
学習者又はスポンサーから要請があった場合に
は、支払の証明を提供しているか

J 学生便覧、証明書発行台帳 14.2

入学選考（入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか）

学納金（学納金は妥当なものとなっているか）
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

8 1
中
項
目

8 1 1
法令､専修学校設置基準等の遵守と適正な運営
がなされているか

A
法令遵守の研修報告書、教務
日誌、専修学校設置基準チェッ
ク表

9-32-56 補－６

8 1 2
業界や地域社会等に対するコンプライアンス体
制が整備されているか

A
組織図、校務分掌表、内部規定
類

補－６

8 1 3
関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規程
を整備し適切に運用しているか

B
ハラスメント防止規程、危機管理
規程、ルールブック

9-1-b 補－３

8 1 4
所轄官庁に対し、申請・届出等を遅滞なく行って
いるか

Q
申請・届出書類一覧、校務分掌
表

9-1-a

8 1 21
セクシュアルハラスメント、アカデミックハラスメン
ト等の防止について、規定を文書化し、対策を立
て実行しているか

C/Q ハラスメント防止規程、就業規則 9-1-b

8 2
中
項
目

8 2 1
学校が保有する個人情報保護に関する対策を
実施しているか

A
個人情報保護規程、プライバ
シーポリシー、セキュリティポリ
シー等

9-33-57 7.8

8 2 2 個人情報保護規程が文書化されているか A
個人情報保護規程、個人情報
取扱規程

9-2-a 補－３

8 2 3
個人情報の取扱いについて、教職員に対し周知
し、意識づけができているか

B
教員研修資料、講師交流会資
料

9-2-b

8 2 21
リムーバブルメディア、ウェブサイト等からの情報
漏洩防止策を講じているか

Q 情報セキュリティ規程 9-2-c

8 3
中
項
目

9-34
9-3
9-4

8 3 1
学校教育、学校運営について、自己点検・評価
を実施し、さらに課題解決に取り組んでいるか

A
自己点検･評価報告書、改善計
画書、改善報告書

9-34-58 9-3-a 13.8

8 3 2
自己点検・評価報告書にまとめているか
（自己点検・評価報告書があるか）

A 自己点検・評価報告書 9-3-c 13.6

8 3 3 自己点検・評価の組織があるか B
自己点検・評価委員会、組織
図、校務分掌表

13.5

8 3 4
実施のための組織体制を整備し、定期的に取組
んでいるか

Q
組織図、校務分掌表、内部規定
類

9-3-b

8 3 5
学校評価の目的（何のために学校評価をする
か）が、全ての教職員に浸透していたか

Q
教職員会議議事録、講師交流
会資料

11-1-a

8 3 6
学校評価を積極的に実施できたか（受動的に
なったり、義務感でやっていなかったか）

Q
学校関係者評価報告書、学校
関係者評価委員会議事録

11-1-b

8 3 7
評価に向けての体制を構築し、担当責任者・担
当者を明確に決めたか

Q
組織図、校務分掌表、内部規定
類

11-1-c

8 3 8

評価の範囲、目標、根拠、基準、方法及びスケ
ジュールを含む、モニタリング及び評価の手段な
どを考慮し、モニタリング及び評価のプロセスを
設計しているか

J
評価項目一覧表、
授業評価マニュアル

13.2

　８　教育の内部質保証システム

関係法令、設置基準等の遵守（法令、専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行
なっているか）

個人情報保護（個人情報に関する規程を整備し、個人情報に対する対応を取っているか）

学校評価（自己評価、学校関係者評価の実施体制を整備しているか）
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8 3 9
適切な評価体制を有し、学校評価（学習サービ
スの評価）が実施されているか（適格者によるモ
ニタリング及び評価を実施できているか）

J
組織図、校務分掌表、内部規定
類

13.5

8 3 21
学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関係
者評価を実施し、改善の取組みを行っているか

B
学校関係者評価委員会議事
録、委員会名簿

9-34-60 13.8

8 3 22
学校関係者評価を適正に実施運用するための
ルールが明文化されているか

Q 学校関係者評価委員会規程 9-4-a

8 3 23
学校関係者評価を実施するための組織体制を
整備しているか

Q 学校関係者評価委員会規程 9-4-b

8 3 24
学校関係者評価を実施するために、設置課程・
学科の関連業界等から委員を選出しているか

Q 学校関係者評価委員名簿 9-4-c

8 3 25 学校関係者評価結果を報告書にまとめているか Q 学校関係者評価報告書 9-4-d

8 3 26
学校評価の準備から実施、また公表に至るま
で、教職員が協力して行えたか

Q
学校関係者評価報告書、学校
関係者評価委員会議事録

11-1-d

8 3 27
評価結果を踏まえ、改善に向けての仕組み・流
れを構築し、それをみんなで共有できたか

Q
是正マニュアル、学校関係者評
価委員会議事録

11-1-e

8 4
中
項
目

3-4

8 4 1
自己点検・評価の必要性を全教職員に伝える機
会を設けたか

A 教職員会議議事録 補－１

8 4 2
卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の
教育活動の改善に活用されているか

A
卒業生就業・離職状況調査報告
書、是正報告書

13.8

8 4 3
自己点検・評価の結果に基づき改善計画を策定
したか

B 改善計画書、是正計画書 補－４

8 4 4
自己点検・評価の結果に基づき期限を定めて改
善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 改善報告書、是正報告書 補－５

8 4 5
学校関係者評価の結果に基づき改善計画を策
定したか

B 改善計画書、是正計画書 補－５

8 4 6
学校関係者評価の結果に基づき期限を定めて
改善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 改善報告書、是正報告書 補－５

8 4 21

教育方針や目標を含むマネジメントシステムの継続的
な適合性、妥当性、有効性を確保するためにマネジメ
ントレビューを実施しているか（モニタリング及び評価
の結果を考慮して、学習サービスの改善・変更を実施
しているか）

J
マネジメントレビュー報告書、経
営会議議事録

13.8

8 4 41
学生や保護者、その他利害関係者からの苦情・要請
等への対応など、不適合を特定し、対処する手順（予
防処置及び是正処置）を確立しているか

J
予防処置報告書、是正処置報
告書

13.7

8 4 42
学生及び保護者等が不満を抱いている場合や、
学校側と意見の相違がある場合の相談受付方
法を案内しているか

J 学生便覧、HP（問合せ先情報） 9 d)

8 4 43
業界や地域社会等からの意見の収集・分析・応
答の仕組ができているか（苦情及び要請への対
応を含む）

J
HP（問合せ先情報）、学習サー
ビスマニュアル

-

改革・改善（各学科の教育目標、育成人材像に向けて自己点検・評価活動の実施体制を確立して
改革・改善のためのシステムが構築されているか）
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8 5
中
項
目

9-35 9-5

8 5 1
教育活動に関する情報公開が適切になされてい
るか

A
職業実践専門課程別紙様式４、
HP

9-35-62
4.2 a)、
c)、 g)

8 3 2
学校概要、教育内容、教職員の情報等を積極的
に公開しているか

Q HP 9-5-a

8 3 3
［職業実践専門課程］認定学科の基本情報は、
学校のホームページで公開するとともに、最新の
情報に更新しているか

Q 職業実践専門課程様式４、HP 9-5-b

8 5 21 自己評価結果を公開しているか A
公表した冊子、自己点検・評価
報告書、HP

9-3-d 13.6

8 5 22 学校関係者評価結果を公表しているか B
公表した冊子、学校関係者評価
報告書、HP

9-4-e

教育情報の公開（教育活動に関する情報公開を積極的に行っているか）
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

9 1
中
項
目

8-28 8-1

9 1 1
教育活動を安定して遂行するために必要かつ十
分な財政的基盤を確立しているか

A
財産目録、貸借対照表、資金収
支計算書、消費収支計算書、事
業報告書

8-28-50 補－６

9 1 2 年度予算・中期計画が策定されているか A 全体予算書、中期計画書 補－６

9 1 3
学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に
関する財務分析を行っているか

S 財務分析結果 8-28-51

9 2
中
項
目

8-29 8-2

9 2 1
予算･収支計画は有効かつ妥当なものとなって
いるか

A
予算書、理事会議事録、評議員
会議事録

8-29-52 8-2-a -

9 2 2
予算及び計画に基づき適正に執行管理を行って
いるか

B
収支計画書、予算執行表、月次
予算チェック表

8-29-53 8-2-b

9 2 3
出願者数、入学者数及び定員充足率の推移を
把握しているか

Q
学籍管理記録、理事会報告資
料、広報資料（出願者数一覧
等）

8-1-a

9 2 4 収入と支出のバランスが取れているか Q 財務諸表、月次決算資料 8-1-b

9 2 5
設備投資が過大になっていたり、負債が返還可
能な範囲を超えていたりしていないか

Q
中期決算報告資料、貸借対照
表

8-1-c

9 3
中
項
目

8-30 8-3

9 3 1
私立学校法及び寄付行為に基づき適切に監査
を実施し、理事会、評議員会に報告しているか

A 会計監査報告書 8-30-54 補－６

9 3 2
会計監査（内部・外部）体制のルールが明確化さ
れているか

C/Q 会計監査規程 8-3-a

9 3 3
会計監査（月次決算書等）の結果報告が文書等
にて明確化されているか

C/Q 会計監査報告書 8-3-b

9 4
中
項
目

8-31 8-3

9 4 1
財務情報公開の体制を整備し、適切に公開して
いるか

A
財務諸表、HP、財務書類等閲覧
規程

8-31-55 補－６

9 4 2
財務情報の公開について、ホームページに公開
するなど積極的に取組んでいるか

B HP 8-3-c

予算・収支計画（予算及び収支計画は有効かつ妥当か。予算及び収支計画に基づき、適正に執
行管理を行っているか）

監査（財務について会計監査が適正におこなわれているか）

財務情報の公開（私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか）

　９　財務 

財務基盤（学校の中長期的な財務基盤は安定しているといえるか）
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

10 1
中
項
目

10-36
10-1、10-3
10-4、（3-
11）、（3-

12）

-

10 1 1
学校の教育資源や施設を活用した社会貢献･地
域貢献を行っているか

A
年間行事予定表、利用案内、利
用の記録

10-36-63 10-1-b 補－６

10 1 2
地域に対する公開講座･教育訓練（公共職業訓
練等を含む ) の受託等を積極的に実施している
か

A
公共職業訓練等受託契約書、
年間計画表

10-1-a 補－６

10 1 3
地域、関連業界、同窓会等が研修会・研究会等
を開催する際、学校施設・設備等を開放している
か

Q
学校施設・設備管理規程、教室
貸出マニュアル

10-1-b

10 1 4
県専各連合会の若年者職業意識涵養事業（県
の委託事業）に積極的に参加し
ているか

Q
イベント配布資料、校務分掌表、
年間計画表

10-4-a

10 1 5

高校生・中学生に対し、キャリア教育・職業教育
や進路に関する指導・助言を行い、職業意識の
涵養・高揚に努めていますか（前出の県専各連
合会主催事業以外のもの）いるか

Q
イベント配布資料、校務分掌表、
年間計画表

10-4-b

10 2
中
項
目

10-37 10-1 -

10 2 1
学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動
支援を行っているか

A
ボランティア活動支援体制に関
する資料

10-37-65 10-2-a 補－６

10 2 2
目標・計画に基づく社会的活動（地域活動・地域
貢献・ボランティア活動等）を実施しているか

C
年間行事予定表、年間行事実
績表、行事実施報告書

10 2 3
教職員は率先して近隣道路の清掃を行うなど、
学生の模範となる行動をしているか

Q ボランティア活動報告書 10-2-b

10 2 4
学生が地域や地域住民の開催する行事・イベン
ト等へ参加することを奨励しているか

Q
各種案内及び依頼文、行事・イ
ベント案内、校務分掌表

10-3-a

10 2 5
地域の企業、業界団体、自治体等と連携した事
業等（分野により研究･開発）を行っているか

Q
各種案内及び依頼文、校務分
掌表

10-3-b

社会貢献・地域貢献（学校の教育資源や施設を利用した社会貢献・地域貢献を行っているか）

ボランティア活動（学生のボランティア活動を奨励・支援しているか）

　１０　社会貢献・地域貢献
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カテゴリー エビデンス例
職業教育
評価機構

QAPHE 29993
要求事項

11 1
中
項
目

-

11 1 1
留学生の受入れ・派遣について戦略を持って
行っているか

A 事業計画書、校務分掌表

11 1 2
留学生の受入れ・派遣、在籍管理等において適
切な手続き等がとられているか

A
入管提出書類一式、学籍、管理
体制組織図、旅行傷害保険、リ
スク回避マニュアル

11 1 3
留学生の学修・生活指導等について学内に適切
な体制が整備されているか

A 留学生活の手引き、組織図

11 1 4
学習成果が国内外で評価される取組を行ってい
るか

A

留学生活の手引き、成績証明書
（外国語併記様式）、HP、JLPT
取得率、資格試験取得率、就職
率、進学率

11 1 5 国際交流に取組んでいるか C/S
海外のとの教育交流に関する協
定等

10-36-64

11 1 6
海外留学プログラムに対する支援を適切に行っ
ているか

C
説明会資料、連携に関する資
料、海外のとの教育交流に関す
る協定等、エージェント契約書

　１１　国際交流（必要に応じて）

留学生の受入れ・海外への留学（留学生の受け入れ、海外への留学における学習支援や生
活指導等を適切に対応し、管理体制を整備しているか）
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（別添２）

実施日：

学校名：

１．学校の教育目標

２．本年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標や計画

３．評価項目の達成及び取組状況

カテゴリー エビデンス名

1 1
中
項
目

1 1 1
学校の理念・目的・育成人材像は定められてい
るか（専門分野の特性が明確になっているか）

A 4 3 2 1

1 1 2
学生・保証人（保護者）に対して教育理念等を明
文化し、周知しているか

A 4 3 2 1

1 1 3
教職員に対して教育理念等を明文化し、周知徹
底を図っているか

B 4 3 2 1

1 1 4
学外の方に対して教育理念等を明文化し、公表
しているか

B 4 3 2 1

1 2
中
項
目

1 2 1

各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応す
る業界のニーズに向けて方向づけられているか（コー
ス修了後に、学習者がそのコンピテンスのレベルを必
要とする目的や状況が明確にされているか）

A 4 3 2 1

1 2 2

社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想
を抱いているか
（学校の将来構想を描くために、業界の動向や
ニーズを調査しているか）

A 4 3 2 1

1 2 3
学校における職業教育の特色は明確になってい
るか

A 4 3 2 1

1 2 4
各修業期間における教育目的・目標・教育計画
が文書化され、提示されているか

C 4 3 2 1

理念・目的・育成人材像（教育理念（建学の精神）・目的・目標、育成人材像等が明文化されているか。職業教育機関とし
て専修学校教育に必要とされる考え方や指針、内容等が盛り込まれているか）

教育の特色（社会や関連業界のニーズを踏まえた将来構想を描いていますか）

自己点検・評価表（２０２３改訂版　Ver. 3.0）

令和　　年　　月　　日

　１　教育理念・目標 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１
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　２　学校運営 カテゴリー エビデンス名

2 1
中
項
目

2 1 1
教育方針や教育目的等に沿った運営方針が策
定されているか

A 4 3 2 1

2 1 2
運営方針を教職員に周知しているか、また必要
に応じてその理解の状況を確認しているか

Ｂ 4 3 2 1

2 2
中
項
目

2 2 1
運営方針に沿った事業計画を策定し共有してい
るか

A 4 3 2 1

2 2 2 学校の年間スケジュールはあるか A 4 3 2 1

2 3
中
項
目

2 3 1
中期計画の策定において、教育理念（建学の精
神）をベースに体系的に定義された教育目標、財
務的目標、中長期的ビジョンを設定しているか

C 4 3 2 1

2 3 2 中期計画と事業計画は関連付けられているか C 4 3 2 1

2 3 3
理事会にて中期計画を説明し、必要に応じて改
善し、承認を受けているか

C 4 3 2 1

2 4
中
項
目

2 4 1

寄附行為、理事会会議規則等（法人）、学校の運
営規程等が整備され、それらに従って理事会・評
議員会（法人）、学校の運営会議等が開催されて
いるか

A 4 3 2 1

2 4 2
運営組織や意思決定機能は、規則等において明
確化されているか、有効に機能しているか

A 4 3 2 1

2 4 3 組織機能図があるか A 4 3 2 1

2 4 4
運営会議（教職員会議・教員会議等）が定期的に
開催されているか

B 4 3 2 1

2 4 5 理事会・評議員会の議事録は公開されているか C 4 3 2 1

2 4 6
教職員（組織の構成員）それぞれの職務分掌が
文書化されているか

C 4 3 2 1

中期計画（中期計画を作成し、運用しているか）

運営組織（運営組織や意思決定機関は効率的なものになっているか）

適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１

運営方針（運営方針は教育理念等に沿ったものになっているか）

事業計画（事業計画を作成し、執行しているか）
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2 4 21 出退勤管理簿があるか A 4 3 2 1

2 4 22 教職員の健康診断がされているか A 4 3 2 1

2 4 41
施設設備の保守・管理が定期的に行われている
か

A 4 3 2 1

2 5
中
項
目

2 5 1 資格・要件を備えた教員を確保しているか A 4 3 2 1

2 5 2

現に教員数が充足していない場合、採用活動を
行っているか、
または、教員資格等取得に向けた教育・指導を
行っているか

A 4 3 2 1

2 5 3 授業評価の実施・評価体制はあるか A 4 3 2 1

2 5 4 教員の組織体制を整備しているか A 4 3 2 1

2 5 21
職員の能力開発のための研修等が行われてい
るか

A 4 3 2 1

2 5 22

関連分野における先端的な知識・技能等を修得
するための研修や教員の指導力育成等資質向
上のための取組みが行われているか（研修等の
効果を評価し、文書により記録しているか）

A 4 3 2 1

2 5 23
教育の成果（学修結果）に基づく教員面接を実施
しているか

B 4 3 2 1

2 5 24

［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、実務に関する研修や指
導力の修得・向上のための研修等を教員の業務
経験や能力、担当する授業や業務に応じて組織
的・計画的に受講させているか

B 4 3 2 1

2 5 25

教員に対して、割り当てられた職務及び責任、学
習サービスの評価結果、本人の専門能力開発の
ニーズに対する見解を考慮に入れて、専門能力
開発の計画を作成しているか（教職員研修計画
の作成）

B 4 3 2 1

2 5 41
教育内容の改善を図るため、教職員と非常勤講
師等との定期的な情報交換を行っているか

B 4 3 2 1

教職員の評価・育成（教員及び職員の能力評価・能力向上に向けた取組みを行っているか）
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2 5 42
事務職員の意欲・資質の向上を図るための方策
を講じているか

C 4 3 2 1

2 6
中
項
目

2 6 1 人事に関する制度を整備しているか A 4 3 2 1

2 6 2 給与に関する制度を整備しているか A 4 3 2 1

2 6 3 昇給・昇格制度は文書化されているか B 4 3 2 1

2 6 4 採用制度は文書化されているか B 4 3 2 1

2 7
中
項
目

2 7 1

情報システム化等による業務の効率化が図られ
ているか
（情報システム化に取組み、業務の効率化を図っ
ているか）

A 4 3 2 1

①

②

③

今後の改善方策

特記事項

人事・給与制度（人事・給与に関する制度を確立しているか）

情報システム（情報システム化等による業務の効率化が図られているか）

課題

90



カテゴリー エビデンス名

3 1
中
項
目

3 1 1

教育目的および育成人材像に基づき教育課程
の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）を明示
し、また学校構成員（教職員および学生等）に周
知し、社会に公表されているか。また定期的に検
証を行っているか

A 4 3 2 1

3 1 2

教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえ
た教育機関としての修業年限に対応した教育到
達レベルや学習時間の確保は明確にされている
か

A 4 3 2 1

3 1 3

教育目的および育成人材像に基づきディプロマ
ポリシーを明示し、また学校構成員（教職員およ
び学生等）に周知し、社会に公表されているか。
また定期的に検証を行っているか

B 4 3 2 1

3 2
中
項
目

3 2 1
教育理念・到達目標に沿って学科等のカリキュラ
ムは体系的に編成されているか

A 4 3 2 1

3 2 2
講義および実習に関するシラバスは作成されて
いるか

A 4 3 2 1

3 2 3
各科目の一コマの授業について、その授業シラ
バスが作成されているか

B 4 3 2 1

3 2 4

シラバスあるいは講義要項（作成されていればコ
マシラバス）などが事前に学生に示され（あるい
はホームページなどで公開されて）、授業で有効
活用されているか

B 4 3 2 1

3 2 5
授業はシラバスに基づいて授業が展開されてい
るか。また学校構成員（すべての教員、職員、学
生）に周知を図っているか

C/J 4 3 2 1

3 2 21
適切な評価体制を有し、授業評価が実施されて
いるか（教育内容およびその評価方法、評価項
目、手段、スケジュールは適切か）

A 4 3 2 1

3 2 22
質保証を目的とした授業や学習の定期的な観察
を実施しているか

B 4 3 2 1

3 2 23
学生によるアンケート等で、適切に授業評価を実
施しているか（学習の目的を満たしているか、満
足度を含めて定期的に確認しているか）

B 4 3 2 1

3 2 24
評価結果を教員にフィードバックするなど、その
結果を授業改善に役立てているか

B 4 3 2 1

　３　教育活動 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１

目標の設定（教育理念、教育目的および育成人材像に沿った教育課程を編成・実施しているか）

教育方法・評価等（各学科の教育目標、育成人材像に向けて、体系的なカリキュラム作成などの取組がなされているか）
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3 2 41

カリキュラム作成の際、複数のメンバーによるカ
リキュラム作成やカリキュラム作成委員会等の形
で、作成したカリキュラムの検証が行われている
か

B 4 3 2 1

3 2 42
カリキュラム作成メンバーの中に業界関係者など
の外部関係者を入れているかまたはその意見を
取り入れているか

B 4 3 2 1

3 2 81
キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立った
カリュキュラムや教育方法の工夫・開発などが実
施されているか

A 4 3 2 1

3 2 82

関連分野における実践的な職業教育（産学連携
によるインターンシップ、実技・実習等）が体系的
に位置づけられ、その内容、評価法などが事前
に決められているか

B 4 3 2 1

3 2 83
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、演習・実習等を行って
いるか

B 4 3 2 1

3 2 84
企業・施設等での職場実習（インターンシップ含
む）があるか

B 4 3 2 1

3 2 85 企業・地域・行政との連携を図っているか C 4 3 2 1

3 2 86
他の高等教育機関との連携講座等を行っている
か

C/Q 4 3 2 1

3 3
中
項
目

3 3 1
成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は
明確になっているか

A 4 3 2 1

3 3 2
学生や保証人（保護者）に対し、成績評価・単位
認定の基準、進級要件、卒業要件はきちんと提
示されているか

B 4 3 2 1

3 3 3
各規定に基づいて適切に成績評価・単位認定、
進級・卒業判定を行っているか

B 4 3 2 1

3 3 4
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、学生の学修成果の評
価を行っているか

B 4 3 2 1

3 4
中
項
目

3 4 1
資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの
中での体系的な位置づけはあるか（発行する修
了証明書の種類及び内容）

A 4 3 2 1

成績評価・単位認定等（成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか）

資格・免許取得の指導体制（資格・免許取得のための指導体制があるか）
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3 5
中
項
目

3 5 1
キャリア教育を行ない、学生の社会的・職業的自
立に向け必要な基盤となる能力や態度を育成し
キャリア発達を促しているか

B 4 3 2 1

3 5 2
卒業後の専攻分野におけるキャリア形成への適
応性、効果を把握しているか。また、それを踏ま
え教育活動等の改善を図っているか

C 4 3 2 1

3 5 21
高校･高等専修学校等との連携によるキャリア教
育･職業教育の取組が行われているか。

A 4 3 2 1

3 5 41
リメディアル（導入前教育・補習）教育を行ってい
るか

C 4 3 2 1

①

②

③

キャリア教育等（基礎的・汎用的能力（ ① 人間関係形成・社会形成能力、② 自己理解・自己管理能力、③ 課題対応能力、
④ キャリアプランニング能力）を身につけるための取組が実施されているか）

課題

今後の改善方策

特記事項
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カテゴリー エビデンス名

4 1
中
項
目

4 1 1
コース全体を通して、及びコースの修了時に、学
習者の習熟状況をアセスメントしているか

A 4 3 2 1

4 1 2

学生の学修成果の評価に際して、育成する人材
像に沿った評価項目を定め、明確な基準で実施
されているか（測定する知識、スキル及び能力、
測定の基準、アセスメントの方法は明確か）

B 4 3 2 1

4 2
中
項
目

4 2 1
就職率の向上が図られているか（結果を分析し、
就職指導・支援の改善を図っているか）

A 4 3 2 1

4 2 2
学生の就職に関する目標が、教職員に共有され
ているか

A 4 3 2 1

4 2 3 学生の就職活動に関する記録がなされているか B 4 3 2 1

4 2 4
対外部に向けた就職実績を公表しているか（パ
ンフレット・ＨＰ等）

B 4 3 2 1

4 2 5 学生の就職結果に関して検証・報告がされたか C 4 3 2 1

4 3
中
項
目

4 3 1
資格取得率の向上が図られているか
（目標とする資格試験等への合格率は全国平均
と比較してどうか）

A 4 3 2 1

4 3 2 資格・検定・コンペに関する目標を設定したか A 4 3 2 1

4 3 3
資格・検定・コンペに関する目標・計画が教職員
に共有されているか

B 4 3 2 1

4 3 4
資格・検定・コンペ結果に関して検証・報告がさ
れたか

B 4 3 2 1

4 3 5
資格・検定・コンペの結果（合格者数・合格率）を
公表しているか

B 4 3 2 1

4 4
中
項
目

4 4 1

卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握
しているか（卒業生の就職後の動向を出来るだ
け把握し、卒業後にも就職その他の支援を行っ
ているか）

A 4 3 2 1

4 4 2
卒業生の動向について、年度毎に調査・集計し、
動向等を把握しているか

C/Q 4 3 2 1

4 4 3
卒業年度だけでなく、卒業後一定期間後の勤務
先等就業状況を調査・把握しているか

C/Q 4 3 2 1

資格・免許の取得率（資格・免許取得率の向上が図られているか）

社会的評価（卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか）

　４　学修成果・教育成果 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１

学修成果（各学科の教育目標、育成人材像に向けてその達成への取り組みと評価がされているか）

就職率（就職率の向上が図られているか）
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①

②

③ 特記事項

課題

今後の改善方策
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カテゴリー エビデンス名

5 1
中
項
目

5 1 1 学生への修学支援を適切に行っているか A 4 3 2 1

5 2
中
項
目

5 2 1
進路・就職に関する支援体制は整備されている
か（またそれはきちんと学生や保証人（保護者）
に周知されているか）

A 4 3 2 1

5 2 2
キャリアサポート関連の有資格者（キャリアカウ
ンセラー・キャリアコンサルタント・産業カウンセ
ラー等）がいるか

C 4 3 2 1

5 2 3
就職担当部門と担任教員との連携は図られてい
るか

C/Q 4 3 2 1

5 2 4 関連業界への就職率の向上は図られているか C/Q 4 3 2 1

5 3
中
項
目

5 3 1
学生相談に関する体制は整備されているか
（相談窓口が設置されているか）

A 4 3 2 1

5 3 2 学生の面談・相談記録があるか B 4 3 2 1

5 4
中
項
目

5 4 1
奨学金制度など、学生の経済的側面に対する支
援体制は整備されているか

A 4 3 2 1

5 4 2
公的支援制度の利用について、学生・保証人（保
護者）に案内、情報提供しているか

C/Q 4 3 2 1

5 4 21
学生の健康管理を担う組織体制はあるか（学生
の健康診断を実施しているか、また健康相談窓
口は整備されているか）

A 4 3 2 1

5 4 41 課外活動に対する支援体制は整備されているか A 4 3 2 1

5 4 42
学生の生活環境への支援は行われているか（学
生のアパート探しなど、住環境への支援体制は
あるか）

A 4 3 2 1

5 5
中
項
目

5 5 1
退学率の低減が図られているか（受講登録、出
欠状況及び学習者の減少に関する分析が行わ
れているか）

A 4 3 2 1

5 5 2 退学率の目標を設定しているか A 4 3 2 1

5 5 3
退学率の低減に関する目標・計画が教職員に共
有されているか

B 4 3 2 1

5 5 4 退学者数を公表しているか B 4 3 2 1

就職等進路（就職・進学指導に関する支援体制は整備され、有効に機能しているか）

学生相談（学生相談に関する体制は整備されているか）

学生生活（学生に対する経済的な支援体制は整備されているか。学生の健康を担う組織体制はあるか。生活環境支援体制を
整備しているか）

中途退学への対応（退学率の低減が図られているか）

　５　学生支援 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１

修学支援（学生に対する修学支援に関する支援組織体制を整備し、学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることがで
きるように図っているか）
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5 5 5
中途退学者数、中途退学の原因・傾向等を把握
しているか

C/Q 4 3 2 1

5 6
中
項
目

5 6 1
保証人（保護者）と適切に連携しているか（保証
人のニーズを把握しているか）

A 4 3 2 1

5 6 2
保証人（保護者）との計画的な相談会・面談を
行っているか

B 4 3 2 1

5 6 3
緊急時の保証人（保護者）等との連絡体制を確
保しているか

C/Q 4 3 2 1

5 7
中
項
目

5 7 1
卒業生への支援体制を整備しているか（再就
職、キャリアアップ等について、相談に乗っている
か）

B 4 3 2 1

5 7 2
学校情報を卒業生に知らせているか（ＨＰ・学校
便り等）

C 4 3 2 1

5 7 3 学校は同窓会との連携を図っているか C/Q 4 3 2 1

5 7 21
卒業生への卒後教育等の支援体制はあるか（卒
業生への講習・研修を行っているか）

B 4 3 2 1

5 7 22
卒業生への資格、検定等不合格者に対する対策
を講じているか

C/Q 4 3 2 1

5 7 41
社会人学生のニーズを踏まえた教育環境が整備
されているか

A 4 3 2 1

5 7 42
大学等卒業者の入学に際し、入学前の履修に関
しての取扱いを学則・細則に規定し、適切に認定
しているか

C/Q 4 3 2 1

①

②

③

課題

今後の改善方策

特記事項

保証人（保護者）との連携（保証人との連携体制を構築しているか）

卒業生・社会人支援（卒業生の動向を把握しているか。社会人のニーズを踏まえた教育環境を整備しているか）
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カテゴリー エビデンス名

6 1
中
項
目

6 1 1
施設・設備は、教育上の必要性に十分対応でき
るよう整備されているか（講義室は学生数、時間
割にあわせ、無理なく配備されているか）

A 4 3 2 1

6 1 2
学生が利用できる参考図書・関連図書は備えら
れているか

A 4 3 2 1

6 1 3
教育上の必要性に対応した機材・備品を整備し
ているか

A 4 3 2 1

6 1 4
図書室・図書コーナーがあり、図書館サービスは
十分に機能しているか

C 4 3 2 1

6 1 21
分煙・禁煙等に関する規定が文書化・掲示されて
いるか

B 4 3 2 1

6 1 22
学内の整理・整頓・清掃に関して定期的に管理・
チェックがされているか

B 4 3 2 1

6 1 41
施設・設備の点検、補修・修繕等は定期的にまた
は適宜行っているか

A 4 3 2 1

6 2
中
項
目

6 2 1
学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修
等について十分な教育体制を整備しているか

A 4 3 2 1

6 2 2
実技・実習に先立って、職業倫理や情報の取扱
いに関する規程・マニュアルや規則が整備されて
いるか。

B 4 3 2 1

6 2 3
校外実習等についての成績評価基準を明確に
決めているか

C/Q 4 3 2 1

6 3"
中
項
目

6 3 1
防災に対する組織体制を整備し、適切に運用し
ているか

A 4 3 2 1

6 3 2
防災・防犯設備（非常灯・消火器・警備システム
等）が整備・点検されているか

A 4 3 2 1

6 3 21 定期的に防災訓練を実施しているか A 4 3 2 1

6 3 41 学校における安全管理の整備を行っているか B 4 3 2 1

　６　教育環境 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１

施設・設備等（施設、設備は教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか）

学外実習、インターンシップ等（校外の実習、インターンシップ、海外研修等について、十分な教育体制を整備している
か）

防災・安全管理（防災・安全管理に関する体制を整備しているか。防災訓練等を実施しているか）
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①

②

③

課題

今後の改善方策

特記事項
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カテゴリー エビデンス名

7 1
中
項
目

7 1 1 学生募集活動は､適正に行われているか A 4 3 2 1

7 1 2
入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）を
策定し、学校構成員（教職員および学生等）に周
知し、社会に公表しているか

A 4 3 2 1

7 1 3
学校案内に、育成人材像、特徴、目指す資格・免
許等をわかりやすく紹介しているか

A 4 3 2 1

7 1 4
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に
学生募集を行っているか

A 4 3 2 1

7 1 21
入学に関する問い合わせ等に適切に対応できる
体制ができているか

A 4 3 2 1

7 1 22
学校説明会等による情報提供（育成人材像、評
価手段及びその基準、目指す資格・検定・コン
ペ、学費・教材費等の情報）を行っているか

A 4 3 2 1

7 1 23
入学予定者に対し学習指導・支援等は行われて
いるか

B 4 3 2 1

7 1 41

教育の履行、人的・物的資源の提供、個人情報
の取り扱い、安全管理など、オリエンテーションな
どで学校側の義務と責任を学生と保証人（保護
者）に案内しているか

C/J 4 3 2 1

7 2
中
項
目

7 2 1
学校案内等には選抜方法が明示されているか
（入学に必要な学力、スキル、資格、職業経験な
どの、前提となる要件が明示されているか）

A 4 3 2 1

7 2 2
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に
入学者選抜を行っているか

A 4 3 2 1

7 3
中
項
目

7 3 1 学納金は妥当なものとなっているか A 4 3 2 1

7 3 2
学校案内等に、学費、受験料、学習教材の購入
費等が明示されているか

A 4 3 2 1

7 3 4
入学辞退者への授業料返還について、文部科学
省通知（18文科高第536号）に基づいて適切に対
応しているか

B 4 3 2 1

①

②

③

課題

今後の改善方策

特記事項

　７　学生の受入れ募集 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１

学生募集活動（学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行っているか。社会人入学
生、留学生、障がい者等、多様な学生の受入れについて方針を明確にしているか）

入学選考（入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか）

学納金（学納金は妥当なものとなっているか）
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カテゴリー エビデンス名

8 1
中
項
目

8 1 1
法令､専修学校設置基準等の遵守と適正な運営
がなされているか

A 4 3 2 1

8 1 2
業界や地域社会等に対するコンプライアンス体
制が整備されているか

A 4 3 2 1

8 1 3
関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規程
を整備し適切に運用しているか

B 4 3 2 1

8 1 21
セクシュアルハラスメント、アカデミックハラスメン
ト等の防止について、規定を文書化し、対策を立
て実行しているか

C/Q 4 3 2 1

8 2
中
項
目

8 2 1
学校が保有する個人情報保護に関する対策を実
施しているか

A 4 3 2 1

8 2 2 個人情報保護規程が文書化されているか A 4 3 2 1

8 2 3
個人情報の取扱いについて、教職員に対し周知
し、意識づけができているか

B 4 3 2 1

8 3
中
項
目

8 3 1
学校教育、学校運営について、自己点検・評価を
実施し、さらに課題解決に取り組んでいるか

A 4 3 2 1

8 3 2
自己点検・評価報告書にまとめているか
（自己点検・評価報告書があるか）

A 4 3 2 1

8 3 3 自己点検・評価の組織があるか B 4 3 2 1

8 3 21
学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関係
者評価を実施し、改善の取組みを行っているか

B 4 3 2 1

8 4
中
項
目

8 4 1
自己点検・評価の必要性を全教職員に伝える機
会を設けたか

A 4 3 2 1

8 4 2
卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の
教育活動の改善に活用されているか

A 4 3 2 1

8 4 3
自己点検・評価の結果に基づき改善計画を策定
したか

B 4 3 2 1

8 4 4
自己点検・評価の結果に基づき期限を定めて改
善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 4 3 2 1

8 4 5
学校関係者評価の結果に基づき改善計画を策
定したか

B 4 3 2 1

8 4 6
学校関係者評価の結果に基づき期限を定めて
改善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 4 3 2 1

改革・改善（各学科の教育目標、育成人材像に向けて自己点検・評価活動の実施体制を確立して改革・改善のためのシステ
ムが構築されているか）

　８　教育の内部質保証システム 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１

関係法令、設置基準等の遵守（法令、専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行なっているか）

個人情報保護（個人情報に関する規程を整備し、個人情報に対する対応を取っているか）

学校評価（自己評価、学校関係者評価の実施体制を整備しているか）
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8 5
中
項
目

8 5 1
教育活動に関する情報公開が適切になされてい
るか

A 4 3 2 1

8 5 21 自己評価結果を公開しているか A 4 3 2 1

8 5 22 学校関係者評価結果を公表しているか B 4 3 2 1

①

②

③ 特記事項

教育情報の公開（教育活動に関する情報公開を積極的に行っているか）

課題

今後の改善方策
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カテゴリー エビデンス名

9 1
中
項
目

9 1 1
教育活動を安定して遂行するために必要かつ十
分な財政的基盤を確立しているか

A 4 3 2 1

9 1 2 年度予算・中期計画が策定されているか A 4 3 2 1

9 2
中
項
目

9 2 1
予算･収支計画は有効かつ妥当なものとなってい
るか

A 4 3 2 1

9 2 2
予算及び計画に基づき適正に執行管理を行って
いるか

B 4 3 2 1

9 3
中
項
目

9 3 1
私立学校法及び寄付行為に基づき適切に監査
を実施し、理事会、評議員会に報告しているか

A 4 3 2 1

9 3 2
会計監査（内部・外部）体制のルールが明確化さ
れているか

C/Q 4 3 2 1

9 3 3
会計監査（月次決算書等）の結果報告が文書等
にて明確化されているか

C/Q 4 3 2 1

9 4
中
項
目

9 4 1
財務情報公開の体制を整備し、適切に公開して
いるか

A 4 3 2 1

9 4 2
財務情報の公開について、ホームページに公開
するなど積極的に取組んでいるか

B 4 3 2 1

①

②

③ 特記事項

予算・収支計画（予算及び収支計画は有効かつ妥当か。予算及び収支計画に基づき、適正に執行管理を行っているか）

監査（財務について会計監査が適正におこなわれているか）

財務情報の公開（私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか）

課題

今後の改善方策

　９　財務 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１

財務基盤（学校の中長期的な財務基盤は安定しているといえるか）
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カテゴリー エビデンス名

10 1
中
項
目

10 1 1
学校の教育資源や施設を活用した社会貢献･地
域貢献を行っているか

A 4 3 2 1

10 1 2
地域に対する公開講座･教育訓練（公共職業訓
練等を含む ) の受託等を積極的に実施している
か

A 4 3 2 1

10 2
中
項
目

10 2 1
学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動
支援を行っているか

A 4 3 2 1

10 2 2
目標・計画に基づく社会的活動（地域活動・地域
貢献・ボランティア活動等）を実施しているか

C 4 3 2 1

①

②

③ 特記事項

社会貢献・地域貢献（学校の教育資源や施設を利用した社会貢献・地域貢献を行っているか）

ボランティア活動（学生のボランティア活動を奨励・支援しているか）

課題

今後の改善方策

　１０　社会貢献・地域貢献 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１
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カテゴリー エビデンス名

11 1
中
項
目

11 1 1
留学生の受入れ・派遣について戦略を持って
行っているか

A 4 3 2 1

11 1 2
留学生の受入れ・派遣、在籍管理等において適
切な手続き等がとられているか

A 4 3 2 1

11 1 3
留学生の学修・生活指導等について学内に適切
な体制が整備されているか

A 4 3 2 1

11 1 4
学習成果が国内外で評価される取組を行ってい
るか

A 4 3 2 1

11 1 5 国際交流に取組んでいるか C/S 4 3 2 1

11 1 6
海外留学プログラムに対する支援を適切に行っ
ているか

C 4 3 2 1

①

②

③

課題

今後の改善方策

特記事項

　１１　国際交流（必要に応じて） 適切･･４、ほぼ適切･･３、
やや不適切･２．不適切･１

留学生の受入れ・海外への留学（留学生の受け入れ、海外への留学における学習支援や生活指導等を適切に対応し、
管理体制を整備しているか）
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Ⅰ．基本情報

1．回答期間 令和5年8月18日（金）～8月31日（木）

２．対象 職業実践専門課程設置校　約1,100校　　回答数　375校　　回答率　34.1%

３．学校の所在地域を以下の中から選択してください。

回答 学校数 割合

北海道 34 9%

東北 31 8%

関東信越 130 35%

東海北陸 42 11%

近畿 48 13%

中国・四国 33 9%

九州・沖縄 57 15%

回答 人数 割合

理事長（経営責任者）
3 1%

学校長・副校長・教頭
（学校運営責任者） 137 43%

教務部長・教務課長
（教育部門責任者） 70 22%

事務長・総務部長（事
務部門責任者） 92 29%

学科長・教務主任（学
科・コースの責任者） 29 9%

その他
44 14%

４．ご回答いただいている方の役職を、以下の中からお選びください。（最も近い役職をお選びください。
　　また、兼務されている場合は、主となるものをお選びください。）

34

31

130

42

48

33

学校の所在地域

北海道 東北 関東信越 東海北陸 近畿 中国・四国

3

137

70

92

回答者の役職

理事⻑（経営責任者）
学校⻑・副校⻑・教頭（学校運営責任者）
教務部⻑・教務課⻑（教育部⾨責任者）
事務⻑・総務部⻑（事務部⾨責任者）
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５．いわゆる「指定養成施設」ですか（学科の一部のみ指定されている場合も「はい」とご回答ください。）

回答 学校数 割合

はい 256 81%

いいえ 102 32%

わからない 17 5%

６．所属する学校の分野系統を回答してください。（複数回答可）

学校数

文化・教養分野 74 8

服飾・家政分野 10 7

商業実務分野 89 6

教育・社会福祉分野 63 5

衛生分野 70 4

医療分野 98 3

農業分野 6 2

工業分野 92 1

回答

256

102

17

指定養成施設ですか？

はい いいえ わからない

74

10

89

63

70

98

6

92

0 20 40 60 80 100 120

⽂化・教養分野

服飾・家政分野

商業実務分野

教育・社会福祉分野

衛⽣分野

医療分野

農業分野

⼯業分野

学校数
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７． 該当する学科・コースを選んでください。（複数選択可能）

学校数

公務員 21 25

音楽・芸術・放送 12 24

輸送サービス 2 23

デザイン（服飾・その他） 41 22

クリエート（企画・創造） 20 21

警備・保安 1 20

旅行・観光 22 19

営業・販売・事務 30 18

医療事務 50 17

経理・簿記・会計 33 16

介護・福祉 42 15

保育・幼児教育 40 14

理容・美容 38 13

栄養・調理 28 12

鍼灸・柔道整復 25 11

理学療法・作業療法 34 10

看護・歯科衛生等 50 9

動物（動物看護・トリマー・飼育等） 20 8

バイオテクノロジー・生命工学 2 7

農業・園芸 8 6

自動車整備 31 5

電気・電子工学 11 4

建設（土木・建築・測量等） 22 3

IT応用（プログラミング・セキュリティ） 55 2

IT基礎（事務・PC） 42 1

回答

21

12

2

41

20

1

22

30

50

33

42

40

38

28

25

34

50

20

2

8

31

11

22

55

42

0 10 20 30 40 50 60

公務員

⾳楽・芸術・放送

輸送サービス

デザイン（服飾・その他）

クリエート（企画・創造）

警備・保安

旅⾏・観光

営業・販売・事務

医療事務

経理・簿記・会計

介護・福祉

保育・幼児教育

理容・美容

栄養・調理

鍼灸・柔道整復

理学療法・作業療法

看護・⻭科衛⽣等

動物（動物看護・トリマー・飼育等）

バイオテクノロジー・⽣命⼯学

農業・園芸

⾃動⾞整備

電気・電⼦⼯学

建設（⼟⽊・建築・測量等）

IT応⽤（プログラミング・セキュリティ）

IT基礎（事務・PC）

学校数
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８． 学生数（学校基本調査に記載した学校単位での在学者数）を教えてください。

回答 人数 割合

600名以上 40 13%

300～599名 93 29%

150～299名 121 38%

150名未満 121 38%
40

93

121

121

学⽣数

600名以上 300〜599名 150〜299名 150名未満
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Ⅱ．学生数別での集計結果

1-1. 職業教育マネジメントの仕組みができていますか (N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

規程またはマニュアルなど文書化さ
れている

15 35 53 50 153

規程またはマニュアルは無いが、
組織図と会議体一覧はある

14 29 32 32 107

上記の規程等の文書は無いが、
PDCAを回す仕組みはある

10 22 25 27 84

マネジメントの仕組みはない
1 7 11 12 31

1-2. 職業教育マネジメントの責任者は定められていますか (N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
任命されている（規程等で文書に明
記されている） 16 40 50 49 155

定められてはいるが任命されてい
ない 16 32 45 40 133

定められていない
8 21 26 32 87

15

35

53

50

153

14

29

32

32

107

10

22

25

27

84

1

7

11

12

31

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

規程またはマニュアルなど文書化されている

規程またはマニュアルは無いが、組織図と会議体一覧はある

上記の規程等の文書は無いが、PDCAを回す仕組みはある

マネジメントの仕組みはない

16

40

50

49

155

16

32

45

40

133

8

21

26

32

87

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

任命されている（規程等で文書に明記されている）

定められてはいるが任命されていない

定められていない
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1-3. 職業教育マネジメントにおいて、C（評価）とA（改善）を実施できていますか

(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

評価・改善ともにできている
19 58 53 51 181

評価はできているが、改善が不十
分 15 20 50 51 136

評価も改善も不十分
6 10 11 15 42

評価も改善もできていない
0 5 7 4 16

1-4. 過去3年間で実施された自己点検・評価において、改善・是正項目はありましたか

(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

毎年複数項目の改善・是正項目あ
り

15 15 31 32 93

毎年1項目以上の改善・是正項目
あり

14 27 37 34 112

いくつかの改善・是正項目があった
9 42 49 45 145

改善・是正項目なし
2 9 4 10 25

19

58

53

51

181

15

20

50

51

136

6

10

11

15

42

0

5

7

4

16

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

評価・改善ともにできている 評価はできているが、改善が不十分

評価も改善も不十分 評価も改善もできていない

15

15

31

32

93

14

27

37

34

112

9

42

49

45

145

2

9

4

10

25

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

毎年複数項目の改善・是正項目あり 毎年1項目以上の改善・是正項目あり

いくつかの改善・是正項目があった 改善・是正項目なし
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(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

フォローアップの仕組みが文書化さ
れ、実施記録もある

9 25 32 22 88

対処の成果を確認した記録はある
15 30 46 46 137

文書化されていないが、仕組みは
ある

16 33 40 46 135

仕組みもないし、確認していない
0 5 3 7 15

1-6. 改善・是正項目に対する対処の成果について、HP等で公開していますか

(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

すべて公開している
16 35 52 51 154

主な成果についてのみ公開してい
る 16 33 32 38 119

問合せがあれば回答している（閲覧
可能としている） 6 13 26 22 67

非公開
2 12 11 10 35

1-5. 改善・是正項目に対する対処の成果について確認（フォローアップ）していますか

9

25

32

22

88

15

30

46

46

137

16

33

40

46

135

0

5

3

7

15

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

フォローアップの仕組みが文書化され、実施記録もある

対処の成果を確認した記録はある

文書化されていないが、仕組みはある

仕組みもないし、確認していない

16

35

52

51

154

16

33

32

38

119

6

13

26

22

67

2

12

11

10

35

0% 20% 40% 60% 80% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

すべて公開している
主な成果についてのみ公開している
問合せがあれば回答している（閲覧可能としている）
非公開
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2-1. 自己点検・評価の実施責任者はどなたがされていますか
(N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
理事長 4 6 5 7 22

校長 21 51 65 68 205

副校長・教頭 8 16 27 25 76

教務部長 7 15 16 19 57

教務主任 0 4 5 2 11

その他 0 1 3 0 4

2-2. 自己点検・評価は、どのような構成員が関わって行われていますか
(N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

全ての教職員 6 26 39 60 131

一部の教職員 30 60 72 56 218

実施責任者のみ 4 7 10 5 26

4

6

5

7

22

21

51

65

68

205

8

16

27

25

76

7

15

16

19

57

0

4

5

2

11

0

1

3

0

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

理事長 校長 副校長・教頭 教務部長 教務主任 その他

6

26

39

60

131

30

60

72

56

218

4

7

10

5

26

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

全ての教職員 一部の教職員 実施責任者のみ
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2-3. 自己点検・評価は、どのような手順で実施されていますか
(N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
教職員全員で評価を行なう

4 24 34 58 120

不特定の教職員が評価を行なう
1 8 15 11 35

自己点検・評価委員が評価を行な
う 26 48 54 41 169

責任者が評価を行なう
6 11 17 11 45

その他
3 2 1 0 6

2-4. 学校関係者評価の実施状況について教えてください

(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

年３回以上実施
0 3 3 2 8

年２回実施
10 25 39 42 116

年１回実施
30 65 78 77 250

実施していない
0 0 1 0 1

4

24

34

58

120

1

8

15

11

35

26

48

54

41

169

6

11

17

11

45

3

2

1

0

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

教職員全員で評価を行なう 不特定の教職員が評価を行なう

自己点検・評価委員が評価を行なう 責任者が評価を行なう

その他

0

3

3

2

8

10

25

39

42

116

30

65

78

77

250

0

0

1

0

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

年３回以上実施 年２回実施 年１回実施 実施していない
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2-5. 過去3年間で実施された学校関係者評価において、改善・是正項目はありましたか

(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

毎年複数項目の改善・是正項目あ
り 13 18 22 31 84

毎年1項目以上の改善・是正項目
あり 12 29 40 30 111

いくつかの改善・是正項目があった
13 37 52 52 154

改善・是正項目なし
2 9 7 8 26

(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

フォローアップの仕組みが文書化さ
れ、実施記録もある 10 28 30 31 99

対処の成果を確認した記録はある
15 32 48 42 137

文書化されていないが、仕組みは
ある 14 29 42 42 127

仕組みもないし、確認していない
1 4 1 6 12

2-6. 学校関係者評価の改善・是正項目に対する対処の成果について確認（フォローアップ）してい
ますか

13

18

22

31

84

12

29

40

30

111

13

37

52

52

154

2

9

7

8

26

0% 20% 40% 60% 80% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

毎年複数項目の改善・是正項目あり 毎年1項目以上の改善・是正項目あり

いくつかの改善・是正項目があった 改善・是正項目なし

10

28

30

31

99

15

32

48

42

137

14

29

42

42

127

1

4

1

6

12

0% 20% 40% 60% 80% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

フォローアップの仕組みが文書化され、実施記録もある

対処の成果を確認した記録はある

文書化されていないが、仕組みはある

仕組みもないし、確認していない
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(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

すべて公開している
19 45 60 59 183

主な成果についてのみ公開してい
る 16 29 35 33 113

問合せがあれば回答している（閲覧
可能としている） 4 10 18 18 50

非公開
1 9 8 11 29

2-8. 第三者評価の実施状況について教えてください

(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

現在も実施している（第三者評価を
受けている） 11 22 28 28 89

過去に実施した経験はある
3 11 13 8 35

実施したことはないが、実施する予
定はある 6 8 14 11 39

実施したことはなく、予定も無い
19 51 61 71 202

その他
1 1 5 3 10

2-7. 学校関係者評価の改善・是正項目に対する対処の成果について、HP等で公開していますか

19

45

60

59

183

16

29

35

33

113

4

10

18

18

50

1

9

8

11

29

0% 20% 40% 60% 80% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

すべて公開している

主な成果についてのみ公開している

問合せがあれば回答している（閲覧可能としている）

非公開

11

22

28

28

89

3

11

13

8

35

6

8

14

11

39

19

51

61

71

202

1

1

5

3

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

現在も実施している（第三者評価を受けている）
過去に実施した経験はある
実施したことはないが、実施する予定はある
実施したことはなく、予定も無い
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3-1. 「内部質保証人材」という用語を知っていましたか
(N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
よく知っている（内部質保証人材養
成研修等を受講した） 3 7 9 7 26

知っている 13 22 30 28 93

聞いたことはある 13 33 44 32 122
知らなかった

11 31 38 54 134

3-2. 学園内に、「内部質保証人材」またはそれと同等の人材はいますか
(N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
内部質保証人材が複数いる

4 7 19 10 40

内部質保証人材がいる
5 6 6 13 30

同等の人材はいる 21 37 54 54 166

そういった人材はいない
10 43 42 44 139

3

7

9

7

26

13

22

30

28

93

13

33

44

32

122

11

31

38

54

134

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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300～599名

150～299名

150名未満

全体

よく知っている（内部質保証人材養成研修等を受講した）

知っている

聞いたことはある

知らなかった

4

7

19

10

40

5

6

6

13

30

21

37

54

54

166

10

43

42

44

139

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

内部質保証人材が複数いる 内部質保証人材がいる 同等の人材はいる そういった人材はいない
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(N=239)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

各学科・コースに配置
1 7 15 8 31

学校毎に1名以上配置
20 27 38 34 119

法人全体で複数名配置
7 14 18 24 63

法人全体で1名配置
2 4 8 12 26

3-4. 「内部質保証人材」の必要性についてお聞かせください
(N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
大いに必要

5 8 15 12 40

必要性を感じる
25 55 68 72 220

あまり必要性を感じない 3 9 12 9 33

必要ない
0 1 1 1 3

よくわからない 7 20 25 27 79

3-3. 「内部質保証人材」の現状の配置について、最も当てはまるものをお選びください。（3-2.で「い
ない」と回答した方は空欄のまま次へ進んでください。）

1

7

15

8

31

20

27

38

34

119

7

14

18

24

63

2

4

8

12

26

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

各学科・コースに配置 学校毎に1名以上配置 法人全体で複数名配置 法人全体で1名配置

5

8

15

12

40

25

55

68

72

220

3

9

12

9

33

0

1

1

1

3

7

20

25

27

79

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

大いに必要 必要性を感じる あまり必要性を感じない 必要ない よくわからない
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3-5. 「内部質保証人材」の育成(増員）についてお聞かせください
(N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
複数人増員したい

0 2 5 2 9

できれば増員したい
8 27 34 32 101

必要性を検討 24 55 65 59 203

増員しない
8 9 17 28 62

(N=305)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

外部での研修に複数名参加させる
（または外部から講師を招聘） 1 13 17 15 46

外部での研修に参加させる
6 11 26 18 61

外部での研修に参加させ、内部で
共有することで育成する 25 43 51 59 178

外部研修には参加せず、内部で育
成する 3 8 4 5 20

3-6. 「内部質保証人材」の育成について、貴学園の考え方に最も近いものをお選びください。（3-4.
で「必要ない」または「よくわからない」と回答した方は空欄のまま次へ進んでください。）

0

2

5

2

9

8

27

34

32

101

24

55

65

59

203

8

9

17

28

62

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

複数人増員したい できれば増員したい 必要性を検討 増員しない

1

13

17

15

46

6

11

26

18

61

25

43

51

59

178

3

8

4

5

20

0% 20% 40% 60% 80% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

外部での研修に複数名参加させる（または外部から講師を招聘）

外部での研修に参加させる

外部での研修に参加させ、内部で共有することで育成する

外部研修には参加せず、内部で育成する
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4-1. グランドデザイン／ビジョン（全体基本構想）を作成していますか
(N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
作成している

31 61 77 81 250

作成していない
9 32 44 40 125

4-2. グランドデザイン／ビジョンの作成の仕方についてお聞かせください

(N=375)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

理事会を中心に作成 10 20 27 28 85
理事長を中心に作成 9 27 26 37 99
検討委員会で作成 19 28 43 38 128

学校運営責任者が中心 0 2 2 5 14
作成していない 0 11 5 5 21
その他 2 5 13 8 28

31

61

77

81

250

9

32

44

40

125

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

作成している 作成していない

10

20

27

28

85

9

27

26

37

99

19

28

43

38

128

0

2

2

5

14

0

11

5

5

21

2

5

13

8

28

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

理事会を中心に作成 理事長を中心に作成 検討委員会で作成

学校運営責任者が中心 作成していない その他
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4-3. 中期計画を策定していますか
(N=375)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
策定している

29 59 74 68 230

策定していない
11 34 47 53 145

73% 63% 61% 56% 61%

5-1. これまでに中期計画を何回策定していますか
(N=230)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

3回目以上 20 38 50 40 148

2回目 6 13 19 13 51

今回が初めて
3 8 5 15 31

29

59

74

68

230

11

34

47

53

145

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

策定している 策定していない

20

38

50

40

148

6

13

19

13

51

3

8

5

15

31

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

3回目以上 2回目 今回が初めて
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5-2. 中期計画の作成主体はどこですか
(N=230)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
学校法人

9 24 27 23 83

各学校
8 12 30 19 69

学校法人と学校の共同
12 22 17 23 74

その他
0 1 0 3 4

5-3. 中期計画の策定プロセスについて、下記の中から最も近い進め方をお選びください
(N=230)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
代表者等が大きな方向性を示し、
各部署が具体案を作成 21 37 51 32 141

各部署横断の全学的な委員会で作
成 4 9 6 7 26

トップダウンで作成し、意見を聞き
修正 4 6 5 9 24

学校・学科等で作成したものをまと
めて全体計画に反映 0 7 12 20 39

9

24

27

23

83

8

12

30

19

69

12

22

17

23

74

0

1

0

3

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

学校法人 各学校 学校法人と学校の共同 その他

21

37

51

32

141

4

9

6

7

26

4

6

5

9

24

0

7

12

20

39

0% 20% 40% 60% 80% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

代表者等が大きな方向性を示し、各部署が具体案を作成

各部署横断の全学的な委員会で作成

トップダウンで作成し、意見を聞き修正

学校・学科等で作成したものをまとめて全体計画に反映
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【6 】「中期計画の検証及び情報共有」について

6-1. 中期計画は立てたが、達成度評価が難しい (N=230)
600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体

とても当てはまる
3 6 7 7 23

やや当てはまる
15 26 46 48 135

あまり当てはまらない
9 19 16 10 54

当てはまらない
2 8 5 3 18

6-2. 全学での数値目標の設定を行いましたか (N=230)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
ほぼ全て設定

10 20 19 12 61

数多く設定
7 7 24 13 51

ある程度設定
10 29 26 36 101

特に設定していない
2 3 5 7 17

3

6

7

7

23

15

26

46

48

135

9

19

16

10

54

2

8

5

3

18

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

とても当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない

10

20

19

12

61

7

7

24

13

51

10

29

26

36

101

2

3

5

7

17

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

ほぼ全て設定 数多く設定 ある程度設定 特に設定していない
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6-3. 教職員に対して中期計画を公表・説明していますか (N=230)

600名以上 300～599名 150～299名 150名未満 全体
十分に説明

13 25 29 20 87

ある程度説明
14 31 37 41 123

あまり説明せず
1 2 7 7 17

公表していない
1 1 1 0 3

13

25

29

20

87

14

31

37

41

123

1

2

7

7

17

1

1

1

0

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

600名以上

300～599名

150～299名

150名未満

全体

十分に説明 ある程度説明 あまり説明せず 公表していない
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Ⅲ．地域別での集計結果

1-1. 職業教育マネジメントの仕組みができていますか

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国

規程またはマニュアルなど文書化
されている 18 15 22 16 56 14 12 153
規程またはマニュアルは無いが、
組織図と会議体一覧はある 22 8 14 14 30 11 8 107
上記の規程等の文書は無いが、
PDCAを回す仕組みはある 12 8 10 10 27 5 12 84

マネジメントの仕組みはない 5 2 2 2 17 1 2 31

18

15

22

16

56

14

12

153

22

8

14

14

30

11

8

107

12

8

10

10

27

5

12

84

5

2

2

2

17

1

2

31

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州・沖縄

中国・四国

近畿

東海北陸

関東信越

東北

北海道

全国

1-1. 職業教育マネジメントの仕組みができているか N=375

規程またはマニュアルなど文書化されている

規程またはマニュアルは無いが、組織図と会議体一覧はある

上記の規程等の文書は無いが、PDCAを回す仕組みはある

マネジメントの仕組みはない
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1-3. 職業教育マネジメントにおいて、C（評価）とA（改善）を実施できていますか

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国
評価・改善ともにできている

29 16 23 21 64 12 16 181
評価はできているが、改善が不十
分

20 12 21 15 40 13 15 136
評価も改善も不十分

6 4 3 4 19 4 2 42
評価も改善もできていない

2 1 1 2 7 2 1 16

29

16

23

21

64

12

16

181

20

12

21

15

40

13

15

136

6

4

3

4

19

4

2

42

2

1

1

2

7

2

1

16

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州・沖縄

中国・四国

近畿

東海北陸

関東信越

東北

北海道

全国

1-3. 職業教育マネジメントにおいて、C（評価）と

A（改善）を実施できているか N=375

評価・改善ともにできている 評価はできているが、改善が不十分

評価も改善も不十分 評価も改善もできていない
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2-8. 第三者評価の実施状況について教えてください

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国
現在も実施している（第三者評価を
受けている） 12 11 13 7 26 12 8 89
過去に実施した経験はある

6 4 2 4 17 0 2 35
実施したことはないが、実施する予
定はある 4 5 10 2 13 2 3 39
実施したことはなく、予定も無い

35 12 22 29 72 17 15 202
その他

0 1 1 0 2 0 6 10

12

11

13

7

26

12

8

89

6

4

2

4

17

0

2

35

4

5

10

2

13

2

3

39

35

12

22

29

72

17

15

202

0

1

1

0

2

0

6

10

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州・沖縄

中国・四国

近畿

東海北陸

関東信越

東北

北海道

全国

2-8. 第三者評価の実施状況について N=375

現在も実施している（第三者評価を受けている） 過去に実施した経験はある

実施したことはないが、実施する予定はある 実施したことはなく、予定も無い

その他
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3-2. 学園内に、「内部質保証人材」またはそれと同等の人材はいますか

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国
内部質保証人材が複数いる

1 5 4 5 14 2 9 40
内部質保証人材がいる

6 2 8 3 7 2 2 30
同等の人材はいる

31 17 24 18 53 14 9 166
そういった人材はいない

19 9 12 16 56 13 14 139

1

5

4

5

14

2

9

40

6

2

8

3

7

2

2

30

31

17

24

18

53

14

9

166

19

9

12

16

56

13

14

139

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州・沖縄

中国・四国

近畿

東海北陸

関東信越

東北

北海道

全国

3-2. 「内部質保証人材」または「それと同等の人材」 N=375

内部質保証人材が複数いる 内部質保証人材がいる 同等の人材はいる そういった人材はいない
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3-3. 「内部質保証人材」の現状の配置について、最も当てはまるものをお選びください。

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国
各学科・コースに配置

3 1 2 3 15 6 1 31
学校毎に1名以上配置

20 12 15 13 32 11 16 119
法人全体で複数名配置

10 6 15 7 20 2 0 63
法人全体で1名配置

4 4 3 5 10 0 0 26

3

1

2

3

15

6

1

31

20

12

15

13

32

11

16

119

10

6

15

7

20

2

0

63

4

4

3

5

10

0

0

26

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州・沖縄

中国・四国

近畿

東海北陸

関東信越

東北

北海道

全国

3-3. 「内部質保証人材」の現状の配置 N=239

各学科・コースに配置 学校毎に1名以上配置 法人全体で複数名配置 法人全体で1名配置
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3-4. 「内部質保証人材」の必要性についてお聞かせください

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国
大いに必要

5 2 5 5 11 1 11 40
必要性を感じる

35 26 29 23 77 19 11 220
あまり必要性を感じない

4 2 8 3 12 3 1 33
必要ない

0 0 0 0 2 1 0 3
よくわからない

13 3 6 11 28 7 11 79

5

2

5

5

11

1

11

40

35

26

29

23

77

19

11

220

4

2

8

3

12

3

1

33

0

0

0

0

2

1

0

3

13

3

6

11

28

7
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79

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州・沖縄

中国・四国

近畿

東海北陸

関東信越

東北

北海道

全国

3-4. 「内部質保証人材」の必要性について N=375

大いに必要 必要性を感じる あまり必要性を感じない 必要ない よくわからない
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3-5. 「内部質保証人材」の育成(増員）についてお聞かせください

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国
複数人増員したい

1 1 4 0 3 0 0 9
できれば増員したい

15 10 4 12 42 10 8 101
必要性を検討

26 22 31 22 69 12 21 203
増員しない

15 0 9 8 16 9 5 62
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0

0
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10

8
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22
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15

0

9

8

16

9

5

62
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九州・沖縄

中国・四国

近畿

東海北陸

関東信越

東北

北海道

全国

3-5. 「内部質保証人材」の育成(増員）について N=375

複数人増員したい できれば増員したい 必要性を検討 増員しない
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3-6. 「内部質保証人材」の育成について、貴学園の考え方に最も近いものをお選びください。

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国
外部での研修に複数名参加させる
（または外部から講師を招聘） 3 3 8 4 19 2 7 46
外部での研修に参加させる

7 5 6 7 21 3 12 61
外部での研修に参加させ、内部で
共有することで育成する 29 19 26 20 61 17 6 178
外部研修には参加せず、内部で育
成する 5 3 2 2 7 1 0 20
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2

7
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7

5

6
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12
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29

19

26

20
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関東信越

東北

北海道

全国

3-6. 「内部質保証人材」の育成について、

貴学園の考え方 N=305

外部での研修に複数名参加させる（または外部から講師を招聘）

外部での研修に参加させる

外部での研修に参加させ、内部で共有することで育成する

外部研修には参加せず、内部で育成する
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5-1. これまでに中期計画を何回策定していますか

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国

3回目以上

15 15 27 22 50 7 12 148
2回目

3 4 6 5 19 4 10 51
今回が初めて

4 4 2 5 7 4 5 31

15

15

27

22

50

7

12

148

3

4

6

5

19

4

10

51

4

4

2

5

7

4

5

31

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州・沖縄

中国・四国

近畿

東海北陸

関東信越

東北

北海道

全国

5-1. 中期計画の策定回数 N=230

3回目以上 2回目 今回が初めて
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6-2. 全学での数値目標の設定を行いましたか

九州・沖縄 中国・四国 近畿 東海北陸 関東信越 東北 北海道 全国
ほぼ全て設定

6 5 15 8 18 0 9 61
数多く設定

5 10 9 7 17 3 0 51
ある程度設定

9 7 11 13 34 10 17 101
特に設定していない

2 1 0 4 7 2 1 17

6

5

15

8

18

0

9

61

5

10

9

7

17

3

0

51

9

7

11

13

34

10

17

101

2

1

0

4

7

2

1

17

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州・沖縄

中国・四国

近畿

東海北陸

関東信越

東北

北海道

全国

6-2. 全学での数値目標の設定 N = 230

ほぼ全て設定 数多く設定 ある程度設定 特に設定していない
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Ⅳ．評価達成度別での集計結果

2-5. 過去3年間で実施された学校関係者評価において、改善・是正項目はありましたか (N=375)

評価も改善もできて
いない

評価も改善も不十
分

評価はできている
が、改善が不十分

評価・改善ともにで
きている

全体

毎年複数項目の改善・是正項目
あり 1 6 40 37 84

毎年1項目以上の改善・是正項
目あり 4 17 37 53 111

いくつかの改善・是正項目があっ
た 9 16 54 75 154

改善・是正項目なし
2 3 5 16 26

3-2. 学園内に、「内部質保証人材」またはそれと同等の人材はいますか (N=375)

評価も改善もできて
いない

評価も改善も不十
分

評価はできている
が、改善が不十分

評価・改善ともにで
きている

全体

内部質保証人材が複数いる
1 1 19 19 40

内部質保証人材がいる
0 3 9 18 30

同等の人材はいる
3 13 64 86 166

そういった人材はいない
12 25 44 58 139

1

1

19

19

40

0

3

9

18

30

3

13

64

86

166

12

25

44

58

139

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

評価も改善もできていない

評価も改善も不十分

評価はできているが、改善が不十分

評価・改善ともにできている

全体

内部質保証人材が複数いる 内部質保証人材がいる 同等の人材はいる そういった人材はいない

1

6

40

37

84

4

17

37

53

111

9

16

54

75

154

2

3

5

16

26

0% 20% 40% 60% 80% 100%

評価も改善もできていない

評価も改善も不十分

評価はできているが、改善が不十分

評価・改善ともにできている

全体

毎年複数項目の改善・是正項目あり 毎年1項目以上の改善・是正項目あり

いくつかの改善・是正項目があった 改善・是正項目なし
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3-4. 「内部質保証人材」の必要性についてお聞かせください

(N=375)

評価も改善もできて
いない

評価も改善も不十
分

評価はできている
が、改善が不十分

評価・改善ともにで
きている

全体

大いに必要
2 1 18 19 40

必要性を感じる
4 31 79 106 220

あまり必要性を感じない
2 4 13 14 33

必要ない
2 0 1 0 3

よくわからない
6 6 25 42 79

4-3. 中期計画を策定していますか

(N=375)

評価も改善もできて
いない

評価も改善も不十
分

評価はできている
が、改善が不十分

評価・改善ともにで
きている

全体

策定している
5 15 89 121 230

策定していない
11 27 47 60 145

2

1

18

19

40

4

31

79

106

220

2

4

13

14

33

2

0

1

0

3

6

6

25

42

79

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

評価も改善もできていない

評価も改善も不十分

評価はできているが、改善が不十分

評価・改善ともにできている

全体

大いに必要 必要性を感じる あまり必要性を感じない 必要ない よくわからない

5

15

89

121

230

11

27

47

60

145

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

評価も改善もできていない

評価も改善も不十分

評価はできているが、改善が不十分

評価・改善ともにできている

全体

策定している 策定していない
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5-1. これまでに中期計画を何回策定していますか

(N=230)

評価も改善もできて
いない

評価も改善も不十
分

評価はできている
が、改善が不十分

評価・改善ともにで
きている

全体

3回目以上
5 9 52 82 148

2回目
0 4 24 23 51

今回が初めて
0 2 13 16 31

5-2. 中期計画の作成主体はどこですか

(N=230)

評価も改善もできて
いない

評価も改善も不十
分

評価はできている
が、改善が不十分

評価・改善ともにで
きている

全体

学校法人
3 3 42 35 83

各学校
1 6 25 37 69

学校法人と学校の共同
1 6 21 46 74

その他
0 0 1 3 4

5

9

52

82

148

0

4

24

23

51

0

2

13

16

31

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

評価も改善もできていない

評価も改善も不十分

評価はできているが、改善が不十分

評価・改善ともにできている

全体

3回目以上 2回目 今回が初めて

3

3

42

35

83

1

6

25

37

69

1

6

21

46

74

0

0

1

3

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

評価も改善もできていない

評価も改善も不十分

評価はできているが、改善が不十分

評価・改善ともにできている

全体

学校法人 各学校 学校法人と学校の共同 その他
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5-3. 中期計画の策定プロセスについて、下記の中から最も近い進め方をお選びください

(N=230)

評価も改善もできて
いない

評価も改善も不十
分

評価はできている
が、改善が不十分

評価・改善ともにで
きている

全体

代表者等が大きな方向性を示
し、各部署が具体案を作成 4 6 61 70 141

各部署横断の全学的な委員会で
作成 0 3 7 16 26

トップダウンで作成し、意見を聞
き修正 0 2 11 11 24

学校・学科等で作成したものをま
とめて全体計画に反映 1 4 10 24 39

4

6

61

70

141

0

3

7

16

26

0

2

11

11

24

1

4

10

24

39

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

評価も改善もできていない

評価も改善も不十分

評価はできているが、改善が不十分

評価・改善ともにできている

全体

代表者等が大きな方向性を示し、各部署が具体案を作成

各部署横断の全学的な委員会で作成

トップダウンで作成し、意見を聞き修正

学校・学科等で作成したものをまとめて全体計画に反映
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Ⅴ．学校関係者評価年間実施回数別での集計結果

1-1. 職業教育マネジメントの仕組みができていますか (N=375)

３回以上 ２回 １回 全体
規程またはマニュアルなど文書化されて
いる 4 61 88 153

規程またはマニュアルは無いが、組織
図と会議体一覧はある 3 33 71 107

上記の規程等の文書は無いが、
PDCAを回す仕組みはある 1 14 69 84

マネジメントの仕組みはない
0 8 23 31

1-2. 職業教育マネジメントの責任者は定められていますか (N=375)

３回以上 ２回 １回 全体
任命されている（規程等で文書に明記さ
れている） 5 57 93 155

定められてはいるが任命されていない
2 32 99 133

定められていない
1 27 59 87

4

61

88

153

3

33

71

107

1

14

69

84

0

8

23

31

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

規程またはマニュアルなど文書化されている

規程またはマニュアルは無いが、組織図と会議体一覧はある

上記の規程等の文書は無いが、PDCAを回す仕組みはある

マネジメントの仕組みはない

5

57

93

155

2

32

99

133

1

27

59

87

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

任命されている（規程等で文書に明記されている）

定められてはいるが任命されていない

定められていない
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1-3. 職業教育マネジメントにおいて、C（評価）とA（改善）を実施できていますか
(N=375)

３回以上 ２回 １回 全体
評価・改善ともにできている

70 72 39 181

評価はできているが、改善が不十分
114 21 1 136

評価も改善も不十分
42 0 0 42

評価も改善もできていない
16 0 0 16

1-4. 過去3年間で実施された自己点検・評価において、改善・是正項目はありましたか
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
毎年複数項目の改善・是正項目あり

33 17 10 87

毎年1項目以上の改善・是正項目あり
37 25 11 109

いくつかの改善・是正項目があった
46 40 16 139

改善・是正項目なし
5 11 3 24

70

72

39

181

114

21

1

136

42

0

0

42

16

0

0

16

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

評価・改善ともにできている 評価はできているが、改善が不十分

評価も改善も不十分 評価も改善もできていない

33

17

10

87

37

25

11

109

46

40

16

139

5

11

3

24

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

毎年複数項目の改善・是正項目あり 毎年1項目以上の改善・是正項目あり

いくつかの改善・是正項目があった 改善・是正項目なし
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1-5. 改善・是正項目に対する対処の成果について確認（フォローアップ）していますか
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
フォローアップの仕組みが文書化され、
実施記録もある 16 33 15 88

対処の成果を確認した記録はある
41 29 15 129

文書化されていないが、仕組みはある
54 31 9 129

仕組みもないし、確認していない
10 0 1 13

1-6. 改善・是正項目に対する対処の成果について、HP等で公開していますか
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
すべて公開している

42 45 25 151

主な成果についてのみ公開している
33 30 10 113

問合せがあれば回答している（閲覧可能
としている） 28 15 2 65

非公開
18 3 3 30

16

33

15

88

41

29

15

129

54

31

9

129

10

0

1

13

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

フォローアップの仕組みが文書化され、実施記録もある

対処の成果を確認した記録はある

文書化されていないが、仕組みはある

仕組みもないし、確認していない

42

45

25

151

33

30

10

113

28

15

2

65

18

3

3

30

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

すべて公開している

主な成果についてのみ公開している

問合せがあれば回答している（閲覧可能としている）

非公開
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2-1. 自己点検・評価の実施責任者はどなたがされていますか
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
理事長 14 4 4 22
校長 122 49 21 192
副校長・教頭 49 17 9 75
教務部長 35 18 4 57
教務主任 4 3 2 9
その他 2 2 0 4

2-2. 自己点検・評価は、どのような構成員が関わって行われていますか
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
全ての教職員

84 27 14 125

一部の教職員
122 62 25 209

実施責任者のみ
20 4 1 25

14

4

4

22

122

49

21

192

49

17

9

75

35

18

4

57

4

3

2

9

2

2

0

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

理事長 校長 副校長・教頭 教務部長 教務主任 その他

84

27

14

125

122

62

25

209

20

4

1

25

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

全ての教職員 一部の教職員 実施責任者のみ
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2-3. 自己点検・評価は、どのような手順で実施されていますか
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
教職員全員で評価を行なう 77 25 12 114

不特定の教職員が評価を行なう 19 11 2 32

自己点検・評価委員が評価を行なう 93 48 22 163

責任者が評価を行なう 32 8 4 44

その他 5 1 0 6

2-5. 過去3年間で実施された学校関係者評価において、改善・是正項目はありましたか
(N=374)

３回以上 ２回 １回 全体
毎年複数項目の改善・是正項目あり 4 30 50 84

毎年1項目以上の改善・是正項目あり 1 40 70 111

いくつかの改善・是正項目があった 3 43 107 153

改善・是正項目なし 0 3 23 26

77

25

12

114

19

11

2

32

93

48

22

163

32

8

4

44

5

1

0

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

教職員全員で評価を行なう 不特定の教職員が評価を行なう

自己点検・評価委員が評価を行なう 責任者が評価を行なう

その他

4

30

50

84

1

40

70

111

3

43

107

153

0

3

23

26

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

毎年複数項目の改善・是正項目あり 毎年1項目以上の改善・是正項目あり

いくつかの改善・是正項目があった 改善・是正項目なし
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(N=359)
３回以上 ２回 １回 全体

フォローアップの仕組みが文書化され、
実施記録もある 57 26 15 98

対処の成果を確認した記録はある
82 34 12 128

文書化されていないが、仕組みはある
79 33 12 124

仕組みもないし、確認していない
8 0 1 9

(N=359)
３回以上 ２回 １回 全体

すべて公開している
101 52 25 178

主な成果についてのみ公開している
69 26 10 105

問合せがあれば回答している（閲覧可能
としている） 35 12 3 50

非公開
21 3 2 26

2-7. 学校関係者評価の改善・是正項目に対する対処の成果について、HP等で公開していますか

2-6. 学校関係者評価の改善・是正項目に対する対処の成果について確認（フォローアップ）して
いますか

57

26

15

98

82

34

12

128

79

33

12

124

8

0

1

9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３回以上

２回

１回

全体

フォローアップの仕組みが文書化され、実施記録もある

対処の成果を確認した記録はある

文書化されていないが、仕組みはある

仕組みもないし、確認していない

101

52

25

178

69

26

10

105

35

12

3

50

21

3

2

26

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３回以上

２回

１回

全体

すべて公開している

主な成果についてのみ公開している

問合せがあれば回答している（閲覧可能としている）

非公開
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2-8. 第三者評価の実施状況について教えてください
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
現在も実施している（第三者評価を受け
ている） 51 26 8 85

過去に実施した経験はある
22 5 5 32

実施したことはないが、実施する予定は
ある 22 11 4 37

実施したことはなく、予定も無い
123 49 23 195

その他 8 2 0 10

3-1. 「内部質保証人材」という用語を知っていましたか
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
よく知っている（内部質保証人材養成研
修等を受講した） 17 5 3 25

知っている
62 20 9 91

聞いたことはある
78 27 14 119

知らなかった
69 41 14 124
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26

8

85

22

5

5

32

22

11

4

37

123

49

23

195

8

2

0

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３回以上

２回

１回

全体

現在も実施している（第三者評価を受けている）

過去に実施した経験はある

実施したことはないが、実施する予定はある

実施したことはなく、予定も無い

その他

17
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25
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20
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91

78

27

14

119

69

41

14

124

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３回以上

２回

１回

全体

よく知っている（内部質保証人材養成研修等を受講した）

知っている

聞いたことはある

知らなかった
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3-2. 学園内に、「内部質保証人材」またはそれと同等の人材はいますか
(N=375)

３回以上 ２回 １回 全体
内部質保証人材が複数いる

3 12 25 40

内部質保証人材がいる
7 10 13 30

同等の人材はいる
24 51 91 166

そういった人材はいない
24 63 52 139

(N=239)
３回以上 ２回 １回 全体

各学科・コースに配置
23 6 2 31

学校毎に1名以上配置
65 40 14 119

法人全体で複数名配置
40 12 11 63

法人全体で1名配置
16 6 4 26

3-3. 「内部質保証人材」の現状の配置について、最も当てはまるものをお選びください。
（3-2.で「いない」と回答した方は空欄のまま次へ進んでください。）
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法人全体で複数名配置 法人全体で1名配置
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3-4. 「内部質保証人材」の必要性についてお聞かせください
(N=375)

３回以上 ２回 １回 全体
大いに必要 2 13 25 40

必要性を感じる 38 80 102 220

あまり必要性を感じない 8 11 14 33

必要ない 0 2 1 3

よくわからない 10 30 39 79

3-5. 「内部質保証人材」の育成(増員）についてお聞かせください
(N=375)

３回以上 ２回 １回 全体
複数人増員したい

6 2 1 9

できれば増員したい
60 29 12 101

必要性を検討
132 50 21 203

増員しない
44 12 6 62
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(N=296)
３回以上 ２回 １回 全体

外部での研修に複数名参加させる（また
は外部から講師を招聘） 22 20 3 45

外部での研修に参加させる
41 14 5 60

外部での研修に参加させ、内部で共有
することで育成する 114 39 18 171

外部研修には参加せず、内部で育成す
る 11 3 6 20

4-1. グランドデザイン／ビジョン（全体基本構想）を作成していますか
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
作成している

140 70 32 242

作成していない
86 23 8 117

3-6. 「内部質保証人材」の育成について、貴学園の考え方に最も近いものをお選びください。（3-
4.で「必要ない」または「よくわからない」と回答した方は空欄のまま次へ進んでください。）
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4-2. グランドデザイン／ビジョンの作成の仕方についてお聞かせください
(N=359)

３回以上 ２回 １回 全体
理事会を中心に作成

51 23 10 84

理事長を中心に作成
62 22 8 92

検討委員会で作成
75 35 15 125

学校運営責任者が中心 7 6 0 13

作成していない
10 4 4 18

その他
21 3 3 27

4-3. 中期計画を策定していますか
(N=375)

３回以上 ２回 １回 全体
策定している

35 73 122 230

策定していない
23 63 59 145
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5-1. これまでに中期計画を何回策定していますか
(N=230)

３回以上 ２回 １回 全体

3回目以上
23 44 81 148

2回目
7 21 23 51

今回が初めて
5 8 18 31

5-2. 中期計画の作成主体はどこですか
(N=230)

３回以上 ２回 １回 全体
学校法人

9 34 40 83

各学校
10 18 41 69

学校法人と学校の共同
15 21 38 74

その他
1 0 3 4
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5-3. 中期計画の策定プロセスについて、下記の中から最も近い進め方をお選びください
(N=230)

３回以上 ２回 １回 全体
代表者等が大きな方向性を示し、各部
署が具体案を作成 25 36 80 141

各部署横断の全学的な委員会で作成
1 13 12 26

トップダウンで作成し、意見を聞き修正
5 8 11 24

学校・学科等で作成したものをまとめて
全体計画に反映 4 16 19 39

【6 】「中期計画の検証及び情報共有」について

6-1. 中期計画は立てたが、達成度評価が難しい (N=222)
３回以上 ２回 １回 全体

とても当てはまる
16 3 3 22

やや当てはまる
84 33 14 131

あまり当てはまらない
31 13 8 52

当てはまらない
5 9 3 17
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トップダウンで作成し、意見を聞き修正

学校・学科等で作成したものをまとめて全体計画に反映
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6-2. 全学での数値目標の設定を行いましたか
(N=222)

３回以上 ２回 １回 全体
ほぼ全て設定

27 20 11 58

数多く設定
28 14 8 50

ある程度設定
70 19 8 97

特に設定していない
11 5 1 17

6-3. 教職員に対して中期計画を公表・説明していますか
(N=222)

３回以上 ２回 １回 全体
十分に説明

48 21 15 84

ある程度説明
77 33 8 118

あまり説明せず
10 4 3 17

公表していない
1 0 2 3
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Ⅵ．中期計画作成回数別での集計結果

1-1. 職業教育マネジメントの仕組みができていますか (N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
規程またはマニュアルなど文書化されて
いる 79 20 9 108

規程またはマニュアルは無いが、組織
図と会議体一覧はある 43 9 16 68

上記の規程等の文書は無いが、
PDCAを回す仕組みはある 19 20 6 45

マネジメントの仕組みはない
7 2 0 9

1-2. 職業教育マネジメントの責任者は定められていますか (N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
任命されている（規程等で文書に明記さ
れている） 80 23 12 115

定められてはいるが任命されていない
44 21 14 79

定められていない
24 7 5 36
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1-3. 職業教育マネジメントにおいて、C（評価）とA（改善）を実施できていますか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
評価・改善ともにできている

82 23 16 121

評価はできているが、改善が不十分
52 24 13 89

評価も改善も不十分
9 4 2 15

評価も改善もできていない
5 0 0 5

1-4. 過去3年間で実施された自己点検・評価において、改善・是正項目はありましたか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
毎年複数項目の改善・是正項目あり

41 23 1 65

毎年1項目以上の改善・是正項目あり
40 13 12 65

いくつかの改善・是正項目があった
58 13 14 85

改善・是正項目なし
9 2 4 15
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157



1-5. 改善・是正項目に対する対処の成果について確認（フォローアップ）していますか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
フォローアップの仕組みが文書化され、
実施記録もある 46 23 1 70

対処の成果を確認した記録はある
53 16 10 79

文書化されていないが、仕組みはある
46 11 19 76

仕組みもないし、確認していない
3 1 1 5

1-6. 改善・是正項目に対する対処の成果について、HP等で公開していますか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
すべて公開している

63 29 17 109

主な成果についてのみ公開している
46 10 8 64

問合せがあれば回答している（閲覧可能
としている） 27 8 5 40

非公開
12 4 1 17
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2-1. 自己点検・評価の実施責任者はどなたがされていますか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
理事長 6 4 1 11
校長 81 33 17 131
副校長・教頭 35 8 7 50
教務部長 21 5 4 30
教務主任 4 1 2 7
その他 1 0 1 1

9
51
20
20
3
2
0

2-2. 自己点検・評価は、どのような構成員が関わって行われていますか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
全ての教職員

45 18 13 76

一部の教職員
94 24 17 135

実施責任者のみ
9 9 1 19
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2-3. 自己点検・評価は、どのような手順で実施されていますか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
教職員全員で評価を行なう 41 18 11 70

不特定の教職員が評価を行なう 16 2 1 19

自己点検・評価委員が評価を行なう 70 28 14 112

責任者が評価を行なう 18 1 5 24

その他 3 2 0 5

2-4. 学校関係者評価の実施状況について教えてください
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
年３回以上実施 5 1 0 6

年２回実施 45 22 9 76

年１回実施 98 28 21 147

実施していない
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2-5. 過去3年間で実施された学校関係者評価において、改善・是正項目はありましたか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
毎年複数項目の改善・是正項目あり 40 17 4 61

毎年1項目以上の改善・是正項目あり 36 12 13 61

いくつかの改善・是正項目があった 63 19 10 92

改善・是正項目なし 9 3 4 16

(N=230)
３回以上 ２回 今回が初 全体

フォローアップの仕組みが文書化され、
実施記録もある 53 23 2 78

対処の成果を確認した記録はある
51 13 11 75

文書化されていないが、仕組みはある
41 13 18 72

仕組みもないし、確認していない
3 2 0 5

2-6. 学校関係者評価の改善・是正項目に対する対処の成果について確認（フォローアッ
プ）していますか
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(N=230)
３回以上 ２回 今回が初 全体

すべて公開している
72 33 19 124

主な成果についてのみ公開している
46 10 6 62

問合せがあれば回答している（閲覧可能
としている） 18 4 5 27

非公開
12 4 1 17

2-8. 第三者評価の実施状況について教えてください
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
現在も実施している（第三者評価を受け
ている） 27 19 7 53

過去に実施した経験はある
12 6 2 20

実施したことはないが、実施する予定は
ある 23 4 3 30

実施したことはなく、予定も無い
85 15 19 119

その他 1 7 0 8

2-7. 学校関係者評価の改善・是正項目に対する対処の成果について、HP等で公開していますか
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3-1. 「内部質保証人材」という用語を知っていましたか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
よく知っている（内部質保証人材養成研
修等を受講した） 17 2 1 20

知っている
41 20 5 66

聞いたことはある
44 14 18 76

知らなかった
46 15 7 68

3-2. 学園内に、「内部質保証人材」またはそれと同等の人材はいますか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
内部質保証人材が複数いる

21 13 1 35

内部質保証人材がいる
16 3 1 20

同等の人材はいる
73 22 15 110

そういった人材はいない
38 13 14 65
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14

18

76

46

15

7
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

３回以上

２回

今回が初

全体

よく知っている（内部質保証人材養成研修等を受講した）

知っている

聞いたことはある

知らなかった
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13
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1
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73
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110

38

13

14
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

３回以上

２回

今回が初

全体

内部質保証人材が複数いる 内部質保証人材がいる

同等の人材はいる そういった人材はいない
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(N=166)
３回以上 ２回 今回が初 全体

各学科・コースに配置
13 8 2 23

学校毎に1名以上配置
54 21 10 85

法人全体で複数名配置
31 7 6 44

法人全体で1名配置
9 4 1 14

3-4. 「内部質保証人材」の必要性についてお聞かせください
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
大いに必要 11 18 3 32

必要性を感じる 96 23 20 139

あまり必要性を感じない 10 2 4 16

必要ない 1 1 0 2

よくわからない 30 7 4 41

3-3. 「内部質保証人材」の現状の配置について、最も当てはまるものをお選びください。
（3-2.で「いない」と回答した方は空欄のまま次へ進んでください。）
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各学科・コースに配置 学校毎に1名以上配置

法人全体で複数名配置 法人全体で1名配置
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３回以上

２回

今回が初

全体

大いに必要 必要性を感じる あまり必要性を感じない 必要ない よくわからない
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3-5. 「内部質保証人材」の育成(増員）についてお聞かせください
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
複数人増員したい

6 1 0 7

できれば増員したい
47 14 8 69

必要性を検討
70 32 18 120

増員しない
25 4 5 34

(N=192)
３回以上 ２回 今回が初 全体

外部での研修に複数名参加させる（また
は外部から講師を招聘） 19 6 4 29

外部での研修に参加させる
22 17 4 43

外部での研修に参加させ、内部で共有
することで育成する 69 22 17 108

外部研修には参加せず、内部で育成す
る 11 0 1 12

3-6. 「内部質保証人材」の育成について、貴学園の考え方に最も近いものをお選びください。（3-
4.で「必要ない」または「よくわからない」と回答した方は空欄のまま次へ進んでください。）
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３回以上
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今回が初

全体

外部での研修に複数名参加させる（または外部から講師を招聘）

外部での研修に参加させる

外部での研修に参加させ、内部で共有することで育成する

外部研修には参加せず、内部で育成する
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4-1. グランドデザイン／ビジョン（全体基本構想）を作成していますか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
作成している

134 46 27 207

作成していない
14 5 4 23

4-2. グランドデザイン／ビジョンの作成の仕方についてお聞かせください
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
理事会を中心に作成

40 15 7 62

理事長を中心に作成
35 17 11 63

検討委員会で作成
52 12 11 75

学校運営責任者が中心 8 1 1 10

作成していない
4 2 1 7

その他
9 4 15 13
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３回以上

２回

今回が初

全体

理事会を中心に作成 理事長を中心に作成 検討委員会で作成

学校運営責任者が中心 作成していない その他
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5-2. 中期計画の作成主体はどこですか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
学校法人

50 22 11 83

各学校
50 10 9 69

学校法人と学校の共同
46 17 11 74

その他
2 2 0 4

5-3. 中期計画の策定プロセスについて、下記の中から最も近い進め方をお選びください
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
代表者等が大きな方向性を示し、各部
署が具体案を作成 97 28 16 141

各部署横断の全学的な委員会で作成
15 6 5 26

トップダウンで作成し、意見を聞き修正
12 7 5 24

学校・学科等で作成したものをまとめて
全体計画に反映 24 10 5 39
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代表者等が大きな方向性を示し、各部署が具体案を作成

各部署横断の全学的な委員会で作成

トップダウンで作成し、意見を聞き修正

学校・学科等で作成したものをまとめて全体計画に反映
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【6 】「中期計画の検証及び情報共有」について

6-1. 中期計画は立てたが、達成度評価が難しい (N=230)
３回以上 ２回 今回が初 全体

とても当てはまる
13 5 5 23

やや当てはまる
81 36 18 135

あまり当てはまらない
43 7 4 54

当てはまらない
11 3 4 18

6-2. 全学での数値目標の設定を行いましたか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
ほぼ全て設定

48 9 4 61

数多く設定
39 8 4 51

ある程度設定
54 31 16 101

特に設定していない
7 3 7 17
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とても当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない
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ほぼ全て設定 数多く設定 ある程度設定 特に設定していない

168



6-3. 教職員に対して中期計画を公表・説明していますか
(N=230)

３回以上 ２回 今回が初 全体
十分に説明

66 17 4 87

ある程度説明
72 31 20 123

あまり説明せず
10 2 5 17

公表していない
0 1 2 3
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３回以上

２回

今回が初

全体

十分に説明 ある程度説明 あまり説明せず 公表していない
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第３編 職業教育マネジメントヒアリング

調査について
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１．調査の目的

目標の明確化、現状分析、期間の設定、資源の確保、実行可能性、モニタリングと評価等の項

目について深掘りし、また、自己点検・評価の点検項目と運用ガイドラインの改訂に向け、自己点

検・評価の実施とそれに連なる PDCA サイクルをどのように回すべきかを明らかにする。 

２．ヒアリング調査対象校及び対象団体の紹介

２－１．ヒアリング調査対象の学校法人名及び学校名 

No 法人・学校名 学校名 

1 学校法人国際総合学園 国際音楽・ダンス・エンタテイメント専門学校 

2 学校法人郷学舎 アルスコンピュータ専門学校

3 学校法人康学舎 上尾中央医療専門学校 

4 学校法人鈴木学園 専門学校中央医療健康大学校 

5 学校法人愛知産業大学 名古屋美容専門学校 

6 学校法人修成学園 修成建設専門学校 

7 学校法人穴吹学園 （学校法人全体） 

8 学校法人河原学園 河原デザイン・アート専門学校 

9 学校法人麻生塾 麻生建築＆デザイン専門学校 

10 学校法人未来創造学園 熊本電子ビジネス専門学校 

11 学校法人 KBC 学園 （学校法人全体） 
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２－２．ヒアリング調査対象の団体名 

 

No 法人・組織名 

12 公益財団法人 日本高等教育評価機構（JIHEE） 

13 日本私立学校振興・共済事業団 
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（１） 学校法人国際総合学園 国際音楽・ダンス・エンタテイメント専門学校 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 11 月 1 日（水） 

回答者：副校長 山本 雄太様、鈴木 弘明様（オブザーバー） 

訪問者：稲永 由紀、五十部昌克 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（２） 学校法人郷学舎 アルスコンピュータ専門学校 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 11 月 9 日（木） 

回答者：理事長 新井 公一様、副校長 正田 淳一様 

訪問者：林 宏治、五十部昌克、稲永 由紀、鈴木 弘明 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（３） 学校法人康学舎 上尾中央医療専門学校 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 10 月 23 日（月） 13:30～15:30 

回答者：副校長 高島 恵様(兼 理学療法学科長)、作業療法学科長 神山 真美様 

訪問者：稲永 由紀、冨田伸一郎、鈴木弘明 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（４） 学校法人鈴木学園 専門学校中央医療健康大学校 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 10 月 18 日（水） 9:30～11:30 

回答者：副理事長 鈴木 康之様（兼 法人本部長、静岡校・中央動物校長、中央医療副校

長）、教頭 大石 法子様（兼 IR 室室長） 

訪問者：五十部昌克、山根 大助 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（５） 学校法人愛知産業大学 名古屋美容専門学校 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 10 月 18 日（水）15:30～17:30 

回答者：学校長 塚本 紀之様 

訪問者：五十部昌克、山根 大助、松本 晴輝 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（６） 学校法人修成学園 修成建設専門学校 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 12 月 21 日（木） 

回答者： 理事長 山下 裕貴様、経営戦略室 亀井 哲男様 

訪問者： 五十部 昌克、松田 義弘、（ベネッセグループ㈱進研アド）川辺 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（７） 学校法人穴吹学園 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 12 月 13 日（水） 15:00～17:00 

回答者：常務理事 河野 啓郎様、専門学校穴吹コンピュータカレッジ／ 

専門学校穴吹ビジネスカレッジ 校長 佐戸三千代様 

訪問者：稲永 由紀、沖 直彦、五十部昌克 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（８） 学校法人河原学園 河原デザイン・アート専門学校 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 11 月 17 日（金） 15:00～17:00 

回答者：露口 武志様 

訪問者：五十部昌克、沖 直彦、谷 昌一 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（９） 学校法人麻生塾 麻生建築＆デザイン専門学校 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 11 月 21 日（火） 14:00～16:00 

回答者：今泉 清太様、原 将史様 

訪問者：五十部昌克、沖 直彦、谷 昌一、飯塚 正成 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（１０） 学校法人未来創造学園 熊本電子ビジネス専門学校 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 11 月 22 日（水） 14:00～16:00 

回答者：徳村 尚晃様 

訪問者：五十部昌克、松田 義弘、谷 昌一 

 

学校全景、及びエントランス 
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（１１） 学校法人 KBC 学園 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 12 月 6 日（水） 15:00～17:00 

回答者：部長 大城 世樹子様、副校長 成底 敏様 

訪問者：五十部昌克、稲永 由紀、沖 直彦、飯塚 正成 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（１２） 公益財団法人 日本高等教育評価機構 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 11 月 13 日（月） 10:00～12:00 

回答者：陸 鐘旻様、小林 澄子様、中里 祐紀様 

訪問者：五十部昌克、松本 晴輝 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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（１３） 日本私立学校振興・共済事業団 

 

ヒアリング調査実施日時：令和 5 年 12 月 1 日（金） 10:00～12:00 

回答者：私学経営情報センター 経営支援室 Ａ氏、Ｂ氏 

訪問者：五十部昌克、谷 昌一、山根 大助 

 

学校全景・エントランス・ヒアリング風景 
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３ ． 専 門 学 校 に 対 す る ヒ ア リ ン グ 調 査    

（職業教育のマネジメント） 

 

【ヒアリング調査結果】 

  質問項目 回答内容 

Q1. 自己点検・評価の

方法は誰がどのよう

に推進・管理してい

ますか？ 

責任者が任命されている（規程等で文書に明記されている）。［２校］ 

自己点検・評価の責任者は「校長」 

評価には全ての教職員が関わっており、教職員全員が自己点検・評価を実

施している。各教員が実施した自己点検・評価に校長がコメントし、学科内で

検討する。今年度から IR 室が結果を取りまとめる。学科単位での自己点検・

評価を実施している。［A 校］ 

各校の自己点検・評価の実施体制は副校長に管理を一任。 

前年度の評価を 7 月～12 月(学校毎によって違う)に実施。全学校ではない

が、評価結果を学校関係者評価前に全教員に確認させている。［K 校］ 

 

責任者は、定められているが任命はされていない。［６校］ 

自己点検・評価の責任者は「校長」。 

評価には一部の教職員が関わっており、自己点検・評価委員が評価を行な

う。学校長が中心となってそれぞれ任命。自己点検は年 1 回、4 月中［B 校］ 

自己点検・評価の責任者は「副校長・教頭」 

年度ごとに各種委員会が決まり、学校評価委員会の一部として自己点検評

価を行っている。メンバーは教員４人、事務３人、学校長の８人。［C 校］ 

自己点検・評価の実施責任者は「副校長・教頭」。 

自己点検・評価には、一部の教職員が関わっている。副校長が教務部長（上

記教頭）を兼務しているため、教務統括担当者を決め、その者とオブザーバ

ーとしての就職担当者を含めた３人で自己点検・評価を行っている。（校長は

別の学校の副校長を兼務しており、評価には携わっていない）［D 校］ 

学校長、事務局長(学校運営責任者)、事務長。学校長の指示で事務局長中

心に上記 3 名で行っている。［F 校］ 

グループ 12 校がお互いに自己点検を行っている。最近は、教育本部の教

育推進 G が中心に行っている。また別に第三者として、G 校グループの方

が来られて行う場合もある。校務分掌として、自己点検委員２名を選出。役職
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の基準はないが幅広く業務経験されている教務の先生で担当。（リーダー、

主任、副主任）→任期に決まりはないが、人に依存してしまわないように適時

変わっていくようにしている。本部の教育推進 G が点検結果を確認。評価す

る際のエビデンスの例はある。エビデンスをもとに行うので、担当が変わって

も評価は変わらない。評価は、S,A,B,C の４段階［G 校］ 

昨年まで・・全教職員で行い平均。 

今年 5 月より、各所属部署の管理者（部長課長主任クラス）に変更し平均を

とる。 ・・・教務部長と事務局長が選任。 

内容によっては評価出来ないスタッフもいるからか。精通している職員が評

価することによって精度が上がったのではないか。グループ校も同様。 

自己点検の内容を 5 月の学校関係者評価に上げる。 

自己点検 4 月、学校関係者 5 月←教務部長主導［H 校］ 

各校および本部責任者が選出した自己点検委員による評価を集約後、副校

長が相互評価を実施。報告書を校長が確認後、理事長へ提出。学園内の自

己点検評価委員会が定めた運用ルールに沿って実施。［J 校］ 

校長、各学科長、事務局長（進路係長他）が責任者として実施している。 

自己点検はしている。毎年 5 月に実施している。（バラバラである）点検項

目、フォーマットの見直しを実施している。「専門職高等教育質保証機構」で

第三者評価も実施している。［M 校］ 

職業教育のマネジメントの責任者は定められていない。［１校］ 

校長が指名した委員長（現在本校では副校長が委員長）が、各部門から選

出された委員を招集し自己点検評価を実施している。 

(補足）委員は、教務、就職、広報、総務の各部門から１名（内規で定められ

ている）、評価は各部門のメンバーで行っている。［E 校］ 
 

Q2. 指摘事項や低評価

の項目があった場

合、どのような評価

にすべきかを定め

る基準となる指標は

ありますか？ 

評価・改善ともにできている。［４校］ 

職業教育評価機構の第三者評価を受けており、その点検評価表を使用して

いる。（チェック項目の数から評価をし、課題等を記述していくタイプのもの）

［C 校］ 

基準は特にないが、指標や評価表はある。当該業界で勤務している非常勤

講師から日々指摘を頂いている。［D 校］ 

特定非営利活動法人職業教育評価機構（旧 私立専門学校等評価研究機

構）の点検評価に準じて実施している。（補足）この実施のため平成 28 年よ

り、内部質保証人材養成研修を受講。これまで 4 名が受講しており、毎年 1

人ずつ増やしていっている。［E 校］ 
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自己点検評価表・・・推進 G で取りまとめたものが提供され、１１項目の評価

表で評価している。低評価については、推進 G の内規で定義された基準で

行われる。［G 校］ 

 

評価はできているが、改善が不十分。［５校］ 

昨年度までは学科ごとの教員基準となっていたと感じる。今年度からは昨年

度開発された共通的評価基準モデル 2022 を自己点検・評価表として利用し

ているため、エビデンス準拠の評価となると予想している。［A 校］ 

校長と運営委員会（教務主任、学年主任、就職主任など学校役職者 6 名）

が評価。6 人それぞれの評価を平均化した後、最終評価をどうするかを議論

して決定。［B 校］ 

評価は達成度について S・A・B・C の４段階で行っている。評価は、学校長、

事務局長(学校運営責任者)、事務長の 3 名で行っている。エビデンスを情

報公開しており、その内容が全てである。デザイン系の学校で課題がはっき

りしており、わかりやすい。［F 校］ 

特にない。低評価になった項目をどうするかを検討する。 

評価の段階は、学校ごとに違うが 4 または 5 段階。「普通」は無くした、良い

か悪いか。［H 校］ 

県専各版の評価項目を使っているが、ガイドブックの基準が曖昧な部分があ

るので、統一はできていない。全専研版のもの（項目毎に〇×を付けて、4

段階で採点される方式。）に変更を希望している。［K 校］ 

 

その他（不明）［２校］ 

自己点検評価ハンドブックの基準に従う。必須項目 A および準必須 B※ほ

ぼ A 区分。［J 校］ 

特に基準はないが、指摘事項や低評価の項目があった場合、その都度、実

施している。自己点検後に対応する事は無い。前年総括と、当該年度事業

計画を策定済でリンクできていない。［M 校］ 

Q3. 指摘事項や低評価

の項目があった場

合、どのような手順

で改善しています

か？ 

毎年複数項目以上の改善・是正項目あり［３校］ 

校長からのフィードバックコメントがあり、それを元に学科内で情報共有し、改

善案を策定する。1 月に自己点検・評価を取りまとめ、3 月上旬の学校関係

者評価委員会にて委員に意見をもらう。前年度の報告も 3 月上旬の学校関

係者評価委員会にて実施する。［A 校］ 
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PDCA の A ができていない点が課題であり、うまくいっていない。（※過去に

トライしたが難しかった。）本来は「春にあった指摘を秋までに改善」という流

れを作りこみたい。［B 校］ 

第三者評価機関から提供される評価表に従いチェックを行う。その上で課

題・方策を書き出し、関係する委員会で改善を行っている（１０年前からおこ

なっている）。［C 校］ 

毎年 1 項目以上の改善・是正項目あり［３校］ 

課題・改善策を相互評価にて確認後、中期計画に反映。学校関係者評価委

員会後に次年度業務計画に反映。業務計画発表会で全教職員に共有。［J

校］ 

手順はないが、施設設備等であれば職務権限に基づいて是正する。教育の

内容的なものは副校長・教務部長が対策。または管轄部署に依頼を実施

等。［K 校］ 

科長・事務局長会議で、毎週、日々の動きで改善している。発見したらすぐ

改善。授業アンケートを前期・後期で実施しており、改善に繋げている。［M

校］ 

いくつかの改善・是正項目があった［５校］ 

学科長を中心に会議を行い、改善案を出し実行している。必要に応じて担

任の先生や非常勤講師（当該業界の実務家教員）を巻き込み、その結果は

副校長に報告している。１校で解決できない場合は、同じ地区に存在するグ

ループ内の他学校を巻き込む場合もある。それでも解決できない場合は、法

人本部を含め改善に取り組んでいる。（教員数は専門家系５人、ゼネラリスト

系 4 人）［D 校］ 

理事長が評価結果を活用し関連部署へ改善指示を行うよう事となっている。

（補足）提示フォームに記入を行い、指示をしている。［E 校］ 

改善シート（フォローアップ）に回っていく。何で改善を図っていくのかを示し

てもらう。すべての低評価をすべて対応するわけでなく、優先順位をつけな

がら行う場合もある。担当部門のスタッフが作成する。教務部門は教務で、事

務局部門は事務局で行う。［G 校］ 

学校関係者評価委員会でも、自己点検自己評価報告書は見てもらってい

る。デザイン系の学校の明確な課題は、休・退学生の割合が高く、それが明

確な課題。次年度計画の中で教務責任者も含めて、その課題にどう取り組ん
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でいくか。→数値の分析を時期や人数・学科で行い、理由や原因をはっきり

とさせる。［F 校］ 

規程はない。規定どおりの改善は難しく、部長クラスが主となって対応をして

いる。フォローアップおよび具体的な対策も含めて。カウンセラーの対応や出

欠席・・・。財務についての改善は対策が難しい。［H 校］ 

Q4. 改善項目があった

場合のフォローアッ

プはどのように実施

していますか？ 

フォローアップの仕組みが文書化され、実施記録もある。［1 校］ 

学内の学校評価委員会の中で毎月、課題に対する進捗確認を行っている。

１２月の最終報告時まで終わらせる。［C 校］ 

 

対処の成果を確認した記録はある。［３校］ 

組織目標、施策、個人目標についてバランススコアカードを作成しているた

め、改善案を個人のバランススコアシートに反映させ、進捗管理している。毎

月施策についての達成状況を記録し、10 月には中間面接を実施する。ま

た、組織目標としては 3 月に学生アンケート、自己点検、退学率、国家試験

合格率、上位者評価等の情報をまとめ、顧客対応、財務、自己の教育の観

点から目標を設定する。設定された目標に対して具体的な施策を１０個程度

作成する。事業計画書の中にバランススコアシートが付随する形となる。［A

校］ 

次年度の自己点検時に進捗を確認。［J 校］ 

次の年の学校関係者評価で改善状況の報告はしているが、フォローアップと

までは言えないかもしれない。［K 校］ 

 

文書化されていないが、仕組みはある［６校］ 

校長が直接声を掛けることが多い。［B 校］ 

学科ごとに、学科長、担任、非常勤講師で改善を行っている。（担任は 2 学

年を 1 人で担当、１学年 10 人で約 20 人を担当、学生数は現在 224 人）［D

校］ 

担当部署が改善を行い、その部署の事業報告で改善状況を確認する。ま

た、翌年度の自己点検評価でも改善しているか再チェックする。（補足）月１

回の部門責任者会議で情報共有を行い、次年度の事業計画に盛り込んで

いる。［E 校］ 

目標数値を上げた結果を、職員会議で報告。個別は、教務会議で報告。改

善が見られなければ、上長面談などの対策を打っている。業界就職率：同じ
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く目標設定をしている。  → 業界の人との関係性の構築が重要。企業誘

致（クリエイティブ系の会社、県・市との連携）。学校関係者、教育課程編成

委員会とは別に、個別での関係強化をし、意見交換会を実施して、厳しい意

見を頂いている。［F 校］ 

前年の低評価項目の改善進捗状況を教務会議や責任者会議・学科会議に

おいてチェックしている。自己点検(1 月～3 月)の改善と学校関係者評価(6

月）の改善は別もので、新年度では自己点検の改善をもとに進めている。［G

校］ 

改善策の指示は、教務部長と事務局長が指示を出す。 

進捗・改善報告については定期的にはなし。状況に応じて行っている。普段

の業務が忙しく、組織だって出来ていない。学校関係者評価委員会が終わ

ると、終わった感になってしまうのが正直なところ。［H 校］ 

 

その他（不明）［１校］ 

随時改善、また申し送り課題も科長・事務局長会議を経て改善している（退

学・除籍対策は難しい。）。他校の事例を参考にし、オリエンテーション、質問

体制の変更を行っている。学校の行事・課外活動（OC スタッフだけでなく、

学園祭の復活、ないものづくり※）で、学生が主体的な学び・活動を促す仕

組み創りを行っている。欠席をいかに早く把握するかを注視（DX っぽい事も

実施している）。［M 校］ 
 

Q5. 貴校における Q1-2

～Q1-4 の具体的

な事例をご紹介い

ただけますか？ 

バランススコアシートが具体的な事例となる。（ヒアリングの際に PC 画面にて

閲覧）［A 校］ 

①学科会議にて、半期ごとに教育の振り返り（クラス単位）を実施し、成績分

布や学生の様子をまとめ、課題点の抽出と改善策を立案し、その後の教育

に反映している。また、教育会議にて各学科の振り返りを共有し、活用してい

る。［C 校］ 

②学校評価委員会において自己評価および自己点検を実施し、教育活動

の振り返りから課題点を抽出し、それ以降の教育に反映している。また取り組

みの実行状況を毎月の学校評価委員会で確認している。［C 校］ 

卒業生の卒業後の様子を追いかけるのが課題。（うまくいかなかった事例で

はあるが）全学科長の呼びかけで、全職員で改善案を出した。卒業時にフェ

イスブックに登録させ、そこに入力をしてもらう仕組みを構築。入力がされて

いない卒業生には担任から連絡するが、登録そのものがされず、上手く運用

できていない。次の手を模索中である。［D 校］ 
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H27 年度（H28 年 2 月実施学校関係者評価委員会資料より）教育体系の再

整備の事例。最近ではハラスメント委員会の設置。（補足）H27 年度の、「教

育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針が策定されているか」の項目

が「B」だったため整備を行った。［E 校］ 

課題提出が重なり学生の自己学習時間確保が難しい。→学生が自身の学

習を自己管理するための理解度自己確認ツールを活用。→退学防止にもつ

ながる期待もある。わからないことを言える場所を作ろうという意味もある。授

業満足度を高める。LMS システム（学習レポートと表現している） 

質問は 3 つで満足度を図る質問内容になっている 

     ・他の人に進められますか 

     ・理解できたキーワードを入れてください。 

     ・わからなかったことを入れてください。 

学科の定期会議で振り返りを行っている。データの分析をして、それをもとに

何かまではこれから。［G 校］ 

施設設備の改善（トイレ。和式トイレが残っていた。）・・・教職員からの声もあ

ったが、学校関係者からも指摘があり、リフォームした（特別予算で行った）。

ブラインドの改善・・・学生からの意見もあった。学校長が学生アンケートを年

1 回とる。その声も改善に反映させている。［H 校］ 

インターンシップ受入企業の確保困難→企業連携講習等で時間数・内容を

充足。［J 校］ 

セキュリティが弱いとの指摘があり安全カメラを設置。［K 校］ 

教員会議など、学内で「事例発表」をしている。［M 校］ 
 

Q6. PDCA サイクルによ

る「教育の質向上」

に向けた明示的な

体制・仕組みはあり

ますか？ 

バランススコアシートを中心とした仕組みがある。SWOT 分析→バランススコ

アカード作成→スケジュール→毎月学科で進捗確認（話し合い）こういったも

のに対して、個人の目標を 3 つ作成し、10 月に中間面接を実施する。［A

校］ 

毎週学科会議（１時間程度）を行う。報告事項はグループウェアの掲示板に

上げ、その場では意見の出し合いを行い、半期に一度振り返りを行ってい

る。また教員全員参加の教育会議を月１回行い、学科会議の内容を共有し

ている。［C 校］ 

PDCA→テーマ作成、進捗管理、成果確認を試したが、定着しない。当該分

野専門職出身の職員という特徴からか、自身の作業に関しては熱心ではあ

るが、それ以外は熱心でない傾向がある。学校長としては、PDCA サイクルを

学校に根付かせたいという想いがある。［B 校］ 
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全学科長の呼びかけにより、全職員で改善案を出すなど、学科長を中心に

改善を行っている。［D 校］ 

職業実践専門課程認定に伴い設置した『教育課程改善委員会』では外部委

員（関連業界）より専門教育に関する意見を聴取。【10 月】→学内教職員に

てカリキュラム編成委員会を実施【11 月】。委員会では教務だけでなく、就職

部・広報部も加わり、それぞれの立場から教育内容の改善点等を議論→学

科コース運営・カリキュラム方針会議【11 月～12 月】にて、次年度カリキュラ

ムの改善点や次年度以降の学科方針等を最終決定する。→学則変更手続

きへ 

（補足）①教育課程改善委員会の名称は、外部有識者の意見をそのまま取り

入れるわけではないため編成委員会という言葉を用いず、改善委員会とし

た。②カリキュラム編成委員会は、教務、就職、広報の内部の者のみで構成

している。③学科コース運営・カリキュラム方針会議は、理事長・校長・副校

長に、学科、コースごとに提案している。［E 校］ 

教務会議で決まったことを PDCA で状況把握。ビデオを授業で撮影(100%)

校長、教務課長等による授業参観。授業評価テストの結果分布の分析［F

校］ 

教育理念・校訓・建学の精神をもとに 3 つのポリシーにつながっているのが

多くの学校であるのでは。→グローバルシティズン・ベーシック［G 校］ 

学修成果の評価基準の見直し。授業態度は評価対象か、試験・検定等の結

果を注視するべきでは。 ※大学では授業態度は評価対象外［J 校］ 

学生による教員評価(前期・後期)。結果を教育総合研究所と副校長・教務部

長で共有し、必要に応じて指導。教育総合研究所による全教員の授業評価

(常勤教員は面談も)。ルーブリックを使用した教員自己評価。内部研修・e ラ

ーニング(例：PHP、Find アクティブラーナー)等を利用した外部研修。授業の

質、教員の質を上げることが教育の室を挙げることにつながる。教育の内容

や教員の評価は教育総合研究所が行うが、教育の機能や各プロセスの評価

は監査室が内部監査として行い、改善状況も確認している。［K 校］ 

科長・事務局長会議を週１で実施し、伝達事項を共有している。外部委員も

入る「教育課程編成委員会」を重視。［M 校］ 

組織的な体制はない。課題が出てきたら随時対応で、計画性をもって行えて

はいない。［H 校］ 
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Q7. 職業教育のマネジ

メントにおける課題

は何ですか？ 

教員の人数不足が問題と感じている。学生対応を行っていると委員会参加

者が限られるという難しさがある。人材育成に関しては、内部質保証の研修

会に参加している。専任教員は、各学科 7 人で 14 人。（担任＋副担任）×2

学科×3 学年＋学科長。［C 校］ 

当該専門分野はしっかりやっていて、教員もデスクワークができるのでこうい

きましょうというとできるが、学科によって得意、不得意がある。例えば企業連

携こうやりましょうといってうまくいくところとそうでないところがある。シラバス作

成、カリキュラムマップ作成、そういうものをしたときに全体で動ける学科もあ

れば、教員の個別認識が強く全体がまとまらないところもある。取りまとめ（マ

ネジメント人材不足）を行うところが難しい。［A 校］ 

当校は労働時間を少なくするとか、コンテストで優勝するとかで頑張っている

が、短い時間の中で成果を出すことが今の当校の課題。また、卒業生の離

職率が高いことや、追跡調査ができていない点も課題。職員に追跡調査を

指示したが反発があった。手間が増えることと、仮に卒業生が既に退職して

しまった場合、就職先のサロンが「辞めさせてしまい申し訳ない」と負い目を

感じてしまう可能性があることが理由。［B 校］ 

業界的に最新の取り組みを行っている企業との連携が必要である。アプロー

チをしても東京の大手の専門学校と組んでいるなど、地方の学校である故の

厳しい面がある。また他のどことも連携していない企業も、最先端のことを行

っているため講師派遣等には手がまわらないと断られるケースもある。副校

長を含めた全教員が地道に開拓を行っている。また非常勤講師からの紹介

をして頂く場合もある。［D 校］ 

文章として残っているものと、残っていないものがある。マニュアルが整備さ

れているわけではなく、各教員の能力による。［F 校］ 

色々なことを考えないといけない。私学なので、募集広報が重要であるが、

学校であるため教育も大事であり、それぞれの意見の合意形成が難しい。

［G 校］ 

３ポリシーの改定。現実的・実状にあった内容への見直し。［J 校］ 

副校長に権限が集中しすぎている。各校間の温度差。統一するべきことと学

校毎の裁量に任せることのバランスを取る必要がある。［K 校］ 

マネジメントを組織的に行う為に会議や委員会を新設。参加者が会議の目

的を十分理解していないと浅い意見交換に留まり、本質的な課題発見や改
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善活動に進まない事があった。（補足）常勤教職員は 30 名（うち職員は 11

人）、非常勤講師は 40～50 人［E 校］ 

例えば、欠席の考え方、日にちづくり、教員のファジーさをいかに解決するか

等を徹底したい。専門学校において、教員の経験値のバラツキを如何に是

正するかが課題（教育の専門家がいない）。専門知識はあるが、学習障害・

グレーゾーンの対応方法も課題に上がっている。［M 校］ 

教務部長は、評議員になっているので評議員会の時に説明しており、全く触

れる機会がないわけではない。［H 校］ 
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４ ． 関 係 団 体 に 対 す る ヒ ア リ ン グ 調 査    

（職業教育のマネジメント） 

 

【調査の目的】 

目標の明確化、現状分析、期間の設定、資源の確保、実行可能性、モニタリングと評価等の項

目を中心として、専門学校における自己点検・評価の点検項目と運用ガイドラインの改訂に向け、

「教学マネジメント」の第三者評価における評価のポイントについてご教示いただく。 

 

【ヒアリング調査結果】 

  質問項目 回答欄 

Q1. 目標の明確化、現状分析な

ど、PDCA サイクルの Plan に

当たる項目に関して、課題と

なる点について教えてくださ

い。 

大学ごとにボリュームやレベルは異なるが、Plan 自体はきちんと作ら

れていると感じる。［JIHEE］ 

 

【質問】大学は第三者評価で外部の監査が入っているが、自己点検

評価など内部で PDCA が回っているかどうかをチェックする

組織づくりも大事だと思う。そういった部署は内部で持ってお

くべきだと思われますか。 

【回答】部署として持つかは、学校の規模にもよると思うが、そうした

機能を何人かの人に持っていただく必要はある。 

自己点検評価は「教学」の内容が多いが、経営という面での

評価は決算時に行っていると思う。中長期の枠組みの中で

単年度を評価するとなると、責任がどこにあるかを定めてお

く必要はあるかもしれない。［私学事業団］ 

Q2. 期間の設定、資源の確保、

実行可能性など、PDCA サイ

クルの Do に当たる項目に関

して、課題となる点について

教えてください。 

Do も各大学が工夫して実行していると感じる。［JIHEE］ 
 

Q3. モニタリ ングや評 価など、

PDCA サイクルの Check に当

たる項目に関して、課題とな

る点について教えてくださ

い。 

C と A が課題となる大学が多い。チェックが甘く、課題が抽出されな

いままになってしまっている大学や、チェックはするがその後のアク

ションに繋がっていない大学が多い。［JIHEE］ 

Q4. 是正や改善活動など、PDCA

サイクルの Act に当たる項目
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に関して、課題となる点につ

いて教えてください。 

Q5. 上記 Q1～Q4 について、好

事例がありましたら差し支え

ない範囲でご紹介をお願い

いたします。 

（好事例） 

金沢工業大学→学長がリーダーシップを発揮し、教学システムの充

実を図ることができている。 

甲南女子大学→PDCA サイクルを機能させるうえで、中期計画で作

った計画をうまく年度ごとの計画に落とし込むことが

出来ている。 

長崎外国語大学→アセスメントをうまく活用し、PDCA の C を強化し

ている。 

志學館大学→一度厳しい評価が受けた年があったが、その後改善

を図り、現在は IR 調査を取り入れ、自己点検・評価

が機能し始めた。 

北陸大学→中期計画に重要目標達成指標を設定。 

成功事例が生まれる大学の特徴として、学長がリーダーシップを

発揮していること。そしてその学長が推進したいと考えている内容を

法人がしっかりバックアップしている、というのが挙げられる。大学と

法人の役割が明確で連携がとれている所がうまくいっている。

［JIHEE］ 
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５．職業教育のマネジメントに関するヒアリング 

調査結果（まとめ） 

 

５－１．目標の明確化について 

ヒアリング調査に先立って実施されたアンケート調査にて、職業教育マネジメントの仕組みがで

きているかを尋ねたところ、「規程またはマニュアルなど文書化されている」又は「規程またはマニュ

アルは無いが、組織図と会議体一覧はある」と回答した学校の割合がおよそ 70％に達しています。

この設問では、マネジメントの仕組みづくりを、少し幅を拡げて捉えておくことを意図しています。

すなわち、理想的な要件としては「規程またはマニュアルなど文書化されている」ことを持って「職

業教育のマネジメントの仕組みができている」と考えますが、一方で、「規程またはマニュアルという

形にまとめられてはいないものの、組織図と会議体一覧はあり、マネジメントを行う最低限の体制

は整っている」という組織についても、ある程度、マネジメントを行う体制が整っている組織と見なす

ことにしているということです。 

 

さらに「上記の規程等の文書は無いが、PDCA を回す仕組みはある」という回答を加えますと、

90％以上の学校が、「何らかの形で、職業教育のマネジメントの仕組みができている」と自己評価

していることになります。「PDCA を回す仕組みがある」ということは、当然、目標の明確化がなされ

ているはずです。アンケート調査では、【6】「中期計画の検証及び情報共有について」という設問

の中で、「6-2. 全学での数値目標の設定を行いましたか」と尋ねています。 
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こちらの回答は、中期計画策定に取り組んでいる学校（N=230）のものですので、専門学校全体

の平均的な数値よりは「目標を設定している」と回答している割合は高くなるものと想定されます。

とはいえ、「数値目標の設定」に限定して質問していますから、それらを考慮しても、目標の明確化

はかなり進められていると考えて良いと判断できます。 

 

５－２．現状分析について 

ヒアリング調査に先立って実施されたアンケート調査にて、職業教育マネジメントの責任者が定

められているかを尋ねています。 
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「任命されている（規程等で文書に明記されている）」または「定められてはいるが任命されてい

ない」と回答した学校の割合は、全体でおよそ 75％になっています。ほとんどの学校で、職業教育

のマネジメントを司る責任者が「定められている」ということになりますが、この内訳となる「任命され

ている（規程等で文書に明記されている）」と「定められてはいるが任命されていない」の両者が、

学校の規模（在校生数）に寄らずほぼ同程度というところは、課題として認識すべきところとなりま

す。ヒアリング調査では、これらアンケート調査時の回答を踏まえて、各校への調査を行いました。 

ヒアリング調査 Q2 では、「自己点検・評価の方法は誰がどのように推進・管理しているか」を尋

ねました。詳しくは、回答のとりまとめ（３．専門学校に対するヒアリング調査（職業教育のマネジメン

ト））を参照いただければと思いますが、「任命されている」学校でも、「定められてはいるが任命さ

れていない」学校でも、校長や副校長・教頭などの学校運営責任者が中心となって自己点検・評

価に取り組んでいることが多いようです。 

 

５－３．期間の設定について 

ヒアリング調査 Q6 では、「PDCA サイクルによる「教育の質向上」に向けた明示的な体制・仕組

み」について質問しています。各校からの回答によりますと、事業年度を一つの PDCA サイクルと

捉えた取組のほか、半期に一度、月に一度、毎週の打合せなど、様々なタイムスパンで確認・見

直しがされているようです。 

今後は、そうした短い期間での見直しだけでなく、中期計画策定が求められるようになるなど、

中長期的な期間での評価・見直しが求められるようになることが予想されます。 

 

５－４．資源（リソース）の確保について 

ヒアリング調査に先立って実施されたアンケート調査にて、職業教育のマネジメントを行う取組の

一例として、自己点検・評価を、どのようなメンバーで実施しているか尋ねています。 
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学校の規模が大きくなるほど、「全ての教職員」が関わると答える学校の割合が減少していきま

す。反対に、「一部の教職員」が関わると答える学校の割合は、学校の規模が大きくなるほど増加

していきます。 

こうした「一部の教職員」に求められるスキルを有する人材として、「内部質保証人材」が挙げら

れます。アンケート結果によると、「内部質保証人材」そのものではなくとも、半数以上の多くの学

校が「それと同等な人材」がいると答えています。 

 

また、それらの人材は、「学校毎に 1 名以上配置」されているケースが多いようです。 

 

「内部質保証人材」については、アンケート調査 3-1.でも質問されているように「よく知っている」

203



 

または「知っている」との回答は、30％ほどに留まっており、「聞いたことはある」という回答を加えて、

ようやく 65％という認知度です。しかし一方で、設問の中で「内部質保証人材」について説明した

上で、その必要性について質問をしたところ、70％近くの学校が、内部質保証人材は「大いに必

要」または「必要性を感じる」と回答しています。 

 

 

５－５．実行可能性について 

過去 3 年間で実施された自己点検・評価において、改善・是正項目がどのくらいあったかをまと

めると、次のようになります。 

 

ヒアリング調査 Q3 では、「指摘事項や低評価の項目があった場合、どのような手順で改善して
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いるか」について質問しています。アンケート調査結果を踏まえて、各校からの回答を整理すると、

「毎年複数項目以上の改善・是正項目あり」としていた学校では、改善・是正の手順が整えられ、

しっかりと改善活動が行われているようでした。しかし、中には「PDCA の A ができていない点が課

題であり、うまくいっていない。」と回答した学校もありました。 

ヒアリング調査 Q4 では、「改善項目があった場合のフォローアップの実施」について質問してい

ます。こうしたフォローアップの取組については、アンケート調査にて「文書化されていないが、仕

組みはある」と回答した学校が数多くあり、十分なフォローアップができていないとする学校も少な

くありません。 

 

５－６．モニタリングと評価について 

ヒアリング調査に先立って実施されたアンケート調査にて、職業教育マネジメントにおいて、C

（評価）と A（改善）を実施できているか尋ねています。 

 

上記グラフのように、各学校の自己評価として、「評価・改善ともにできている」との回答は全体

で 50％に満たないのが現状です。「評価はできているが、改善が不十分」との自己評価がそれに

続くものとなっており、両者を合わせると 80％を超えます。 

ヒアリング調査 Q2 では、「指摘事項や低評価の項目があった場合、どのような評価にすべきか

を定める基準となる指標」について質問しています。上記アンケート調査結果で「評価・改善ともに

できている。」と回答していた学校では、何らかの形で、基準または指標・評価表を備えていました。

一方で、「評価はできているが、改善が不十分。」と回答していた学校の場合、基準や指標・評価

表などが十分に整っていないと感じている学校が多いようでした。 
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５－７．職業教育のマネジメントに関する今後の課題 

職業教育のマネジメントを適切に行える体制を整えることで、教育の質の向上を図ることが期待

できます。 

ただし、職業教育のマネジメントに取り組むことは、業務の効率を上げることにもつながりますし、

個人の能力に依存する差異の低減（＝組織としての仕事づくり）にもつながります。内部質保証人

材のような「人的資源」を充実させるための方法や、適切な評価活動・改善活動が行えるようにす

るための評価基準作りなども、今後の課題として取り上げるべき内容です。 
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第４編  学校評価委員会運用見直し   

のための調査について 
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１．学校関係者評価委員会運用見直しに関するヒアリング調査 

 

【調査の目的】 

私立学校法改正や専修学校設置基準、修学支援新制度との接続などを踏まえ、今後期待され

る「学校関係者評価委員会」の活動について、特に、学校関係者評価委員が学外の視点から評

価すべき項目（基礎要件および学校の活動）について整理する。 

 

【調査対象校】 

No 法人・学校名 学校名 

1 学校法人国際総合学園 国際音楽・ダンス・エンタテイメント専門学校 

2 学校法人郷学舎 アルスコンピュータ専門学校 

3 学校法人康学舎 上尾中央医療専門学校 

4 学校法人鈴木学園 専門学校中央医療健康大学校 

5 学校法人愛知産業大学 名古屋美容専門学校 

6 学校法人修成学園 修成建設専門学校 

7 学校法人穴吹学園 （学校法人全体） 

8 学校法人河原学園 河原デザイン・アート専門学校 

9 学校法人麻生塾 麻生建築＆デザイン専門学校 

10 学校法人未来創造学園 熊本電子ビジネス専門学校 

11 学校法人 KBC 学園 （学校法人全体） 

 

 

【ヒアリング調査結果】 

  質問項目 回答内容 

Q1.  学校関係者評価委員会の開

催回数について（年１回／年

２回） 

年２回実施［５校］ 

春（６月）は、自己点検・評価を学校関係者にみてもらい。秋は、学

校関係者委員から、様々な意見をいただいている。［B 校］ 

９月に中間評価に対するアドバイス、２月に 12 月の自己評価に対

する評価をして頂く。今年度は 7 月にも行い年３回になる。これは新

しい委員がいるため、概要説明と学校見学を行った。［C 校］ 
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８月と２月に実施。８月は自己点検評価結果について説明し、意見・

助言を頂く事を主眼に実施。２月は８月に指摘された事項の取り組

み状況報告や委員の学校理解のため、学校の取り組みを紹介する

機会としている。［E 校］ 

年１回実施［６校］ 

5 月に１回。［H 校］ 

年１回（６月）  自己点検連動させるとするともう少し早いほうが良い

かもしれない［G 校］ 

年 1 回。自己点検評価の直後。7 月～12 月。［K 校］ 

学校関係者評価委員会 年１回 10 月（教育課程編成委員会は年２

回 11 月と 3 月）［F 校］ 

年末に行っている。［D 校］ 

年 1 回、2 月ごろ開催。［J 校］ 

Q2.   （年２回と回答した学校）どの

ような理由で年２回開催する

ことになったのですか。 

（年１回と回答した学校）２回

実施することになった場合、

なにか障害（問題）になること

はありますか。 

年２回実施［５校］ 

県の私学振興課から年 2 回やるように指示された。8 月は紹介、説

明の場、参観会と一緒に実施して学校の様子を見てもらう。報告と

意見をもらう。計画を伝える 1 回目、実績を伝える 2 回目［A 校］ 

職業実践専門課程のルールは「最低年 1 回」だが、自己評価報告

書の内容などを批判的に見てもらってフィードバックを頂いている。

ただ、参加者から厳しいフィードバックをもらう機会は少ない（委員が

気を遣う）［B 校］ 

当初から年３回行っていた。［C 校］ 

「職業実践専門課程」に係わる手引書（H27 年 3 月 全専各連）

p.24 を参考に年 2 回開催とした。1 回目（8 月）は自己点検評価の

結果確認を主目的に行い、2 回目（2 月）は 1 回目に指摘された事

項の取り組み状況報告や委員の学校理解の為、学校の取り組みを

紹介する機会としている。［E 校］ 

卒業生への意見交換会を実施。年 2 回は通例になっている。１回

目は自己点検評価の説明と前期授業の終了報告を行う、２回目は

年間の授業総括をし、委員からは評価結果をいただいている。［M

校］ 
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年１回実施［６校］ 

いつ実施すればいいか、アドバイスをお聞きしたい。［D 校］ 

年 2 回にすると改善が間に合わない。教員の負担もかかる。［K 校］ 

障害になることは特にない。ルールに従う。２回実施することになっ

た場合はやや負担が大きい。［F 校］ 

日程調整が難しい。2 回やる必要性は現在ないと思う。［H 校］ 

特にない。グループ校の医療系の学校は年２回実施している。 

グループで第三者評価を実施しているか→していない。 

昨年度、意見や指摘があったことは翌年度の委員会でフィードバッ

クしている。［G 校］ 

少なくとも年 1 回の開催ということで実施している。年 2 回の開催が

必要となれば対応する。［J 校］ 

Q3.  自己点検・評価内容を確認

（評価）すること以外に、学校

独自の評価項目はあります

か。 

前年の評価欄を設けている。今後項目とした方がよいと思うものはあ

る。［J 校］ 

厚生労働省指定養成施設としての指定規則の改定に係る実習に関

しての項目がある。［C 校］ 

授業アンケート、オープンキャンパスアンケート［D 校］ 

コンテスト（学生同士で技術を競う大会）での成果は学校関係者評

価委員会で報告している。［B 校］ 

企業連携の状況と具体的な内容の説明（資料配布）［F 校］ 

特になし。［７校］ 

学校独自の評価項目は無い。自己点検評価では毎年、重点項目を

定めて点検評価している。［E 校］ 

重点項目、点検項目を決めるぐらいで独自項目はない。［G 校］ 

現在はない。追加しようと思ったがシステム的な理由で、現行使って

いる基準表の修正ができなかった。［K 校］ 

無い。卒業生（毎年別の人で 7～8 名）との意見交換会を実施して

いる。［M 校］ 
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Q4.  学校関係者評価委員が学外

の視点から評価すべき項目と

して、どのようなものが挙げら

れますか。 

他の専門学校卒業生と比較した内容。委員のサロンの方が他の専

門学校卒業生と比較した内容を言ってくれる場合があり、それはあり

がたいと考えている。［B 校］ 

評価項目にはないが、各委員の立場から学生募集に関して意見を

頂いている。［C 校］ 

より良くなるための方策等を聞いてみたいと考えている。［D 校］ 

コンプライアンスの順守、地域への貢献。（補足）委員会の目的は学

校の取り組みを理解し、学校の応援団となるものと考えている。この

ためマイナスというよりは、プラスの意見がほしい。企業の観点からご

指摘頂くのは大変参考になる。［E 校］ 

具体的な企業連携。業界就職率・業界定着率 等［F 校］ 

学校運営が適切に出来ているか、コンプライアンス、地域貢献が出

来ているか根付いているか。［G 校］ 

教育理念、学習評価、コミュニケーション力、即戦力、挨拶、社会人

力、人間力。施設設備の改善は指摘される。［H 校］ 

教育理念・育成する人財像が、明文化されているか／教育理念の

達成に向けてその達成への取組と評価がされているか／教育理念

の達成に向けて、自己点検･評価活動の実施体制が確立して改革・

改善のためのシステム構築がされているか。［J 校］ 

評価委員会の報告書。学校評価委員会で点数をつけているケース

はほとんどない［M 校］ 

評価項目自体に対する改善意見。［K 校］ 

学園全体で「こういう視点で評価してください」ということは言ってい

ない。［A 校］ 

Q5. 学校関係者評価委員会の委

員長はどういった立場の方が

担当していますか。 

現在は、ご自身が PT（理学療法士）であり、グループ内の医療機関

の次長が担当している。［C 校］ 

近隣自治体教育委員会の元教育長の方が委員長（カテゴリは教育

関係者） ［E 校］ 

併修をやっている大学の先生に委員長をお願いしている。［G 校］ 
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委員の中で学校と関わりが深い方、学校との関わりが長い方、社会

的に影響力の強い方。学校長の場合もある。委員は、現高校校長、

当学園の校長経験者、学科毎の企業関係者、保護者代表、近隣住

民、卒業生。［K 校］ 

卒業生で後援会の会長（年齢は 70 近く）。［M 校］ 

委員長：校長 ［F 校］ 

副校長。［J 校］ 

教務部長、保護者会も教務部長。［H 校］ 

委員長は特に定めていない。当該専門分野の企業（グループ内企

業）の社長が参加されているため、その方が適任だと考える。［D

校］ 

Q6. 学校関係者評価委員会での

指摘事項について、フォロー

アップはできていますか。ま

た、どなたが責任者として進

めていますか。 

委員会での詳細な議事録をもとに学内で会議を行い、課題点の洗

い出しを行って解決している。［C 校］ 

副校長が行っている。［D 校］ 

委員会の意見→とりまとめ→理事長→各部門長→年度で計画実施

評価→次年度へ、という流れで行っている。［E 校］ 

できているが十分とはいえない。責任者は校長。事務局長中心に進

めている。［F 校］ 

自己点検・評価と学校関係者評価の指摘事項は一致しているわけ

ではないが、フォローアップは行われている。校長先生は、高校向

けの対応としており、校長代行が校務運営責任者。事務長は学校

によって、置いている場合と置いていない場合がある。広報や就職

など学内に担当がいる場合は、事務局がある。［G 校］ 

各部署の責任者クラスが個別に対応。できるものは翌年の学校関係

者評価委員会で報告。［H 校］ 

副校長を中心に次年度に対応、次回委員会にて報告。［J 校］ 

前回の指摘された内容の改善状況を次年度の委員会で報告。副校

長が責任者。［K 校］ 
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1 年前の事を指摘されるサイクルなので、既に取り組んでいる事もあ

る。［M 校］ 

 

 

２．学校関係者評価委員会運用見直しに関する調査結果（まとめ） 

 

２－１．学校関係者評価委員会運用についての現状の課題 

 

「学校関係者評価」という仕組みは、平成 19 年（2007 年）の学校教育法改正に伴い改正された

学校教育法施行規則で、努力義務として位置づけられました。その後、平成 26 年（2014 年）に職

業実践専門課程の認定が始まり、認定を受けるための要件として「学校関係者評価」が義務づけ

られ、職業実践専門課程の広がりとともに、学校関係者評価も広く実施されるようになっていきまし

た。そして、令和 2 年（2020 年）4 月から修学支援新制度が始まると、その申請書類に「学校関係

者評価」に関する記載が求められたことから、更に学校関係者評価の実施率・公表率が高まり、平

成 25 年（2013 年）には実施率 24.9%・公表率 8.1%だったものが、令和 3 年（2021 年）には実施率

75.7%・公表率 71.3%まで向上しました。（実施率・公表率については、「私立高等学校等の実態調

査」による。） 

学校関係者評価は、自己評価結果を踏まえて行われるものであり、自己評価の評価結果につ

いて、学校外の関係者による評価を行い、自己評価結果の客観性・透明性を高めることを目的と

しています。これら自己評価や学校関係者評価を含む「学校評価」を適切に行えるよう、平成 25

年（2013 年）に「専修学校における学校評価ガイドライン」（以下、「学校評価ガイドライン」という。）

が文部科学省から公表され、更に、平成 26 年（2014 年）には「「専修学校における学校評価ガイド

ライン」に基づく学校評価マニュアル（私立専門学校等評価研究機構）」（以下、「学校評価マニュ

アル」という。）が発行されました。また、平成 27 年（2015 年）には、「全専各連「職業実践専門課

程」に係る手引き書（全国専修学校各種学校総連合会 新学校制度創設推進本部）」が作成され、

教育課程編成委員会や学校関係者評価委員会の設置や開催についての具体的な対応方法が

示されました。 

本調査では、学校関係者評価委員会運用についての現状の課題を把握することを目的として、

Q1「学校関係者評価委員会の開催回数について」や Q2「どのような理由で年 2 回開催することに

なったのか／年 2 回実施することになった場合、何か障害（問題）になることはあるか」、Q5「学校

関係者評価委員会の委員長はどういった立場の方が担当しているか」、Q6「学校関係者評価委

員会での指摘事項について、フォローアップはできているか。また、誰が責任者として進めている

か。」などを、専門学校 11 校に協力をいただきヒアリング調査をいたしました。 

現状の課題として、一つは、学校関係者評価委員会の開催回数が挙げられます。ヒアリング調

査に先立って実施したアンケート調査によると、回答数 375 校のうち、学校関係者評価委員会を

年間 3 回以上開催している学校は 8 校（2.1%）、年間 2 回開催している学校は 116 校（30.9%）、年 
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「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価マニュアル 

（私立専門学校等評価研究機構）より引用 
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間 1 回開催している学校は 250 校（66.7%）となっています。これらを学校の規模別に見てみると、

規模が大きい学校ほど、年 1 回開催の学校の割合が高くなっています。 

今回、ヒアリング先を選定する上で、学校関係者評価を年 2 回以上開催している学校と、年 1 回

開催している学校との双方に偏り無く調査が行えるよう配慮しました。そうした考え方でヒアリング先

を選定しておりますので、ヒアリング調査のＱ１とＱ２において、学校関係者評価委員会を年 2 回以

上開催している学校が 5 校、年 1 回開催している学校が 6 校であったということは、あまり意味を

持っていません。「それぞれの学校が、どのように考えて、開催回数を決めているのか」という点に

注目してください。 

 

 

職業教育マネジメントに関するアンケート調査結果（令和 5 年度「職業実践専門課程の 

一層の社会的評価向上のための共通的基盤整備の推進」事業） 

 

現状、職業実践専門課程の認定を受けるため、あるいは、修学支援新制度への申請のために、

必要最小限の回数で学校関係者評価委員会を開催する場合には、年 1 回の開催で要件を満た

せるため、全体の 66.7%という多くの専門学校が年 1 回の開催としています。それら年 1 回開催の

学校からは、「年 2 回にすると改善が間に合わない。教員の負担もかかる。」という意見や、「日程

調整が難しい。2 回やる必要性は現在ないと思う。」という、2 回以上開催することに対するネガティ

ブな意見も聞かれます。また一方で、「障害になることは特にない。」や「少なくとも年 1 回の開催と

いうことで実施している。年 2 回の開催が必要となれば対応する。」など、ポジティブな意見も聞か

れました。 

年 2 回以上開催している学校からは、「８月は自己点検評価結果について説明し、意見・助言

を頂く事を主眼に実施。２月は８月に指摘された事項の取り組み状況報告や委員の学校理解のた

め、学校の取り組みを紹介する機会としている。」や、「９月に中間評価に対するアドバイス、２月に

12 月の自己評価に対する評価をして頂く。」など、1 回目と 2 回目の役割を明確にし、マネジメント
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のしくみとして定着している様子が窺えます。 

ヒアリング調査のＱ５とＱ６からは、学校関係者評価委員会の運用が見えてきます。Q５では、学

校関係者評価委員会の委員長はどういった立場の方が担当しているかを尋ねています。会議の

進行役となる委員長について、学校評価マニュアル（評価研究機構）では「委員会において互選

ということになりますが、あらかじめ学校で教育関係の有識者委員等にお願いする方法もあります。

委員の中からお願いすることが難しい場合は、校長など管理職の教職員が行いますが、その際は、

委員からの意見を優先に進行することが大切です。」と説明されています。また、「全専各連『職業

実践専門課程』指針」では、「学校関係者評価委員会の構成員とは、学校と関係のある学校外（学

校の教職員を含まない）のいずれかに属する者をいう。」と定義され、さらに「評価委員会を組織し

た後、評価委員の互選により評価委員会の委員長及び副委員長を選出するもの」とされています。

いずれの場合も、学校関係者評価委員が主体的に意見をとりまとめ、自己評価結果の客観性・透

明性を高めていくことを薦めています。ヒアリング調査によると、校長や副校長、教務部長が委員

長を担当している場合もありますので、「委員からの意見を優先に進行する」などの配慮が求めら

れます。当該専門分野の専門家や近隣自治体の元教育長などが委員長を務めているケースは、

好事例の一つです。 

Ｑ６の回答からは、学校関係者評価委員会での指摘事項についての改善対応、フォローアップ

について、多くの学校では校長や副校長など、学校運営責任者が中心となって適切に対応でき

ていることがわかります。このヒアリング調査に先立って実施されたアンケート調査の結果を見てみ

ます。 

 

 

 

「過去３年間で実施された学校関係者評価において、改善是正項目があったか」という問いに

対して、半数以上の学校が「毎年複数項目の改善・是正項目あり」または「毎年１項目以上の改

善・是正項目あり」と回答しています。中でも、「毎年複数項目の改善・是正項目あり」または「毎年
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１項目以上の改善・是正項目あり」と回答した割合が高いのが、６００名以上の大規模校であること

に注目です。大規模な学校（組織）を適切に運用するためには、組織のマネジメントが重要です。

あくまでも一般論ですが、大規模な組織の方が、改善・是正を積極的に行いながらＰＤＣＡサイク

ルをしっかり回し、質の高いマネジメントの仕組みを構築できていることが多いようです。改善・是

正項目が多いところの方が、質の高いマネジメントの仕組みが構築できていると考える根拠となる

アンケート集計結果をもう一つ見てみます。 

 

 

学校関係者評価委員会の年間開催回数別集計 

 

こちらは、同じアンケート調査結果を学校関係者評価委員会の年間開催回数別に集計したもの

となります。年１回開催の学校よりも、年２回、年３回以上開催する学校の方が、改善・是正項目が

多くなるという傾向が読み取れます。 

マネジメントの仕組みとして「内部監査」という取組があります。この内部監査を実施する際には、

その目的を明確にすることが必要であるとされています。内部監査の主な目的として、何らかの基

準に対する適合性評価と、改善事項の抽出による質向上の取組が挙げられます。そして、これら

二つの目的は、それぞれ別の理念・考え方によるものではなく、ある基準に対する適合性の程度

によって移行するものと考えられています。すなわち、あるルールや基準を導入した組織は、導入

初期において「適合性評価」を目的とした内部監査を実施し、ＰＤＣＡを繰り返すことで、全ての項

目が適合となる時期には、その活動の目的を「適合性評価」から「改善事項の抽出」へと移行させ

るという考え方です。上記の２つのグラフから読み取れる「改善・是正項目あり」の意味は、不適合

が多い（適合性評価）ということではなく、積極的に改善事項の抽出に取り組んでいると見るべきと

考えます。職業教育のマネジメントの質を向上させるためには、学校関係者評価委員会の開催回

数を年２回またはそれ以上とすることが良さそうですが、そのためには解決しなければならない課

題があるということがわかります。 
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2-5. 過去3年間で実施された学校関係者評価において、
改善・是正項⽬はありましたか N=374

毎年複数項⽬の改善・是正項⽬あり
毎年1項⽬以上の改善・是正項⽬あり
いくつかの改善・是正項⽬があった
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「監査技法」テキスト（一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団主催「専門学校の 

教育訓練・運営に係る内部質保証人材の養成講習」）より引用 
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２－２．学校関係者評価委員会運用に関連する法令等 

 

学校関係者評価委員会運用に関連がありそうな法令等として、以下のものが挙げられます。 

 学校教育法（及び同施行規則） 

 専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程 

 大学等における修学の支援に関する法律（及び同施行規則） 

 私立学校法 

 

ここでは、上記４つの法令等について、学校関係者評価委員会の運用に関連する項目を抜

粋し、整理します。 

 

（１） 学校教育法及び学校教育法施行規則 

 

学校教育法は、日本国憲法及び教育基本法で示された教育の基本理念や原則を踏まえ、

学校の種類やその目的・目標・修業年限及び組織編制など、学校教育の制度・内容の基本

を具体的に定めた法律です。 

学校教育法では、第 42 条において学校評価に関する根拠となる規定、第 43 条において

学校の積極的な情報提供についての規定が、それぞれ設けられています。 

 学校運営の状況について評価を行うこと（学校教育法第 42 条） 

 学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を積極的に提供すること（同第

43 条） 

 

学校評価に関する学校教育法・学校教育法施行規則の規定 

＜学校教育法＞ 

  

第 42 条 

 小学校は、文部科学大臣の定めるところにより当該小学校の教育活動その他の学校運営

の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営の改善を図るため必要な措置を講

ずることにより、その教育水準の向上に努めなければならない。 

 

第 43 条 

 小学校は、当該小学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深めるとと

もに、これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該小学校の教育活動その他の

学校運営の状況に関する情報を積極的に提供するものとする。 

 

※ これらの規定は、幼稚園（第 28 条）、中学校（第 49 条）、高等学校（第 62 条）、中等教育

学校（第 70 条）、特別支援学校（第 82 条）、専修学校（第 133 条）及び各種学校（第 134
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条第 2 項）に、それぞれ準用する。 

 

 

また、上記の学校教育法第 42 条の規定を受けて、学校教育法施行規則が改正され、 

 自己評価の実施・公表（学校教育法施行規則第 66 条） 

 保護者など学校関係者による評価の実施・公表（同第 67 条） 

 それらの評価結果の設置者への報告（同第 68 条） 

について、平成 19 年の改正にて新たに規定されました。 

この学校教育法施行規則により、専修学校において、自己評価の実施・公表が義務化され

るとともに、学校関係者評価の実施・公表が努力義務とされました。 

 

学校評価に関する学校教育法・学校教育法施行規則の規定 

＜学校教育法施行規則＞ 

 

第 66 条 

小学校は、当該小学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を行い、そ

の結果を公表するものとする。 

2 前項の評価を行うに当たつては、小学校は、その実情に応じ、適切な項目を設定して行う

ものとする。 

 

第 67 条 

小学校は、前条第 1 項の規定による評価の結果を踏まえた当該小学校の児童の保護者その

他の当該小学校の関係者（当該小学校の職員を除く。）による評価を行い、その結果を公表

するよう努めるものとする。 

 

第 68 条 

小学校は、第 66 条第 1 項の規定による評価の結果及び前条の規定により評価を行つた場

合はその結果を、当該小学校の設置者に報告するものとする。 

 

※ これらの規定は、幼稚園（第 39 条）、中学校（第 79 条）、高等学校（第 104 条）、中等教

育学校（第 113 条）、特別支援学校（第 135 条）、専修学校（第 189 条）、各種学校（第 190

条）に、それぞれ準用する。 
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（２） 専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程 

 

職業実践専門課程とは、専門学校のうち、企業などと連携しながら実務の最新知識・技術・

技能を身につけられる実践的な職業教育に取り組んでいる学科を、文部科学大臣が認定す

るものです。 

職業実践専門課程の認定に関する規程では、第 2 条 1 項 5 において、学校関係者評価を

行うことを義務づけています。（下記規程第 2 条 1 項 5 にて、「同規則第六十七条に定める評

価」と記載されているものが「学校関係者評価」を指す。） 

 

専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程 

 

（認定） 

第二条 

文部科学大臣は、専修学校専門課程であって、次に掲げる要件に該当すると認められるもの

を、職業実践専門課程として認定することができる。 

一 専修学校の専門課程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関す

る規程（平成六年文部省告示第八十四号）第二条又は第三条の規定により、当該専

修学校専門課程の修了者が専門士又は高度専門士と称することができる専修学校専

門課程として文部科学大臣が認めた課程であること。 

二 専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授

業科目の開設その他の教育課程の編成を行っていること。 

三 企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習の授業を行っていること。 

四  企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行

っていること。 

五  学校教育法施行規則第百八十九条において準用する同規則第六十七条に定める

評価を行い、その結果を公表していること。 

六 前号の評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職

員を参画させていること。 

七  企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教

育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供していること。 

 

２ 専修学校は、前項の規定により認定された課程に関する情報の活用の促進に資するよ

う、当該認定された課程の情報をインターネットの利用その他の適切な方法により公表し

なければならない。 

 

 

なお、「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程」に関する実
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施要項（平成 25 年 8 月 30 日文部科学省生涯学習政策局発行、最終改正 令和 2 年 8 月 18

日）には、『本要件は、「専修学校における学校評価ガイドライン（平成２５年３月文部科学省策

定）」を踏まえ、学校の教育活動その他の学校運営の状況について学校自らが評価を行う「自

己評価」はもとより、企業等の役員又は職員が学校関係者として評価に参画し、自己評価の結

果を評価することを基本として行う「学校関係者評価」の実施及び公表を行うとともに、その評価

結果を踏まえた教育活動その他の学校運営の改善に取り組んでいることを求めるもの』とされて

おり、具体的には、以下の全ての要件を満たしていることが求められています。 

① 学校関係者評価を行うため、企業等の役員又は職員その他必要な委員（保護者、卒業生

等）により組織される委員会（以下「学校関係者評価委員会」という。）を設置していること。 

② 「専修学校における学校評価ガイドライン（平成２５年３月文部科学省策定）」で掲げられ

た項目（教育理念・目的・人材育成像、学校運営、教育活動、学修成果、学生支援、教

育環境、学生の受入れ募集、財務、法令等の遵守等）について評価を行っていること。 

③ 学校関係者評価の評価結果について、ホームページ、刊行物等への掲載などの方法に

より広く社会に公表していること。 

 

上記の実施要項にて、「教育課程編成委員会等を少なくとも年 2 回以上開催していること。」

との要件が明記されている一方で、学校関係者評価については開催回数について言及されて

いないことから、学校関係者評価委員会の場合には、適切な委員により組織される委員会を設

置し、（年 1 回以上）開催していればよいという判断に至ったものと考えられます。 

 

 

（３） 大学等における修学の支援に関する法律（及び同施行規則） 

 

この法律は、真に支援が必要な低所得者世帯の者に対し、社会で自立し、及び活躍すること

ができる豊かな人間性を備えた創造的な人材を育成するために必要な質の高い教育を実施す

る大学等における修学の支援を行い、その修学に係る経済的負担を軽減することにより、子ども

を安心して生み、育てることができる環境の整備を図り、もって我が国における急速な少子化の

進展への対処に寄与することを目的（法律第 1 条）としています。 

法律第７条第 1 項の確認に係る申請書の様式第２号の４－②【(4)財務・経営情報の公表（専

門学校）】の中で、２．教育活動に係る情報 ②学校単位の情報 ｂ）学校評価として、学校関係

者評価の基本方針（実施方法・体制）と学校関係者評価の委員（所属・任期・種別）、学校関係

者評価結果の公表方法を記載することが求められています。 

 

大学等における修学の支援に関する法律 

 

（大学等の確認） 

第七条 次の各号に掲げる大学等の設置者は、授業料等減免を行おうとするときは、文部科
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学省令で定めるところにより、当該各号に定める者（以下「文部科学大臣等」という。）に対し、

当該大学等が次項各号に掲げる要件を満たしていることについて確認を求めることができ

る。 

一 大学及び高等専門学校（いずれも学校教育法第二条第二項に規定する国立学校又

は私立学校であるものに限る。第十条第一号において同じ。）並びに国立大学法人

（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学

法人をいう。第十条第一号において同じ。）が設置する専門学校 文部科学大臣 

二 国が設置する専門学校 当該専門学校が属する国の行政機関の長 

三 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規

定する独立行政法人をいう。以下この号及び第十条第一号において同じ。）が設置す

る専門学校 当該独立行政法人の主務大臣（同法第六十八条に規定する主務大臣を

いう。） 

四 地方公共団体が設置する大学等 当該地方公共団体の長 

五 公立大学法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六十八条第一

項に規定する公立大学法人をいう。以下この項及び第十条第三号において同じ。）が

設置する大学等 当該公立大学法人を設立する地方公共団体の長 

六 地方独立行政法人（地方独立行政法人法第二条第一項に規定する地方独立行政法

人をいい、公立大学法人を除く。以下この号及び第十条第四号において同じ。）が設

置する専門学校 当該地方独立行政法人を設立する地方公共団体の長 

七 専門学校（前各号に掲げるものを除く。） 当該専門学校を所管する都道府県知事 

 

 

高等教育の修学支援新制度 機関要件の確認（更新）申請・審査の概要（令和５年１２月１日

現在）に示されているとおり、専門学校の 78.5%が修学支援新制度の機関要件の確認を行って

います。修学支援新制度が始まったことにより、学校関係者評価への取組が広がってきたと考

えられます。 
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（４） 私立学校法 

 

令和７年４月１日に施行される改正私立学校法は、「社会の要請に応え得る実効性のあるガ

バナンス改革を推進するための制度改正を行う」ことを趣旨としています。「執行と監視・監督の

役割の明確化・分離」の考え方から、理事・理事会、監事及び評議員・評議員会の権限分配を

整理し、私立学校の特性に応じた形で「建設的な協働と相互けん制」を確立することを目指して

います。 

ガバナンス改革は、職業教育のマネジメントにも繋がる重要な取組ではありますが、対象とす

る階層が異なっており、法律の条文中には、学校関係者評価委員会等の記述はありません。 
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２－３．学校関係者評価委員会運用の好事例 

 

本調査では、学校関係者評価委員会運用の好事例を収集することを目的として、Q3「自己点

検・評価内容を確認（評価）すること以外に、学校独自の評価項目はあるか。」や Q4「学校関係者

評価委員が学外の視点から評価すべき項目として、どのようなものが挙げられるか。」などの質問

を交えながら、専門学校 11 校に協力をいただきヒアリング調査をいたしました。 

好事例の一つとして、「前年の評価欄を設ける」という報告がありました。「前年の評価欄を設け

る」ことにより、前年の評価が低かった項目を確認する際には、「改善されたか」という視点が加えら

れます。また、高評価だった項目については、そうした「質の高い取組が継続されているのか」、

「前年度との違いは何か」など、取組の継続や質の向上のための具体的な取組を検証することが

できるという視点も加わります。 

別の好事例として、「授業アンケート、オープンキャンパスアンケートの結果を紹介し、委員から

の意見をいただく」ことや、「コンテスト（学生同士で技術を競う大会）での成果」を紹介することが挙

げられました。これらの取組は、授業アンケートやオープンキャンパスアンケートという、「学生や入

学希望者による学校評価の結果」や、コンテストの成果という、「企業・団体等の関係者による評価

の結果」を学校関係者評価委員に紹介し、検証してもらうものであり、自己点検・評価の内容を確

認するという、通常の学校関係者評価委員会では行われていない手法です。 

また、学校関係者評価委員が学外の視点から評価すべき項目として、複数の学校が、コンプライアンス

の順守、地域への貢献、教育理念、育成する人材像を挙げています。 

参考にしていただければと思います。 

 

 

２－４．学校関係者評価委員会運用見直しに関する今後の課題 

 

本調査は、私立学校法改正や専修学校設置基準、修学支援新制度との接続などを踏まえ、今

後期待される「学校関係者評価委員会」の活動について、特に、学校関係者評価委員が学外の

視点から評価すべき項目について整理することを目的として実施されました。本調査に先立って

実施されたアンケート調査結果も踏まえ、また、多くの専門学校関係者の協力を得ることができ、

多様な専門学校の現状について効率良く調査が進められたと、感謝しております。調査にご協力

いただきました専門学校関係者ならびに関係団体の皆さまに、この場をお借りして御礼申し上げ

ます。 

アンケート調査ならびに本調査から見えてきたのは、半数以上の多くの専門学校が、必要とされ

る最低限の年間開催回数にて学校関係者評価委員会を開催し、職業教育のマネジメントに役立

てることが十分にはできていないという現状です。今後、職業教育のマネジメント及び教育の質の

向上に役立てられる「学校関係者評価委員会の運用の手引き」の作成や、その普及促進に、この

調査結果を活用していただくことを期待します。 
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第５編 中期計画策定に関する調査に 
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１．私立大学における中期計画 

 

私立大学は、学部学生の約８割の教育を担うなど、様々な学生に対し門戸を開き、それぞれの

「建学の精神」に基づき、多様性に富み、独創的な教育研究を行う役割を担っています。 

現在、私立大学を取り巻く環境は、少子高齢化（生産年齢人口の減少）、グローバル化や情報

化の進展に伴う国際競争力の衰退などの課題に直面しており、大きく変化しつつあります。このよ

うな状況を踏まえ、社会からの信頼と支援を得て重要な役割を果たし続けるため、公教育を担う機

関としてふさわしい学校法人のガバナンス強化と、18 歳人口の減少等の環境変化に対応した支

援の強化を目指して、「私立学校法の改正」により、「役員の責任の明確化」や「情報公開の義務

化」、「破綻処理手続の円滑化」、「中期的な計画の作成」が推進されています。 

上記の取組のうち、「中期的な計画」に必要とされる項目ついては、「私立大学ガバナンス・コー

ド」を参照することが推奨されています。「私立大学ガバナンス・コード」には、「日本私立大学協会

憲章 私立大学版ガバナンス・コード＜第１版＞」と「日本私立大学連盟 私立大学ガバナンス・コ

ード」があります。それぞれの概要は以下のとおりです。 

 

１－１．「日本私立大学協会憲章 私立大学版ガバナンス・コード＜第１版＞」 

 

「日本私立大学協会憲章 私立大学版ガバナンス・コード＜第１版＞平成 31 年 3 月 28 日」（以

下、「私大協 私立大学版ガバナンス・コード」という。）は、私立大学が主体性を重んじ公共性を高

める自律的なガバナンスを確保し、より強固な経営基盤に支えられ、時代の変化に対応した大学

づくりを進めることを目的として作成されました。 

昭和 21（1946）年に「全国私立大学連合会」として発足し、昭和 23（1948）年に現在の名称に改称さ

れた「日本私立大学協会」は、「わが国の高等教育及び学術研究の機関としての私立大学の地位の重

要性に鑑み、学校法人相互の提携と協力によって、私立大学の振興を図り、その使命達成に寄与し、

学術及び教育の進歩発展に貢献する」ことを目的として、さまざまな活動を行っています。（会員数は、

391 法人 410 大学（準会員 1 法人 1 大学含む）。令和６年１月現在）［私大協 HP より引用］ 

平成 29（2017）年 5 月に文部科学省より公表された「私立大学等の振興に関する検討会議」の

議論のまとめにおいて、「透明性あるガバナンスが担保されるよう改善するため、法令の規定によ

るものだけではなく、学校法人や私学団体の自主性を尊重するための『ガバナンス・コード』のよう

なガイドライン策定が必要」との提案がなされ、それに対応するものとして「私立大学等ガバナン

ス・コード（仮称）」の検討が進められ、私立学校法改正法案の成立後、調整したのちに私大協ＨＰ

において公表されています。 

「私大協 私立大学版ガバナンス・コード」は、以下の５つの原則から成ります。 

（１） 私立大学の自主性・自律性（特色ある運営）の尊重…建学の精神等 
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（２） 安定性・継続性…学校法人運営の基本（権限・役割の明確化） 

（３） 教学ガバナンス…学長の責務、権限・役割の明確化 

（４） 公共性・信頼性…ステークホルダーとの関係 

（５） 透明性の確保…情報公開等 

 

ここでは、中期計画策定に関する調査という本調査報告の目的を鑑み、「中期計画（中期的な

計画）」に関連する項目のみを取り上げます。 

 

 

第１章  私立大学の自主性・自律性（特色ある運営）の尊重 

１－１ 建学の精神 

１－２ 教育と研究の目的（私立大学の使命） 

（１）建学の精神・理念に基づく教育目的等 

（２）中期的（原則として５年以上）な計画の策定と実現に必要な取組みについて 

① 安定した経営を行うために、認証評価を踏まえて中期的な学内外の環境の変化の予測

に基づく、適切な中期的な計画の検討・策定をします。 

② 中期的な計画の進捗状況、財務状況については、○○委員会で進捗状況を管理把握

し、その結果を内外に公表するなど、透明性ある法人運営・大学運営に努めています。 

③ 財政的な裏付けのある中期的な計画の実現のために、外部理事を含めた経営陣全体

や、経営陣を支えるスタッフの経営能力を高めていきます。 

④ 改革のために、教職協働の観点からも事務職員の人材養成・確保など事務職員の役割

を一層重視します。 

⑤ 経営陣と教職員が中期的な計画を共有し、教職員からも改革の実現に際して積極的な

提案を受けるなど法人全体の取組みを徹底します。 

⑥ 中期的な計画に盛り込む内容例 

  ア 建学の精神・理念に基づき育成する具体的な人材像とこれを実現する教育目標 

  イ 教育改革の具体策と実現見通し 

  ウ 経営・ガバナンス強化策 

  エ 法人・教学部門双方の積極的な情報公開 

  オ 財政基盤の安定化策 

  カ 設置校の入学定員確保策 

  キ 設置校の教育環境整備計画 

  ク グローバル化、ICT 化策 

  ケ 計画実現のための PDCA 体制  

（３）私立大学の社会的責任等 

 

第２章  安定性・継続性（学校法人運営の基本） 

２－１ 理事会 
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２－２ 理事 

２－３ 監事 

２－４ 評議員会 

（１）諮問機関としての役割 

次に掲げる事項について、理事長は、評議員会に対し、あらかじめ、評議員会の意見を聞

きます。なお、諮問事項に関して特別の利害関係を有する評議員は、議決に加わることがで

きません。 

① 予算、事業計画に関する事項 

② 中期的な計画の策定 

 （中略） 

２－５ 評議員 

 

第３章  教学ガバナンス（権限・役割の明確化） 

３－１ 学長 

（１）学長の責務（役割・職務範囲） 

① 学長は、学則第○○条に掲げる「○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○」

という目的を達成するため、リーダーシップを発揮し、大学教学運営を統括し、所属教職

員を統督します。 

② 学長は、理事会から委任された権限を行使します。 

③ 所属教職員が、学長方針、中期的な計画、学校法人経営情報を十分理解できるよう、こ

れらを積極的に周知し共有することに努めます。 

３－２ 教授会 

 

第４章  公共性・信頼性（ステークホルダーとの関係） 

４－１ 学生に対して 

４－２ 教職員等に対して 

（１）教職協働 

実効性ある中期的な計画の策定・実行・評価（PDCA サイクル）による大学価値向上を確実

に推進するため、教員と事務職員等は、教育研究活動等の組織的かつ効果的な管理・運営

を図るため適切に分担・協力・連携を行い、教職協働体制を確保します。 

（２）ユニバーシティ・ディベロップメント：UD 

４－３ 社会に対して 

４－４ 危機管理及び法令遵守 

 

第５章  透明性の確保（情報公開） 

５－１ 情報公開の充実 

（１）法令上の情報公表 

（２）自主的な情報公開 
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法律上公開が定められていない情報についても、積極的に自らの判断により努めて最大

限公開します。事例としては次のような項目があります。 

① 教育・研究に資する情報公開 

② 学校法人に関する情報公開 

ア 中期的な計画 

イ 経営改善計画 

ウ 学校法人が相当割合を出資する会社に関する情報 

（３）情報公開の工夫等 

 

 

１－２．「日本私立大学連盟 私立大学ガバナンス・コード【第１．１版】 

 

「日本私立大学連盟 私立大学ガバナンス・コード【第１．１版】令和 5（2023）年 3 月 28 日」（以

下、「私大連 私立大学ガバナンス・コード」という。）は、一般社団法人日本私立大学連盟が、会

員法人の自主性と私立大学の多様性を踏まえつつ、大学改革を推進する上で指針となるものとし

て策定されたものです。 

昭和 26 （1951）年に創立された一社）日本私立大学連盟は、「会員相互の協力によって、私立大学

の権威と自由を保持し、大学の振興と向上を図り、学術文化の発展に貢献し、もって大学の使命達成

に寄与する」ことを目的として、さまざまな活動を行っています。私大連の加盟大学は、現在（令和５年４

月現在）、111 法人 123 大学です。全私立大学に占める加盟大学数の割合は、約２割にとどまりますが、

学生数、事業活動収入の規模は約５割を占めています。このことから、私大連の加盟大学は比較的規

模の大きい大学が多いといえます。また、地域別にみると、関東地方の大学が全加盟校の５割、近畿

地方の大学が２割を占めており、首都圏及び地方都市圏の大学が比較的多いといえます。）私大連

HP より引用］ 
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「私大連 私立大学ガバナンス・コード」の、「コード」とは、 「基本原則」、「遵守原則」、「重点事

項」及び「実施項目」の４つから構成されるもので、「基本原則」から「実施項目」すべてを包含して、

コードと呼んでいるとのことです。 

「基本原則」には、会員法人が原則、実施する必要があると考えた内容が示されています。具体

的には、「１．自律性の確保」、「２．公共性の確保」、「３．信頼性・透明性の確保」及び「４．継続性

の確保」の４つが掲げられています。この４つは、それぞれ独立したものではなく、４つが揃ってこ

そ、私立大学のガバナンスが有効に機能すると考えられるため、いずれも欠くことができないものと

されています。 

そして、「遵守原則」とは、「基本原則」を遵守するために必要と考えられる内容を示し、「重点事

項」とは、「遵守原則」を遵守するために必要不可欠な事項を示しています。「実施項目」は、上位

の「重点事項」を達成するための、 実効的な取組例（会員法人が実施しているグッドプラクティス

等）ですが、すべての「実施項目」を実施しなければ、「重点事項」を達成していないと即座に判断

されることにはなりません。下位基準がすべて達成されていなくとも、上位基準が達成されていると

判断できる場合もあります。あくまでも上位概念の遵守の判断のために、下位基準を利用するので

あって、すべての下位基準を達成することを意図しているものではなく、特に「実施項目」に関して

は、「形式的にそのすべてを実施することを意図するものではない」と説明されています。 

ここでは、中期計画策定に関する調査という本調査報告の目的を鑑み、「中期計画」に関連す

る項目のみを取り上げます。 
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基本原則 「１．自律性の確保」 

会員法人は、私立大学としての多様な教育研究活動を実現するため、それぞれの寄附行為、

建学の精神等の基本理念に沿って、自主性、独立性を確保すると同時に、自律的に学校法人

を運営する必要がある。 

 

◎ 遵守原則 １－１ 

会員法人は、学生、保護者、卒業生のみならず、広く社会に存在するステークホルダーに対

し、教育研究目的を明確に示し、理解を得る必要がある。 

 

〇 重点事項 １－１ 

会員法人は、事業に関する中長期的な計画もしくは事業計画等（以下「中期計画等」という）の 

策定を通じて、さらなるガバナンス機能の向上を目指し続ける。 

 

● 実施項目 １－１ 

① 中期計画等の策定に当たり、教学関連及び経営関連項目ごとに素案の策定主体、計画

期間、意見聴取方法及び意見の反映方法をあらかじめ決定する。 

② 中期計画等の策定に際し、直前の中期計画等及び他の計画との関連性を明らかにす

る。 

③ 中期計画等に教学、人事、施設及び財務等に関する事項を盛り込む。 

④ 中期計画等において、理事長をはじめ政策を策定、管理する人材の育成、登用の方針を

盛り込む。 

⑤ 中期計画等の内容について、その適法性、倫理性を考慮するとともに、顕在的リスクのみ

ならず潜在的リスクについても識別、評価する。 

⑥ 中期計画等の策定に際し、財政面の担保が不可欠であることを踏まえ、現実的かつ具体

的な資金計画、収支計画を精緻化する。 

⑦ 中期計画等において、実施スケジュールを含む具体のアクションプランを明確にする。 

⑧ 中期計画等に係る策定管理者（政策管理者）と執行管理者を明確にする。 

⑨ 中期計画等の最終決定は、十分な説明、資料に基づき、評議員会等の意見を聴取したう

えで、会議体等の合議により行う。 

⑩ 中期計画等において、測定可能な指標や基準に基づく達成目標、行動目標を提示し、

適宜、データやエビデンスに基づいて中期計画等の進捗管理を行う。 

⑪ 中期計画等の内容、進捗管理方法について、教職員を中心とする構成員に十分に説明

し、理解の深化を図る。 

⑫ 外部環境の変化等により、中期計画等の変更が必要となった場合、速やかに修正を行え

る体制を構築する。 

⑬ 中期計画等の期間中及び期間終了後に、進捗状況及び実施結果を法人内外に公表す

る。 
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基本原則「 ２． 公共性の確保」 

会員法人は、 わが国の将来を担う多様な人材を育成するとともに、教育研究活動とそこから得

られた成果を通じて社会や地域に貢献し、その要請に応える必要がある。 

 

（中略） 

● 実施項目２－１ 

（中略） 

③学校法人の中期計画等、学部・学科、研究科等の達成目標を実現するための経営資源（ヒ

ト、モノ、カネ）が、 効率的な配分となり、著しく非効率的なものとならないよう、経営資源の配分

に係る基本方針を明確にする。 

（中略） 

 

基本原則「３．信頼性・透明性の確保」 

会員法人は、私立大学の有する公共性に鑑み、健全な大学運営について、学生、保護者、教

職員のみならず広く社会からの信頼を得られるよう、説明責任を果たすとともに、透明性の確保 

に努める必要がある。 

 

（中略） 

◎ 遵守原則３－３ 

会員法人は、自らが行う教育研究活動に係る情報や、それを支える経営に係る情報について 

広く社会から理解を得るため、様々な機会を通じて、積極的に情報を公開する。 

 

〇 重点事項３－３－１ 

会員法人は、広く社会に対して、継続的かつ時宜に適った情報公開を行うための制度整備をさ

らに進める。 

 

〇 重点事項３－３－２ 

会員法人は、情報を公開するに当たり、幅広いステークホルダーの理解が得られるよう、その公

開方法の工夫・改善を図る。 

 

● 実施項目３－３－１ 

（中略） 

④ 中期計画等との連関に留意した事業報告書の作成を通じてその進捗状況を公表する。 

（中略） 

 

● 実施項目３－３－２ 

（中略） 

⑥ 中期計画等との連関に留意した評議員会への事業の実績報告や事業報告書の作成を通
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じた経営上の課題や成果の明確化、共有化により、経営改革を推進する。 

（中略） 

 

基本原則 「４．継続性の確保｣ 

会員法人は、それぞれの建学の精神等の基本理念に基づき、その使命を果たすため、大学に

おける教育研究活動の維持、継続並びに発展に努める必要がある。 

（後略） 

 

 

 

 

 

 

 

  

236



 

２．国立大学における中期計画（参考） 

 

国立大学法人では、中期計画の策定とともに中期目標を設定することとされており、下記の＜

基本的な考え方＞に基づき、中期目標期間の業務実績評価が行われています。業務実績評価

（各中期目標の達成状況）は、「① 教育研究等の質の向上」と「② 業務運営・財務内容等の状況」

に大別され、「① 教育研究等の質の向上」は「ア．大学改革支援・学位授与機構が行う評価」とし

て、また、「② 業務運営・財務内容等の状況」は「ア．法人による自己点検・評価」、「イ．評価委員

会による検証」、「ウ．評価委員会による評定」としてまとめられます。 

 

＜基本的な考え方＞ 

・ 国立大学法人評価においては、各法人が強み・特色を最大限に生かし、自ら改善・発展

する仕組みを構築し、機能強化が図られたかという視点が重要である。 

したがって、法人の多様な役割に応じ、世界トップレベルの教育研究の展開や海外大学と

伍する卓越した教育研究の展開、全国の中心的な教育研究の展開、地域活性化の中核

的な役割を担う取組等について、適切に評価を行う。 

・ 第４期中期目標期間の業務実績評価は、各法人の自己点検・評価に基づいて行う。具体

的には、各法人の自己点検・評価が着実に行われているかどうかを確認するとともに、各法

人の中期計画の実施状況等に基づき、各中期目標の達成状況を確認（ 項目別評価） し、

その結果等を踏まえ、各法人の特性に配慮しつつ、中期目標の達成状況を総合的に記述

する（ 全体の状況）。 

・ 評価に当たっては、国立大学法人等の基本的な使命である、世界最高水準の教育研究の

実施、計画的な人材養成等への対応、大規模基礎研究や先導的・実験的な教育研究の

実施、社会・経済的な観点からの需要は必ずしも多くはないが重要な学問分野の継承・発

展、全国的な高等教育の機会均等の確保、地域活性化への貢献等に十分配慮するととも

に、教育研究の定性的側面、中長期的な視点に留意する。 

 

国立大学法人における中期計画は、学校の成り立ちや運営方法も異なることから、そのまま引

用することは適切ではありません。しかし、学校経営に役立つ中期計画の作成に必要な項目を検

討する上で、参考にできる情報が多く含まれていると考えられます。 

国立大学法人における中期目標・中期計画は、「各国立大学法人・各大学共同利用機関法人

の第 4 期中期目標・中期計画の素案（令和 3 年 11 月）」から、「各国立大学法人・各大学共同利

用機関法人の第 4 期中期目標・中期計画（令和 5 年 3 月）」に至るまで、１年半をかけて作成され

る過程も含めて、文部科学省のホームページで公開されています。 

（https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/detail/1386169_00003.htm） 

国立大学法人の第 4 期中期目標・中期計画作成に当たっては、以下の「国立大学法人の第４

期中期目標・中期計画の項目等について（案）」を参照することとされています。 
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記載に当たっては、各法人の特性に応じて工夫することが求められています。記載内容は原則

として全学的な観点からのものとされており、各法人の強み、特色及び社会的役割を踏まえ、全学

的な観点から変革を進め、特色化を図る事項については、特定の分野や個々の学部・研究科等

に係る内容でも積極的にその具体的な内容を記載することを求められています。なお、中期計画

の作成に当たっては、各法人の一層の特色化を図る事項を中心に記載するものとし、必ずしも全

ての活動を記載する必要はないとのことです。 

具体的な事項の記載に当たっては、各法人の方針に照らすこととされ、参考にすべき情報とし

て、以下の文書が挙げられています。 

・第３期教育振興基本計画（平成３０年６月１５日閣議決定） 

・教育再生実行会議第１１次提言（令和元年５月１７日閣議決定） 

・２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）（平成３０年１１月２６日中央教育審議

会） 

・２０４０年を見据えた大学院教育のあるべき姿（審議まとめ）（平成３１年１月２２日中央教育審

議会大学分科会） 

・国立大学改革方針（令和元年６月１８日） 

・国立大学法人の戦略的な経営実現に向けて（最終とりまとめ）（令和○年○月） 

 

中 期 計 画 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項を達成するためにとるべき措置 

※記載に当たっては、留意事項を参照し、次の事項を明記ください。 

①選択した中期目標について各法人の特色や強みを踏まえ具体的に達成を目指

す水準 

②その水準を達成するための方策 

③その水準が達成したか検証可能な評価指標 

１ 社会との共創に関する目標を達成するための措置 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項に関する目標を達成する

ための措置 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並び

に当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関する目標を達成するためにとるべき措置 

※別表に記載する学部等の名称や学生収容定員に係る記載例は、別途連絡 

国立大学法人の第４期中期目標・中期計画の項目等について（案）（国立大学法人

評価委員会 総会（第 65 回）令和２年１２月２３日資料）より一部抜粋 
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更に、上記項目等についての補足説明として、以下のように記載されています。 

一 中期目標を踏まえ、大学の特色や強みを生かし、６年間で達成を目指す水準や方策、評価

指標を明記してください（評価指標については法令上の措置を検討中）。 

二 評価指標は定量的、定性的いずれでも構いませんが、第三者が検証可能な指標を設定し

てください。 

三 達成を目指す水準と評価指標は、その妥当性について説明できるものとしてください。 

四 中期計画は各法人の規模や特性等を勘案しつつ、原則５０項目程度を上限としてください。 

五(1) 中期目標期間の６年間で計画的に実施し、達成したか否かを評価することが可能な事項

を設定ください。したがって、中期目標期間と比較して過度に長期的な事項や過度に短

期的な事項は含めないように留意してください。 

(2) 各法人の第三期中期目標期間の成果等を踏まえて、達成を目指す水準と評価指標を設

定するようにしてください。その際、実現可能性に配慮しつつも、達成を目指す水準と評

価指標は、各法人における可能な限りの努力を促すものとなるよう御留意ください。 

(3) 定量的な評価指標については、①達成すべき数値目標（「△の割合を○％にする」など）

や②その計画が遂行されているかどうかを検証することができる指標（若手教員比率など）

としてください。 

(4) 定性的な評価指標については、①数値目標によらない達成すべき水準（「ステークホル

ダーを意識した情報の提供の強化」など）や②その計画が遂行されているかどうかを検

証することができる指標（情報の提供の強化のための仕組み・措置など）としてください。 

(5) 評価指標や達成を目指す水準については、達成度の評価が困難となる表現（「検討する」

「図る」「努める」など）や、中期目標達成との関係が明確でない表現（「△△を年○回実

施する」など）は、控えるようお願いします。 

六 その他の記載事項については、現行の国立大学法人法第３１条第２項第３号から第６号ま

で及び同項第７号に基づく国立大学法人法施行規則第７条各号に定める事項のほか、法

令遵守（コンプライアンス）に関する計画等について記載して頂く予定ですが、詳細につい

ては別途御連絡します。 

以 上 
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３．専門学校に対するヒアリング調査（中期計画策定） 

 

【調査の目的】 

専門学校が行うべき中期計画策定の内容、範囲、深度等やそのプロセスを明確にし、何をどの

ような手順で策定したか及びその策定効果を明らかにし、中期計画策定のガイドライン作成に役

立てる。 

 

【調査対象校】 

No 法人・学校名 学校名 

1 学校法人国際総合学園 国際音楽・ダンス・エンタテイメント専門学校 

2 学校法人郷学舎 アルスコンピュータ専門学校 

3 学校法人康学舎 上尾中央医療専門学校 

4 学校法人鈴木学園 専門学校中央医療健康大学校 

5 学校法人愛知産業大学 名古屋美容専門学校 

6 学校法人修成学園 修成建設専門学校 

7 学校法人穴吹学園 （学校法人全体） 

8 学校法人河原学園 河原デザイン・アート専門学校 

9 学校法人麻生塾 麻生建築＆デザイン専門学校 

10 学校法人未来創造学園 熊本電子ビジネス専門学校 

11 学校法人 KBC 学園 （学校法人全体） 

 

 

【ヒアリング調査結果】 

  質問項目 回答内容 

P
lan

（
計
画
） 

Q1. グランドデザインはど

の様な内容で作成されて

いますか。 

作成している［７校］ 

作成していない［２校］ 

☑環境分析［２校］    ☑外部環境分析［３校］ 

☑ミッション（建学の精神・理念など使命や存在意義）の再定義［３校］ 

☑ビジョン（目指すべき姿）・戦略の明確化［５校］ 

☑財務基盤［２校］    ☑他の学校法人との差別化［２校］ 

☑教育改革［４校］    ☑組織改革［３校］ 
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※作成されていない法人

は「長期的な視点の捉え

方や作成していない理由」

を確認させてください。 

☑ステークホルダー（学生、教職員、校友会等の関係者）に関する取り

組み 

□その他（                   ） 

 

ビジョンシートというものが存在する。建学の精神、運営方針、３年間の

グランドデザイン（教育、就職、応募）、収支計算は５年を記載している。

［D 校］ 

中期計画は 2021 年からスタートした。作成にはトータル 5 カ月程度要

した。持続的な成長をするための３つのビジョン「魅力と確かな強みのあ

る学校」「不確定要素に対する強靭性」「組織としての俊敏性」を掲げて

いる。［E 校］ 

グランドデザインという表現はないが、グローバルシティズン育成の方針

にそって育成人材像を作成している。［G 校］ 

理事長を中心に、校長が一部関わる。 

取り組んで 3 年目になるが、財務を中心に取り組む。これだけは貯める

という目標をたて、現在 2 年目。ここで貯めたお金を、将来やりたいこと

につなげる。学生数を確保出来ているときは良いが、いかに支出を減ら

すか頭を悩ます。光熱費の対応（LED に変える）管理会社の提案で電

気が視覚化。 

外部環境・・・①競合校の進出、②ハイブリッド授業の検討、③地元の専

門学校との連携（コラボで講師派遣、施設利用） 

組織改革・・・理事長直轄の事業推進部を立ち上げる(10 月より）。内部

より登用し、専属（専任）で業務にあたってもらう。［H 校］ 

グランドデザインという考えでは作成していない。これまで 3 カ年の中期

計画を 10 期続けて来たが、短大設置に伴って 5 カ年の中期計画を初

めて作成した。専門学校のサイクルで考えると 3 年サイクルがやりやす

いが、別の役割と考えれば使い分けは可能。長期的なビジョンは不変

のもので、そのなかでミッションの再確認は行っている。［K 校］ 

241



 

Q2. グランドデザイン/ビ

ジョンと中期計画、事業計

画との関係についてお教

えください。 

中期計画は 3 回目以上［４校］ 

学園中期計画を策定し、その中で本校の中期計画もある。［B 校］ 

学校法人以外の法人も含めた当学園グループの中長期方針が発表さ

れ、それをもとにビジョンシートを作成し、それを各年度の事業計画に反

映させている。［D 校］ 

本校が持続的な成長を目指すために３つのビジョン（要素）を掲げ、そ

れらのビジョンを達成する為に必要となるものを中期計画の柱として 7

項目設定している。［E 校］ 

ビジョン→中期計画→各年度の事業計画の流れとなっている。３つのビ

ジョンを達成するために必要となるものを中期計画の柱として７つの計

画を掲げている。①基本的価値観の理解・共有、②魅力の発信力強化

と強みの確立、③組織体制強化、④思考する組織、⑤組織体質の変

化、⑥地域社会の中での存在感向上、⑦健全な財務バランス［E 校］ 

グランドデザイン≒中期計画 

中期計画に基づき、３年後までの年次計画（期ごとの具体的施策（アク

ションプラン））を策定。１年目は次年度の事業計画として詳細を策定。

［J 校］ 

長期計画を踏まえたうえでの中期・年度の計画。［K 校］ 

 

中期計画は 2 回目［２校］ 

経営理念・方針→３つの経営方針（教育の質保証と向上・地域に開か

れた学校・健全経営と安全の保証）→各学校における経営戦略と中期

計画→３つの教育方針（アドミッションポリシー・カリキュラムポリシー・デ

ィプロマポリシー）を定めている。この他に、単年度の事業報計画に、ミ

ッション→ビジョンを掲げている。ビジョン・ミッションについては、実習先

やカリキュラム委員会で意見を頂いている。［C 校］ 

 

中期計画は今回が初めて［２校］ 

本校が持続的な成長を果たすために本学園として定めた教育理念、校

訓、建学の精神、育成人材像など、これらを具現化するものとして設定

していく。［G 校］ 

グランドデザイン 10 年、中期計画 5 年、事業計画 1 年［H 校］ 

 

グランドデザインは作成していないが、学園中期計画を策定している。

中期計画は 2 回目［１校］ 

 

 ※グランドデザイン/ビジ

ョンを作成していない学校

には質問しません。（グラ

ンドデザイン／中期計画

／事業計画の関係性も確

認） 
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中期計画の作成回数不明［１校］ 

※2030 年の計画を立てている（120 周年）。 

ステークホルダーへのわかりやすさを意識して発信している。バックキャ

スティングで考えているが、具体的な内容はフォアキャスティングで実施

している。2018 年～は 5 カ年計画。コロナが来て 2021 年に作り直し

（再策定）。［M 校］ 
 

Q3. 計画を作成する前に

どのような分析をされてま

すか 

（例：①自社の分析（過去

の業績、成功要因、強み、

弱み）②環境分析（マクロ

環境、ミクロ環境）） 

 

 

※ PESTLE 分析は、組織が

展開するビジネスや置か

れている環境を 6 つの視

点から分析し、ビジネス

判断を下すときに考慮す

べき要素を可視化するも

のです。 

なお、PESTLE は、

Political：政治的、

Economic：経済的、

Sociological：社会的、

Technological：技術的、

Legal：法的、

Environmental：環境的の

頭文字をとった略語で

す。 

[過去に作成した中長期計画の達成度]をかなり参照。［４校］ 

KPI として設定している、就職率、第一希望就職先内定率、募集定員、

退学率、国家資格合格率、利益、人件費率などを分析し、各項目の数

字目標を決める。KPI 数値目標は全部で８つ。［B 校］ 

内部環境分析（当校の強み、当校の弱み）と外部環境分析（経済状況と

業界状況、機会）により、中期に育てるコア・コンピタンス（現在保有して

いる当校のコア・コンピタンス→今後中期で育てるコア・コンピタンス）を

整理。［J 校］ 

 

[実態調査やアンケート調査結果]をかなり参照。［５校］ 

学内の実態調査データを分析する。バランススコアカードや SWOT 分

析から計画を作成する。［A 校］ 

法人本部主導の授業アンケート、入学時アンケート、オープンキャンパ

ス時のアンケート、進学業者様資料などを確認している。［D 校］ 

外部環境分析を行い、財務を中心に取り組む。［H 校］ 

外部環境分析として、PESTLE 分析を行っている。内部環境分析とし

て、バリューチェーンをイメージした、学生の入学から卒業までに課題を

整理している。学生アンケートを活用し、学生募集につなげている。［C

校］ 

マクロ環境分析、局地的な環境分析。SWOT 分析等は局地的な戦略

になり、学科毎になるので実施していない。ブランド力という話は別の

話。［K 校］ 

 

[学校関係者評価・第三者評価の結果] ［３校］、[自己点検評価の結

果] をかなり参照。［４校］ 
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[他大学・専門学校等の中期計画] ［２校］、[高等教育政策情報（答申

等）]をかなり参照。［２校］ 

[中期計画策定に役立つセミナー・研修] ［１校］、[上場企業のものな

ど、公開されている中期計画] をかなり参照。［２校］ 

学生募集状況（分野・入学者居住地等）、学生募集エリアの 18 歳人口

推移、常勤教員の専門性、学校施設（教室数等）、財務状況分析など。

特に分析図に落としたりはしていないが、SWOT 分析の観点も取り入れ

ている。［E 校］ 

学内で数値の分析（新設学科、資格・検定の合格率、関連業界就職率 

等） ※過去の業績、成功要因、強み、弱み、高校生、または高校のニ

ーズの調査。県外流出の状況。［F 校］ 

環境分析と自校の分析。（環境分析：入学生募集状況（職業観、入学希

望居住地域）、18 歳人口動態、工業高校※建築分野の教育、国土交

通省建築分野の構想、建築士法※建築士育成の方向性、業界人材ニ

ーズ、業界の求める技術ニーズ、他校情報（全専建教）など。自校の分

析：常勤非常勤講師の専門性、学校施設（教室、実習室等）、設備投資

計画、教員採用計画、現行の開講科目・教育課程、退学者状況、財務

状況など）［G 校］ 

その他［１校］ 

外部環境（18 歳人口）、競合の大学の情報収集、分析をしている。［M

校］ 

Q4. 中期計画はどの様な

内容を重視して作成され

ていますか。 

☑募集［10 校］   ☑教育［10 校］   ☑就職［７校］    

☑社会連携・社会貢献［４校］      ☑国際連携［１校］   ☑施設

設備計画［３校］    ☑財務戦略［８校］    

☑組織・運営体制［４校］   ☑研修計画（人材育成）［５校］   ☑そ

の他（産学連携、サロンとの連携、デジタル投資） 

※可能であればグランド

デザイン、中期計画の大

項目中項目の資料をご提

供ください。 

報告書への掲載（公開）  （ 可［３校］ ・ 否［４校］ ） 

提供有り。公開については検討中（理事長と相談後に判断とのこと）［A

校］ 

HP や広報誌にて公開している数字であれば問題ない［B 校、C 校］ 

第１順位が募集、２が就職、３が教育と考えている。［D 校］ 

細分化はされていないが、言葉は触れている。付帯事業とかはなし。［G

校］ 
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教育の質の担保は必須だが、学生の多様化が進み難しさが増してい

る。学生がいなければ始まらない。学校運営のための数がいない

と・・・。サポート校からの学生が増えている。オンライン教育でいいの

か、社会で活躍できるのか？ 社会がまだ追いついていない。人間力・

コミュ力の教育がまだ重要。［H 校］ 

掲載可。※掲載内容は要確認［J 校］ 

→教育の中身があって初めて「募集」に繋がると考えている。 

SDGｓ（持続可能な未来）をキーワードに 2030 年までの計画を検討。 

募集は大事だが、募集だけやっても持続可能にならない。職業実践専

門課程でも企業連携が課題になっている。 

→S ゼミの話（3 年目）：SDGｓを慈善活動（ボランティア）で捉えると続か

ないので、ビジネスとして捉えて発信。1 年目は有名自動車メーカーの

担当者よりスマートシティーをテーマに講義いただいた。［M 校］ 

Q5. 中期計画を作成する

上で最も重要視する点は

何ですか 

中期計画はまだまだ活用しきれていない。重要な点は、古くなってきて

いる校舎の修繕計画と考えている。これは中期計画を作成するにあたり

見えてきた部分である。［C 校］ 

８つの KPI（事業活動収支差額、人件費比率、教育研究費比率、管理

経費比率、国家試験合格率、退学者数、第一希望就職内定率、全国

大会入賞者数）の目標達成。［B 校］ 

募集、就職（企業連携、インターンシップ）、教育を重視しているが、こ

れらの項目を特別な労力を使うことなく、日頃の教育を通じて成果に繋

ぐことが理想。施設整備計画はあるが、減価償却に対してどこまでやる

か、など詳細までは作りこめていない。［B 校］ 

教職員の中期的ビジョンの共通理解・共通認識。情報を「見える化」す

ることで共通認識を持ち、方向性を確認して、ベクトルを一致させてい

る。［E 校］ 

どれも重視しているが、「組織運営の体制」や「組織の人材育成」の着目

度は高い。業界への貢献（就職）や育成人材像に関する「教育」も重

要。それらの原資となる「募集」については特に定量的な指標をもって

計画する。［G 校］ 

教育目標については、数値の設定と具体的な計画内容。募集面につ

いては、地域性や企業からの要望、今後成長する分野かどうか？［F

校］ 
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在学生の満足度および現実的であるか、達成可能であるか。［J 校］ 

「学内共有」が重要。「中長期計画」として 2030 年度に向けた計画とし

ている。［M 校］ 

計画に各部門の教員が携わることが初めてで、学園への帰属意識が高

まったきっかけとなった。これまでの学科ごとの今年のことしか見ていな

い、考えていないという状態から、学園として専門学校の発展とか視野

を広く持てるきっかけとなった。中長期的目線も、現場の先生も養いな

がら教育に携わる。計画を立てて終わり、アンケートを取って終わり、で

はなくなってきつつある。学園全体の横のつながりの強化を重視。それ

によって教育力を高めるとともに、労働環境改善、業務の効率化を図り

たい。［A 校］ 

Q6. 中期計画はどの様な

手順で作成されています

か。（組織や作成方法。検

討委員会などを設定しまし

たか？） 

中期計画の策定主体は学校法人。策定プロセスは各部署横断の全学

的な委員会で作成［１校］ 

令和 2 年の秋口に中期計画を作成する委員会を立ち上げた。令和 3

年に具体的にやらないといけないということで、各セクションから委員を

選出して策定委員会を立ち上げた。教育はマスで結果を出すことが重

要になる。横串を通して教育力を上げていく取り組み。本部の中に室を

作る体制とした。［A 校］ 

 

中期計画の策定主体は学校法人。代表者等が大きな方向性を示し、

各部署が具体案を作成［２校］ 

事業計画（４カ月くらいかけて作成） 

理事長よりビジョン→各校で策案提出→聴取→修正→提出 

募集については、現場と管理部門で毎年事業計画としてすり合わせを

行う。経営企画部でマーケット調査。校長と理事長が ONE ON ONE で

面談すり合わせ。経営企画部は、人件費や設備投資の視点で、一緒に

入る。大まかな募集目標が現場に落ちてくる。 

学科の再編も検討・・・採算が基準［G 校］ 

法人方針に基づき、副校長・教務部長・事務局長が作成。理事長プレ

ゼンを経て承認。［J 校］ 

 

学校法人と学校の共同。代表者等が大きな方向性を示し、各部署が

具体案を作成［１校］ 

法人全体で方向性を作成。10 名程度の委員会、40 歳台の課長級が中

心でたたき台を作成。座長は統括副校長(理事)。委員会のメンバーは
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統括副校長が推薦。そこから、本部経営企画部と常勤役員とで作成。

それをもとに各校・学科で個別の計画を作成する。 

(5 年の計画について)法人は本部と常勤役員で作成しているが、短大・

高校は(今回初回なので)学校で作成、専門学校は本部と統括副校長

を含む役員で作成。［K 校］ 

 

学校法人と学校の共同。学校・学科等で作成したものをまとめて全体

計画に反映。［２校］ 

運営会議（各学科長・事務長）で原案を作成し、理事や理事長に複数

回確認しながら作成している。［C 校］ 

毎年、年間計画を作成する際に３年を基準に目標の数値を設定し、具

体的な計画を立てる。校長、事務局長等の管理職がチェックを行い、月

例会議等で承認を受ける。［F 校］ 

 

学校法人が大枠を策定し、その枠組みに従って各校が作成する。代表

者等が大きな方向性を示し、各校（各部署）が具体案を作成［２校］ 

学園全体の中期計画を策定。以前は 3 年スパンで中期計画を作って

いたが、2021 年度で一度終わった。ちょうどコロナ禍であったため計画

が作りづらかったことが理由。そのため 22 年度は検証を実施した。［B

校］ 

学園全体の中期計画とは別に、学校ごと事業計画を策定している。→

項目は学園全体の中期計画内容に沿ったもので、それを学校に落とし

込むような形。［B 校］ 

学園では 10 年ほど前に中期計画を導入し、今は第 3 次となっている。

第一次は理事長が、第二次は本部が中心になって、学園案をまとめ

た。［B 校］ 

現在の第三次中期計画は理事長が設定した大枠のテーマに対して、

「じゃあそれをどう具体化していくか」を各校組織の長（→学校長）が話

し合って設定。［B 校］ 

グループで大きな方針があり、その後は学校ごとにボトムアップで作成

している。［D 校］ 

 

理事長を中心に作成［２校］ 

理事長が作成し学内理事へ意見聴取。一部修正を行い最終確定。［E

校］ 
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理事長と校長先生、トップダウンで実施。ボトムアップもあるが、まだ現

在進んでいる内容については、その段階に来ていない。財務は行って

いるが、教育内容についてはこれから。［H 校］ 

 

その他［１校］ 

日頃の現場の課題、いい事も含めて吸い上げてまとめて、教育理念を

ふまえてトップダウンで決めていく。［M 校］ 

Q7. 中期計画の作成スケ

ジュールをお教えくださ

い。 

（作成期間（2 年、5 年な

ど）はどれくらいですか？） 

３年くらいかけて作成する。学校関係者委員から作成のタイミングを伺

い、そのような作成期間になった。［C 校］ 

３年［F 校］ 

Ｑ6 と同様。１年半くらいかけて作成。［A 校］ 

１年かけて作成（中期計画は５年間のもの）［B 校］ 

毎年、３年間（収支は５年）を見据えた形式で作成している。９月から作

成し、法人本部に確認を受けながら最終は翌年５月に完成。［D 校］ 

5 年（2022 年度から 2026 年度）／3 年では達成には時間が足りない。 

IT 分野は廃れない(DX、Chat GPT、生成 AI など）。以前やろうとしたが

頓挫した。2021 年度の 9 月から動き始め 3 月で作成。（理事長と事務

局長で作成) ［H 校］ 

原案作成（約 2 か月）→意見聴取・一部修正（約 3 カ月）→学内の部門

長へ周知→常勤の全教職員へ周知［E 校］ 

10 月末頃～委員会を立ち上げ。2～3 回の会議を実施。12 月の会議

で全副校長に途中経過を報告。2 月には決定。［K 校］ 

２～３か月前からヒアリング。ワークも実施。2030 年までの中長期で策定

している。１つの指標（教職員の行動指針）として作っている。［M 校］ 

3 期分を見据えた中期経営計画を毎年作成。自己点検評価に基づく

改善案および財務見通し、行動計画を年内に立案。※毎年 8 月に状

況を確認し、修正（中期経営計画への反映）を行う。［J 校］ 

中期計画作成は１か月くらいかけて作成。5 年ごと。(2019ー2023 年） 

教育計画（教育内容）や経営計画（募集など）、全てを網羅して中期計

画を策定。［G 校］ 

今回は順調に行っているので、途中での見直しはしていない。順調に

行かなければおそらく変えると思われる。［G 校］ 
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Q8. 実施計画、数値計画

はどのようなものを作成し

ていますか。 

中期計画→BSC→個人目標と階層化して数値目標を入れている。［A

校］ 

KPI を８つ設定（事業活動収支差額、人件費比率、教育研究費比率、

管理経費比率、国家試験合格率、退学者数、第一希望就職内定率、

全国大会入賞者数）。［B 校］ 

数値計画・・・財務についても５年後を想定して策定し、５年で割って１

年当たりの数値も明確にしている。募集は財務計画をもとに、最低維持

しなければならない数値を明確にしている。［H 校］ 

収入目標として、入学生数、在学生数、収支差額など。［J 校］ 

中期計画に数値目標の記載はなく、具体的には年度ごとの事業計画に

記載している。年度ごとの目標と到達指標に対する結果を達成すること

によって中期計画が達成するイメージとなっている。［C 校］ 

ビジョンシート内に、３年間のグランドデザインと５年の収支計画を入れ

ている。［D 校］ 

実施計画については、年間計画を作成し、月・週の活動計画に落とし

込んで管理ししている。数値的な目標が達成しているか個人が週報等

で報告する。学校、学科、クラスの数値については、月例会議・教務会

議・学科会議等で進捗管理を実施する。［F 校］ 

中期計画に基づき年間事業計画を作成。年間事業計画内で部門ごと

の実施計画、数値目標を定めている。事業計画における数値目標とし

ては、募集、教育実績、就職実績、退学者数などがある。［G 校］ 

目標数字は法人全体としては掲げていないが、学校・学科毎には作成

し、それを法人で集約して妥当か検証している。［K 校］ 

3 月に作成。クレドのようなものは作っていない。［M 校］ 

学科ごとの収支計画も作成したことはあったが、それに対して行動して

いない。複数の学校があれば意味はあるかもしれないが、１法人１学校

のためあまり意味がないと感じている。［E 校］ 

Q9. グランドデザインや中

期計画を作成する目的は

何ですか。 

（どのようなメリットがあると

考えていますか？） 

教員の中期的ビジョンの共通認識、共通の理解を深め、運営に係る教

職員の協力姿勢を集結させることを目的としている。 

また、単年度では達成しえない大きな目標に対し継続的に連続性をも

って挑むことができるメリットがあると理解している。共通理解（職員が一
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丸となれる）を図ることが、継続性をもって取り組める。→募集につなが

った。［G 校］ 

中期計画がないと毎年の課題のみの対応になる。対応の方向性を誤ら

ないようにと作成している。［C 校］ 

教職員のベクトル合わせだと考えている。［D 校］ 

グランドデザインがあれば職員間で共通のゴールをイメージして遂行す

ることができる。［F 校］ 

中期的ビジョンの共通理解・共通認識を深め、学校経営・学校運営に

関する教職員のベクトルを一致させる。［E 校］ 

共通の認識を持つことで、将来を見据えた行動・対応ができる。［J 校］ 

経営と運営のベクトルを確認する。視点・方向性を合わせる。日頃話さ

ないことを話し合う機会になる。［K 校］ 

ベクトルを示す事。先の事を「事業計画」で作成していると、（大きな方

針を示していると）日々の細かいことができるようになる。［M 校］ 

やることが明確になる。［H 校］ 

WG で横断的に教育に関して、DX に関して現場から意見を吸い上げ

ることが教員間の連携、自分達以外のことを知って良かったという意見

がある。WG へのヒアリングをしており、教職員のレベルアップにもつな

がる。見える化ではないが、漫然と自分の仕事をするのではなく、セクシ

ョン長に中期計画の振り返りを一緒にやっていく。自分達の学園がどう

いう動きをするのかを共有する点では良かった。［A 校］ 

学納金を上げる／定員を増やすなどは学校長が年度ごとに判断すれ

ば良いが、例えば校舎をもう一つ作る／新しい土地を買う、などの大き

な決断・判断を行う上で重要と感じる。最近では学園全体でどう DX 推

進を計るか、など。［B 校］ 

Q10. 中期計画はどのレ

ベルまで公表・説明してい

ますか 

（それぞれ、どのような方

法で周知を図りました

か？） 

☑全ての教職員［８校］（内、常勤のみ［１校］） 

☑一部教職員   責任者クラス［２校］ 

□一部教職員   その他（     ） 

☑学生［１校］    ☑保護者［１校］    □社会一般 
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年間計画を作成する際に３年を基準に学校、各学科として作成してい

る。職員会議や月例会議でアジェンダとして、参加する全ての職員に段

階的に公表し、説明を実施する。［F 校］ 

教職員には３月末の方針発表会で 90 分かけて説明している。非常勤

講師には別の機会を設けて説明している。学生や保護者には形式を変

えて説明している。また保護者には保護者だよりを発行している。［D

校］ 

常勤教職員に３月に行う新年度方針発表で発表している（決算書類も

含め）。非常勤講師には見せていない（中期計画は経営に関するもの

であるため）。ただし、退学に関しては伝えている。［E 校］ 

財務・・・一部教職員（責任者クラス） 

教育内容・・・一般教職員 

教育内容（退学）・・・学生保護者［H 校］ 

令和 4 年の 3 月に教職員に説明。［A 校］ 

公表は全職員へ行っている。運営委員会、職員会議などの場所を使っ

て、定期的に伝えていく。（※職員全体を集めて一気に周知、といった

活動はやっていない。）保護者や学生には伝えていないが、学校関係

者評価委員会では伝えている。［B 校］ 

事業計画は、年頭に全教職員に向けて、校長が伝える。中期計画は、

管理職に向けてのみ伝え、責任者会議にて共有。（理由は特になく、各

学校の責任者（校長代行）の判断）学生保護者に向けては、定量的なも

のではなく定性的なもの）［G 校］ 

積極的に説明しているわけではないが、ＨＰで公開している。教職員に

は積極的に説明をしている。［C 校］ 

3 カ年計画に記載されている大まかな骨子は 4 月上旬の教職員大会

で公開しているが、5 カ年は公開していない。［K 校］ 

D
o

（
実
施
） 

Q11. 中期計画を実行し

ていく為に取り組んでいる

ことは、どのようなことです

か？（具体的なアクション

プランを作成しています

か？） 

全学での数値目標を「ほぼ全て設定」［１校］ 

中期計画の各項目について、関連する部署が何を行うべきか検討し、

毎年の部門計画に落とし込むよう伝えている。［E 校］ 

 

全学での数値目標を「数多く設定」［５校］ 

KPI を８つ設定［B 校］ 
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年度初め（4/1）にキックオフミーティングを行い、中期事業計画、単年

度の事業計画を説明している。各種委員会の動きは進捗確認シートを

使用している。［C 校］ 

教職員全員参加のグループをフェイスブック内に作成し、就職・教育実

績を共有している。朝礼や毎週火曜日の夕方は授業を空けており、そ

こで議論の必要がある時に会議を行っている。［D 校］ 

期ごとのアクションプランを作成。 

その他に各担当および教職員の個人アクションプランあり。［J 校］ 

あまり具体的なプラン・組織はないが、5 年・3 年・1 年で実践的な事業

計画に落とし込んでいる。1 年計画で 3 年計画を念頭に作成するのが

良いと思う。［K 校］ 

 

全学での数値目標を「ある程度設定」［２校］ 

数値目標を 3 年間でどこまで達成するか具体的に計画している。また、

その数値を達成するために具体的なアクションプランを作成し、教務会

議（毎週開催）、職員会議等で進捗を管理している。［F 校］ 

経営者会議 ・・・ 部門長と関連部署長で構成。［G 校］ 

 

全学での数値目標は「特に設定していない」［1 校］ 

バランススコアカードを組み合わせてマネジメントしている。数値目標の

設定自体が難しい。何を持って数値目標にするのかどうか、中期計画よ

りも個別目標で数値化している。［A 校］ 

 

その他／不明［２校］ 

理事長からのトップダウンで事務局長が動く。 

細かいことは、担当者レベル。［H 校］ 

→横軸（年齢層の幅）・縦軸（留学生）で考える。資格対策、卒業生も含

めたリカレント・リスキリング対策を、副校長を責任者として実施してい

る。次年度は社会人向けに対面で月～金の 3 か月間実施する予定。

留学生が 60 名ほどいて、（建築士の合格できるぐらいレベルが高い学

生もいるが）日本語習得レベルに関わらず、（コンテストへの出場含め）

教育対策をしている。［M 校］ 
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Q12. 実行中に定期的な

報告などする機会はありま

すか。 

中期計画定例会を月 1 回実施している。［A 校］ 

KPI 達成状況は学校関係者評価の場で報告。［B 校］ 

職員会議を月１回行い各委員会での報告を行っている。［C 校］ 

月１回、常務理事等が行う、経営検討会議に副校長・教務部長・事務局

長が参加し、報告を行っている。［D 校］ 

日常的に、理事長とやり取りしている。週２，３回、少なくても月４，５回。

達成できていない場合は、随時打合せを行い、対策を講じる。目標は

変えずに、達成するための対策を講じる。今年下回った場合は、２年目

に頑張るなど。［H 校］ 

8 月および２月（or１月）に、進捗状況確認及び修正。［J 校］ 

中期計画に修正が必要か否か、例年 8 月～9 月頃に検討を行い、10

月上旬に中期計画の修正版を作成し、11 月中旬に各部門で事業計画

を作成する。修正点が無ければ変更が無い事を部門長に伝え、従前の

中期計画を踏襲した各部門の事業計画をすすめる。修正点がある場合

は修正箇所を明示し、修正版の中期計画をもとにした各門の事業計画

を作成する。現在の中期計画は 2021 年開始のものであるが、現在修

正を行っている。［E 校］ 

学園全体：理事会、月例会議、運営会議。学校：職員会議、教務会議

［F 校］ 

毎年 3 月の理事会で報告している。［M 校］ 

中期計画を基に年間の事業計画を作成する。⇒部門長と関連部署長

で構成する月例会議「経営会議」を開催。「経営会議」で年度の事業計

画の課題進捗を共有。進捗管理サマリシート（共有管理シート）。事業

計画の課題管理進捗。数値目標設定。学生の状況報告。［G 校］ 

中期計画についてはない。年度別はあるが、中期の達成度は検証して

いない。［K 校］ 

Q13. 中期計画を作成す

ることで効果的だった点

（好事例） 

以前は本部で決めていたが、今回は策定段階から委員会を作ったの

で、ボトムアップの計画ができた。学園を感じることがこれまではできて

いなかったが、グループとしてのメリットを感じやすくなった。ボトムアップ

の体制が整ってきたこと。［A 校］ 

やるべきことが定まり、活動を集中できる。［B 校］ 
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学校運営の大きな方向性を示すことができている。［C 校］ 

ベクトル合わせができているため、課題に対する行動が早くなってい

る。［D 校］ 

自校の状態（組織、財務、強み、課題等）を総合的な視点で把握するこ

とが出来た。［E 校］ 

自校の状態を総合的に把握し、組織の強みや課題について複眼的に

見つめることができた。４つの部門長が集まって検討するため、それぞ

れの視点で見てくれるため、客観的に自校の状況が見直せることがで

きる。［G 校］ 

やることが明確になる。募集人数（在籍人数・・・こちらが重要）が明確に

なる。学費の変更は計画になかったが、物価高騰などで 2 万円上げ

た。［H 校］ 

現状を検証し、対策を検討する機会が増えた。即応性が向上した、ニ

ーズに合わせて機敏に動ける。［J 校］ 

混乱しなくて済む。毎回毎回説明しなくて済む。［M 校］ 

一般の教職員に経営に教務を持たせることができる。(別の話だが)7 月

の決算報告会をしている(10 数年前から)。現場の職員は、中期計画の

委員に選ばれることの喜びを感じているようだ。［K 校］ 

Q14. 中期計画を実行す

ることで問題点や課題はあ

りますか。 

5 年が長いと感じる時がある。時代に合わなくなったらどうするかという

懸念がある。学校関係者評価委員会でも５年以外でもという話が出てい

る。今後この年数を検討する必要があると感じている。［C 校］ 

外部環境の変化が速く、大きい場合、5 年先も予測しにくく、具体的な

計画を作成する事が困難な部分もある。現在修正を行っている。［E 校］ 

想像していないことが起こる。外部環境の変化が早く大きく、５年先はな

かなか見通せなくなってきている。感染症流行や経済情勢、新技術の

イノベーションなど、予測の範疇以上に劇的であり具体的な計画を大き

く変えることを余儀なくさせられる部分もあると思う。人材育成のための

個人の意見（一般の教職員の声）は聞くことはあるが、中期計画みたい

な大きな視点に関する意見を聞くことはあまりない。目の前の起こってき

ていることが中心になる。経営にかかわる仕事につくための研修として、

管理者研修を行っており、経営的な要素を学ぶことができる。（１年や２

年）［G 校］ 
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新しい室制度を作ったのだが、組織、学校が大きくなる中で、どこで決

めてどこで承認とか、意思決定プロセスがまだ決めきれていない。役職

もない意見の扱いをどこまで共有して報告してというところが課題。ま

た、学科、学校の中に室とか WG は規模的にやりやすいが、学園全体

の中に作ると位置付けが難しい。組織図がしっくりこない。WG は時限

的なものと考えて若手を採用したが、やってみたら定例化してしまい、

いつもやっていることになっていたり、WG ではなく委員会となってしま

う。WG が乱立してしまった点も課題である。WG を作るためにこういう許

可がいるという制度がなかったことが原因と考えている。［A 校］ 

当該分野専門学校の職員に PDCA と伝えても、そもそも PDCA のこと

を知らないので難しい。学校長がテーマを定めて実行させたこともあっ

たがうまくいかなかった。評価（給料）と絡めた仕組みにはなっていなか

ったことが原因かもしれない。また、中期計画で項目を定めた時とは市

場や環境が変わり、内容がそぐわなくなってしまったため、KPI を変更

（項目はそのままで目標数値のみ変更）したことが過去に一度だけあ

る。［B 校］ 

中期計画通り進まない際の目標の修正が難しい。特に１年目の目標値

に未達の際に２年目の目標をどのようにするのか？安易に下方修正す

ると問題になるため。［F 校］ 

全体の目的や目標に対する認識が低い、他人事のように考えている教

職員がいる。［J 校］ 

教職員への浸透。(例：事業計画発信後、方針を教えて下さいと質問し

に来る教職員もいる) ［M 校］ 

問題点ではないが、懸案事項として、学生募集は水物で計画的にはい

かないため、不安感は常にある。施設設備などの突発的な出費が不

安。自然災害があった。・・・国の補助金や銀行からの長期借入で対

応。［H 校］ 

実行する上での問題はない。教職員が同じ方向を向くことで、時間短縮

になり、業務遂行上の無駄が発生しない。［D 校］ 

※可能であれば実行組織

図をご提供ください。 

報告書への掲載（公開）  （ 可［１校］ ・ 否［３校］ ） 

その他［４校］（本部にて確認が必要など） 

・組織図が作りこめていない。（室制度の関係で） 
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・中期計画としての組織図はない。通常の学校運営の中で動いている

ので、学校の組織図がそれにあたる。特定のプロジェクトの必要がある

場合は、委員会を組織する。 

C
h
eck

（
評
価
） 

以下の項目について教え

てください。（中期計画作

成が初回の学校は予定で

可） 

今回が初めて［G 校、H 校］ 

中期計画は 2 回目［A 校、C 校、F 校］ 

中期計画は 3 回目以上［B 校、D 校、E 校、J 校、K 校］ 

Q15. 達成評価はどの様

にしていますか 

（学校の理念、ミッション等

との関係は？） 

達成度評価が難しい「とても当てはまる」。［１校］ 

全学での数値目標の設定「特に設定していない」。［E 校］ 

年に 1 回学内理事によって評価。修正点など必要か意見交換。［E 校］ 

 

達成度評価が難しい「やや当てはまる」。［７校］ 

全学での数値目標の設定「ほぼすべて設定」。［J 校］ 

８月と年度末に、副校長・教務部長・事務局長による確認後、理事長に

報告。［J 校］ 

全学での数値目標の設定「数多く設定」。［B 校、C 校、D 校、K 校］ 

自己点検評価の指標で評価できるものはそれで評価。それ以外のもの

には、学科ごとに半期ごとに振り返りを行い、これを年度初めのキックオ

フミーティングで確認と課題設定を行う。［C 校］ 

全学での数値目標の設定「ある程度設定」［F 校］ 

達成評価は数値で管理している。［F 校］ 

全学での数値目標の設定「特に設定していない」。［A 校］ 

1 回目は本部が作って本部が評価。2 回目の今回は半期のまとめで達

成状況を各室で報告、評価。定例会議でも行うが、セクション長での振

り返りを 10 月に半期分行い、年度末に確認する。［A 校］ 

 

達成度評価が難しい「当てはまらない」。［２校］ 

全学での数値目標の設定「特に設定していない」。［G 校］ 

中期計画の達成評価はなし。落とし込まれた単年度事業計画に対する

達成評価は年１回厳しくある。［G 校］ 

学校の理念やミッションとの関係より、理事長の思いが強い。計画が実

行できたか否か・・・５年後にわかる。［H 校］ 

Q16. 計画見直しはいつ

行っていますか  

☑年 1 回［５校］   

年度末に実施［A 校］ 

単年度の事業計画を作成する際にマイナーチェンジを行っている。［C

校］ 

年 1 回の見直し。［F 校］ 
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☑年 2 回［１校］ 

 

☑その他（毎月［１校］、定期的［１校］、適宜［１校］、ルールなし［１校］

など ） 

毎月の経営検討会議で確認報告を行っている。［D 校］ 

定期的に行っている。短期的な見直しはあるが、最終目標の見直しは

行わない。［H 校］ 

必要に応じて適宜。年度ごとの事業計画作成時に確認。［G 校］ 

4 年間の中で KPI の数字を途中で変えたことが 1 度あった［B 校］ 

ルールはない。現状見直しは行っていないが、ルールは必要だと思う。

長い計画であるほど必要。今回の中期は現在特段必要は感じない。［K

校］ 

2 カ月に 1 回の点検は実施している（理事長、経営戦略室長、学生支

援室長、広報部長、校長、副校長、事務局長など 6 名ほどで編成）。見

直しは現時点で実施していないが、単年の事業計画で点検を行ってい

く。［M 校］ 

Q17. 計画見直しのメンバ

ーはどなたになりますか 

計画の見直しに関わるのは、 

☑一部教職員   責任者クラス［５校］ 

☑一部教職員   その他（     ）［１校］ 

□全ての教職員 

 

定例会議で見直す予定、大きな変更が入りそうであれば、各室の担当

者＋理事長、本部長 8 名にて見直しを行う。［A 校］ 

理事長、校長、副校長、前理事長。［E 校］ 

副校長・事務局長が行っている。［D 校］ 

事務局長。［H 校］ 

運営会議・幹部会にて行っている。［C 校］ 

責任者会議のメンバー。なお、作成時管理職でなかった方が、数年後

管理職になって入ることはある。［G 校］ 
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本部と常勤理事で必要性を判断し、実際の見直しは管轄部署で見直し

が望ましい。［K 校］ 

基本見直しはしない前提。［B 校］ 

Q18. 中期計画の目的を

達成していますか 

項目によって異なるが、概ね達成。（コロナ等、計画と実情が大きく異な

る部分を除く）［G 校］ 

項目によって異なる。計画と実情の差が大きくなり始めた部分は中期計

画の一部修正などを行っている。［E 校］ 

１年目の目標は財務的に達成している。［H 校］ 

一部達成している項目もある。［F 校］ 

学校運営の不安を減らせていることはできているが、よりよい教育がで

きているかについては十分ではないと感じている。単年度計画には教

育の指標があり、未達の場合には翌年に継続取り組みをするが、いつ

までにという部分がうまく連動しきれていないように感じる。［C 校］ 

次回の中期計画策定時に、前期の計画の達成度を参考にする。［K

校］ 

計画作成して間もないため結果はこれからである。［A 校］ 

学校ごとに差があり、当校は厳しかった。他校の成功事例を横展開す

る、などの事例は生まれていないと感じる。［B 校］ 

グランドデザインとしてみれば未達。［J 校］ 

「中期計画策定の経営改善への効果・有効性」は、「やや当てはまる」。

また、[前期の計画目標は十分に達成できましたか]と [前期の計画実

施は経営改善につながりましたか]は「ある程度そう思う」。［D 校］ 

あってよかったが、学内共有＝自分事に置き換えて考えている教職員

がどこまでいるか。［M 校］ 

Q19. 中期計画の策定に

よるメリット、デメリットは何

ですか 

【メリット】 

策定段階から委員会を作って、ボトムアップの計画ができた。学園を感

じるということは仕事をしていてこれまでなかったと感じるが、グループと

してのメリットを感じやすくなった。ボトムアップの体制が整ってきたこと。

［A 校］ 
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学園としてやるべきことが定まる。単年では判断できないような計画（校

舎を増やすなど）を立てられる。［B 校］ 

中期計画作成のおかげで、学校運営の方向性の確認ができているし、

それについて話し合うことができている。［C 校］ 

学校が目指す方向性を明文化、視覚化出来る為、各部門計画も中期

的視点を持った内容にするよう伝えられる。［E 校］ 

中期計画があれば職員間で共通のゴールをイメージして遂行すること

ができる。［F 校］ 

学校が目指す方向性を明らかにし、組織が一丸となる基礎を持つこと

ができる。年ごとの目標設定や具体的なその年の事業計画に落とし込

むことができる。［G 校］ 

やることが明確になる。［H 校］ 

共通の視点で見ること。視野拡大、数年先を意識すること。［J 校］ 

【デメリット】 

業務量が増えている。担当が兼務であることが要因となっている。また、

新しい取り組みが多いので混乱が起きる。職員からすると余計な混乱と

なる。［A 校］ 

時間と労力がかかること。［C 校］ 

デメリットは特に感じていない。作成に時間はかかるが、ベクトル合わせ

ができるため、苦とは感じていない。［D 校］ 

縛られすぎると、おかしくなる（回らなくなる）。［M 校］ 

デメリットは特に感じていない。［E 校］ 

自分ものにできていない、他人事。［J 校］ 

Q20. 中期計画策定に際

し、直近もしくは過去にお

いて、外部コンサルタント

等を利用しましたか？（利

用した場合、どのような内

容のコンサルをしてもらっ

たか？（できれば費用概

算も） 

利用していない［９校］ 利用したことがある［２校］ 

検討もしていない。中期計画の策定にあたり、大学のものを参考にし

た。なお、作成手順は記載されていないため、ネットで企業用の作成方

法を参考にした。［E 校］ 

コンサル（外部研修）は定期的にはないが、スポットとして入ることはある

（管理職研修など）。［G 校］ 
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導入時（14・15 年前）と５・６年前までは月 1 回、5 年間位コンサル利用

あり。その他研修等で、単発で依頼することはある。 

Q21. 中期計画の策定・評

価について理事会・評議

員会に諮りましたか。ま

た、諮った場合、目標と結

果の差異について、どのよ

うに評価をしましたか。 

理事会にて報告した。［A 校］ 

理事会・評議員会にて承認（よっぽどのことがなければ変更しない）。［B

校］ 

策定時は諮った。目標は(5 年間のものは今回が初回で)まだ結果が出

ていない。［K 校］ 

理事会では、全体の学科数・在籍数・教職員数・進路状況・教育実績・

設備状況・財務状況が報告され、34 校の学校ごとの中期計画は諮って

いない。［D 校］ 

理事長から話をしている（その他としての話で承認事項ではなかった）。

［H 校］ 

評議員会を重視されている。［M 校］ 

学内理事（校長・副校長）および前理事長からの意見聴取を行った。現

在、見直し中。［E 校］ 

単年度ごとの意見は頂いているが、中期計画についてはない。［C 校、

J 校］ 

中期計画については月例会議に諮るが、理事会・評議員会には諮って

いない。［F 校］ 

議題となることもあり、報告として行われることはある。［G 校］ 

その他（ご意見をお聞かせ

ください。） 

文科省からこの様に作っていけば良いというものがあればスムーズにな

る。わからない中、手探りで作成したので、今後その様なものが出される

とやりやすい。［A 校］ 

中期計画は策定すべきだと思う。有ると無いと全然違う。［M 校］ 

過去に PDCA サイクルを機能させることへチャレンジしたが、当該分野

専門職出身の職員、ということもあり（一般企業を経験していない）うまく

機能しなかった。この課題をクリアした事例があれば聞いてみたい。［B

校］ 
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本当にこれでいいのかと、常に悩みながらやっているので、できることな

らコンサルを受けてみたいと思う。［C 校］ 
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４．関係団体に対するヒアリング調査（中期計画策定） 

 

【調査の目的】 

本プロジェクトでは、『専門学校が行うべき中期計画策定の内容、範囲、深度等やそのプロセス

を明確にし、何をどのような手順で策定すべきか、また、どのような効果があるかを明らかにし、中

期計画策定のガイドラインを作成する』ことを目指している。 

大学等の第三者評価では、中期計画の策定について、どのような項目で評価を行っているのか

をご教示いただく。 

 

【調査対象組織及び調査日】 

No 法人・組織名 訪問日 

12 公益財団法人 日本高等教育評価機構（JIHEE） 11 月 13 日 

13 日本私立学校振興・共済事業団 12 月 1 日 

 

 

【ヒアリング調査結果】 

  質問項目 回答欄 

Q1 大学等では、中期計画を作成す

る前にどのような分析がされてい

ますか 

（例：①自社の分析（過去の業

績、成功要因、強み、弱み）②環

境分析（マクロ環境、ミクロ環

境）） 

日本高等教育評価機構は、中期計画の「中身」を評価すること

はしていない。PDCA サイクルや質保証に関わる「評価の仕組

み」とその機能性をチェックしている。そのため、左の例に書いて

あるような内容はチェックしていない。［JIHEE］ 

 

中長期計画策定のプロセスを以下のように説明 

① 現状分析と危機意識の共有 

② ビジョン明確化、最終目標設定 

③ 計画策定の体制整備 

④ 具体策・数値目標の設定 

⑤ 計画の決定・学内共有 

⑥ 計画の実施／進捗管理 

上記のうち、特に①の「現状分析」を支援する道具として、定量

分析（数値等による財務分析）や定性分析（数値以外での要因

分析）を行うための分析ツールを揃えている。［私学事業団］ 
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Q2 大学等における中期計画では、

どの様な内容を重視して作成さ

れていることが多いですか。 

☑募集  ☑教育  □就職   □社会連携・社会貢献 

□国際連携   □施設設備計画   ☑財務戦略 

□組織・運営体制   □研修計画（人材育成） 

□その他（                  ） 

 

日本高等教育評価機構が主にチェックする項目として、財務が

挙げられる。大学の学修目標を達成するために、財務の現状は

どうか、どう予算編成するか（何にいくら投下するか）、今後の財

務計画をどう立てているかなどをチェックし、必要に応じて指摘

する。［JIHEE］ 
 

Q3 大学等における中期計画では、

どの様な項目が取り上げられて

いますか（例えば目次） 

中期計画は私立学校法に関わるものなので、法人の運営（設備

投資、学科編成など）に関するものが多い。［JIHEE］ 

 

ビジョン明確化、最終目標設定（プロセス②） 

長期的なビジョンを設定するために、建学の精神・教育の理念に

立ち返り、目標を明確化することを推奨。 

計画策定の体制整備（プロセス③） 

一般の教職員を含めて構成される計画策定の委員会やプロジェ

クトチーム等、計画策定のための体制構築を推奨。 

具体策・数値目標の設定（プロセス④） 

具体策検討にあたって、詳細にエビデンスに基づく現状分析を

行うことを推奨。例えば、SWOT 分析※１や３C 分析※２等のフレー

ムワークを活用し、定量分析（法人・学校の財務分析／人口等の

環境分析など）や定性分析（教職員からのヒアリング／学生等の

アンケート調査など）を実施。⇒施策を明確化［私学事業団］ 
 

Q4 大学等（受審校）に対して、中期

計画の作成や教学マネジメント

を指導（案内）する「手引き」のよ

うなものはありますか。 

また、それをご提供いただくこと

は可能ですか。 

「令和 5 年度 大学機関別認証評価 受審のてびき」参照。

［JIHEE］ 

以下、【受審のてびき】より、中期計画に関する項目を抜粋 

・基準項目１－２．使命･目的及び教育目的の反映 

③中長期的な計画への反映：使命･目的及び教育目的を中

長期的な計画に反映しているか。 

・基準６．内部質保証 

内部質保証とは、「三つのポリシーを起点とする教育の質保

証」と、「中長期的な計画を踏まえた大学全体の質保証」から

なる。 

・基準６－３．内部質保証の機能性 

自己点検・評価、認証評価及び設置計画履行状況等調査な

どの結果を踏まえた中長期的な計画に基づき、大学運営の改
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善・向上のために内部質保証の仕組みが機能しているか。

（以上）［JIHEE］ 

 

中長期計画を作るのはあくまで学校である。私学事業団では、

中長期計画の作り方・考えを資料で説明している。 

【中長期計画策定資料の内容説明】 

(1) 成果の上がる中長期計画をどう作るか 

・作って終わりではなく、中長期計画を回していくことが大事な

ので、作成する段階から努力が必要。 

・策定プロセスを再確認して、修正する点があれば PDCA サ

イクルで見直し、改善する。 

(2) 中長期計画(経営改善計画)の策定とは 

・5 年後どうなるかというビジョンをしっかりと持つ。 

・各年度の目標数値（KPI を決めて実行することで KGI にたど

りつく。 

(3) 中期計画で盛り込む事項とポイント 

 ①将来どのような学校にしたいか（計画期間におけるビジョン） 

 ②具体的な数値目標を決める 

    → 目標に到達するための具体的な数値目標がないと、

結果が見えない 

③明確な実施計画 

    → あやふやな計画なままだと、どこまでやればよいかが

見えてこない。具体的（数字・目標・取組・担当者）な

ところまで落とし込むことが重要。 

④ビジョン・計画を共有し、達成感の共有 

   → 皆を巻き込み、一丸となって行うことで達成感を共有で

きる。 

(4) 中長期計画策定の必要性と有益性 

 ・私立学校法による義務化（文部科学大臣所轄法人） 

(5) 中長期計画策定のプロセス 

 ・プロセス１ 現状分析と危機意識の共有 

       → 数値データの分析を行い、自分たちがどのような

状況にあるかを明確にする。それを共有して全

員で危機意識を共有する。 

【私学事業団分析ツール例の紹介】 

定量分析 自己診断チェックリスト（財務比率等）、経営判断

指標、私学情報提供システム、今日の私学財政 
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定性分析 自己診断チェックリスト（管理運営等）、私学経営

情報（アンケート報告） 

 ・プロセス２ ビジョン明確化と最終目標設定を行い、具体な方

策を決定 

       → 建学の精神を踏まえながら、経営ビジョンをまと

める。 

 ・プロセス３ 計画策定体制の整備 

       → 計画策定の委員会やプロジェクトチームなどの体

制を構築して行うことが重要で、出来るだけ多くの

意見を吸い上げるために、一般の教職員も含めて

構成された体制構築を行う。 

         併せて、策定後の進捗管理の体制整備も行う。 

 ・プロセス４ 具体策・数値目標の設定 

→ 【定量分析】設定するにあたっては、現況はどうな

っていて、今後どうなるべきかを、人口の減少や

地域の情勢などを踏まえて考える。（財務状況・

学生募集・18 歳人口の動向・国家資格の合格

率・就職率） 

【定性分析】数値では見えない部分もあるため、

教師へのヒアリングや学生からのアンケート・イン

タビュー・地域社会のニーズなども活用 

【ツール活用】SWOT 分析、3C 分析等のツール

を活用することが有効。SWOT 分析は、内部環

境（強み、弱み）と外部環境（機会、脅威）をそれ

ぞれ掛け合わせて、それぞれの属性の特徴を教

職員で意見を出しあい議論を行う。 

3C 分析は、自学・競合校・顧客（学生）の３つを

踏まえて環境を分析し、自分たちの立ち位置を

知り、どう戦略を立てるかがポイントになる。 

【顧客となるターゲットの設定】学生募集に特効薬

はないということを自覚し、学生を確保している学

校は何を意識しているかを全員で共有することが

ポイントになる。誰が顧客かをはっきりさせ、どうい

った学生に来てもらっていて、その学生のニーズ

は何なのかを知る。また、不安や不満をアンケー

トで把握し、それをどう改善するかを検討し、今後

の学生募集に反映させる。 
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【具体策・数値目標の設定】KGI でどこにゴール

を置くか、そしてその数値はどうするか決める。さ

らに、ゴールまでの過程に KPI である途中の到

達数値が曖昧にならないよう明確に定める。 

上記の数値を追えば、どの段階が弱いのかが見

えてくる。 

【意見をしっかりと形にするためには】 

良い意見が出ても、そこから先に進まないことは

よくある。出された意見や提案に対し、手順を踏

んで形にしていくことが重要であり、計画が動き

出したら必ず進捗管理を行い、改善をする。 

 ・プロセス５ 計画の決定・学内共有 

       → 計画が決まれば、学内で計画内容を共有するこ

と。 

 ・プロセス６ 計画の実施進捗管理 

       → 作って満足ではなく、実施の進捗管理をどこの部

署で行うかなどの体制を明確にし、実施進捗管理

をきちんと行うことが一番重要。 

定期的に KPI 達成の進捗管理を、複数の視点か

らチェックする体制を構築し、未達成の場合は、原

因を明確にして内容を見直す PDCA が展開でき

る仕組み作りになっているかを確認する。 

計画を実行する担当部署や担当者を行動計画で

明確に決めていると、どこに問題があるかが見え

てくる。 

中長期計画を有効に機能させるには、教職員が

当事者意識を持つことが大事なので、プロセス１

の現状分析の時に可能であれば全員に参加して

もらい、現状を把握してもらうことが重要になる。そ

の後、目指すべき姿を経営改善計画として全員で

共有する。 

(7) 中長期計画策定における注意点 

  【中長期計画の陥りやすい罠】 

    ・作ることが目的化している。 

    ・意見を聞かずに作成されているので、全員に共有されて

いない。 

    ・実行が担保されない 

    ・数値目標や達成時期が曖昧 
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    ・無責任体制 

    ・モニタリング組織や教学事務組織が不在 

    ・年度ごとの予算事業計画に反映されない。 

・計画を策定しているだけで形骸化している。 

(8) 中長期計画策定 成功のカギ 

  【納得する】 

現場の人たちも含めて、「今の学校の状況」や「今後どうしない

といけないか」に対して、「納得」して中長期計画に取り組んで

いるということが成功の秘訣。納得をして取り組んでいけば、

計画をブラッシュアップ（修正）できるようになる。［私学事業

団］ 
 

※１ SWOT 分析とは、強み（Strength）、弱み（Weakness）といった内部環境と、機会（Opportunity）、

脅威（Threat）といった外部環境を２×２マトリックスにして分析し、領域に応じた戦略を策定し

ていくものである。 

※２ ３C 分析とは、自学（Company）、顧客（Customer）、競合校（Competitor）の３つの視点から、環

境を分析し、経営上の課題を把握し、成功に導くための戦略を練ることを可能にするフレーム

ワーク。 
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５．中期計画策定に関する調査結果（まとめ） 

 

５－１．中期計画で重視される内容について 

 

今回の専門学校１１校へのヒアリング調査の結果、中期計画を作成する際に重視する内容と

して、募集［10 校］、教育［10 校］、財務戦略［８校］、就職［７校］などが多くの学校で挙げられま

した。教育や就職は、職業教育機関である専門学校にとって、業務の中核となるものです。また、

募集や財務戦略は、学校の継続的な運営、つまり学校経営にとって、重要な項目となります。こ

れらの項目を重視することは、中期計画の策定に当たって、共通認識となるものであることが改

めて確認できました。 

具体的な意見として、「業界への貢献（就職）や育成人材像に関する「教育」も重要。それらの原資

となる「募集」については特に定量的な指標をもって計画する。」や「募集、就職（企業連携、インター

ンシップ）、教育を重視しているが、これらの項目を特別な労力を使うことなく、日頃の教育を通じて

成果に繋ぐことが理想。」などがあります。 

専門学校という職業教育機関の取組として、人材像を描き、就職先のニーズを踏まえて、どのよう

な知識・スキルを身につけさせ、能力を評価すべきかを検討します。企業に役立つ人材（職業人材）

が育成できているか、専門学校として専門人材の育成ができているかを考え続けなければ成りませ

ん。「職業教育の質」の目指すところとは何か。地元企業との連携や、中長期的な企業連携の取組を

継続させ、研究主導の大学との違いを見える形にし、企業に求められる専門人材を育成することこそ

が高い価値を生むということに目を向けなければなりません。 

これらに続く項目として、研修計画（人材育成）［５校］、社会連携・社会貢献［４校］、組織・運

営体制［４校］、施設設備計画［３校］が挙げられています。教育の質の向上が求められる中、教

職員の能力向上・スキルアップへの関心が高まっていることが現れています。 

「組織・運営体制」に関する具体的な意見として、「「組織運営の体制」や「組織の人材育成」の着目

度は高い。」や「学科ごとの今年のことしか見ていない、考えていないという状態から、学園として専門学校

の発展とか視野を広く持てるきっかけとなった。」など、また、「施設設備計画」に関するものとして「重

要な点は、古くなってきている校舎の修繕計画と考えている。これは中期計画を作成するにあたり見えて

きた部分である。」などがあります。 

中期計画の期間を 5 年とすべきか、3 年とすべきかも、今後の検討課題です。専門学校の教育課程は

2 年が多く、そこも大学とは大きく異なります。大学とは異なる職業教育のマネジメントの仕組みを構築しな

ければなりません。  

「私大連 私立大学ガバナンス・コード」では、「１．自律性の確保」という基本原則の下、教学、

人事、施設及び財務等に関する事項や人材の育成、登用の方針について示すとともに、顕在

的リスクのみならず潜在的リスクについても識別、評価し、現実的かつ具体的な資金計画、収支

計画を精緻化することが薦められています。（実施項目 １－１：③ 中期計画等に教学、人事、

施設及び財務等に関する事項を盛り込む。④ 中期計画等において、理事長をはじめ政策を策
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定、管理する人材の育成、登用の方針を盛り込む。⑤ 中期計画等の内容について、その適法

性、倫理性を考慮するとともに、顕在的リスクのみならず潜在的リスクについても識別、評価する。

⑥ 中期計画等の策定に際し、財政面の担保が不可欠であることを踏まえ、現実的かつ具体的

な資金計画、収支計画を精緻化する。） 

 

５－２．中期計画の共通理解の必要性と公開について 

 

今回の専門学校１１校へのヒアリング調査の結果、中期計画をどのレベルまで公表・説明して

いるかとの問いに対して、「全ての教職員［７校］」との回答が最も多く、「一部教職員（責任者クラ

ス）［２校］」との回答と、大きく差がついていました。中期計画は、「計画を立て、それを事業計画

に反映して実行することが重要である」という点を踏まえると、学校全体での共通理解が必要と

なるはずです。ヒアリング調査の結果からは、こうした点が理解され、学校全体での共通理解が

必要であるとの認識が広まっていることが伺えます。なお、前項でも指摘したように、中期計画に

は学校の財務に関する情報も含まれるため、「常勤教職員に３月に行う新年度方針発表で発表

している（決算書類も含め）。非常勤講師には見せていない（中期計画は経営に関するものであ

るため）。ただし、退学に関しては伝えている。」という運用や、「保護者や学生には伝えていな

いが、学校関係者評価委員会では伝えている。」という運用が行われているようです。 

学校教職員等に対する周知方法の具体例として、「教職員には３月末の方針発表会で 90 分

かけて説明している。非常勤講師には別の機会を設けて説明している。学生や保護者には形

式を変えて説明している。また保護者には保護者だよりを発行している。」と、階層別に対応して

いる事例や、「職員全体を集めて一気に周知、といった活動はやっていないが、運営委員会、

職員会議などの場所を使って、定期的に伝えていく。」といった事例が報告されています。 

「私大連 私立大学ガバナンス・コード」では、「１．自律性の確保」という基本原則の下、実施

スケジュールを含む具体のアクションプランを明確にすることで中期計画の共通理解を図り、評

議員会等の意見を聴取したうえで、会議体等の合議により中期計画の最終決定を行うことが示

されています。また、測定可能な指標や基準に基づく達成目標、行動目標を提示し、適宜、デ

ータやエビデンスに基づいて中期計画等の進捗管理を行うなど、教職員を中心とする構成員に

十分に説明し、理解の深化を図り、中期計画等の期間中及び期間終了後に、進捗状況及び実

施結果を法人内外に公表することを薦めています。（実施項目 １－１：⑦ 中期計画等において、

実施スケジュールを含む具体のアクションプランを明確にする。⑨ 中期計画等の最終決定は、

十分な説明、資料に基づき、評議員会等の意見を聴取したうえで、会議体等の合議により行う。

⑩ 中期計画等において、測定可能な指標や基準に基づく達成目標、行動目標を提示し、適

宜、データやエビデンスに基づいて中期計画等の進捗管理を行う。⑪ 中期計画等の内容、進

捗管理方法について、教職員を中心とする構成員に十分に説明し、理解の深化を図る。⑬ 中

期計画等の期間中及び期間終了後に、進捗状況及び実施結果を法人内外に公表する。）そし

て更に、「３．信頼性・透明性の確保」という基本原則の下、中期計画等の進捗状況についての

報告が薦められています。（実施項目３－３－１：④ 中期計画等との連関に留意した事業報告

書の作成を通じてその進捗状況を公表する。） 
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５－３．中期計画の達成度評価と見直しについて 

 

今回の専門学校１１校へのヒアリング調査の結果、「達成度評価が難しいか」という設問に対し

て、「とても当てはまる」と回答した１校と「当てはまらない」と回答した１校は、いずれも「全学での

数値目標の設定」という設問に対して、「特に設定していない」との回答でした。達成度評価を行

うためには、評価を行うための指標（基準）や到達目標を設定しなければなりません。これらの指

標や到達目標は、必ずしも数値目標（定量的な目標）である必要はなく、定性的な目標である

場合もあります。アンケート調査時には、回答しやすい設問とすることを優先し、「数値目標の設

定」という観点で質問しました。ヒアリング調査時には、アンケート調査時の回答を踏まえて、より

具体的な質問をさせていただきました。結果として、中期計画の達成度評価については、多くの

学校が「課題」として認識していることがわかりました。 

「私大連 私立大学ガバナンス・コード」では、「１．自律性の確保」という基本原則の下、測定

可能な指標や基準に基づく達成目標、行動目標を提示することで、達成度評価を適切に行え

る環境を整えるとともに、外部環境の変化等により、中期計画等の変更が必要となった場合、速

やかに修正を行える体制を構築することが薦められています。（実施項目 １－１：⑩ 中期計画

等において、測定可能な指標や基準に基づく達成目標、行動目標を提示し、適宜、データやエ

ビデンスに基づいて中期計画等の進捗管理を行う。⑫ 外部環境の変化等により、中期計画等

の変更が必要となった場合、速やかに修正を行える体制を構築する。） 

 

５－４．中期計画の策定・評価における理事会・評議員会の役割 

 

今回の専門学校１１校へのヒアリング調査の結果、中期計画の策定にあたり「理事会で承認を

得ている」という学校は、少数であることがわかりました。現状として、理事会での承認が求めら

れているという訳ではありませんので、「できていない」と評価してしまうのは早計です。求められ

たり、義務づけられたりする前に、自律的に、こうした取組を進めることが、組織としての信頼に

繋がるのではないかと考えられます。 

令和５年度の私立学校法の改正では、ガバナンス改革を大きな課題として取り上げています。

ガバナンス改革は、学校法人自らが主体性をもって行わなければならない性質のものです。基

本的な考え方として、理事会と評議員会が相互に牽制しあいながらも、建設的に協力し、時に

は議論しあい、充実した納得感のある学校法人運営を目指すものであるとされています。今回

の法改正では、「意思決定機関」は理事会であり、評議員会は「諮問機関」であるとされていま

す。そのため、「理事会での承認」を適切な取組の目安としています。 

「私大連 私立大学ガバナンス・コード」では、「１．自律性の確保」という基本原則の下、中期

計画等に係る策定管理者と執行管理者を明確に分けることと、評議員会等の意見を聴取したう

えで、会議体等の合議により、中期計画等の最終決定を行うことが薦められています。（実施項

目 １－１：⑧ 中期計画等に係る策定管理者（政策管理者）と執行管理者を明確にする。⑨ 中

期計画等の最終決定は、十分な説明、資料に基づき、評議員会等の意見を聴取したうえで、会
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議体等の合議により行う。） 

 

５－５．中期計画策定のプロセスについて 

 

私学事業団では、中長期計画策定のプロセスを以下のように説明し、大学における中長期計

画策定の手順をガイドラインとして示しています。 

① 現状分析と危機意識の共有 

② ビジョン明確化、最終目標設定 

③ 計画策定の体制整備 

④ 具体策・数値目標の設定 

⑤ 計画の決定・学内共有 

⑥ 計画の実施／進捗管理 

今年度は、中期計画策定のプロセスを検討するためのデータを収集することを目的として、調

査・検討を行いました。大学の教学マネジメントと、専門学校の職業教育のマネジメントの違いを

はじめ、マネジメントの仕組みに求められる内容も異なりますので、中期計画に盛り込むべき内

容や、それらの策定のプロセスについても、異なる部分が出てくるはずです。 

私学事業団様や JIHEE 様は、先行して中期計画の策定に関するガイドライン作りに取り組ん

でいる組織ですので、引き続き、情報提供をいただきながら、専門学校における中期計画策定

のプロセスについても、検討していきます。 

 

 

５－６．中期計画策定に関する今後の課題 

 

今回、アンケート調査ならびにヒアリング調査を通じて、既に中期計画策定に取り組んでいる

学校法人及び専門学校が数多くあることがわかりました。しかし、その中期計画に掲載されてい

る内容やそれらの粒度はまちまちで、手探り状態とも言える状況です。 

令和５年度の私立学校法の改正では、ガバナンス改革が大きな課題として取り上げられまし

た。ガバナンス改革は、学校法人自らが主体性をもって行わなければならない性質のものです。

学校法人ならびに各学校が、主体的に、かつ、安心してガバナンス改革に取り組むとともに、職

業教育のマネジメントを行う上で効果的な中期計画策定に取り組めるよう、検討を進めます。 

今回、貴重なご意見ならびに情報をご提供いただいたことに感謝申し上げます。情報を精査

し、使い勝手の良い「中期計画策定のためのガイドライン」を作成できるよう、次年度に向けて検

討していきたいと思います。 
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